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令和 3 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質リスク研究事業） 

総括研究報告書 

 

空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

研究代表者 酒井 信夫 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 室長 

   

 

 

室内濃度指針値既設１３物質の代替化学物質による室内空気環境汚染が数多く報告さ

れるようになり，厚生労働省医薬・生活衛生局医薬品審査管理課化学物質安全対策室を

事務局とする「シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会（以下，シックハウス

検討会）」では，室内濃度指針値指針値の採用を新たに検討すべき化学物質が提案されて

いる。 

室内濃度指針値を策定する際には，対象化学物質の詳細な曝露評価を行うために，妥

当性の評価・確認された標準試験法を通知（提示）する必要がある。現在，シックハウス

検討会が示す室内空気中化学物質の採取方法と測定方法は，2001 年に通知（医薬発第

828 号 平成 13 年 7 月 25 日付 厚生労働省医薬局長通知）された方法であり，サンプリ

ング・分析機器等の技術進展に応じた測定方法のリバイスが必要である。また，シック

ハウス検討会では，室内空気環境汚染実態調査等の結果に基づいて，室内濃度指針値の

採用を新たに検討すべき化学物質が継続的に示されることになっており，これら化学物

質の標準試験法についても行政対応していく必要がある。 

 

本研究課題では， 

① 先行研究（H30-化学-指定-002; 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の策定およ

びリスク低減化に関する研究：研究代表者 酒井 信夫）を引き継いで，汎用性の高い

室内濃度指針値既設・代替化学物質の標準試験法を開発し，多機関バリデーション試

験によりそれらの妥当性を検証する。 

② ①で開発した標準試験法について，国内および国際規格化を推進する。 

③ 室内環境汚染化学物質の曝露濃度評価の為の in silico 予測モデルを開発した上で，

標準試験法に基づいた化学物質濃度測定結果と in silico 予測モデルを併用して経気

道曝露濃度ならびに経皮曝露濃度を定量的に予測する技術を確立する。また，諸外国

における室内空気汚染化学物質に関する最新の規制状況等を調査する。 

 

新型コロナウイルス感染症の蔓延によって新しい生活様式（ステイホーム，巣ごもり，

リモートワーク等）が余儀なくされ，全世代にわたって室内滞在時間が延伸しており，

これまで以上に室内空気質が重要視されている。標準試験法を用いた室内空気汚染化学

物質の曝露評価は，シックハウス検討会の議論を加速化するものであり，室内空気質の

向上に係る行政施策を通じてウィズ・ポストコロナにおける国民の安心・安全な生活の

実現に大きく寄与できる。 
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(2)  岡本誉士典 名城大学薬学部 

(4)  神野透人  名城大学薬学部 

(3/4)  千葉真弘  北海道立衛生研究所 
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(4)  山之内孝  横浜市衛生研究所 

(3)  西以和貴  神奈川県衛生研究所 

(3)  𠮷冨太一  神奈川県衛生研究所 

(4)  遠藤治  麻布大学生命・環境科学部 

(4)  鳥羽陽 長崎大学医歯薬学総合研究科 

(4)  中島大介  国立環境研究所 

(2)  香川聡子  横浜薬科大学薬学部 

(4)  河村伊久雄 横浜薬科大学薬学部 
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(4)  高橋直也  横浜薬科大学薬学部 

(4)  中嶋康一郎 横浜薬科大学薬学部 

 

 

A．研究目的 

A1: 室内濃度指針値代替化学物質の標準試験法の

開発 

我々はこれまでに，室内空気中揮発性有機化合

物 (VOC) を測定するためのガスクロマトグラフ

ィー/質量分析法 (GC/MS) を用いた標準試験法を

開発し，国内・国際規格化を推進してきた。GC/MS

を用いた測定の標準キャリヤーガスにはヘリウム

が汎用されているが，わが国ではヘリウムを産出

することが出来ないため，その全量を輸入に依存

している。ヘリウムの産出国は限定されており，

原産国の備蓄制限や生産量が不安定であること，

半導体デバイス製造や医療機器分野におけるヘリ

ウム需要拡大等が世界的な供給不足（輸入価格の

高騰）に拍車をかけている。上述の背景に鑑みて，

将来的に安定的なヘリウム供給が期待できないこ

とから，代替キャリヤーガスを用いた試験法の開

発が急務となっている。本研究では，ヘリウム代

替キャリヤーガスとして，水素及び窒素を用いた

室内空気汚染化学物質の試験法を開発し，その定

量性（分離，感度，検量線の直線性等）について確

認した。 

 

A2: 総揮発性有機化合物(TVOC)の在り方に関す

る研究 

我が国では，室内空気室の総体的な指標として，

総揮発性有機化合物 (TVOC) に暫定目標値 400 

µg/m3が設定されている。この暫定目標値は，実態

調査において個別に定量されたVOCsの総和を基

に，2000年12月に設けられた目標値であり，２０

年以上が経過した今，TVOCを構成するVOCの特

徴付けと共に，暫定目標値の妥当性を検証する必

要があると考えられる。そこで，TVOCの定義なら

びにその暫定目標値の妥当性について検証を行う
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ことを目的として，本研究を実施した。 

 

A3: 室内空気中揮発性有機化合物(VOC)・準揮発

性有機化合物(SVOC)の標準試験法の評価 

現在，「シックハウス（室内空気汚染）問題に関

する検討会（以下，シックハウス検討会）」が示す

室内空気中化学物質の採取方法と測定方法は，

2001年に通知（医薬発第828号 平成13年7月25日付 

厚生労働省医薬局長通知）された方法であり，サ

ンプリング・分析機器等の技術進展に応じた測定

方法のリバイスが必要である。このような背景か

ら，本分担研究では，地方自治体において試験検

査実務を担当する地方衛生研究所の研究員ととも

に室内濃度指針値の策定物質および候補物質にお

ける標準試験法のリバイス箇所を討議し，その改

良方法を開発し，多機関での妥当性評価を行って

標準試験法を確立することを目的としている。 

今年度は，①VOCの標準試験法である固相吸着

-溶媒抽出-GC/MS法（SE-GC/MS，以下，SE法）お

よび固相吸着-加熱脱離-GC/MS法（以下，TD法）

における高湿度条件下でのVOC回収率の評価およ

び除湿管の有用性，②SVOCであるフタル酸エステ

ル2種および殺虫剤3種のSE法における同時分析法

の構築，③フタル酸エステル類におけるSE法およ

びTD法の2法同時捕集による定量値の比較と，①

～③の3項目について検討した。 

 

A4: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

内規格化 

居住環境の室内空気が室内濃度指針値あるいは

暫定目標値を満たしているか否かを評価するため

には，標準化された室内空気の測定法，すなわち

採取方法ならびにその分析方法によって得られた

結果に基づいて判断することが必要である。本研

究では，最新の分析技術を基に開発された汎用性

の高い標準試験法の国内規格化を目的とした。 

 

A5: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

際規格化 

厚生労働省のシックハウス（室内空気汚染）問

題に関する検討会が継続的に開催され，指針値の

見直しや新たな規制汚染物質が検討されている。

また，フタル酸エステル類については，改正指針

値に対応して精度の高い標準試験法が開発された。

これは，日本薬学会編 衛生試験法・注解2015：追

補2019にて公表され，国内の規準となっている。

この精度の高い国内規格を国際規格化とするため

にISO会議に新規案を提案した。本分担研究では，

この国内のフタル酸エステル類の測定・分析方法

をISO/TC146（大気の質）/SC6（室内空気），ISO 

16000-33: 2017 “Determination of phthalates with gas 

chromatography/mass spectrometry (GC/MS)”の進捗

情報について報告する。 

また，新型コロナウイルス感染症対策として広

く用いられているアルコール塗布が室内の知覚空

気質およびスギ材自体の化学物質の構成変化に与

える影響（以下，アルコール塗布実験）を把握する

ことや，木材からのテルペン類酸化過程で生成さ

れるアルデヒド類の放散メカニズムの検証を目的

に溶剤を気中で化学反応をさせる実験（以下，溶

剤実験）を実施した。 

 

A6: 室内空気環境汚染化学物質のオンサイト試験

法の評価 

室内の有害化学物質としては，高揮発性有機化

合物 (Very Volatile Organic Compounds: VVOC)や

VOCといった比較的揮発しやすい化学物質がある。

しかし，SVOCは揮発性が低いため，気中よりハウ

スダストや室内の表面に付着する性質を持ち，呼

吸・経口摂取・経皮吸収等の経路によって体内に

吸収されることが報告されている。 

マイクロチャンバー法 (JIS A 1904) は建材から

のSVOC放散速度の測定が可能であるが，実空間に

おける仕上げ材からの放散速度測定が困難である。

そのため，マイクロチャンバーを用いたオンサイ

ト測定方法を開発した。先行研究では，バックグ

ラウンド実験などの基礎実験や，マイクロチャン

バー法とオンサイト測定方法との整合性実験を行

い，実空間における床材からのSVOC放散速度実験

を行った。その一方，床面からのSVOC放散速度の

測定は可能であるものの，壁面からのSVOC放散速

度測定は困難であった。そこで，今年度は壁面か
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らのSVOC放散速度を測定するため，壁面にマイク

ロチャンバーを固定する装置を開発し，実空間に

おける床材・壁材からのSVOC放散速度を測定した。 

 

A7: 室内空気環境汚染化学物質の曝露濃度予測 

室内環境汚染化学物質の曝露濃度評価のための

in silico予測モデルを開発した上で，標準試験法に

基づいた化学物質濃度測定結果とin silico予測モデ

ルを併用して経気道曝露濃度ならびに経皮曝露濃

度を定量的に予測する技術を確立する。 

今年度は，計算流体力学による室内濃度分布解

析に統合可能なin silico人体モデルのプロトタイプ

モデルを作成し，特に代表的なSVOCであるフタル

酸ビス2-エチルヘキシル (DEHP) を対象とした室

内濃度分布解析手法ならびに人体モデルとの連成

解析手法を確立する。 

 

A8: 室内空気環境汚染化学物質の国際規制状況調

査・ハザード情報の収集 

本研究においては，第一に，室内空気汚染問題

に対する国際機関や諸外国における室内濃度指針

値作成や規制動向等の情報を収集し，日本におけ

る取り組みの参考情報とする。また第二に，室内

空気汚染化学物質に関して，有害性情報を網羅的

に収集し，今後のリスク評価や既存の指針値の見

直しにおいて鍵となる重要なハザード情報をとり

まとめることを目的としている。 

 

 

B．研究方法 

B1: 室内濃度指針値代替化学物質の標準試験法の

開発 

1) 測定対象物質 

本研究における検討対象物質は，室内濃度指針

値が設定されているトルエン，キシレン，エチル

ベンゼン，スチレン，パラジクロロベンゼン，テト

ラデカンの６物質とした。 

標準試薬は，東京化成工業社，富士フイルム和

光純薬社，関東化学社製のVOC分析用標準品を用

いた。内部標準物質には富士フイルム和光純薬社

製のトルエン-d8標準品を用いた。メタノールは富

士フイルム和光純薬社製または関東化学社製（残

留農薬･PCB測定用5,000倍濃縮検定品）を用いた。 

 

2) 装置 

GC-MS: Agilent 5977B GC/MSDシステム（アジレ

ント・テクノロジー社製），多機能オートサンプ

ラ: PAL3 RSI（アジレント・テクノロジー社製），

高純度水素ガス発生装置: NM-Plus 160（エアーテ

ック社製） 

 

3) GC/MS分析条件の検討 

ヘリウムをキャリヤーガスとした測定では無極

性カラムRtx®-1 （0.32 mm i.d. x 60 m, 膜厚1 µm, 

Restek社製）を，窒素及び水素をキャリヤーガスと

した測定では無極性カラムRxi®-1ms（0.25 mm i.d. 

x 60 m, 膜厚1 µm, Restek社製）を用いて分析した。

キシレンには３つの異性体があり，複数ピークと

して検出される。その一部（m, p-キシレン）は保

持時間が重なり，共通のイオンを有するため，分

離定量が難しいことが知られていることから，m-

キシレン及びp-キシレンの定量は，定量イオンピ

ークの出始めから出終わりまでの面積を合算した。 

 

B2: 総揮発性有機化合物(TVOC)の在り方に関す

る研究 

26軒の居住住宅を対象に，2.88 Lの室内空気を

Tenax TA吸着管に通し，VOCsを捕集した。吸着管

に捕集されたVOCsを加熱脱離-GC/MS (Shimadzu 

TD-30 – Shimadzu GC/MS/MS TQ8030) を用いて

Scanモードで測定し，n-Hexaneからn-Hexadecaneの

保持時間の間に溶出するピークの総和をToluene

換算値として算出し，TVOC濃度を求めた。TVOC

クロマトグラムの Deconvolution 解析には，

AnalyzerPro ver. 6.0.0.246 (Spectral Works) を用いた。 

 

B3: 室内空気中揮発性有機化合物(VOC)・準揮発

性有機化合物(SVOC)の標準試験法の評価 

① 高湿度条件下における除湿管の有用性および

定量値への影響 

クリーンルーム内にあるクリーンベンチに加湿
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器をセットし，クリーンベンチ内外の温度と湿度

を24時間モニターした。この結果より，この中で

加湿条件の実験が可能か否かについて検討した。 

対象化合物を室内濃度指針値策定VOC ６化合

物および策定候補３化合物の計９化合物１２成分

とし，Tenax TAおよびTenax GRの捕集管を用いた

TD法，もしくは，カーボンビーズアクティブの捕

集管を用いたSE法に対し，加湿条件下における除

湿管５種の使用有無での添加回収率を比較した。 

 

② SVOC同時分析法の開発 

室内濃度指針値が策定されている殺虫剤３化合

物およびフタル酸エステル２化合物にフタル酸エ

ステル類６化合物を加えた計１１化合物を測定対

象とし，殺虫剤の改良試験法に用いられているカ

ラムおよび分離条件をベースに，フタル酸エステ

ル類との分離を検討した。また，殺虫剤とフタル

酸エステル類の混合標準液を捕集カートリッジに

添加し，溶媒抽出による回収率と定量下限値の算

出を行った。 

 

③ フタル酸エステル類におけるSE法およびTD

法の2法同時捕集 

フタル酸エステル類のSE法およびTD法の２法

における同時捕集の定量値に差異について，捕集

流量および捕集時間を変えた１１種の条件による

空気中のフタル酸ジエチル(DEP)，フタル酸ジ-n-

ブチル(DnBP)およびDEHPの濃度を比較した。 

 

B4: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

内規格化 

室内濃度指針値策定物質であるToluene, o-, m-, 

p-Xylene, Ethylbenzene, Styrene, p-Dichlorobenzeneお

よびTetradecaneを対象として策定された標準試験

法を日本薬学会編  衛生試験法・注解2020 追補

2022にて公表すべく標準試験法とその注解を編集

した。 

 

B5: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

際規格化 

[１] ISO-16000-33改訂 

研究グループによってシックハウス検討会の改

正指針値に対応可能な精度の高いフタル酸エステ

ル類の標準試験法が開発された。この試験法は日

本薬学会編 衛生試験法・注解2015：追補2019にて

公表された。この規格を国際標準化するために，

フタル酸エステル類の測定・分析方法をISO/TC146

（大気の質）/SC6（室内空気），ISO 16000-33：2017 

Determination of phthalates with gas 

chromatography/mass spectrometry (GC/MS)に新規提

案した。そのため，2021年度のISO/TC146/SC6の国

際会議に参加し，国際規格化に関する審議及びそ

の結果を確認した。 

 

[２] 知覚空気質の測定方法 

1) 実験概要 

実験は計測実施している。チャンバー内物理環

境は両実験ともに空気温度は26℃，相対湿度は

60%，換気回数は0.35回/hを設定値とした。換気回

数はJIS A1901の小型チャンバー法を参照した。 

 

2) アルコール塗布実験 

①  供試材条件 

国内の製材生産量が最も多いスギ材を供試材と

して選定した。木材は同樹木から製材された素地

材を1 m2ずつ計３セット用意した。なお，うち１セ

ットのサンプルに関しては実験の２か月前に130 

mL/m2のアルコールを塗布し乾燥させたサンプル

である。試料負荷率は1.0 m2/m3とし，JIS A1901で

定められる壁面想定の試料負荷率の換気回数に対

する比（n/L値）となるように設定した。 

 

② 実験条件 

実験条件は，スギ材表面に手を加えないノーマ

ル条件と表面にアルコールを塗布するアルコール

塗布条件の２種類を実施した。アルコール塗布条

件では，濃度70%のアルコールを使用した。厚生労

働省らがモノに付着したウイルス対策手法として

推奨するエタノールによる消毒液の最小濃度とし

た。また，塗布量は既報を参考に15 mL/m2と設定

した。 
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③ 実験手順 

チャンバー実験は全７日間で構成され，実験初

日の初めの３時間でそれぞれの木材初期化学物質

放散量の測定を行った。その後２９時間チャンバ

ー内にて供試材を設置し表面条件の違いによる知

覚空気質の測定およびにおい袋法を用いた知覚空

気質評価を行った。設置から３２時間後に供試材

をチャンバーから取り出し，試料保管室にて５日

間供試材を静置した後５日目に再度供試材の化学

物質放散量の測定を行った。 

 

④ 測定項目 

チャンバー内空気はTenax-TA管，DNPH管，チャ

コール管にサンプリングし分析した。チャンバー

内空気捕集時刻はアルコール塗布条件を基準に設

定し，ノーマル条件においても同様の時刻に捕集

を行った。アルコール塗布直後の知覚空気質評価

を目的にアルコール塗布後１５分後に１回，アル

コール塗布後の定常に近くなった状態の知覚空気

質評価を目的にアルコール塗布後３時間後に１回

捕集を行い，本工程を１つの供試材につき計３回

繰り返した。また，最初のアルコール塗布から約

21時間30分後にも１回測定を行い，各条件計７点

の化学物質分析用の空気捕集を行った。 

 

3) チャンバー内臭気評価 

チャンバー内空気の知覚空気質評価を目的に，

臭気評価被験者によるにおい袋法を用いた臭気評

価を実施した。臭気評価被験者は，20代の学生９

名とし，化学物質分析用空気捕集終了時刻にチャ

ンバー内空気を，10 Lのにおい袋に捕集した。 

 

4) 溶剤実験 

① 溶剤条件 

本実験ではテルペン類の酸化過程で放散される

アルデヒド類の放散速度を調査するために，木材

の代表的なテルペン類αピネンの原液を選定した。 

 

② 実験手順 

直径100 mmのシャーレに溶剤を10 µLずつ垂ら

しチャンバー内に静置することで溶剤から揮発し

た成分を撹拌させ気中での分解や化学反応を観察

する。70%濃度アルコールとαピネン原液のそれぞ

れの分解反応に加えて，両溶剤を混合させた際の

気中化学物質濃度を測定した。 

 

③ 測定項目 

物理環境測定および化学物質の測定手法，化学

物質測定項目はアルコール塗布実験と同様の項目

を実施した。測定時間は設置から３時間後に各１

回ずつ化学物質濃度分析用の空気捕集を行った。 

 

B6: 室内空気環境汚染化学物質のオンサイト試験

法の評価 

1) マイクロチャンバー法 (JIS A 1904)  

マイクロチャンバーの容積は630 mL（± 5％）で

あり，入口直前にベントラインを設けることによ

り蓋と建材の隙間から外気がチャンバーの中に入

らないようにコンタミ対策が設けられている。 

マイクロチャンバーの測定手順及び試験片につ

いて詳述する。測定開始前にマイクロチャンバー

を解体し，水で洗浄した。その後，マイクロチャン

バー内に残存している測定対象化学物質を揮発さ

せるために加熱装置を用いて，１時間 220℃で加

熱処理を行った。加熱処理後，マイクロチャンバ

ーを常温まで冷却させる。試験片は端部及び裏面

をアルミ箔でシールをし，蓋と試験片が直接に接

触しないようにした。試験片をチャンバーの蓋と

容器の間に挟んで，建材表面からのSVOC物質放散

の測定を行った。マイクロチャンバー内に試験片

を設置した時点で放散試験を開始する。放散試験

は28℃の恒温槽で２４時間行った。 

放散試験後には加熱脱着試験を行った。放散試

験に使用した試験片をチャンバーから取り外した

後，加熱脱着装置にマイクロチャンバーを設置し，

チャンバー内表面に付着しているSVOCを加熱脱

着した。加熱脱着は220℃で，１時間行った。加熱

脱着されたSVOC物質はTenax TA捕集管を用いて

回収した。 

 

2) オンサイト測定方法 

測定条件はマイクロチャンバー測定方法と同様
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であるが，室内の温度と相対湿度は測定場所によ

って異なる。オンサイト測定機には２つのポンプ

が設置されており，１つは30 mL/minの空気を供給，

もう１つのポンプは15 mL/minを吸引するように

調整している。また，供給側の前にはベントライ

ン 15 mL/minを設けることで，マイクロチャンバ

ー法と同様にマイクロチャンバーと仕上げ材の隙

間からコンタミが生じない様にしている。 

測定開始前にマイクロチャンバー内に付着して

いるSVOC物質脱着するため，加熱装置を用いて１

時間 220℃で加熱処理を行った。加熱処理後，ス

テンレス材で制作した運搬専用箱にマイクロチャ

ンバーを入れ，測定現場まで運搬した。測定場所

に到着後には測定場所を選定し，汚染されている

床面をエタノールで拭き取った後，測定表面を乾

燥させる。その後，直径82 mmの正円形を切り取っ

たアルミホイルを敷き，その上にマイクロチャン

バーを設置した。マイクロチャンバーを設置して

から２４時間床面からの放散実験を行う。その後，

マイクロチャンバーを床面から取り外し，ステン

レス製ボックスに入れて実験室に持ち帰る。放散

実験が終了したマイクロチャンバーは加熱脱着装

置にて加熱脱着試験を行い，チャンバー内表面に

付着しているSVOCを回収した。 

 

3) 壁面のマイクロチャンバー固定装置 

壁材からのSVOC放散速度測定にあたり，マイク

ロチャンバーを壁面に固定するための装置を新た

に開発した。約12 kgのステンレス板のベースに，

長さ30 cmのアルミ丸棒をナットで取り付け，アル

ミ丸棒とマイクロチャンバーの間にばねを用いて

マイクロチャンバーを壁面に固定する。マイクロ

チャンバーを固定する高さは5～30 cmの間で自由

に変えられる。マイクロチャンバーを壁面に固定

する際には2 kg以上の荷重をかけ，室内の空気がマ

イクロチャンバー内に流れないようにする必要が

ある。基礎実験によると，マイクロチャンバーを

固定するために使用したばねを106 mmから95 mm

まで11 mm以上縮めることで，2 kg以上の荷重がか

けられることが確認できた。マイクロチャンバー

の前処理，現場までの運搬などは床材からのSVOC

放散速度と同様である。 

 

4) 分析対象物質 

分析対象物質は，D6(シロキサン6量体)，BHT(ブ

チル化ヒドロキシトルエン)，DEP，TBP(リン酸ト

リブチル)，TCEP(リン酸トリス)，DBA(アジピン酸

ジブチル)，DnBP，TPP(リン酸トリフェニル)，

DOA(アジピン酸ジオクチル)，DEHP，BBP(フタル

酸ブチルベンジル )，TBEP(リン酸トリス )，

DNOP(フタル酸ジ-n-オクチル)，DINP(フタル酸ジ

イソノニル)，DIDP(フタル酸ジイソデシル)である。 

 

5) 測定対象住宅 

オンサイト測定方法により住宅の床面と壁面に

使用されている建材からのSVOC放散速度を測定

した。今年度の測定対象住宅は９軒である。 

 

B7: 室内空気環境汚染化学物質の曝露濃度予測 

化学物質による室内環境空気汚染は深刻な健康

影響の懸念される社会問題であり，その対策・技

術開発のためには，居住者の個人曝露量予測・評

価が基本になる。一般的には，室内空気中の化学

物質濃度を現場で測定する実測調査を行い，間接

的に個人曝露量評価を行う。しかし，実測調査に

は限界があるため，実測調査のみに基づかない個

人曝露量評価手法の構築の必要性がある。そこで，

広域スケールで汚染の実態把握を行うために有効

なマクロな統計データを使用するマテリアルフロ

ー分析に着目し，社会的なストックデータから室

内での空気汚染レベルと個人曝露量予測を予測す

る手法の構築を行う。特に，室内環境中で可塑剤

として使用されるDEHPを評価対象物質として，マ

テリアルフロー分析とCFD（計算流体力学）とCSP

（人体モデル）を統合させることで，マクロなデ

ータから個人曝露量予測までを一連のフレームワ

ークとしてシームレスに解析する新たな数値解析

手法を提案する。 

DEHP含有製品の動的なマテリアルフロー分析

は，産総研DEHP詳細リスク評価書に準拠し１１製

品を対象とする。システム全体の流入量のDEHPデ

ータは，可塑剤工業統計データや可塑剤へのヒア
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リング結果から取得する。マテリアルフロー分析

の使用過程におけるDEHPストック量S(t)推計は，

システム全体の流入量をDEHP出荷量とし，耐久消

費財の寿命関数F(x)として用いられるワイブル分

布を用いて，各製品の寿命を考慮し，以下の式で

推計を行う。 

 

S(t) = ∫ {(𝐼(𝑡′)・(1 − 𝐹(𝑡 − 𝑡′))}𝑑𝑡′
𝑡

𝑡′
 ……(1) 

F(x) = (
𝑢

𝑣𝑢)𝑥
𝑢−1exp⁡[−(

𝑢

𝑣
)
𝑢
] ……(2) 

 

ここで，t’はt年を基準とした出荷年である．つま

り，F(t-t’)は，t’年に出荷された製品のt年での廃棄

率を示す。ワイブル分布の各パラメータは，産総

研DEHP詳細リスク評価書で用いているパラメー

タに準拠する。 

また，DEHP含有製品毎のDEHP放散量データを

取得するためにマイクロチャンバー法  (JIS 

A1904) で測定も実施する。一般的に流通している

DEHP含有製品を７サンプル購入し，DEHP放散速

度を測定した。 

マテリアルフロー分析とマイクロチャンバー放

散実験結果を用い，日本建築学会が示す標準住宅

モデルを参考に，一般住宅内におけるDEHP個人曝

露量予測のケーススタディを行う。個人曝露量予

測では，数値人体・気道モデルを用いて，経気道・

経皮曝露予測を定量的に行う。 

 

B8: 室内空気環境汚染化学物質の国際規制状況調

査・ハザード情報の収集 

1) ハザード情報 

室内空気汚染化学物質に関して，刺激性や感作

性，一般毒性，神経毒性，免疫毒性，生殖発生毒性，

発がん性等に関する有害性情報およびこれらの有

害性に関する量反応関係に関する科学的知見が記

載された国際機関や諸外国の評価文書等を網羅的

に収集するとともに，PubmedやTOXLINE等のデー

タベース検索を行い，各物質の有害性情報をとり

まとめた。特に，各物質の評価値の導出に必要な

エンドポイント及びNOEALやLOAEL等の情報収

集を行った。 

 

2) 国際的な規制動向の調査 

国際機関や国内外の室内空気質規制に関する報

告書，関連学会の資料，関連論文をインターネッ

トおよび文献データベースで調査した。近年，主

だった活動が見受けられた世界保健機関欧州地域

事務局（WHO欧州），ドイツ，フランス，カナダ

を主な調査対象国とした。また，諸外国の研究者

と関連情報の情報交換を行った。 

 

倫理面への配慮 

本研究は，公表されている既存資料を中心とし

た情報収集を行った後，それらの整理を客観的に

行うものであり，特定の個人のプライバシーに係

わるような情報を取り扱うものではない。資料の

収集・整理にあたっては，公平な立場をとり，事実

のみに基づいて行う。本研究は，動物実験および

個人情報を扱うものではなく，研究倫理委員会な

どに諮る必要のある案件ではないと判断している。 

 

 

C．研究結果および考察 

C1: 室内濃度指針値代替化学物質の標準試験法の

開発 

1) クロマトグラムの比較 

いずれのキャリヤーガスにおいても定性・定量

分析に問題ない良好な分離能を有することが明ら

かになった。 

 

2) シグナル強度及びシグナルノイズ比の比較 

水素をキャリヤーガスに用いた際のシグナル強

度は，ヘリウムと比較して1.7～2.6倍と高く，窒素

をキャリヤーガスに用いた際のシグナル強度は，

ヘリウムと比較して1.1～1.7倍と高かった。 

他方，シグナルノイズ比については，水素はヘ

リウムと比較して6.8～40.1%低く，窒素はヘリウ

ムと比較して2.1～8.9%と顕著に低かった。水素，

窒素がヘリウムよりもシグナル強度が高かったに

も関わらず，S/Nが大幅に低かった原因として，高

いノイズ強度が影響したと考えられる。また，窒
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素で極端に感度が低下した原因として，窒素がイ

オン源において選択的に除去されず，分析部に導

入されたことが考えられた。 

 

3) 検量線の直線性の比較 

いずれのキャリヤーガスを用いた測定において

も決定係数 (R2) 0.9853～1.000となり，概ね良好な

直線性を示した。 

 

4) 検出限界及び定量限界の比較 

本研究では，検出限界付近の濃度（注入量 0.1 ng）

の５回繰り返し測定の標準偏差 ()の３倍 (3) 

を検出限界，１０倍 (10) を定量限界とした。 

いずれのキャリヤーガスにおいてもヘリウムと

遜色なく測定できることが明らかとなった。公益

社団法人日本薬学会環境・衛生部会が示す衛生試

験法に基づいて100 mL/minの流速で２４時間室内

空気をサンプリングした際 (144 L = 0.144 m3) に，

いずれのキャリヤーガスを用いた場合においても

室内濃度指針値の1/100程度まで定量分析するこ

とが可能であった。 

 

C2: 総揮発性有機化合物(TVOC)の在り方に関す

る研究 

26軒の居住住宅で室内空気を採取し，加熱脱離-

GC/MSによりTVOC濃度を測定した結果，平均値

は585 µg/m3，中央値は443 µg/m3であった。一方，

Deconvolution解析を行った結果，脂肪族炭化水素

類の他に，芳香族炭化水素類，環状シロキサン，香

料（テルペン類）などが主要なTVOC構成成分であ

ることが明かとなった。 

 

C3: 室内空気中揮発性有機化合物(VOC)・準揮発

性有機化合物(SVOC)の標準試験法の評価 

① 高湿度条件下における除湿管の有用性および

定量値への影響 

クリーンベンチをチャンバーに見立てて加湿す

ることで，チャンバー内は平均で 70％前後と，概

ね湿度の高い条件を作ることが出来た。よって，

本チャンバーを用いて，以降の加湿条件の実験を

行った。TD 法および SE 法ともに，除湿管を使用

した際に回収率の低下がみられ，除湿剤である過

塩素酸マグネシウムへの吸着が疑われた。本加湿

条件では，除湿管がなくても VOC は概ね良好な回

収率とピーク形状が得られたため，除湿管無しで

も十分測定可能であった。 

 

② SVOC の同時分析法の構築 

計１１化合物の最適な分離条件を検討した結果，

完全分離を達成した。さらに，添加回収試験は 85-

105%の良好な回収率が得られ，定量下限値は室内

濃度指針値の 1/50～1/100 程度まで定量すること

が出来た。 

 

③ フタル酸エステル類における SE 法および TD

法の 2 法同時捕集 

検討した 3 化合物のうち，DEP および DnBP は

どの捕集条件でも概ね良好な結果が得られたが，

DEHP は特にばらつきが大きかった。その原因を

精査した結果，TD 法は操作ブランクの影響を受け

やすく，十分な捕集量を確保することで，SE 法と

TD 法の濃度差を小さくすることができると推察

された。 

 

C4: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

内規格化 

室内濃度指針値策定物質であるToluene, o-, m-, p-

Xylene, Ethylbenzene, Styrene, p-Dichlorobenzeneおよ

びTetradecaneを対象として策定された標準試験法

を日本薬学会編 衛生試験法・注解2020 追補2022

に収載した。 

 

C5: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

際規格化 

[１] ISO-16000-33改訂 

ISO/TC146/SC6 WG 20オンライン会議は2021年

9月20日に開催された。参加者は７カ国から１４名

が参加した。日本の代表団は田辺 新一，酒井 信

夫，伊藤 一秀，金 炫兌が参加した。WG 20では，

ISO16000-33の改正案について議論された。 

2020年度は，本研究のグループから「ODS固相

ディスクまたはSDB共重合体カートリッジによる
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サンプリング方法と溶媒抽出・分析方法」をISO-

16000-33の本文の第４章に含めることを提案した

が，日本から提案したフタル酸エステル類の測定・

分析方法は付属書として含めることとなった。付

属書への参照は本文第４章の概要に記載した。

2020年12月末までNWIP投票が行われ，全会一致で

可決された。また，2021年度も前年度と同様にオ

ンライン会議が行われた。日本から提案された作

業原案 (WD) について審議され，ISO-16000-33の

Annex Bに技術的な情報などを追記することで合

意した。また，WG20は来年の春に会議を開催し，

委員会原案 (CD) を登録することとした。委員会

原案投票はスキップして，2022年9月にフランス 

サンドニで行われる国際会議で照会原案 

(ISO/DIS) を審議することになった。 

 

[２] 知覚空気質の測定方法 

① 化学物質分析結果 

アルコール噴霧実験前後の化学物質濃度は全条

件で概ね実験前の方が多かった。一方でCase B, C

ではAcetaldehydeにおいて実験後の方が気中濃度

は大幅に上昇した。Case Cのアルコール噴霧実験

前の測定では130 ml/m2のアルコール塗布から82

日が経過していたがAcetaldehyde気中濃度は1,680 

μg/㎥と高く，室内濃度指針値を大幅に超過した。

Case B, Cにおいてはアルコール噴霧から5日後に

おいてもAcetaldehyde気中濃度は実験前と比較し

て実験後の方が高かった。 

 

② 臭気評価結果 

空気許容度はアルコール噴霧の有無に関わらず

全臭気評価時刻で受け入れられる側の申告であっ

たが，Case Aの方がCase B, Cよりも全評価時刻で

空気許容度の平均値は高かった。快不快申告の平

均値はCase Cの31時間時を除いて全評価時刻で，

アルコール噴霧の有無に関わらず快適側の申告と

なった。一方で，Case Aの方がアルコールを噴霧

したCase B, Cよりも，より臭気を快適に感じてい

た。 

 

④  溶剤実験結果 

α-Pinene お よ び Ethanol の 酸 化 過 程 で は

Formaldehyde, Acetaldehyde, Acetoneが生成するこ

とが明らかになった。木材から主に放散されるα-

PineneとAlcoholの気中化学反応は生じないことか

明らかになった。 

 

C6: 室内空気環境汚染化学物質のオンサイト試験

法の評価 

1）化学物質の検出頻度 

床材からの検出頻度が50%以上であった物質は

2E1H, DEP, TXIB, DnBP, DEHP, D6であり，DnB

P, DEP, TXIBがDEHPより高い検出頻度を示した。

また，TBP, TCEP, DBA, DEHT, DOAは検出しな

かった。 

壁材からの検出頻度が50%以上であった物質は

2E1H, TEXANOL, DEP, TXIB, DnBP, DEHP, D

NOPであり，BHT, TBP, TCEP, DBA, TPP, DOA

などは検出限界以下であった。 

 

2）床材からのSVOC放散速度 

2E1Hの放散速度は0.19～6.16 µg/m2・h（平均値

1.17 µg/m2・h）であった。DEPの検出頻度は80.0%

で，放散速度は0.05～0.09 µg/m2・h（平均値0.07 µ

g/m2・h）であった。TXIBの検出頻度は66.7%であ

り，放散速度は0.05～0.58 µg/m2・h（平均値0.23 µ

g/m2・h）であった。DnBPの検出頻度は86.7%で，

放散速度は0.07～1.10 µg/m2・h（平均値0.39 µg/m

2・h）であった。DEHPは0.59～11.05 µg/m2・h（平

均値3.50 µg/m2・h）であった。DEHPは他の物質よ

り建材の面積当たり放散量が多く測定されている。

D6の検出頻度は100%で，放散速度は0.04～0.20 µ

g/m2・h（平均値0.10 µg/m2・h）であった。 

 

3）壁材からのSVOC放散速度 

2E1Hは6個の建材全てから検出され，放散速度

は0.37～2.45 µg/m2・h（平均値1.28 µg/m2・h）で

あった。TEXANOLの検出頻度は83.3%であり，放

散速度は0.09～0.95 µg/m2・h（平均値1.28 µg/m2・

h）であった。DEPは6個の建材中5個の建材から検

出され，放散速度は0.06～0.26 µg/m2・h（平均値0.

13 µg/m2・h）であった。TXIBは0.12～0.32 µg/m2・
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h（平均値0.20 µg/m2・h）であった。DnBPの検出

頻度は100%であり，放散速度は0.25～1.14 µg/m2・

h（平均値0.52 µg/m2・h）であった。DEHPは0.04

～5.76 µg/m2・h（平均値1.39 µg/m2・h）であった。

建材の種類によってDEHPの放散速度が大きく異

なることが分かった。DNOPは0.04～0.35 µg/m2・

h（平均値は0.10 µg/m2・h）であった。 

 

4）気中SVOC濃度 

2E1Hは0.13～2.78 µg/m3（平均値1.46 µg/m3）で

あった。DEPは0.14～0.19 µg/m3であった。TXIBの

検出頻度は53.3％で，気中濃度は0.16～1.88 µg/m3

（平均値0.45 µg/m3）であった。DnBPの検出頻度は

60.0%で，気中濃度は0.12～1.30 µg/m3（平均値0.48 

µg/m3）であった。DEHPの検出頻度は33.3％と低く，

気中濃度は0.14～12.73 µg/m3（平均値3.06 µg/m3）

であった。D6の検出頻度は77.8 %で，気中濃度が

0.14～0.52 µg/m3（平均値0.33 µg/m3）であった。そ

の他の化学物質については，C16が0.14 µg/m3，

DNOPが0.14～0.88 µg/m3であった。TEXANOLが

0.51～1.41 µg/m3で，住宅によって濃度差が見られ

た。BHTは0.16～0.21 µg/m3，DOAは0.20～0.53 

µg/m3，TPPは0.15 µg/m3，DINPは0.53 µg/m3であっ

た。 

 

C7: 室内空気環境汚染化学物質の曝露濃度予測 

質量ベースのDEHP蓄積量の推計結果を基に換

算係数を適用して面積ベースに換算し，室内用途

比率を考慮することで，室内におけるDEHP蓄積量

を推計した。2019年に着目すると，一般フィルム

用途が全体の46%，壁紙用途が39%，床材用途が6%

を占める結果となった。これら３製品が主に，室

内環境中で使用されると仮定し，１住宅あたりの

蓄積量を推計したところ，2018年において，一般

フィルムが32.14 m2，壁紙が48.27 m2，床材が9.44 

m2という推計結果となった。 

マイクロチャンバー放散実験により得られた汎

用的なDEHP含有製品による放散速度を求めたと

ころ，壁紙Bが最大の19.85 µg/m2・hとなった。壁

紙Aでは6.75 µg/m2・hとなり，ほとんど同様の塩ビ

系壁紙製品でも，DEHP放散速度の違いが確認され

た。また，一般フィルムを想定した遮光シートと

電線被覆材からは，DEHP放散は確認できなかった。 

現実的なDEHP含有建材の使用面積(壁面４面を

放散面と想定)を想定して室内DEHP濃度分布を解

析したところ，室内平均濃度は0.982 µg/m3，吸入

平均濃度は0.791 µg/m3となった。 

また，裸体を仮定した場合の人体皮膚表面にお

けるDEHP吸着フラックス分布ならびに気道内で

のDEHP吸着フラックス分布について解析した結

果，数値人体表面吸着フラックスは0.00143 µg/m2・

s，経気道内吸着フラックスは0.00207 µg/m2・sとな

った。 

 

MFAより室内でのDEHP含有建材の使用量を推

定した上で，小形チャンバー法を併用してDEHP放

散速度の境界条件を設定し，室内CFDを連続して

実施する数値解析手法を検討した。壁面４面に

DEHP放散面を設置した解析では，既往研究におけ

る実測値（最大値2.38 µg/m3程度）と同等レベルの

室内濃度予測結果となった。また，CFD-CSPの統

合解析を行うことで，経気道曝露ならびに経皮曝

露の予測が可能となることも確認した。 

 

C8: 室内空気環境汚染化学物質の国際規制状況調

査・ハザード情報の収集 

1) ハザード情報 

本分担研究では，厚生労働省シックハウス検討

会で初期曝露評価を実施した揮発性有機化合物に

ついて健康リスク評価値および有害性等の情報を

収集してとりまとめる。2021 年度は，Octamethyl 

cyclotetrasiloxan (D4)，Decamethyl Cyclopentasiloxan 

(D5)，プロピレングリコール，1,3-ブタンジオール，

炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類（オクタン，

ノナン，デカン，ドデカン，トリデカン，ヘキサデ

カン），トリメチルベンゼン（1,2,4-, 1,3,5-, 1,2,3-の

3 異性体），ベンゼン，ナフタレン，エチルトルエ

ンを調査対象としている。情報収集作業は計画通

りに進捗しており，2021 年度の研究報告書にとり

まとめる予定である。 

 

2) 国際的な規制動向の調査 
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① 諸外国の室内空気質ガイドライン 

世界保健機関(WHO）の空気質ガイドライン，ド

イツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン，フラ

ンス環境労働衛生安全庁（ANSES）の室内空気指

針値，カナダ保健省の室内空気指針値に関する情

報を収集した。 

令和 3 年度以降に公表された室内空気質ガイド

ラインでは，WHO が空気質ガイドラインをアップ

デートしたことが大きな動きであった。粒子状物

質（PM2.5, PM10），オゾン，二酸化窒素，二酸化硫

黄，一酸化炭素の空気質ガイドラインが最新の科

学的知見に基づき改正された。 

諸外国では，ドイツ連邦環境庁がメタクリル酸

メチル，ベンゾ-a-ピレン，アセトン，2-プロパノー

ル，一酸化炭素，塩化ビニルの室内空気質ガイド

ラインを公表した。一酸化炭素は，WHO の空気質

ガイドラインを踏まえて改正したものである。カ

ナダ保健省では，アクロレインと二酸化炭素の室

内空気質ガイドラインを公表した。ANSES につい

ては，2021 年度に新たに公表された室内空気質ガ

イドラインはなかった。 

 

② 室内空気汚染物質に関連する発がん性分類の

アップデート 

WHO の国際がん研究機関（IARC）による発が

ん性分類のアップデートのうち，2021 年度以降に

おける室内環境汚染関連物質のアップデートをレ

ビューした。1,1,1-トリクロロエタンが発がん性分

類 3（ヒトに対する発がん性を分類できない）から

2A（ヒトに対しておそらく発がん性がある）に格

上げとなっている。また，今年度以降のワーキン

ググループでは，室内ダストに含まれる可能性の

ある物質の検討が予定されている。分担研究者の

東は，そのワーキンググループに専門委員として

参加しており，現在，発がん性評価文書作成の作

業中である。 

 

 

D．まとめ 

D1: 室内濃度指針値代替化学物質の標準試験法の

開発 

1) VOCの測定感度（シグナル強度及びシグナル

ノイズ比）をキャリヤーガス毎に比較した結

果，感度はヘリウムで最も高く，水素，窒素と

続いた。 

2) いずれのキャリヤーガスにおいても0.1-100 

g/mLの濃度範囲で良好な直線性を示した。 

3) 室内濃度指針値の1/100程度まで定量が可能で

あった。 

4) 窒素を用いた分析では測定に時間を要するも

のの，検出限界及び定量限界共にヘリウムと

遜色ない数値を示した。 

 

これらの結果より，室内空気中揮発性有機化合

物のGC/MS分析に，ヘリウム代替キャリヤーガス

として水素もしくは窒素を適用できることが示唆

された。 

 

D2: 総揮発性有機化合物(TVOC)の在り方に関す

る研究 

本研究の結果，TVOC 濃度の中央値 443 g/m3, 

TVOC 暫定目標値の超過率 58%という値が得られ

た。これらの値は，厚生労働省／国立医薬品食品

衛生研究所による従前からの全国実態調査で報告

されている TVOC 濃度，超過率と概ね一致してい

た。 

今回の調査では，各住宅の TVOC 濃度と Peak 数

の間に有意な正の相関が認められたことから，室

内空間の VOCs の種類が増加するような状況（生

活様式），例えば VOCs 放散源となり得る家庭用品

等の使用数の増加が TVOC 濃度増大の要因となっ

ているものと考えられる。一方で，1 種類の VOC

が TVOC の 25%以上を占める住宅が 35％存在し

たことは，TVOC測定によるVOCsの同定が TVOC

の効率的な低減，言い換えれば，室内空気質の向

上に有効であることを示している。 

 

D3: 室内空気中揮発性有機化合物(VOC)・準揮発

性有機化合物(SVOC)の標準試験法の評価 

室内濃度指針値策定物質の標準試験法における

サンプリング・分析機器等の技術進展に応じたリ
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バイスとして，今年度は３つの項目について検討

した。その結果，①今回の実験条件における除湿

管の使用では，VOC は除湿剤に吸着され，回収率

が低下する可能性が示唆された。②SE 法における

SVOC１１種同時分析法を検討した結果，完全分離

を達成し，良好な回収率および定量下限値が得ら

れた。③フタル酸エステル類の SE 法および TD 法

の２法における同時捕集の定量値に差異について

検討した結果，TD 法で十分な捕集量を確保するこ

とで解決できると推察された。引き続き，室内空

気中化学物質の採取方法と測定方法の拡充に努め

る。 

 

D4: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

内規格化 

室内濃度指針値策定物質であるToluene, o-, m-, p-

Xylene, Ethylbenzene, Styrene, p-Dichlorobenzeneおよ

びTetradecaneを対象として策定された標準試験法

を日本薬学会編 衛生試験法・注解2020 追補2022

に収載した。 

 

D5: 室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国

際規格化 

[１] ISO-16000-33（新規格案） 

研究グループが提案した精度の高いフタル酸エ

ステル類の測定・分析方法を国際規格化するため

にISOのオンライン国際会議に参加した。フタル酸

エステル類の測定・分析方法をISO 16000-33：2017 

Determination of phthalates with gas 

chromatography/mass spectrometry (GC/MS)に新規提

案し，現在，Annex Bとして委員会原案（CD）に提

案することになった。その後，委員会投票はスキッ

プして，2022年9月に開催されるWG 20で照会原案

（ISO/DIS）として審議する予定である。 

 

[２] 知覚空気質の測定方法 

・化学物質分析 

木材に 130 mL/m2 のアルコールを塗布した場合

は，アルコール塗布から 82 日が経過しても

Acetaldehyde 気中濃度が 1,680 μg/m3と高かった。

また，Case B, C はアルコール噴霧から実験後化学

物質測定の Acetaldehyde 気中濃度は，実験前化学

物質測定と比較して非常に高かった。自然乾燥処

理が施された無塗装のスギ材にアルコールが接触

した場合には長期間 Acetaldehyde が室内濃度指針

値を上回る濃度で放散し続けることが明らかにな

った。 

 

・臭気評価 

木材へアルコールを噴霧した場合にはアルコー

ルを噴霧しない場合と比較して臭気評価はわずか

に低下するが，許容できる側の快適側内の変動で

あった。一方で，木材へアルコールを噴霧した場

合にはチャンバー内の Acetaldehyde 気中濃度は室

内濃度指針値を大幅に超過していることから，室

内空気質の悪化を人間が知覚していないことが示

された。要因として，木材から揮発するテルペン

類の作用が考えられる。α-Pinene はフィトンチッ

ドの主成分とされ，悪臭を中和する作用がある。

木材から放散するテルペン類が Acetaldehyde と混

合することで生じた複合臭気のレベルが元の悪臭

臭気よりも低下した可能性がある。 

 

D6: 室内空気環境汚染化学物質のオンサイト試験

法の評価 

マイクロチャンバーを用いたオンサイト測定方

法の開発により，実空間における仕上げ材からの

SVOC放散速度の測定が可能になることから，マイ

クロチャンバーの測定機能の拡大が期待できる。 

 

D7: 室内空気環境汚染化学物質の曝露濃度予測 

本年度は，DEHP 個人曝露量予測のために人体

幾何形状と気道形状を再現した in silico 人体モデ

ルのプロトタイプモデルを作成し，マテリアルフ

ロー分析による DEHP の社会ストックデータから

室内での空気汚染レベルと個人曝露量予測を連続

してシームレスに解析する新たな数値解析手法を

確立した。 

 

D8: 室内空気環境汚染化学物質の国際規制状況調

査・ハザード情報の収集 

諸外国における取り組みは，室内空気質ガイド
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ラインの作成に重点が置かれている。目標となる

気中濃度を設定し，それを目指した発生源対策等

を行うアプローチである。とりわけドイツ連邦環

境庁は，継続的に室内空気質ガイドラインを設定

している。フランスとカナダも，ドイツほど頻度

は高くないが，継続的に室内空気質ガイドライン

を新設している。WHO は，各国の取り組みの基礎

データとして，空気質ガイドラインを公表してき

たが，2021 年度，粒子状物質（PM2.5, PM10），オゾ

ン，二酸化窒素，二酸化硫黄，一酸化炭素の空気質

ガイドラインが最新の科学的知見に基づき改正さ

れた。本分担研究では，室内濃度指針値の新規策

定や既存策定物質の改定に資する有害性情報を収

集しており，室内空気汚染物質の室内濃度指針値

策定における科学的エビデンスとなる。 

 

 

E．健康危険情報 

なし 
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令和 3 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質リスク研究事業） 

分担研究報告書 

 

空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

室内濃度指針値代替化学物質の標準試験法の開発 

 

GC/MS 測定におけるヘリウム代替キャリヤーガスの検討 

 

 研究分担者 酒井 信夫 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 室長 

 研究協力者 田原麻衣子 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 主任研究官 

 研究協力者 大嶋 直浩 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 研究員 

 研究協力者 高木規峰野 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 研究補助員 

 研究協力者 高橋 夏子 国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 研究補助員 

 

 

我々はこれまでに、室内空気中揮発性有機化合物(VOC)を測定するためのガスクロマ

トグラフィー/質量分析法(GC/MS)を用いた標準試験法を開発し、国内・国際規格化を推

進してきた。GC/MS を用いた測定の標準キャリヤーガスにはヘリウムが汎用されている

が、昨今の世界的なヘリウムガス供給不足により、代替キャリヤーガスを用いた試験法

の開発が求められている。そこで本研究では、VOC の分析試験法にヘリウム代替キャリ

ヤーガスとして水素及び窒素が適用できるか検討した。 

VOC は、室内濃度指針値が設定されているトルエン、キシレン、エチルベンゼン、ス

チレン、パラジクロロベンゼン及びテトラデカンの 6 種を測定対象とした。GC/MS装置

は Agilent Technologies 社製 GCMS-5977B を用いた。ヘリウムをキャリヤーガスとし

た場合は Rtx®-1 カラム(0.32 mm i.d. × 60 m, 膜厚 1 µm, GL Sciences 社製)を、窒素

及び水素をキャリヤーガスとした場合は Rxi®-1ms カラム(0.25 mm i.d. × 60 m, 膜厚

1 µm, GL Sciences 社製)をそれぞれ装着して分析した。 

キャリヤーガス毎の感度の違い（検出限界・定量限界）を検証するために標準品のピ

ーク面積（定量イオンの強度）及びシグナルノイズ比（S/N）を比較した結果、ヘリウム

の感度が最も高く、水素、窒素と続いた。いずれのキャリヤーガスを用いた測定におい

ても 0.1~100 µg/mL の濃度範囲で概ね良好な直線性を示し、室内濃度指針値の 1/100 程

度まで定量分析することが可能であった。 

上述の結果から、室内空気中 VOC の GC/MS測定に、ヘリウム代替キャリヤーガスと

して水素もしくは窒素が適用できることが示唆された。 

 

A. 目的 

我々はこれまでに、室内空気中揮発性有機化合

物(VOC)を測定するためのガスクロマトグラフィ

ー/質量分析法(GC/MS)を用いた標準試験法を開

発し、国内・国際規格化を推進してきた。GC/MS

を用いた測定の標準キャリヤーガスにはヘリウム

が汎用されているが、わが国ではヘリウムを産出

することが出来ないため、その全量を輸入に依存
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している。ヘリウムの産出国は限定されており、

原産国の備蓄制限や生産量が不安定であること、

半導体デバイス製造や医療機器分野における需要

拡大等が世界的な供給不足（輸入価格の高騰）に

拍車をかけている。上述の背景に加え、将来的に

安定的なヘリウム供給が期待できないことから、

代替キャリヤーガスを用いた試験法の開発が急務

となっている。本研究では、ヘリウム代替キャリ

ヤーガスとして、水素及び窒素を用いた試験法を

開発し、その定量性（分離、感度、検量線の直線性

等）について確認した。 

 

B. 方法 

1. 測定対象物質（略称） 

本研究における検討対象物質は、室内濃度指針

値が設定されているトルエン，キシレン(o,m,p-キ

シレンの合算)，エチルベンゼン，スチレン，パラ

ジクロロベンゼン，テトラデカンの 6 物質とした

（図 1）。 

標準試薬は、東京化成工業社、富士フイルム和

光純薬社、関東化学社製の VOC 分析用標準品を

用いた。内部標準物質には富士フイルム和光純薬

社製のトルエン-d8標準品を用いた。メタノールは

富士フイルム和光純薬社製または関東化学社製

（残留農薬･PCB 測定用 5,000 倍濃縮検定品）を

用いた。 

 

2. 装置 

GC-MS: Agilent 5977B GC/MSD システム（アジ

レント・テクノロジー社製） 

多機能オートサンプラ: PAL3 RSI（アジレント・

テクノロジー社製） 

高純度水素ガス発生装置: NM-Plus 160（エアーテ

ック社製） 

 

3. GC/MS 分析条件の検討 

キャリヤーガス毎の分析条件を表 1 に、各物質

の定量イオン及び確認イオンを表 2 に示す。 

ヘリウムをキャリヤーガスとした測定では無極

性カラム Rtx®-1 (0.32 mm i.d. x 60 m, 膜厚 1 µm, 

ジーエルサイエンス社製）を、窒素及び水素をキ

ャリヤーガスとした測定では無極性カラム Rxi®-

1ms（0.25 mm i.d. x 60 m, 膜厚 1 µm, ジーエル

サイエンス社製）を用いて分析した。キシレンに

は 3 つの異性体があり、複数ピークとして検出さ

れる。その一部(m,p-キシレン)は保持時間が重な

り、共通のイオンを有するため、分離定量が難し

いことが知られていることから、m -キシレン及び

p-キシレンの定量は、定量イオンピークの出始め

から出終わりまでの面積を合算した。 

 

C. 結果および考察 

1. クロマトグラムの比較 

図 2 には、Scan（全イオン検出）モードで測定

したクロマトグラムを、図 3 には SIM（選択イオ

ン検出）モードで測定したクロマトグラムを示す。 

いずれのキャリヤーガスにおいても定性・定量

分析に問題ない良好な分離能を有することが明ら

かになった。 

 

2. シグナル強度及びシグナルノイズ比の比較 

対象物質 100 ng を注入した測定におけるシグ

ナル強度(ピーク面積、表 3)とシグナルノイズ比

(S/N 比、表 4)を示す。 

水素をキャリヤーガスに用いた際のシグナル強

度は、ヘリウムと比較して 1.7～2.6 倍と高く、窒

素をキャリヤーガスに用いた際のシグナル強度は、

ヘリウムと比較して 1.1～1.7倍と高かった。他方、

シグナルノイズ比については、水素はヘリウムと

比較して 6.8～40.1%低く、窒素はヘリウムと比較

して 2.1～8.9%と顕著に低かった。水素、窒素がヘ

リウムよりもシグナル強度が高かったにも関わら

ず、S/N 比が大幅に低かった原因として、高いノ

イズ強度が影響したと考えられる。また、窒素で

極端に感度が低下した原因として、窒素がイオン

源において選択的に除去されず、分析部に導入さ
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れたことが考えられた。 

 

3. 検量線の直線性の比較 

表 5 に検量線の直線性の比較を示す。ヘリウム

及び水素のキャリヤーガスにおいて、0.1–100 

μg/mL の濃度範囲で決定係数 (R2) 0.9976～1.000

となり、良好な直線性を示した。他方、最も感度が

低い窒素キャリヤーガスでは、ほとんどが良好な

直線性(R2>0.99)を示したが、テトラデカンの決定

係数が 0.99 を下回ったため、濃度範囲を 0.1–20 

μg/mL に設定し、決定係数は 0.9948 を与えた。 

 

4. 検出限界及び定量限界の比較 

本研究では、検出限界付近の濃度 (注入量 0.1 

ng) の 5 回繰り返し測定の標準偏差 () の 3 倍

(3) を検出限界、10 倍 (10) を定量限界とした。

表 6 には指針値が設定された VOC の検出限界及

び定量限界の比較を示す。いずれのキャリヤーガ

スにおいてもヘリウムと遜色なく測定できること

が明らかとなった。 

表 6 に VOC の室内濃度指針値及びその 1/100

値を示す。公益社団法人日本薬学会環境・衛生部

会が示す衛生試験法に基づいて 100 mL/min の流

速で 24 時間室内空気をサンプリングした際 (144 

L = 0.144 m3) に、いずれのキャリヤーガスを用い

た場合においても室内濃度指針値の 1/100 程度ま

で定量分析することが可能であった。 

 

5. 分析機種の違いによる影響 

 分析機種の違いによる影響を確認するため、機

器をアジレントテクノロジー社製から島津社製

(GC-2010Plus/ GCMS-QP2020)へ変更し、同様の

条件で分析した。そのクロマトグラムを図４に示

す。ヘリウム及び窒素のキャリヤーガスにおいて、

いずれの化合物も 0.1–100 μg/mL の濃度範囲で決

定係数 (R2)が 0.99 以上であり、定量限界値(LOQ 

= Toluene: 1.6 μg/m3, Ethylbenzene: 2.5 μg/m3, 

m,p-Xylene: 1.8 μg/m3, o-Xylene: 2.0 μg/m3, 

Styrene: 6.3 μg/m3, 1,4-Dichlorobenzene: 5.7 

μg/m3, Tetradecane: 3.6 μg/m3)であり、指針値の

1/100 程度まで定量が可能であり、分析機種の違

いによる影響に顕著な差は認められなかった。 

 

D. まとめ 

1) VOC の測定感度（シグナル強度及びシグナル

ノイズ比）をキャリヤーガス毎に比較した結

果、感度はヘリウムで最も高く、水素、窒素と

続いた。 

2) いずれのキャリヤーガスにおいても良好な直

線性を示した。 

3) 室内濃度指針値の 1/100 程度まで定量が可能

であった。 

4) 窒素を用いた分析では測定に時間を要するも

のの、検出限界及び定量限界共にヘリウムと

遜色ない数値を示した。 

5) 分析機種の違いによる試験法への影響は認め

られなかった 

 

これらの結果より、室内空気中揮発性有機化合

物の GC/MS 分析に、ヘリウム代替キャリヤーガ

スとして水素もしくは窒素を適用できることが示

唆された。 
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表 1. キャリヤーガスごとの分析条件 

キャリヤーガス He H2 N2 

カラム 
Rtx®-1 Rxi®-1ms 

0.32 mmi.d. x 60 m, 1 μm 0.25 mmi.d. x 60 m, 1 μm 

分析時間 45 min 52.5 min 105 min 

昇温条件 40℃→(5℃/min)→250℃ 
40℃→(4℃/min)→250

℃ 

40℃→(2℃/min)→250

℃ 

注入口温度 280℃ 

イオン源温度 230℃ 

MS 四重極温度 150℃ 

線速度(cm/sec) 36.5 36.5 18.9 

カラム流量
(mL/min) 

2.0 0.92 0.50 

注入口圧力 

(kPa) 
12.3 5.4 6.0 

注入モード スプリット 20:1 スプリットレス 

モード SIM/Scan 

質量範囲(m/z) 35-450 

試料注入量 1 µL 

 

 

表 2. 分析対象化合物の定量イオン・確認イオン 

Compounds Quantification Ion Confirmation Ion 

1 Toluene 91 65 92 

2 Xylene 91 105 106 

3 Styrene 104 78 103 

4 Ethylbenzene 91 51 106 

5 1,4-Dichlorobenzene 146 111 148 

6 Tetradecane 57 43 71 

IS Toluene-d8 98 70 100 

 

 

表 3. キャリヤーガス毎のピーク面積 

化合物名 
ピーク面積 

He H2 N2 

Toluene 417,053 724,303 9,176 

Ethylbenzene 658,066 1,459,851 11,335 

m,p-Xylene 1,073,424 2,443,590 10,156 

o-Xylene 610,760 1,408,040 9,684 

Styrene 515,914 1,192,035 5895 

1,4-Dichlorobenzene 748,296 1,300,264 7,761 

Tetradecane 753,908 1,984,414 4,164 
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表 4. キャリヤーガス毎の S/N 比 

化合物名 
S/N 

He H2 N2 

Toluene 20,544 1,392 1,416 

Ethylbenzene 32,635 2,660 1,714 

m,p-Xylene 37,030 2,850 1,472 

o-Xylene 29,770 2,465 1,447 

Styrene 31,055 5,384 1,115 

1,4-Dichlorobenzene 68,362 6,289 1,287 

Tetradecane 29,086 11,650 520 

 

 

表 5. キャリヤーガス毎の直線性 

化合物名 
決定係数 

He H2 N2 

Toluene 1.0000 1.0000 0.9998 

Ethylbenzene 0.9997 0.9984 0.9989 

m,p-Xylene 0.9996 0.9986 0.9923 

o-Xylene 0.9995 0.9978 0.9917 

Styrene 0.9986 0.9976 0.9980 

1,4-Dichlorobenzene 0.9989 0.9979 0.9992 

Tetradecane§ 0.9978 0.9994 0.9948* 
0.1–100 µg/mL, *0.1–20 µg/mL 

 

 

表 6. 検出限界・定量限界および指針値 

化合物名 

LOD 

(μg/m3) 

LOQ 

(μg/m3) 
指針値 

(μg/m3) 

指針値 

1/100 

(μg/m3) He H2 N2 He H2 N2 

Toluene 0.064 0.034 1.02 0.21 0.11 3.40 260 2.60 

Ethylbenzene 0.20 0.15 0.70 0.65 0.49 2.32 3,800 38.00 

m,p-Xylene 0.21 0.09 1.60 0.71 0.29 5.32 200 2.00 

o-Xylene 0.51 0.18 0.37 1.72 0.61 1.23 200 2.00 

Styrene 0.53 0.14 0.57 1.78 0.47 1.91 220 2.20 

1,4-Dichlorobenzene 0.70 0.17 0.46 2.33 0.56 1.53 240 2.40 

Tetradecane 0.29 0.20 1.77 0.96 0.66 5.91 330 3.30 
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図１. 測定対象物質の構造式 

 

 
 

図 2. キャリヤーガス毎のクロマトグラム(Agilent 5977B GC/MSD, Agilent Technologies, 

Inc.). 1; Toluene, 2; Ethylbenzene, 3; m,p-Xylene, 4; Styrene, 5; o-Xylene, 6; 1,4-

Dichlorobenzene, 7; Tetradecane, IS: Toluene-d8. 100 µg/ｍL (1 µL inj.). (A) He carrier 

gas, (B) H2 carrier gas, (C) N2 carrier gas. 
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図 3. キャリヤーガス毎のクロマトグラム(SIM).  
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図 4. キャリヤーガス毎のクロマトグラム(GC-2010Plus/GCMS-QP2020, Shimadzu Co.). 

1; Toluene, 2; Ethylbenzene, 3; m,p-Xylene, 4; Styrene, 5; o-Xylene, 6; 1,4-

Dichlorobenzene, 7; Tetradecane, IS: Toluene-d8. 100 µg/mL (1 µL inj.). (A) He carrier gas, 

(B) N2 carrier gas. 
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厚生労働行政推進調査事業費 補助金 (化学物質リスク研究事業) 

分担研究報告書 

 

室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

総揮発性有機化合物（TVOC）の在り方に関する研究 

 

研究分担者     神野 透人     名城大学薬学部 教授 

 

 

研究協力者：香川 聡子（横浜薬科大学），酒

井信夫（国立医薬品食品衛生研究所），森 葉

子（名城大学薬学部），井上 凌子（名城大学

薬学部），尾嶋 朱莉（名城大学薬学部），金

山 理恵（名城大学薬学部）青木 明（名城大

学薬学部），岡本 誉士典（名城大学薬学部） 

 

A.  目的 

現在、室内空気中の 13 物質について健康

影響に基づく室内濃度指針値が定められて

おり、その他に、室内空気質の総体的な指標

として、総揮発性有機化合物（TVOC）に暫

定目標値が設けられている。この TVOC は、

GC クロマトグラム上で n-Hexane から n-

Hexadecane の間に溶出する化合物の総和を

Toluene 換算値（Toluene 相当量）として表

したものであり、いわば室内空気中の「総有

機物量」を表す指標である。TVOC という

室内空気質にかかる総体的指標を直ちに健

康影響と結びつけることは困難であるが、

設定から 20 年が経過した現時点での意義

を、暫定目標値 400 μg/m3の妥当性も含めて、

改めて検証する必要がある。そこで、本研究

では、先行研究（H30-化学-指定 002: 室内空

気環境汚染化学物質の標準試験法の策定お

よびリスク低減化に関する研究）において

開発した「間欠サンプリング法」を用いて、

居住住宅の居間を対象に室内空気中の

TVOC の調査を実施し、TVOC を構成する

揮発性有機化合物（VOC）の解析を実施し、

TVOC の室内空気質指標としての有用性に

ついて考察を行った。 

 

B.  実験方法 

B-1 試薬 

Methanol は、残留農薬･ PCB 試験用

Methanol 5000（富士フイルム和光純薬）を

使用した。Indoor Air Standard（50 Components, 

100 µg/mL）は Merck から、Toluene-d8 は富

士フイルム和光純薬から購入した。 

 

B-2 室内空気の採取 

要旨：26 軒の居住住宅で室内空気を採取し、間欠サンプリング法による TVOC 実態調査

を実施した。その結果、TVOC 濃度の中央値 443 μg/m3、TVOC 暫定目標値の超過率 58%

という値が得られた。これらの値は、厚生労働省／国立医薬品食品衛生研究所による従

前からの全国実態調査で報告されている TVOC 濃度、超過率と概ね一致していた。各住

宅の TVOC 濃度と Peak 数の間に有意な正の相関が認められたことから、室内空間の

VOCs の種類が増加するような状況（生活様式）が TVOC 濃度増大の要因となっている

可能性が示唆された。一方で、1 種類の VOC が TVOC の 25%以上を占める住宅が 35％

存在しており、TVOC 測定による VOCs の同定は TVOC の効率的な低減、言い換えれ

ば、室内空気質の向上に有効であると考えられる。 
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名城大学薬学部の在学生の自宅を対象に、

26 軒の居住住宅で室内空気を採取した。室

内空気中の揮発性有機化合物のサンプリン

グには、Tenax TA を充填した不活性処理ス

テンレス吸着管（Camsco）を用いた。Tenax 

TA 吸着管をパーソナルミニポンプ PMP-

001 型（柴田科学）に接続し、「10 mL/min の

流速で 6 分間作動-24 分間休止」のサイクル

を 48 回繰り返す間欠サンプリング法で

2880 mL の室内空気を吸引した。24 時間に

わたるサンプリング中は、吸着管の吸気側

に PEEK 細管を接続し、揮発性有機化合物

の拡散による汚染を防止した。 

 

B-3 TD-GC/MS による TVOC 測定 

TD 装置は Shimadzu TD-30、GC/MS は

Shimadzu GCMS-TQ8030 を使用し、下記の

条件で分析を行った。 

＜TD＞ 

加熱脱離温度：280℃ 

加熱脱離時間：8 min 

ガス流量：50 mL/min, He 

Trap 冷却温度：-20℃ 

Trap 加熱温度：280℃ 

Trap 加熱時間：5min 

バルブ温度：250℃ 

トランスファーライン温度：250℃ 

スプリット比：10 

 

＜GC＞ 

キャリアガス：He, 40 cm/sec (線速度一定) 

カラム：RESTEK Rtx-1ms (60 m x 0.32 mm, 

 1 µm) 

オーブン昇温：40℃-5℃/min-280℃ (7 min) 

インターフェイス温度：250℃ 

 

＜MS＞ 

イオン源温度：200℃ 

測定モード： Q3 Scan 

Scan Range： m/z 40 – 500, 10 Hz 

 

B-3 Deconvolution 解析 

GC/MS クロマトグラムの Deconvolution 解

析 に は 、 AnalyzerPro ver. 6.0.0.246 

(SpectralWorks) を使用した。 

 

C. 結果と考察 

冬期にサンプリングした居住住宅 26 軒

の居間空気中の TVOC を定量した結果、中

央値は 443 μg/m3（最小値 43 μg/m3 – 最大値

1951 μg/m3）、平均値は 585 μg/m3であり、15

軒（58%）が TVOC 暫定目標値 400 μg/m3を

超過していた。図 1 に TVOC の濃度分布を

バイオリンプロットとして示した。 

表 1 は各試料の GC-MS クロマトグラム

について、n-Hexane から n-Hexadecane の保

持時間の間に溶出する Peak の数、ならびに

各 Peak の Toluene 換算濃度が TVOC 値の

80％相当に達する最少Peak数をまとめたも

のである。図 2 に示したように、各試料の

Peak 数と TVOC 濃度の間には有意な相関

（p<0.01, r=0.9156）が認められ、回帰直線 

（Y=9.1X – 142.5）の傾き 9.1 μg/m3は、1 成

分（Component）あたりの TVOC への寄与を

示していると考えられる。 

一方、各試料について、最も高い Toluene

換算濃度で検出された Component が TVOC

濃度に占める割合を算出すると、表 1 にま

とめたように、5%から 51%まで、10 倍もの

差異が認められた。最高濃度の 1 つの

Component が TVOC に占める割合が>25％

の試料は、No.1、4、7、10、13、15、19、22

および 25 の 9 試料であった。これらのう

ち、Decamethylcyclopentasiloxane が 5 試料 

（No.10、13、19、22 および 25）、D-Limonene

が 2 試料（No.4 および 7）であり、これら

の成分を含有する家庭用品、もしくは香粧

品が主要な VOCs の発生源/放散源となって

いる可能性が示唆された。また、最高濃度の

1 つの Componentが TVOC に占める割合が

<10%の試料は、No.5、8、9、12、14、16、

23、24 および 26 の 9 試料であった。これら
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のうち、Nonane あるいは Decan などの脂肪

族炭化水素が最高濃度の Component であっ

たものが 6 試料（No.5、8、12、14、23 およ

び 24）あった。これらの試料の GC/MS ク

ロマトグラムの特徴として、多数の脂肪族

炭化水素類がクラスターを形成しており、

灯油等の化石燃料の燃焼が主たる原因であ

ることが示唆される結果が得られた。 

室内空気中の TVOC など、多種多様な

Component で構成される試料を分析する場

合、分離能の高いキャピラリーカラムであ

っても不分離 Peak を生じるおそれがある。

そこで、VOC 同定精度の向上を目的として、

擬 似 的 な Peak 分 離 手 法 で あ る

Deconvolution 解析を行った。その結果、表

2 に示したように、脂肪族炭化水素類の他に、

芳香族炭化水素類、環状シロキサン、香料

（テルペン類）などが主要な TVOC 構成成

分であることが明かとなった。 

 

D. 結論 

本研究では、26 軒の居住住宅で室内空気

を採取し、TVOC にかかる実態調査を実施

した。その結果、TVOC 濃度の中央値 443 

μg/m3、TVOC 暫定目標値の超過率 58%とい

う値が得られた。これらの値は、厚生労働省

／国立医薬品食品衛生研究所による従前か

らの全国実態調査で報告されている TVOC

濃度、超過率と概ね一致していた。 

今回の調査では、各住宅の TVOC 濃度と

Peak 数の間に有意な正の相関が認められた

ことから、室内空間の VOCs の種類が増加

するような状況（生活様式）、例えば VOCs

放散源となり得る家庭用品等の使用数の増

加が TVOC 濃度増大の要因となっているも

のと考えられる。一方で、1 種類の VOC が

TVOC の 25%以上を占める住宅が 35％存在

したことは、TVOC 測定による VOCs の同

定が TVOC の効率的な低減、言い換えれば、

室内空気質の向上に有効であることを示し

ている。 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

1． 論文発表 

1) 森 葉子，植田康次，櫻井有紀，青木 明，

岡本誉士典，神野透人：小型インピンジ

ャーを用いる通気法による食品中シア

ン化合物の分析，食品衛生学雑誌，62， 

162-165（2021） 

 

2．学会発表 

1) 髙橋 直也，中嶋 康一郎，大河原 晋，

河村 伊久雄，三浦 伸彦，森 葉子，礒

部 隆史，埴岡 伸光，神野 透人，香川

（田中）聡子：Matrix metalloproteinases

のヒト気管および肺組織における発現

個体差，第 48 回日本毒性学会学術年会，

神戸，2021 年 7 月 

2) 森 葉子，楠木 麻菜美，加藤 水基，青

木 明，岡本 誉士典，礒部 隆史，大河

原 晋，埴岡 伸光，香川（田中） 聡子，

神野  透人：花生姜抽出物による 

TRPA1 を介したマウス腸管内分泌細

胞株 STC-1 の GLP-1 分泌促進，フォ

ーラム 2021 衛生薬学・環境トキシコロ

ジー，船橋，2021 年 9 月 

3) 森 葉子，青木 明，岡本 誉士典，礒部 

隆史，大河原 晋，埴岡 伸光，香川（田

中） 聡子，神野 透人：フタル酸エステ

ル類による TRPA1 活性化の種差，日本

薬学会第 142 年会，名古屋，2022 年 

4) 酒井 信夫，田原 麻衣子，大島 直浩，

大貫 文，斎藤 育江，千葉 真弘，大泉 

詩織，田中 礼子，山之内 孝，遠藤 治，

鳥羽 陽，中島 大介，藤森 英治，神野 

透人，香川(田中) 聡子：衛生試験法・

注解 2020 追補 2022 空気試験法・空

気試験法：揮発性有機化合物・捕集剤に

よる乾式採取（アクティブ法）－加熱脱
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着－ガスクロマトグラフィー／質量分

析法による定量（新規），日本薬学会第

142 年会，名古屋，2022 年 3 月 

 

3．著書 

1) 香川（田中）聡子，遠藤治，酒井信夫，

神野透人，鳥羽 陽, 中島大介, 藤森英

治：空気試験法 有機物質 揮発性有

機化合物 捕集剤による乾式採取法

（アクティブ法）－ガスクロマトグラ

フィー/質量分析法による定量，固相吸

着-加熱脱離－ガスクロマトグラフィ

ー/質量分析法による定量，日本薬学会

編 衛生試験法・注解 2020 追補 2022

（2022） 

 

2． 知的財産権の出願・登録状況（予定を含

む） 

特許取得 

なし 

実用新案登録 

なし 
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図 1 居住住宅の TVOC濃度分布 

 

 

 

図 2 TVOC構成成分数（Peak 数）と TVOC濃度の相関 
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令和 3 年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質リスク研究事業） 

分担研究報告書 

 

室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

室内空気中揮発性有機化合物 (VOC)・準揮発性有機化合物 (SVOC) の 

標準試験法の評価 

 

研究分担者 田原 麻衣子（国立医薬品食品衛生研究所 生活衛生化学部 主任研究官） 

 

研究要旨 

現在、「シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会」が示す室内空気中

化学物質の採取方法と測定方法は 2001 年に通知された方法であり、サンプリン

グ・分析機器等の技術進展に応じたリバイスが必要である。今年度は室内濃度指

針値策定物質の標準試験法における 3 つの項目として、①VOC の溶媒抽出法 (SE

法) および加熱脱離法 (TD 法) の両法における高湿度条件下での VOC の回収率

の評価および除湿剤の有用性、②SE 法における SVOC の同時分析法の構築、③

フタル酸エステル類のSE法およびTD法の 2法における同時捕集時の定量値の差

異について検討した。その結果、①高湿度条件の実験を行うことができるチャン

バーを構築し、高湿度条件下における除湿剤を用いた VOC の添加回収試験により、

VOC は除湿剤に吸着され、回収率が低下する可能性が示唆された。②指針値策定

物質を含む SVOC 11 物質の完全分離を達成し、良好な回収率および定量下限値が

得られた。一方で、フェノブカルブは使用経年が長いカラムを使用すると分解物

である 2-sec-ブチルフェノールが生成して定量値に影響を及ぼすため、生成状況を

注視する必要があることが明らかになった。③フタル酸エステル類は TD 法で十分

な捕集量を確保することにより、定量値の差異を解決できると推察された。 

 

 

研究協力者 

千葉 真弘 北海道立衛生研究所 生活科

学部生活衛生グループ主査 

兼俊 明夫 北海道立衛生研究所 生活科

学部生活衛生グループ臨時研

究職員 

大泉 詩織 北海道立衛生研究所 生活科

学部生活衛生グループ研究職

員 

大貫 文 東京都健康安全研究センター

薬事環境科学部主任研究員 

 

角田 德子 東京都健康安全研究センター

薬事環境科学部主任 

田中 礼子 横浜市衛生研究所 理化学検

査研究課医務職員 

村木 沙織 横浜市衛生研究所 理化学検

査研究課技術職員 

西 以和貴 神奈川県衛生研究所 理化学

部主任研究員 

𠮷冨 太一 神奈川県衛生研究所 理化学

部主任研究員 

大嶋 直浩 国立医薬品食品衛生研究所 

生活衛生化学部研究員 
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A．研究目的 

現在、「シックハウス（室内空気汚染）問

題に関する検討会（以下、シックハウス検討

会）」が示す室内空気中化学物質の採取方法

と測定方法は、2001年に通知（医薬発第828

号 平成13年7月25日付 厚生労働省医薬局長

通知）された方法であり、サンプリング・分

析機器等の技術進展に応じた測定方法のリ

バイスが必要である。このような背景から、

本分担研究では、実務を担当されている地方

衛生研究所の先生方とともに室内濃度指針

値の策定物質1)および候補物質2)における標

準試験法のリバイス箇所を討議し、その改良

方法を開発する。さらに、必要であれば、多

機関での妥当性評価を行って標準試験法を

確立することを目的としている。 

今年度は、①揮発性有機化合物 (VOC) の

標準試験法である固相吸着-溶媒抽出-ガスク

ロマトグラフィー/質量分析法 (SE-GC/MS、

以下、SE法) および固相吸着-加熱脱離-ガス

クロマトグラフィー/質量分析法 (以下、TD

法) における高湿度条件下でのVOC回収率

の評価および除湿管の有用性、②準揮発性有

機化合物 (SVOC) であるフタル酸エステル

2種および殺虫剤3種のSE法における同時分

析法の構築、③フタル酸エステル類における

SE法およびTD法の2法同時捕集による定量

値の比較と、①～③の3項目について検討し

たので報告する。 

 

① 高湿度条件下における除湿管の有用性お

よび定量値への影響 

室内空気中化学物質の測定マニュアルにお

けるVOCにはTD法およびSE法が採用されて

いるが、どちらの試料採取においても、「湿

度が高い場合は除湿管を使用してもよい。」

と記載されている3)。しかしながら、除湿管

を接続することによる効果や影響についての

詳細な検討例は、あまり報告されていない4,5)。

そこで、室内濃度指針値策定物質であるトル

エン、エチルベンゼン、スチレン、キシレン

（o, m, p -キシレンの3成分）、パラジクロロ

ベンゼン、テトラデカンの6物質（8成分）お

よび室内濃度指針値策定候補物質である2-エ

チル-1-ヘキサノール (2EH)、2,2,4-トリメチ

ルペンタン-モノイソブチレート (TPMI 2成

分)、2,2,4-トリメチルペンタン-ジイソブチレ

ート (TPDI) の3物質（4成分）の計9物質（12

成分）について高湿度条件下での添加回収試

験を行い、VOCの測定値への影響および除湿

管を接続した際の有用性について明らかにす

ることを目的とし、検討を行った。 

 

B．研究方法 

B.1 試薬および試料 

VOCはSigma-Aldrich社製の室内大気分析

用標準試薬（50 成分、100 µg/mLメタノール

溶液）および室内大気分析用標準試薬（48 成

分、1,000 µg/mLメタノール溶液）の混合標

準溶液を用いた。2EH、酢酸エチル、酢酸ブ

チルは富士フイルム和光純薬株式会社製のそ

れぞれ特級、残留農薬･PCB測定用300倍濃縮

検定品、特級を、TPMIはAlfa Aesar社製を、

TPDIはSigma-Aldrich社製を用いた。 

トルエン-d8は、TD法では高千穂化学製ト

ルエン-d8ガス（1 ppm、バランスガス：窒素）

を、SE法では関東化学株式会社製トルエン

-d8標準原液（室内環境測定用、1,000 µg/mL

メタノール溶液）を用いた。スチレン-d8は、

Sigma-Aldrich社製のNMR用を用いた。 

メタノールは関東化学株式会社製の残留農

薬･PCB測定用5,000倍濃縮検定品を、二硫化

炭素は富士フイルム和光純薬株式会社製作業

環境測定用を使用した。 

過塩素酸マグネシウムはキシダ化学株式会

社製の有機元素分析用（10～24メッシュ）お

よび富士フイルム和光純薬株式会社製の元素

分析用（20～48メッシュ）を、塩化カルシウ

ムは和光純薬株式会社製の水分測定用を用い

た。 
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B.2 除湿管および捕集管 

市販の除湿管はジーエルサイエンス株式会

社製水分除去フィルターセット (10 g) およ

び光明理化学工業株式会社製北川式ガス検知

管840除湿管を使用した。1度使用した水分除

去フィルターセットはガラス容器を洗浄後乾

燥させ、新たな除湿剤を充填して再度実験に

使用した。その他の自作除湿管作製器具とし

て、株式会社パーキンエルマー製加熱脱着用

チューブおよび柴田科学株式会社製ガラスろ

過器を使用した。除湿剤の漏出防止には、ジ

ーエルサイエンス株式会社製石英ウール

Fineまたはtantore社製PTFEメッシュテフ

ロンネット（80メッシュ）を用いた。 

TD法における捕集管は、SUPELCO社製

Tenax TA（60/80メッシュ）およびTenax GR

（60/80メッシュ）のガラス製を用いた。これ

らの捕集管は、使用前に清浄窒素を通気しな

がら加熱し、分析の妨害成分を除去した。加

熱後は、活性炭入りの気密瓶中で保管し、概

ね1か月以内に使用した。拡散防止キャップは

株式会社パーキンエルマー製Diffusion 

Limiting Capを用いた。SE法における捕集管

は、柴田科学株式会社製カーボンビーズアク

ティブ（スタンダード型）およびヤシガラ活

性炭（スタンダード型）と株式会社ガステッ

ク製活性炭チューブ（粒状活性炭）および活

性炭チューブ（ヤシガラ）を用いた。 

 

B.3 装置および器具 

試料採取のポンプは、TD法ではジーエルサ

イエンス株式会社製SP208-100 Dualおよび

SP208-20 DualⅡを、SE法ではジーエルサイ

エンス株式会社製SP208-100 Dual、株式会社

ガステック製GSP-250FT、GSP-400FTおよ

びGSP-2LFTを用いた。 

分析にはガスクロマトグラフ-質量分析計 

(GC-MS) を用い、TD法およびSE法で使用し

たそれぞれの装置および分析条件をTable 1

およびTable 2に示した。 

高湿度空間は、クリーンルーム内に設置の

株式会社日立製作所製クリーンベンチ（内寸

法（概算）：w 800 mm×d 600 mm×h 750 

mm）を用いて作製し、加湿はシャープ株式

会社製加湿器HV-G50で行った。温度および

湿度の測定は、T&D社製おんどとりTR-72S

およびTR-72nwを用いた。 

 

B.4 検量線の作製 

検量線および添加用標準液（以下、標準液）

は、室内大気分析用標準試薬、酢酸エチル、

酢酸ブチル、2EH、TPDIおよびTPMIを混合

し、1、4、10、20、50、100、200、500 µg/mL

となるよう、メタノールで適宜希釈して作製

した。なお、本実験では酢酸エチルと酢酸ブ

チルについては検討対象としていないが、す

べての標準液において含有する標準物質を一

致させるために添加した。 

 TD法の検量線用捕集管は、空の捕集管に標

準液1 µLを負荷した後、清浄窒素を約100 

mL/minの流量で5分間通気して作製した。内

部標準物質 (Internal standard, IS) は、測定

時に加熱脱着装置に付属の自動添加装置を用

いて添加した。検量線は最大で1～500 ngの

間の8点とした。 

SE法で検量線の作製および抽出に使用す

る溶媒（以下、抽出溶媒）は、二硫化炭素に

トルエン-d8およびスチレン-d8を加え、それぞ

れの二硫化炭素中濃度が1 µg/mLとなるよう

に調製したものを使用した。検量線溶液は、

標準液のそれぞれ10 µLを抽出溶媒1 mLに添

加し、10, 40, 100, 200, 500, 1000, 2000, 

5000 ng/mLとした。検量線は最大で10～

5000 ng/mLの間の8点とした。 

TD法およびSE法ともに、バックグラウン

ドやブランクにおける低濃度域での定量では、

定量値に応じた定量値近傍の範囲の検量線を

作成した。また、定量値はブランク試料の値

（複数測定している場合はその平均値）を減

算して算出した。 



41 

 

B.5 SE法における抽出方法 

捕集剤からの抽出には、B.4 で前述の抽出

溶媒を用いた。10 mL 遠沈管に試料から取り

出した石英ウールおよび捕集剤を（石英ウー

ルへの吸着確認の実験ではそれぞれを別の

遠沈管に）入れ、抽出溶媒 2 mL をホールピ

ペットで加えた。これを 1 時間振とうして抽

出した後、上清をバイアルに取り試験溶液と

した。なお、浮遊物が確認された際には、必

要に応じて 3,000 rpm で 10 分間遠心分離を

行った。 

 

B.6 高湿度条件下における添加回収試験の

試料 

B.6.1 添加回収試験の添加量の設定 

室内濃度指針値のうち、最も濃度の低いキ

シレンの濃度から添加量を設定した。すなわ

ち、指針値の10分の1の濃度である20 µg/m3

としたが、キシレンには3種の異性体があるこ

とを考慮し、さらにその3分の1となる濃度を

添加濃度とした。また、添加量の算出に使用

する空気採取量は、居住住宅における一般的

な試料採取量であるTD法は14.4 L、SE法は1

44 Lとし、これらをもとに添加量を算出する

と、TD法では96 ng、SE法では960 ngとな

ることから、添加試料の濃度調整の容易さ等

を考慮し、実際の添加量はTD法では100 ng、

SE法では1000 ngとした。 

ブランク試料は実験ごとに1試料以上作製

することとし、添加回収試験の試料と同じ種

類の捕集管および除湿管に標準液を添加せず

に空気を吸引して作製した。 

B.6.2 TD法における添加回収試験の試料作 

 製 

TD法における添加は、標準液の20 µg/mL

を5 µLまたは100 µg/mLを1 µLとし、それを

捕集管に接続した除湿管における吸気側の石

英ウール等に添加後、通常の試料採取操作と

同様に空気を吸引して作製した。除湿管を使

用しない際は、捕集管における吸気側のガラ

スフリット等に標準液を添加し、通常の試料

採取操作と同様に空気を吸引して作製した。 

通気量は、10 mL/minで24時間または100 

mL/minで144分の14.4 Lとした。除湿管を使

用せずに流速10 mL/minで空気を吸引する際

は、拡散防止キャップを使用した。 

B.6.3 SE法における添加回収試験の試料作 

 製 

SE法における添加は、標準液の200 µg/mL

を5 µLとし、それを捕集管に接続した除湿管

における吸気側の石英ウール等にした後、通

常の試料採取操作と同様に空気を吸引して作

製した。除湿管を使用しない際は、捕集管に

おける吸気側の石英ウール等に、標準液を添

加し、通常の試料採取操作と同様に空気を吸

引して作製した。 

通気量は、100 mL/minで24時間または50

0 mL/minで288分の144 Lとした。 

 

B.7 定量値の算出 

定量は、測定対象物質の面積値をISである

トルエン-d8の面積値で除した値を使用して

行った。o, m, p -キシレンの3成分はo -キシレ

ンとm, p -キシレンに、TPMIは2成分に分け

て行った。SE法におけるサロゲートによる補

正を行ったスチレンの定量は、スチレンの面

積値をスチレン-d8の面積値で除した値を使

用した。定量値は、添加回収試料の値からブ

ランク試料の値（複数測定している場合はそ

の平均値）を減算して算出した。 

 

C．研究結果および考察 

C.1 高湿度条件の作成 

高湿度空間は、クリーンベンチ内に加湿器

を設置して作製した。クリーンベンチは、そ

の本来の用途から完全密閉空間とはならない

ため、クリーンベンチ外との空気の入れ換え

が起こり、温度や湿度について外部の影響を

受けることが予想された。そこで、クリーン

ベンチ内外の温度と湿度の変化を測定し、高
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湿度空間の評価を行った。その結果、クリー

ンベンチ外は完全空調のクリーンルームとな

っているため設定温度に達すると冷房または

暖房が入りある程度一定の室温に保たれるが、

それとともに室内の温度や湿度も変化してい

た (Fig. 1)。クリーンベンチ内は温度や湿度

がクリーンベンチ外の温度や湿度の変化に連

動して変化しており、この変化はクリーンベ

ンチ外の空気が流入したことによるものと考

えられた。そこで、クリーンベンチ全面のド

ア上部にあるすき間をアルミホイル等で塞い

だところ、クリーンベンチ内の温度や湿度の

変化が多少改善したことから、本実験では状

況に応じてクリーンベンチ全面のドア上部を

アルミホイル等で塞ぐこととした。一方、全

体を通して見られる細かな櫛形の湿度変化は、

加湿器を自動加湿モードで使用した際に確認

され、弱運転モード（連続運転）では見られ

なかった。したがって、この櫛形の湿度変化

は、加湿器の特性によるものと考えられた。 

Fig. 1は加湿器の自動加湿モードや弱運転

モードでドア上部のすき間を塞いだ条件等、

いくつかの実験条件が混在しているが、算出

された平均湿度は73.2～90.3%（平均値：

82.9%）、平均温度は20.4～23.8℃（平均値：

22.1℃）であり、実験中高い湿度が概ね維持

できていると考えられた。実際の室内空間に

おける空気採取において、室内の温度や湿度

はエアコンや暖房器具の使用等により一定の

変化が起こるものと考えられるため、本実験

では、本チャンバーを用いて、以降の高湿度

条件の実験を行うこととし、回収率等の比較

に係る評価は、平均湿度を用いることとした。 

 

C.2 装置定量下限値の算出 

装置定量下限値 (IQL) は、検量線のクロマ

トグラムについて、それぞれのピーク高さと

ピーク近傍におけるノイズ高さを比較し、そ

の比が10以上となる最低濃度とした。したが

って、本実験におけるIQLは、TD法では1 ng

（空気中換算濃度：約0.007 µg/m3 相当）、

SE法では2EHおよびTPDIが40 ng/mL（空気

中換算濃度：約0.556 µg/m3 相当）、その他

の物質は10 ng/mL（空気中換算濃度：約0.139 

µg/m3 相当）であった。なお、本実験ではSE

法における溶出溶媒量を2 mLとしたため、

TD法におけるIQLの空気中換算濃度はSE法

の概ね20分の1となっているが、SE法におけ

る溶出量を1 mLとした場合は、10分の1とな

る。 

 

C.3 市販の除湿管の調査 

室内空気中化学物質の測定マニュアルにお

ける除湿管は、「ガラス管に過塩素酸マグネ

シウムを約15 g充てんし、両端を石英ウール

で押さえたもの。」が推奨されている。現在

市販されている除湿管を調査した結果、捕集

剤の材質や充填量が明らかでない製品が多く、

測定マニュアルに完全に合致する製品はない

ことが分かった。本実験では、北川式ガス検

知管840除湿管および水分除去フィルターセ

ットを使用したため、これらの製品について、

室内空気の試料採取時に使用する際の特徴を

記載する。 

北川式除湿管は検知管の除湿が目的であり、

組成はけい藻土98%および硫酸2%（重量不

明）からなる。測定マニュアルの組成とは異

なるが、安価のため使い捨てができ、取り扱

いが簡便である。一方、水分除去フィルター

セットは組成が過塩素酸マグネシウム10 gお

よび石英ウールと測定マニュアルとほぼ合致

しており、使用後、詰め替えが可能である。

しかし、非常に高価であり、石英ウールの充

填量が多いため、吸着性のある物質は低回収

となることが懸念される。また、吸気部分の

開口部の面積が大きいため、低流量のポンプ

吸引においては拡散の影響を配慮する必要が

ある。このように2製品は室内空気の試料採取

時に適用できるか不明であったが、市販品と

してすぐに使用でき、自作よりも除湿管間の
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ばらつきを抑えられると推察されたため、本

実験では自作と併せて検討に用いることとし

た。 

 

C.4 高湿度条件下における除湿管使用時の

TD法での回収率の比較 

 高湿度条件下における除湿管使用時のTD

法での添加回収試験として、除湿管および捕

集管の組み合わせを、C.4.1 北川式除湿管＋

Tenax TA、C.4.2 水分除去フィルター＋

Tenax TA、C.4.3 自作除湿管A＋Tenax TA、

C.4.4 自作除湿管B＋Tenax TA、C.4.5 自作

除湿管C＋Tenax TA、C.4.6 自作除湿管A＋

Tenax TA（流速変更）、C.4.7 自作除湿管D

＋Tenax GR、C.4.8 自作除湿管E＋Tenax 

TAの8種の条件について検討を行った。それ

ぞれの捕集剤および充填量はTable 3に示す。 

C.4.1 北川式除湿管＋Tenax TA 

除湿管に北川式除湿管、捕集管にTenax 

TAを用いて、高湿度条件下における添加回

収試験を行った。その結果、通気後の除湿管

は内部が結露しており、除湿管と捕集管をつ

なぐチューブ内に水滴が確認された (Fig. 2)。

この水滴について、pH試験紙を用いてpHを

測定したところ1未満であり、強い酸性を示し

た。北川式除湿管の除湿剤には硫酸が含まれ

ていることから、この水滴は除湿しきれなか

った水分が凝結したものと考えられた。一方、

ポンプは通気途中で自動停止していた。これ

は、水分により除湿管が詰まり、吸引ができ

なくなったためと考えられた。これらの結果

から、高湿度下における室内空気の捕集には

北川式除湿管は使用できないことがわかった。 

C.4.2 水分除去フィルター＋Tenax TA 

除湿管に水分除去フィルターセット、捕集

管にTenax TAを用いて、10 mL/minで24時

間の通気による高湿度条件下での添加回収

試験を行った。除湿管の有無によるVOCの回

収率を比較した結果、除湿管を使用しない場

合の回収率（3併行の平均）は、78～110%と

なり良好であった (Table 4)。一方、除湿管

を使用した場合は、トルエン、キシレン、ス

チレン、エチルベンゼンおよびパラジクロロ

ベンゼンの回収率は80～100%と良好であっ

たが、テトラデカン、2EH、TPMIおよびTPDI

の回収率は10%未満と低かった。水戸部らは、

捕集管としてCarbopack Bを、除湿剤として

過塩素酸マグネシウムを用いた際のTD法に

おける回収率について検討しているが、除湿

管使用の際、トルエン、キシレン、スチレン、

エチルベンゼンおよびパラジクロロベンゼン

の回収率は良好であったと報告しており、今

回の結果と一致した5）。また、除湿管を使用

しない場合は、水分の影響で除湿管使用の際

のピーク形状が崩れ、正確な定量が困難であ

ったと報告しているが、これはCarbopack B

がグラファイトカーボンブラック基材である

ため、水分を保持したためと考えられた。本

実験で使用したTenax TAは水への親和性が

小さいため、除湿管不使用の際でも水分の影

響を受けることがなく、良好な回収率であっ

たと考えられた。 

通気後の除湿管は上部の10%程度が潮解し

ていた。したがって、居住住宅においてTD法

で室内空気を採取する際には、10 g程度の除

湿剤でも十分に除湿可能であると考えられた 

(Fig. 3)。 

C.4.3 自作除湿管A＋Tenax TA 

除湿管には洗浄後の水分除去フィルター

セットのガラス容器に石英ウールと過塩素

酸マグネシウム（10～24メッシュ）を約10 g

充填したものを、捕集管にTenax TAを用い

て、10 mL/minで24時間の通気による高湿度

条件下での添加回収試験を行った。除湿管の

有無によるVOCの回収率を比較した結果 

(Table 5 (1))、除湿管を使用しない場合の回

収率（3併行の平均）は、80～140%であった。

TPMIの回収率が130%を超え、相対標準偏差 

(Relative standard deviation, RSD) も大き

くなっているが、この条件で概ね測定は可能
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であると考えられた。一方、除湿管を使用し

た場合は、トルエン、キシレン、スチレン、

エチルベンゼンおよびパラジクロロベンゼン

の回収率は11～62%とC.4.2に比べて全体的

に回収率が低かった。このことから、加湿の

有無が回収率に与える影響を確認するため、

加湿せず（平均湿度26.4%）、除湿管の有無

によるVOCの回収率を比較した。その結果、

除湿管を使用しない場合の回収率は80～

100%と良好な結果であったが、除湿管を使用

した場合は高湿度条件下同様、トルエン、キ

シレン、スチレン、エチルベンゼンおよびパ

ラジクロロベンゼンの回収率は11～57%であ

った (Table 5 (2))。これらの結果から、自作

除湿管Aを使用した実験ではC.4.2に比べて

全体的に回収率が低いことが分かった。また、

テトラデカン、2EH、TPMIおよびTPDIの回

収率は加湿の有無に関係なく、C.4.2と同様に

10%未満であり、市販品と自作に関わらず低

くなる傾向が見られた。 

有害大気汚染物質測定方法マニュアルに

よると、大気分析では24時間採取で10 L程度

となるように流量を調節するとされており、

これを1分あたりの流速に換算すると約7 

mL/minの流速となる 6)。本実験では 10 

mL/minの流速で吸引していること、またFig. 

3のように除湿剤である過塩素酸マグネシウ

ムが潮解していることから考えると、内径は

大きいものの除湿管から捕集管へ向かって

の通気はなされているものと推察された。一

方、衛生試験法注解では、除湿管として内径

5 mm×長さ60 mm程度のものを使用すると

されている7)。今回使用した市販の除湿管の

内径は約9 mmであり、衛生試験法注解より

も大きかった。したがって除湿管を接続した

場合は、捕集管のみの場合と比較して空気の

流れは緩やかになっていると考えられ、拡散

等による影響を受けやすい可能性があると

考えられた。また自作の捕集管では、標準物

質を添加する石英ウールの厚さに偏りがで

き、試料を添加した部位と空気の通り道にず

れが生じて、捕集する空気が流れやすい部分

から通気されることで、捕集剤へと物質が十

分に拡散していかなった可能性も考えられ

た。 

C.4.4 自作除湿管B＋Tenax TA 

自作除湿管Aで拡散の影響が示唆されたた

め、加熱脱着用チューブ（内径約4 mm×長

さ約90 mm）に石英ウールと過塩素酸マグネ

シウム（20～48メッシュ）を約0.7 g充填した

吸気部の内径が小さい自作除湿管Bを作成し 

(Fig. 4)、捕集管にTenax TAを用いて、10 

mL/minで24時間の通気による高湿度条件下

での添加回収試験を行った。その結果、除湿

管を使用した場合の指針値策定6物質の回収

率（3併行の平均）は80～120%となり、これ

まで除湿管の使用により低下する傾向が確

認されたテトラデカンの回収率は、本実験で

は良好であった (Table 6)。しかし、スチレ

ンのばらつきが非常に大きかった。これは、

添加量100 ngに対しブランクの定量値が180 

ngと非常に大きかったことから、バックグラ

ウンドがばらつきの要因の1つとして考えら

れた。一方、2EH、TPMIおよびTPDIの回収

率は、これまでの結果と同様に低かった。 

この実験では、除湿管と捕集管の内径差に

よる影響は排除できたと考えられるが、通気

後の除湿管内の過塩素酸マグネシウムは、

Fig. 5に示す通り完全に潮解していたことか

ら、今回の実験条件（平均湿度79.8%、採取

量14.4 L）では、0.7 g以上の過塩素酸マグネ

シウムが必要であったと思われた。したがっ

て、加熱脱着用捕集管に除湿剤を充填した除

湿管は、湿度によりその容量が不足すること

がわかった。また、加熱脱着用捕集管にこれ

以上の過塩素酸マグネシウムを充填するこ

とは不可能であったことから、実用的ではな

いと考えられた。 

C.4.5 自作除湿管C＋Tenax TA 

これまでの結果から、除湿管の使用により
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2EH、TPMIおよびTPDIの回収率が低くなり、

除湿管本体または充填剤への吸着が疑われた。

石英ウールへの吸着の影響を調べるため、ガ

ラスろ過器（内径12 mm×高さ27 mm）に、

過塩素酸マグネシウム（20～48メッシュ）を

約2 g充填し、吸気側はアルミホイルで覆った

石英ウールを使用しない除湿管を自作し、通

気口は、吸気部の口径が大きいことを考慮し

て、標準液を添加する際にマイクロシリンジ

で開けた穴とピンセットで開けた数か所の

穴を使用した。捕集管にTenax TAを用いて、

10 mL/minで24時間の通気による高湿度条

件下での添加回収試験を行った。2日で各2併

行の結果、両日ともに低めの回収率であった 

(Table 7)。実験日1と2におけるトルエンおよ

び実験日2におけるスチレンを除く指針値策

定6物質の回収率は、70%を下回っていた。

このうち、エチルベンゼン、キシレンおよび

実験日1のスチレンの回収率は58～69%と

60%前後であったものの、パラジクロロベン

ゼンは30%前後、テトラデカンは20%未満で

あった。また、2EH、TPMIおよびTPDIの回

収率も同様に低かった。 

通気後の除湿管内の過塩素酸マグネシウ

ムは、半分程度しか潮解していなかったこと

から、今回の実験では最後まで除湿はされて

いたと考えられた (Fig. 6)。また、拡散の影

響は、空気の通り道を限定したことにより排

除できていたものと考えられた。今回の実験

では石英ウールを使用しなかったものの回

収率が低かったことから、新たな問題点とし

てガラスろ過器のガラスメッシュ部分への

吸着の可能性も考えられた。 

C.4.6 自作除湿管A＋Tenax TA（流速変更） 

拡散等の影響を確認する目的で、ポンプの

流速を上げた実験を行った。除湿管には

C.4.2と同様の自作除湿管Aを、捕集管に

Tenax TAを用いて添加回収試験を行い、通

気は100 mL/minで144分間として、これまで

の実験と同様の通気量（14.4 L）となるよう

にした。その結果、高湿度を行った場合は、

C.4.2とほぼ同等だった (Table 8 (2))。除湿

管を使用しない場合の回収率（3併行の平均）

は65～91%となり、概ね良好であった。C.4.2

と比較して低めとなった原因の詳細は不明

であるが、2併行目の回収率が全ての物質で

低くなっていることから、添加時のインジェ

クションミス等が考えられた。一方、除湿管

を使用した場合の回収率は、トルエン、キシ

レン、スチレン、エチルベンゼンおよびパラ

ジクロロベンゼンで63～84%と概ね良好で

あったが、テトラデカン、2EH、TPMIおよ

びTPDIの回収率は10%未満と低かった。次

に、加湿の有無による回収率の変化について

もあわせて検討したが、加湿を行わなかった

場合も、ほぼ同等の結果となった (Table 8 

(2))。除湿管を使用しない場合の回収率は、

76～92%で良好であった。除湿管を使用した

場合の回収率は、トルエン、キシレン、スチ

レン、エチルベンゼンおよびパラジクロロベ

ンゼンで67.7～85.0%と概ね良好であったが、

テトラデカン、2EH、TPMIおよびTPDIの回

収率は10%未満となり低かった。これらの結

果から、テトラデカン、2EH、TPMIおよび

TPDIの回収率は、湿度や流速に関係なく低

くなっており、除湿剤への吸着が疑われる結

果となった。 

C.4.7 自作除湿管D＋Tenax GR 

除湿管には水分除去フィルターセットの

ガラス容器を洗浄後、石英ウールに代わりテ

フロンメッシュと過塩素酸マグネシウム（10

～24メッシュ）を約10 g充填し、吸気側をア

ルミホイルで覆った。通気口は吸気部の口径

が大きいことを考慮して、標準液を添加する

際にマイクロシリンジ等で数か所の穴を開

けた。捕集管にTenax GRを用いて、10 

mL/minで24時間の通気による高湿度条件下

での添加回収試験を行った結果、除湿管を使

用しない場合の回収率（3併行の平均）は、

91～120%とすべての物質で良好な結果であ
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った (Table 9)。除湿管を使用した場合は、

トルエンとスチレンで77%、87%と良好であ

ったが、それ以外の物質では60%を下回り、

テトラデカン、2EH、TPMIおよびTPDIは

10%未満とこれまでの結果と同等の結果であ

った。Tenax GR捕集管を使用したTD法にお

ける測定では、Tenax TAと同様に湿度が高い

状況でも除湿管なしで測定可能であることが

わかった。 

C.4.8 自作除湿管E＋Tenax TA 

これまでの結果から、テトラデカン、2EH、

TPMIおよびTPDIの回収率は、捕集管に関係

なく過塩素酸マグネシウムを除湿管として

使用する場合に低下する傾向が見られるこ

とがわかった。そこで他の除湿剤として塩化

カルシウムを使用した際の回収率について

検討した。除湿管には水分除去フィルターセ

ットのガラス容器を洗浄後、石英ウールと塩

化カルシウムを約10 g充填し、吸気側は石英

ウールを使用せずにアルミホイルで覆った

ものを、通気口は、吸気部の口径が大きいこ

とを考慮して、標準液を添加する際にマイク

ロシリンジでアルミホイルに開けた穴を使

用した。捕集管にTenax TAを用いて、10 

mL/minで24時間の通気による高湿度条件下

における添加回収試験を行った。その結果、

回収率（3併行の平均）はC.4.2における過塩

素酸マグネシウムを用いた際とほぼ同等の

結果となり、トルエン、キシレン、スチレン、

エチルベンゼンおよびパラジクロロベンゼ

ンについては83～120%と良好な結果であっ

たが、テトラデカン、2EH、TPMIおよびTPDI

については低かった (Table 10)。通気後の自

作除湿管Eは塩化カルシウムの一部が潮解し

ていた (Fig. 7)。 

C.4.9 高湿度条件下におけるTD法のまとめ 

高湿度条件下において8種の条件でTD法

の添加回収試験を行った結果、どの条件にお

いても、除湿管を使用しない場合はすべての

物質で良好な回収率（3併行の平均）が得ら

れた。一方で、除湿管を使用しない場合はト

ルエン、キシレン、スチレン、エチルベンゼ

ンおよびパラジクロロベンゼンは良好な回

収率を示すが、テトラデカン、2EH、TPMI

およびTPDIについては回収率が低いという

結果になった。この現象は、除湿剤である過

塩素酸マグネシウムや塩化カルシウムへの

VOCの吸着が疑われた。トルエン、キシレン、

スチレン、エチルベンゼンおよびパラジクロ

ロベンゼンが測定対象の分析については、捕

集管やGC-MSへの継続的な負担を考慮する

と除湿管は有用であるが、水への親和性が小

さいTenax TAやTenax GR等の捕集管を用

いる際は除湿管がなくても、高湿度条件下で

の室内空気のVOCの捕集には影響なく良好

な回収率で分析が可能であることが明らか

になった。 

 

C.5 高湿度条件下におけるSE法での回収

率の比較 

 高湿度条件下におけるSE法での添加回収

試験として、除湿管および捕集管の組み合わ

せを、C.5.1 水分除去フィルター＋カーボン

ビーズアクティブ、C.5.2 自作除湿管F＋カ

ーボンビーズアクティブ、C.5.3 自作除湿管

A＋カーボンビーズアクティブ（流速変更）、

C.5.4 活性炭チューブ（粒状活性炭およびヤ

シガラ）、C.5.5 カーボンビーズアクティブ

およびヤシガラ活性炭の5種の条件について

検討を行った。 

C.5.1 水分除去フィルター＋カーボンビー

ズアクティブ 

除湿管に水分除去フィルターセット、捕集

管にカーボンビーズアクティブ（スタンダー

ド型）を用いて、100 mL/minで24時間の通

気による高湿度条件下における添加回収試

験を行った。除湿管の有無によるVOCの回収

率を比較した結果 (Table 11)、除湿管を使用

しない場合の回収率（3併行の平均）は、2EH

とTPDIを除き72%～97%と良好であった。
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2EHとTPDIの回収率は回収率が低下してい

るが、それぞれ69.3%、65.8%と概ね70%程度

の回収率が得られていた。RSDはスチレンと

TPDIでそれぞれ19%、23%と大きかった。添

加試料の溶液中濃度が500 ng/mLに対して、

スチレンとTPDIのブランクの濃度がそれぞ

れ522.6 ng/mL、182 ng/mLであったことか

ら、バックグラウンドが大きいことがばらつ

きの原因ではないか考えられた。一方、除湿

管を使用した場合は、トルエン、キシレン、

スチレン、エチルベンゼンおよびパラジクロ

ロベンゼンについては77%～98%と良好で

あったが、テトラデカンは52%、2EH、TPMI

およびTPDIは20%未満と低かった。したが

って、TD法ほどではないが、SE法において

も除湿管を使用することで一部の物質の回

収率が低くなることがわかった。 

通気後の除湿管は、Fig. 8のように4分の3

程度が潮解していた。したがって、SE法でも

10 g程度の除湿剤があれば十分除湿可能で

あると考えられた。仮に、除湿剤への吸着が

テトラデカンの回収率低下の原因と仮定する

と、過塩素酸マグネシウムが潮解することに

よって吸着されにくくなる可能性が示唆され

た。また、SE法はTD法と比較して添加量が

増えて通気量が多くなったことにより、捕集

管へと流れていったテトラデカンの絶対量が

増えた可能性も考えられた。 

また、除湿管に充填されている石英ウール

による影響を確認するため、除湿管吸気部

（添加部位）の石英ウールについて、捕集剤

と同様に抽出操作を行い、その回収率を測定

した。対象とした物質のGC-MSピークは、

2EHとm,p-キシレンの一部の試料において

確認されたが、その量はそれぞれ1.4%および

4.6%と非常に少なく、ほぼすべての物質につ

いて検出されないかブランク値以下となっ

ていた。この結果から、使用した石英ウール

は対象とした11物質をほとんど吸着せず、回

収率に大きな影響を与えないと考えられた。 

C.5.2 自作除湿管F＋カーボンビーズアク

ティブ 

 除湿管には水分除去フィルターセットの

ガラス容器を洗浄後、石英ウールに代わりテ

フロンメッシュを用い、塩化カルシウムを約

9 g充填し、テフロンメッシュで吸気側を押さ

え、さらに吸気口をアルミホイルで覆ったも

のを使用した。通気口は、吸気部の口径が大

きいことを考慮して、標準液を添加する際に

マイクロシリンジで開けた穴を使用した。捕

集管にカーボンビーズアクティブ（スタンダ

ード型）を用い、100 mL/minで24時間の通

気による高湿度条件下における添加回収試

験を行った。除湿管の有無によるVOCの回収

率を比較した結果 (Table 12)、除湿管を使用

した場合の回収率（3併行の平均）は、トル

エン、キシレン、スチレン、エチルベンゼン

およびパラジクロロベンゼンについては

72%～98%と良好であったが、テトラデカン

は45%、2EH、TPMIおよびTPDIは5%未満

と低かった。この結果は、これまでの結果と

ほぼ同等であった。したがってSE法で塩化カ

ルシウムを除湿剤とした際も、過塩素酸マグ

ネシウムと同等となることがわかった。通気

後の除湿管は、3分の2程度が潮解していた 

(Fig. 9)。 

C.5.3 自作除湿管A＋カーボンビーズアク

ティブ（流速変更）  

 除湿管に自作除湿管A、捕集管にカーボン

ビーズアクティブ（スタンダード型）を用い

て、高湿度条件下における添加回収試験を行

った。通気は500 mL/minで288分間として、

これまでの実験と同様の通気量 (144 L) と

なるようにした。除湿管を使用した場合の回

収率（3併行の平均）は、トルエン、キシレ

ン、スチレン、エチルベンゼンおよびパラジ

クロロベンゼンについては75%～92%と良

好であった (Table 13)。一方、2EH、TPMI

およびTPDIの回収率は15%未満と低く、こ

れまでの結果とほぼ同等あったが、テトラデ
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カンの回収率は60%とTD法に比べて改善し

ている傾向が見られた。500 mL/minの流速

では、拡散による影響はほぼないものと考え

られることから、2EH、TPMIおよびTPDI

は、除湿管への吸着が疑われた。 

C.5.4 活性炭チューブ（粒状活性炭およびヤ

シガラ） 

 除湿管は使用せずに、捕集管に活性炭チュ

ーブ（粒状活性炭）および活性炭チューブ（ヤ

シガラ）を用い、100 mL/minで24時間の通

気による高湿度条件下における添加回収試

験を行った。粒状活性炭における2EHの回収

率（3併行の平均）は67%、ヤシガラにおけ

る2EHおよびTPMIの回収率はそれぞれ66%、

65%および 69%と 60%台後半であった 

(Table 14)。また、スチレンの回収率は60%

および54%であったが、スチレン-d8で補正す

ることで改善し、それぞれ83%、84%となっ

た。3併行は10%未満であり、ばらつきも少

なかった。したがって、活性炭チューブの粒

状活性炭およびヤシガラのどちらにおいても、

除湿管なしで対象とした11物質を概ね問題

なく測定できると考えられた。 

C.5.5 カーボンビーズアクティブおよびヤ

シガラ活性炭 

 除湿管は使用せずに、捕集管にカーボンビ

ーズアクティブ（スタンダード型）およびヤ

シガラ活性炭（スタンダード型）を用い、100 

mL/minで24時間の通気による高湿度条件下

における添加回収試験を行った。カーボンビ

ーズのスチレンとヤシガラ活性炭のスチレ

ン、2EHおよびTPMIの回収率（3併行の平均）

がそれぞれ67%、56%、61%、70%と70%未

満であった (Table 15)。スチレンの回収率は、

スチレン-d8で補正することで改善し、カーボ

ンビーズでは87%、ヤシガラ活性炭では96%

となった。これらの結果から、対象とした11

物質は、カーボンビーズアクティブおよびヤ

シガラ活性炭でも、除湿管を使用せずに概ね

問題なく測定できると考えられた。 

C.5.6 加湿による破過および捕集剤の湿潤

による吸着力への影響の検討 

姫野らは、カーボン系の捕集剤を使用した

際、相対湿度が低い場合にVOCが優先的に捕

集剤に吸着されるが、相対湿度が高くなると

水蒸気との競争吸着となり、特に低濃度の

VOCは吸着しにくくなると報告している5)。

本実験では、添加回収試験において高湿度条

件下でも概ね良好な回収率が得られており、

捕集剤へ十分吸着されていると考えられる

が、捕集管の排気側に2段目の捕集管を連結

し、破過による影響を確認することとした。

C.5.4およびC.5.5の実験の際、捕集管に2段目

の捕集管を接続し、2段目の捕集剤について

も同様の抽出・定量操作を行うことで、破過

の影響による影響を確認した。試験はそれぞ

れ1試料ずつ行った。その結果、定量値はブ

ランクと同程度、もしくはごく微量となった 

(data not shown)。よって、今回使用した捕

集管では破過は起こっていないものと考え

られた。 

添加回収試験では、通常の試料採取とは異

なり、ポンプ作動開始後の比較的早い時間で、

添加したサンプルが捕集剤へ吸着されてい

ると考えられる。そこで、捕集剤をある程度

湿潤させた後に試料を添加した添加回収試

験を行い、捕集剤の湿潤による影響を確認し

た。すなわち、カーボンビーズアクティブに

100 mL/minで12時間通気を行って湿潤させ、

その後標準液を添加し、添加後は再び100 

mL/minで12時間通気した。その結果、スチ

レン、2EH、TPMI-1およびTPDIの回収率（3

併行の平均）がそれぞれ53%、61%、69%お

よび70%と70%未満であった (Table 16)。ス

チレンの回収率は、スチレン-d8で補正するこ

とで改善し、76%となった。これらの結果か

ら、対象とした11物質は、一部回収率が70%

を下回るものがあったものの、カーボンビー

ズアクティブが湿潤した状態でも十分吸着

されており、概ね問題なく測定が可能である
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と考えられた。 

 

D．①のまとめ 

 指針値策定6物質および候補3物質の計9物

質について、高湿度条件下における添加回収

試験を行った。TD法およびSE法ともに、除

湿管を使用した際、トルエン、キシレン、ス

チレン、エチルベンゼンおよびパラジクロロ

ベンゼンのテトラデカンを除いた指針値策

定物質については良好な回収率が得られた

が、2EH、TPMIおよびTPDIの回収率が大き

く低下することがわかった。また、テトラデ

カンの回収率はTD法およびSE法ともに低下

するものの、SE法ではTD法ほど大きく低下

しなかった。また、回収率は吸引の際の流速

を変化させても大きく変わらないことがわ

かった。したがって回収率低下の原因は、主

に除湿管への吸着であると考えられた。除湿

剤としては、過塩素酸マグネシウムおよび塩

化カルシウムともに同等の結果であった。一

方で、TD法の2種の捕集管およびSE法の4種

の捕集管で本高湿度条件では、除湿管がなく

てもVOCは概ね良好な回収率とピーク形状

が得られたため、通常の新築および居住住宅

におけるVOC測定では、TD法およびSE法と

もに除湿管を使用せずに測定することが望

ましいと考えられた。 

 

② SVOCの同時分析法の開発 

室内空気中化学物質の測定マニュアルに

おけるSVOCには、殺虫剤3種およびフタル

酸エステル2種について別々のSE法が示さ

れている。昨年度の先行研究において、我々

はフタル酸エステル類の改良試験法を利用し、

殺虫剤3成分の分析に適応可能なこと、開発し

た手法が妥当であることを確認した8)。この

ような背景から、SVOCのSE法における改良

試験法で検討した一連の条件を用いて、その

他6種のフタル酸エステル類を含めた計11物

質の同時分析法の開発を目的とした。 

B．研究方法 

B.1 試薬および試料 

 クロルピリホス、ダイアジノン、フェノブ

カルブ標準品はAccuStandard社製、フタル酸

ジ-n-ブチル-d4、フタル酸ビス2-エチルヘキシ

ル-d4、フタル酸エステル類8種混合および

2-sec-ブチルフェノールは富士フィルム和光

純薬株式会社製、クロルピリホス-d10は関東

化学製、アセトンは関東化学製フタル酸エス

テル分析用、捕集剤はジーエルサイエンス株

式会社製AERO LE Cartridge SDB400HFを

使用した。 

 

B.2 混合標準試料の調製 

 混合標準試料はクロルピリホスが1 µg/mL、

その他ダイアジノン、フェノブカルブ、フタ

ル酸エステル類が各4 µg/mLとなるようアセ

トンで調製した。これを段階希釈し、クロル

ピリホスは1, 2, 5, 10, 20, 50, 100 ng/mLを、

その他は4, 8, 20, 40, 80, 200, 400 ng/mLの

混合標準試料をそれぞれ調製した。混合内部

標準溶液の調製はクロルピリホス-d10を0.1 

µg/mL、フタル酸ジ-n-ブチル-d4とフタル酸ビ

ス(2-エチルヘキシル)-d4を1 µg/mLとなるよ

うアセトンで希釈した。各検量点の混合標準

試料を1 mL正確に採り、混合内部標準溶液を

100 µL加え、分析試料とした。 

 

B.3 添加回収試験用試料の調製と定量下限

値の算出 

クロルピリホス 0.1 µg/mL、ダイアジノン

0.35 µg/mL、フェノブカルブ 0.5 µg/mL の添

加用標準混合液を調製し、捕集剤に 100 µL

添加した。また、フタル酸エステル類は別途、

1 µg/mL の添加用標準液を調製し、200 µL

添加した。添加した捕集剤は室温下でアセト

ンを乾燥させた後、通気ポンプに接続し 1 

L/minで24時間、室内空気を通気したもの、

通気せずに 24 時間放置した 2 系統をそれぞ

れ n=5 で調製した。また、通気した場合およ
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び通気を行わなかった場合の捕集剤ブラン

ク試料も調製した。次に、石英フィルターお

よび捕集剤を 10 mL の遠沈管に採り、アセ

トン 5 mL を正確に加えた後、20 分間超音波

抽出した。3000 rpm で 10 分間遠心処理し、

その上清 1 mL を正確に採り、混合内部標準

溶液を100 µL加え、分析試料とした。GC-MS

の分析条件は Table 17 に示す。また、定量

下限値 (Limit of Quantification, LOQ) の

算出は、添加回収試験で得られた濃度の標準

偏差の 10 倍 (10σ) より算出した。 

 

C．研究結果および考察 

C.1 殺虫剤3成分とフタル酸エステル類の

同時分析系の検討 

殺虫剤 3物質とフタル酸エステル類 8物質

の分離は、昨年度と同様に、分離カラムとし

てジメチルポリシロキサンにフェニル基が

5%程度結合した VF-5MS を用い、昇温条件

を一部改変することで一斉分離を試みた。ま

た、モニターイオンはフタル酸エステル類に

ついては、共通するフラグメントイオンであ

る m/z 149 を選択した 9)。上記の条件で分析

した結果、殺虫剤 3 成分とフタル酸エステル

類 8 成分の完全分離を達成した (Fig. 10)。

室内濃度指針値は策定から 20 年以上が経過

していることから、現在の技術進展に合わせ

て、追加すべき SVOC が増加するものと思わ

れる。今回、分析したフタル酸エステル類 8

成分は指針値が設定されているフタル酸ジ

-n-ブチル (DBP) およびフタル酸ビス 2-エ

チルヘキシル (DEHP) の他、ヒトへの安全

性が懸念される成分を含んでおり、今後、室

内濃度指針値の項目に追加する上で、分離の

知見は重要な情報と考えられた。 

次に、殺虫剤 3 成分とフタル酸エステル類

を捕集剤へ添加し、回収率と LOQ の算出を

行った。室内濃度指針値は、殺虫剤のクロル

ピリホスが 0.1 µg/m3、ダイアジノンが 0.29 

µg/m3、フェノブカルブが 33 µg/m3であり、

フタル酸エステル類のDBPとDEHPはそれ

ぞれ 17、100 µg/m3である。これらをフタル

酸エステルの試験法で抽出した場合の試験

溶液濃度と、実際に添加した濃度をそれぞれ

Table 18 に示した。今回、添加濃度について

は、殺虫剤は昨年度と同様、指針値の 1/10

以下に、フタル酸エステル類の DBPは 1/100

以下に、DEHP は 1/500 以下に設定した。ま

た、一部のフタル酸エステル類が室内空気中

に常在成分として存在することを考慮し、添

加したカートリッジを 1 L/min で 24 時間通

気したもの、通気せずに 24 時間放置した 2

系統を用意した。それぞれの条件から求めた

回収率（5併行の平均）をTable 19に示した。

通気ありの場合は殺虫剤 3 成分が 85-100%、

フタル酸エステル類は DBP、DEHP を除き

89-101%であり、昨年度目標値とした

70-130%の範囲内であった。しかし、DBP

と DEHP は、回収率が DBP で 198-309%、

DEHPで 194-270%と目標値を大幅に超過す

ることが確認された。捕集剤のブランク試料

を確認したところ、両成分がそれぞれ

0.13-0.14 µg/m3程度含まれており、この濃度

を差し引いた場合も DBP が 103-215%、

DEHP が 96-172%で推移し良好な値にはな

らなかった。香川らは DBP と DEHP が室内

空気中に常在成分として存在することを報

告しており 10)、捕集剤への通気時の位置によ

って DBP と DEHP の捕集量に差が生じ、回

収率に変動をもたらしたことが推定された。

また、通気無しの場合も調査したところ、殺

虫剤、フタル酸エステル類いずれも回収率と

RSD は、良好な結果であった。  

 最後に、指針値が示されている殺虫剤3成分

とフタル酸エステル類DBPとDEHPについ

て、添加回収試験で得られた濃度の10σより

LOQの算出を行った。なお、フタル酸エステ

ル類DBPとDEHPが実験室の空気中に存在

することを考慮し、LOQは通気無しのデータ

より算出した。その結果、いずれも目標とし
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た指針値の1/10、1/100、1/500を大きく下回

る濃度を定量することが可能であった 

(Table 20)。さらに、殺虫剤3成分については、

昨年度の結果と概ね相違が無いことも確認さ

れた8)。以上のことから、フタル酸エステル

類の改良試験法を利用した殺虫剤とフタル酸

エステル類の同時分析は、回収率、RSD、LOQ

ともに十分な性能を持つことが示された。 

 

C.2 カラムの使用期間による回収率、RSD、

LOQの変動 

 今回、開発した分析法は十分な性能を持つ

ことが示されたが、カラムの使用状態により

性能を維持できるのか懸念された。そこで、

新品のカラムと、使用開始から 5 年以上経過

したカラムを用意し、前項と同様の添加回収

試験をすることで、その変動を比較すること

とした。Table 21 に両カラムから求めた回収

率、RSD、LOQを示す。回収率と RSD はフ

ェノブカルブを除いて、良好な結果を得た。

一方で、5 年以上経過したカラムにおいて、

フェノブカルブの回収率（5 併行の平均）は

132%、RSDも 26.7%と大きなばらつきが見

られた。フェノブカルブは GC-MS 分析時に

熱分解することが指摘されており 11)、この現

象に加え、いくつかの要因が複合したことで

回収率に変動が生じたものと推定された。ま

た、カラムの使用期間が長い場合、LOQ は

ダイアジノンと DEHP で若干高まる傾向が

見られた。しかし、いずれも指針値濃度以下

を定量可能なことから、フェノブカルブを除

き、使用期間の長いカラムの場合も概ね良好

な結果と考えられた。 

 

C.3 フェノブカルブの分解挙動 

 C.2 でフェノブカルブは、カラムの状態に

よって回収率、RSD などが変動することが示

唆された。そこで本項では、フェノブカルブ

分解物の同定、カラムの使用期間による分解

物の割合と回収率の変動の2点について調査

した。 

 フェノブカルブ分解物の確認は標準品を

GC-MS にてスキャン分析することで、分解

物のピークを確認した (Fig. 11 (a))。フェノ

ブカルブは GC-MS分析時に GC注入口でエ

ステル結合部分が切断されて 2-sec-ブチルフ

ェノールを生じることが報告されている。分

解物ピークと 2-sec-ブチルフェノール標準品

の保持時間、マスパターンの一致から、分解

物が 2-sec-ブチルフェノールであることを同

定した (Fig. 11 (a)-(c))。この分解パターンは

フェノブカルブのような N-メチルカルバメ

ート系農薬の GC-MS分析で普遍的に確認さ

れており 12)、本品の分解挙動は妥当な結果と

考えられた。 

続いて、カラムの使用期間による分解物の

割合と捕集剤に添加したフェノブカルブの

回収率を調査した。カラムは新品、使用から

2 か月程度経ったもの、5 年以上経過したも

のの 3 種類を用いた。分解物の割合は、SIM

で設定した定量イオン (m/z 121) のマスク

ロマトグラムにおいて、分解物とフェノブカ

ルブの面積を両化合物の面積の合計値で除

すことにより算出した。Fig. 12 に各カラム

における標準品分析時の分解物の割合を示

した。分解物の割合は新品で 6-10%、2 か月

程度たったもので 15-20%、5 年以上経過し

たものでは 17-40%の割合で確認され、いず

れも使用期間の長さに応じて、分解物の発生

は増加する傾向にあることが認められた。こ

の現象は熱安定性の悪い N-メチルカルバメ

ート系農薬に特有の分解挙動と、カラムの繰

り返し使用により生じた活性点が分解物を

増加させた結果によるものと考えられた。 

 次に、各カラムにおけるフェノブカルブの

回収率を通気した試料を用いて比較した。そ

の結果、回収率は新品でほぼ100%、2か月程

度たったもので112-117%の間で推移し、

RSDは新品で1.6%、2か月程度たったもので

2.1%と良好な値を示した (Fig. 13)。一方、5
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年以上経過したものでは、回収率、RSDとも

に大きくばらつき、目標値の範囲を大幅に外

れることが確認された (Fig. 13)。以上のこと

から、フェノブカルブ分解物はフェノブカル

ブを正確に分析するための指標になると思わ

れる。 

 

D．②のまとめ 

SE法におけるSVOC計11物質の最適な分

離条件を検討した結果、完全分離を達成した。

さらに、添加回収試験は良好な回収率が得ら

れ、LOQは室内濃度指針値の1/10～1/500を

下回る濃度まで定量することが出来た。ただ

し、フェノブカルブは使用開始から経年が長

いカラムほど、分解物の発生が増加傾向にあ

るため、殺虫剤の試験を行う際は、フェノブ

カルブの分解物の生成状況を注視する必要が

あると考えられた。 

 

③ フタル酸エステル類におけるSE法および

TD法の2法同時捕集 

先行研究において、フタル酸エステル類の

改良試験法であるSE法およびTD法の2法同

時捕集を行った際、検出されたDBP 、DEHP

およびDEPの定量値は概ね一致する結果が

得られたが、ばらつきが大きくなるケースも

確認された。そこで、2法同時捕集の実験を

再度実施し、ばらつきが大きくなる要因につ

いて検討した。測定対象は混合標準液に含ま

れる9種のフタル酸エステル類とした。 

 

B．研究方法 

B.1 試薬および試料調製 

 SE法における抽出溶媒は富士フイルム和

光純薬株式会社製アセトン5000を、標準物質

は関東化学株式会社製フタル酸エステル類9

種混合標準液 環境分析用を用いた。ISは関東

化学株式会社製フタル酸エステル類5種混合

内部標準液 水質試験用を用い、SE法では最

終濃度が0.2 μg/mLとなるよう調製、TD法で

は分析前の捕集管に5 ngを添加した。 

 

B.2 器具、装置および分析条件 

 SE法における捕集剤はジーエルサイエン

ス 株 式 会 社 製 AERO LE Cartridge 

SDB400HFまたは3M社製ODSフィルターを

用 い た 。 TD 法 に お け る 捕 集 管 は 、

Sigma-Aldrich社製の吸着剤としてTenax 

TAが充填されたガラス製捕集管を用い、使用

前には300℃で2時間コンディショニングを

行った。なお、使用するガラス器具およびセ

プタムは、使用直前にアセトンで超音波洗

浄・乾燥させたものを用いた。 

 試料採取用ポンプは柴田科学株式会社製ミ

ニポンプMP-Σシリーズおよび光明理化学工

業株式会社製ASP-1200を用いた。GC-MSは

株式会社島津製作所製GC2030-QP2020NX

またはGCMS-QP2010ultraを用いた。SE法

およびTD法における分析条件はTable 22に

示す。 

 

B.3 2法同時捕集の実験 

SE 法については、捕集剤に対象空気を 3

～5 L/min で 4～24 時間通気した後 (case 1

～11)、捕集剤に IS を添加した。捕集剤を入

れた遠沈管にアセトンを 5 mL 加え、超音波

抽出および遠心分離した後、上清を GC-MS

で分析した。 

TD 法については、捕集管に対象空気を 10

～100 mL/min で 19～24 時間 (case 1～7) 

または 50～100 mL/min で 4～5 時間 (case 

8～11) 通気した後、捕集管に IS を添加し、

TD-GC-MSで分析した。 

同時捕集は計11回実施し (各3～7併行)、

SE法は全21試料 (各測定回1～3併行)、TD法

は全31試料 (各測定回2～4併行) 採取した。

各測定回の採取時間、平均温湿度、加湿器等

使用の有無および試料数をTable 23に示す。 
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B.4 粒径分布の測定 

 電子式低圧インパクタ（ELPI、Dekati社

製）を用い、粒子を0.028～9.94 μmの11ステ

ージに分級した後、各ステージのフィルター

をアセトンで抽出し、GC-MSで測定した。各

ステージの粒径範囲（平均粒子径）は小さい

方から、1: 0.028～0.055 (0.042)、2: 0.055～

0.094 (0.075)、3: 0.094～0.157 (0.126)、4: 

0.157 ～ 0.262 (0.210) 、 5: 0.262 ～ 0.383 

(0.323)、6: 0.383～0.615 (0.499)、7: 0.615～

0.951 (0.783)、8: 0.951～1.60 (1.28)、9: 1.60

～2.40 (2.00)、10: 2.40～4.01 (3.21)、11: 4.01

～9.94 (6.98) で、フィルター（石英繊維フィ

ルター：2500QAT-UP、東京ダイレック製）

は、使用前に400℃で2時間コンディショニン

グして使用した。 

 

B.5 定量値の比較と評価 

 2法の定量値がLOQ以上であった測定回に

ついて、各回における全ての定量値の平均値

を100%として各試料の濃度割合を算出し、

100 ± 15% (85～115%) の範囲内を良好と評

価した13)。 

 

C．研究結果および考察 

C.1 SE法およびTD法における定量値の比 

 較 

同時捕集の結果、検出されたフタル酸エス

テル類は、DBP、DEHP および DEP で、SE

法における検出割合はDBPおよびDEHPは

21/21 試料、DEP は 15/21 試料、TD法では

DBP が 31/31 試料、DEHP が 30/31 試料、

DEP が 13/31 試料であった。これらの結果

をもとに、各測定法におけるばらつきを調査

するため、SE 法または TD 法による定量値

が 2 併行以上であった測定回について、測定

法毎の濃度割合を算出した。結果を Table 24

に示す。SE 法については、ほとんどの試料

は 85～115%の範囲内であり良好な結果が得

られた。TD 法については、測定回によって

ばらつきに差が見られ、特に case 2 および

case 4 では複数のフタル酸エステル類が範

囲外（Table 24 中赤字で示す）であった。こ

のことから、SE 法よりも TD 法でばらつき

が大きくなる可能性が高いことが分かった。 

 

C.2 2法同時捕集の測定結果 

各測定回において、2 法によって得られた

全ての結果から濃度割合を算出した。濃度割

合を Fig. 14 に、各測定回における濃度割合

範囲およびフタル酸エステル類の濃度を

Table 25 に示す。DEP の case 8～11 は、SE

法または TD 法のいずれかが LOQ 未満であ

ったため濃度割合は算出せず、平均濃度は

LOQ 以上の値のみを用いて算出した。Fig. 

14 より、濃度割合が 85～115%の範囲内（赤

点線の範囲内）であったのは、DBP では SE

法が 20/21 試料（約 95%）、TD 法が 27/31

試料（約 87%）で 2 法の定量値はほぼ一致す

る結果が得られた。DEHP については SE 法

が 14/21 試料（約 67%）、TD 法が 25/30 試

料（約 83%）、DEP については SE 法が 8/15

試料（約 53%）、TD法が 9/13 試料（約 69%）

が良好であり、DBP に比べてばらつきが大

きいことが分かった。このばらつきについて

は、SE法によるDEHPは 115%以上に、DEP

は 85%以下に、TD 法による DEHP は 85%

以下に外れる試料が多かった。 

ばらつきが大きくなる要因について各測定

回おける濃度割合 (Table 25) を見ると、

DEHPでは特にcase 2～4で濃度割合の差が

70%以上と大きく、DBPおよびDEPについて

もcase 2およびcase 4でのばらつきが大きい

ことが分かった。 

 

C.3 DEHPのばらつきの検討 

case 2～4の結果を詳細に調査し、ばらつき

が大きくなる要因について検討した。DEHP

について、ばらつきが大きいcase 2～4と良好

であったcase 5～7の測定回毎の濃度割合を
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Fig. 15に示した。case 2～4ではいずれもSE

法の濃度割合が115%以上で定量値が高く、

TD法の定量値が低かった。この要因として、

1) SE法での捕集体積が大きいため、それによ

ってマトリックス効果が生じ、濃度が高くな

った可能性、2) TD法の捕集速度が低い時 (10 

mL/min)、特に濃度割合が低かったことから、

フタル酸エステル類の捕集量が少ないことに

よって、操作ブランクの影響を強く受けた可

能性の2点が考えられた。 

C.3.1  SE法におけるマトリックスによる

影響 

標準物質と試料のサンプル条件を補正す

るため、検量線用標準溶液および試料溶液を

GC-MS へ導入する際に疑似マトリックス

（SFA10mix、林純薬製）を 50 ng 添加し分

析した。疑似マトリックスの有無における検

量線用標準物質および試料の面積比につい

て、ばらつきが大きくなった case 4 と良好だ

った case 5および case 7の結果をFig. 16に

示す。疑似マトリックスを添加した場合、ク

ロマトグラムにおける各ピーク形状はシャ

ープになり、面積値も大きくなったが、面積

比はほぼ変化しなかった。これは DEHP だ

けでなく IS (DEHP-d4) の面積値も大きくな

ったためで、同様に DBP、DEP についても

面積比はほぼ変化しなかった。したがって、

SE 法におけるマトリックスによる影響は内

部標準法によって補正されると推察された。 

C.3.2  TD法における操作ブランクの影響 

SE法に比べ捕集速度が小さいTD法では、

フタル酸エステル類の捕集量が少なくなる

ため、操作ブランクによる影響を受けやすい。

そこで、Fig. 15 に示した case 2～7 について、

TD 法での操作ブランク値がゼロと仮定して

定量した結果を Fig. 17 に示す。ばらつきの

大きかった case 2～4では濃度割合の差が34

～71%と小さくなり、良好であった case 5～

7 においても、全ての試料が 85%～115%の

範囲内となった。 

操作ブランクの影響が大きい、すなわち捕

集 DEHP 量が少ないことが要因の一つと推

測されたため、TD 法におけるフタル酸エス

テル類の捕集量と濃度割合の関係を調査し

た (Fig. 18)。TD法における DEHP は 30 試

料中 5 試料が 85～115%の濃度割合を超えて

いたが、そのうち４試料は捕集 DEHP 量が 5 

ng 未満の試料であった。このことから、TD

法での捕集量が少ないと SE 法とのばらつき

が大きくなる可能性が考えられた。 

 

C.4 DBPおよびDEPのばらつきの検討 

DBPおよびDEPについては case 2または

case 4 でのばらつきが大きく、これは TD法

による定量値に差が見られた測定回であっ

た (Table 24)。したがって、TD 法による定

量値が2法間でのばらつきの要因となった可

能性が考えられた。そこで、DEHP 同様、

TD 法における操作ブランクの影響が要因に

なっているかを検討した。case 2～4 の濃度

割合を Fig. 15 に、TD 法における操作ブラ

ンクをゼロと仮定した場合の濃度割合を Fig. 

17 に、TD 法における捕集量と濃度割合の関

係を Fig. 18 に示す。Fig. 15 および Fig. 17

より、操作ブランクをゼロと仮定しても明確

な改善は見られず、両物質については操作ブ

ランクによる影響は小さいと推測された。

Fig. 18 の捕集量と濃度割合の関係では、捕

集量が比較的少ない試料でばらつきが大き

くなる傾向が見られ、DEHP 同様、対象のフ

タル酸エステル類を十分に捕集することで、

SE 法とのばらつきを小さくできる可能性が

考えられた。 

 

C.5 TD法におけるばらつきと粒径分布 

2 法間にばらつきが生じる要因について検

討した結果、TD 法によるばらつきの影響が

大きいことが示唆された。そこで、TD 法に

おいてばらつきが生じる要因として、フタル

酸エステル類の粒子径による影響を検討す
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るため、case 1、case 2、case 10 および case 

11 における各フタル酸エステル類の粒径分

布を測定した。総捕集量に対する各粒子径の

捕集割合を Fig. 19 に示す。なお、case10 に

おける DEP は捕集量が少ないため示してい

ない。 

粒径分布を測定した測定回のうち、case 2

におけるDBPおよびDEHPのばらつきが大

きく、他 3回では良好な結果であった (Table 

24)。そこで、case 2 と他 3 回での粒径分布

を比較すると DEHP で違いが見られ、case 1、

case 10 および case 11 で平均粒子径 0.5～

1.0 μm 付近にピークが見られたのに対し、

case 2では 0.2～6.9 μmの粒子がいずれもほ

ぼ同程度で存在しており、より粗大粒子の割

合が高かったことが分かった。しかし、DBP

についてはいずれも同様の粒径分布であり、

またこれはDEHPの case 2に類似していた。

したがって、粗大粒子の割合の高さがばらつ

きを大きくするとは判断できなかった。 

 

D．③のまとめ 

フタル酸エステル類の測定において SE 法

および TD 法の 2 法同時捕集を計 11 回実施

し、2 法の定量値を比較した結果、検出され

た DBP、DEHP および DEP のうち、DBP

の定量値はほぼ一致することが分かった。

DEHP および DEP は DBP よりもばらつき

が大きく、特に DEHP では濃度差が大きい

測定回が複数見られた。これらの測定回につ

いて詳細に調査した結果、DEHP については、

TD 法における操作ブランクの影響が大きく、

捕集量が少ないと SE 法とのばらつきが大き

くなる可能性が考えられた。 

また、SE 法と TD 法それぞれにおけるば

らつきを検討した結果、2 法間にばらつきが

生じる要因として TD法によるばらつきの影

響が大きいことが示唆された。TD 法を標準

的測定法とするのは、フタル酸エステル類の

他に VOC 類があるが、フタル酸エステル類

は VOC 等のガス状物質に比べ粒子態の割合

が高く、検出されたフタル酸エステル類のな

かでも特に DEHP は粒子態の割合が高くな

る 14, 15)。そこで、TD 法におけるばらつきと

フタル酸エステル類の粒径分布との関連を

検討した結果、DEHP のばらつきが大きい測

定回の DEHP 平均粒子径については、他の

測定回よりも粗大粒子の割合が高いことが

分かったが、明確な関連は見つからなかった。

しかし、粒子状物質はガス状物質よりも空間

内分布の不均一が起こりやすい可能性も考

えられ、粒径分布や空間内分布など、他の要

因についても検討する必要があるかもしれ

ない。 

 

Ｅ．結論 

室内濃度指針値策定物質の標準試験法にお

けるサンプリング・分析機器等の技術進展に

応じたリバイスとして、今年度は3つの項目に

ついて検討した。その結果、①VOCの標準試

験法であるSE法およびTD法の両法において

除湿管の使用は回収率の低下を引き起こす可

能性が示唆された。②SE法におけるSVOC 

11種同時分析法が構築でき、良好な回収率お

よびLOQが得られた。ただし、フェノブカル

ブは装置の状態により分解物が生成し、定量

値に影響を及ぼすことが明らかになった。③

フタル酸エステル類のSE法およびTD法の二

法同時捕集における定量値の差異は、TD法で

十分な捕集量を確保することで解決できると

推察された。引き続き、室内空気中化学物質

の採取方法と測定方法の拡充に努める。 
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Table 1 TD法における装置および分析条件 

 

TD Condition 

Instrument Perkin Elmer, TurboMatrix 650ATD

Tube desorption

Purge time

Purge rate

Carrier gas

Cold trap temperature

Trap desorption

Line temperature

Valve temperature

Addition amount of IS

Injection mode

GC-MS Condition

Instrument

Column temperature

Interface temperature

Ion source temperature

Ionization

Analysis mode

Quantitative ion / Qualifying ion (m/z )

Toluene 91 / 92, 65

Ethylbenzene 91 / 106, 65

Xylene 91 / 106, 105

Styrene 104 / 78, 51

p -Dichlorobenzene 146 / 148, 111

Tetradecane 57 / 71, 43

2-Ethyl-1-hexanol 57 / 41, 43

TPMI 71 / 43, 56

TPDI 71 / 43, 41

Toluene-d 8 98 / 100, 70

IS: Internal standard

Column
Restek, Rtx-1

0.32 mm i.d.×60 m, 1 mm

250℃

10 min

50 mL/min

He

-20℃

250℃

240℃

240℃

0.5 mL

re-collect function

(Split 1:19, introduction 5%)

Shimadzu,  GCMS-2010 Plus

40 ℃→5 ℃/min→280℃ (4 min)

250℃

200℃

Electron ionization (EI)

 Scan / Selected ion monitoring (SIM)
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 Table 2 SE法における装置および分析条件 

 

 

 

GC-MS Condition

Instrument

Injection mode

Injection volume

Inlet temperature

Column temperature

Interface temperature

Ion source temperature

Ionization

Analysis mode

Quantitative ion / Qualifying ion (m/z )

Toluene 91 / 92, 65

Ethylbenzene 91 / 106, 65

Xylene 91 / 106, 105

Styrene 104 / 78, 51

p -Dichlorobenzene 146 / 148, 111

Tetradecane 57 / 71, 43

2-Ethyl-1-hexanol 57 / 41, 43

TPMI 71 / 43, 56

TPDI 71 / 43, 41

Toluene-d 8 98 / 100, 70

Styrene-d 8 112 / 84, 54

40 ℃→5 ℃/min→280℃ (4 min)

250℃

200℃

EI

 Scan / SIM

Shimadzu, GCMS-QP2010 Ultra

Split (1:5)

1 mL

250℃

Column
Restek, Rtx-1

0.32 mm i.d.×60 m, 1 mm
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Table 3 高湿度条件下における添加回収試験で使用した除湿管の除湿剤と充填量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 4 高湿度条件下におけるTD法での水分除去フィルターおよびTanax TAの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 80 13 110 1.7

Ethylbenzene 99 14 92 0.54

m- , p- Xylene 100 15 93 0.96

o- Xylene 100 14 92 1.5

Styrene 100 15 94 2.1

p -Dichlorobenzene 95 16 94 0.25

Tetradecane 10 170 110 0.45

2-Ethyl-1-hexanol 0.53 39 87 1.7

TPMI-1 4.8 170 78 12

TPMI-2 0.87 170 100 16

TPDI 0.17 69 110 1.1

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

22.8℃, 84.2％ 21.9℃, 82.7％

項目 既成/自作 本体 除湿剤 除湿剤充填量 吸気側 捕集管側 捕集管

ガラス管 過塩素酸マグネシウム 15 g 石英ウール 石英ウール
Tenax TAおよび

Tenax GR等

4.1 既成 ガラス管 けい藻土 (98%) 不明 不明 Tenax TA

4.2

5.1
既成 ガラス管 過塩素酸マグネシウム 10 g 石英ウール 石英ウール

Tenax TA

カーボンビーズ

4.3, 4.6

5.3
自作A ガラス管

過塩素酸マグネシウム
（10～24メッシュ）

10 g 石英ウール 石英ウール
Tenax TA

カーボンビーズ

4.4 自作B ガラス管
過塩素酸マグネシウム
（20～48メッシュ）

0.7 g 石英ウール 石英ウール Tenax TA

4.5 自作C ガラス管
過塩素酸マグネシウム
（20～48メッシュ）

2 g アルミホイル ガラス製フィルター Tenax TA

4.7 自作D ガラス管
過塩素酸マグネシウム
（10～24メッシュ）

10 g アルミホイル テフロンメッシュ Tenax GR

4.8 自作E ガラス管 塩化カルシウム 10 g アルミホイル 石英ウール Tenax TA

5.2 自作F ガラス管 塩化カルシウム 9 g アルミホイル 石英ウール カーボンビーズ

測定マニュアル
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Table 5  TD法での自作除湿管AおよびTanax TAの組みあわせによる添加回収試験 

(1) 高湿度条件下、(2) 加湿なし 

 

(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

 

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 62 7.3 80 4.2

Ethylbenzene 45 5.7 84 6.5

m- , p- Xylene 39 6.6 83 7.2

o- Xylene 39 6.1 86 7.0

Styrene 33 17 95 7.7

p -Dichlorobenzene 11 31 84 9.1

Tetradecane 0 － 100 11

2-Ethyl-1-hexanol 1.4 80 110 12

TPMI-1 0 － 140 19

TPMI-2 0 － 130 18

TPDI 4.2 170 120 17

Average temperature

and humidity

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

21.3℃, 73.2％

No humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 57 23 91 11

Ethylbenzene 43 13 86 7.2

m- , p- Xylene 38 16 85 8.1

o- Xylene 38 16 87 7.4

Styrene 29 19 86 10

p -Dichlorobenzene 11 29 80 7.7

Tetradecane 0 － 82 6.8

2-Ethyl-1-hexanol 0 － 92 5.9

TPMI-1 0 － 100 5.8

TPMI-2 0 － 93 8.4

TPDI 8.9 87 90 7.5

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

23.4℃, 26.4％
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Table 6 高湿度条件下におけるTD法での自作除湿管BおよびTanax TAの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 7 高湿度条件下におけるTD法での自作除湿管CおよびTanax TAの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Humidification Recovery RSD

Toluene 81 9.0

Ethylbenzene 93 7.9

m- , p- Xylene 89 8.6

o- Xylene 91 7.9

Styrene 80 44

p -Dichlorobenzene 83 7.5

Tetradecane 120 11

2-Ethyl-1-hexanol 27 87

TPMI-1 0 －

TPMI-2 0 －

TPDI 1.3 170

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

22.7℃, 79.8％

With dehumidifying tube

 (%, n=3)

Experiment day 1 Experiment day 2

Toluene 80 90

Ethylbenzene 69 64

m- , p- Xylene 59 60

o- Xylene 61 58

Styrene 62 100

p -Dichlorobenzene 27 32

Tetradecane 10 17

2-Ethyl-1-hexanol 3.3 1.7

TPMI-1 6.9 3.1

TPMI-2 6.2 4.3

TPDI 18 0

Average temperature

and humidity
22.7℃, 81.0％ 21.7℃, 86.4％

Humidification
Recovery (%, n=2)
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Table 8 TD法での自作除湿管AおよびTanax TAの組みあわせによる捕集流速を変更した 

添加回収試験 (1) 高湿度条件下、(2) 加湿なし 

 

(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 

 

No humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 75 17 76 11

Ethylbenzene 85 18 84 2.5

m- , p- Xylene 84 17 84 2.8

o- Xylene 84 16 83 3.5

Styrene 83 17 86 2.8

p -Dichlorobenzene 68 16 79 3.3

Tetradecane 1.1 48 80 3.5

2-Ethyl-1-hexanol 0 － 82 6.1

TPMI-1 0 － 92 4.3

TPMI-2 0.20 160 78 5.3

TPDI 0 － 84 4.9

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

23.1℃, 29.1％

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 65 6.2 65 25

Ethylbenzene 77 13 80 19

m- , p- Xylene 77 13 81 18

o- Xylene 77 11 80 17

Styrene 84 14 86 18

p -Dichlorobenzene 63 13 78 13

Tetradecane 2.7 35 80 15

2-Ethyl-1-hexanol 0 － 80 15

TPMI-1 0 － 91 18

TPMI-2 0.42 170 79 18

TPDI 0.10 170 87 17

Average temperature

and humidity

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

23.8℃, 73.6％
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Table 9 高湿度条件下におけるTD法での自作除湿管DおよびTanax GRの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 10 高湿度条件下におけるTD法での自作除湿管EおよびTanax TAの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 77 2.9 110 3.6

Ethylbenzene 55 4.8 96 1.5

m- , p- Xylene 50 5.7 97 2.1

o- Xylene 50 6.1 97 2.7

Styrene 87 19 96 3.7

p -Dichlorobenzene 22 14 99 6.0

Tetradecane 2.1 56 100 9.0

2-Ethyl-1-hexanol 8.2 57 91 3.0

TPMI-1 6.1 150 120 6.5

TPMI-2 6.9 150 110 8.1

TPDI 2.0 170 110 6.6

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

23.1℃, 85.6％ 21.8℃, 82.2％

Humidification Recovery RSD

Toluene 94 14

Ethylbenzene 86 13

m- , p- Xylene 85 14

o- Xylene 86 12.4

Styrene 120 9

p -Dichlorobenzene 83 9.0

Tetradecane 8.0 17

2-Ethyl-1-hexanol 2.3 31

TPMI-1 49 7.6

TPMI-2 0.40 75

TPDI 2.0 36

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

22.9℃, 90.3％

With dehumidifying tube

 (%, n=3)



65 

 

Table 11 高湿度条件下におけるSE法での水分除去フィルターおよびカーボンビーズアクティ

ブの組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 12 高湿度条件下におけるSE法での自作除湿管Fおよびカーボンビーズアクティブの 

組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 98 1.1 94 6.7

Ethylbenzene 93 0.69 97 2.0

m- , p- Xylene 89 0.76 94 1.8

o- Xylene 90 0.64 94 1.6

Styrene 77 5.7 72 19

　Corrected styrene 81 4.5 92 18

p -Dichlorobenzene 78 2.4 90 2.8

Tetradecane 52 8.5 82 1.0

2-Ethyl-1-hexanol 0.58 54 69 2.3

TPMI-1 1.5 100 86 0

TPMI-2 1.7 77 79 1.9

TPDI 16 71 66 23

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

With dehumidifying tube Without dehumidifying tube

 (%, n=3)  (%, n=3)

22.7℃, 82.5％

Humidification Recovery RSD

Toluene 98 2.3

Ethylbenzene 92 2.2

m- , p- Xylene 87 1.6

o- Xylene 89 1.9

Styrene 72 3.3

　Corrected styrene 94 3.5

p -Dichlorobenzene 79 1.8

Tetradecane 45 3.5

2-Ethyl-1-hexanol 1.3 36

TPMI-1 0.60 170

TPMI-2 0.80 24

TPDI 0.41 170

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

22.9℃, 82.3％

With dehumidifying tube

 (%, n=3)
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Table 13 高湿度条件下におけるSE法での水分除去フィルターおよびカーボンビーズアクティ

ブの組みあわせによる添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 14 高湿度条件下におけるSE法での活性炭チューブ（球状活性炭およびヤシガラ） 

を用いた添加回収試験 

 

 

 

Humidification Recovery RSD

Toluene 92 15

Ethylbenzene 91 12

m- , p- Xylene 88 12

o- Xylene 88 12

Styrene 75 16

　Corrected styrene 98 13

p -Dichlorobenzene 88 12

Tetradecane 60 16

2-Ethyl-1-hexanol 14 0.86

TPMI-1 0 －

TPMI-2 0.13 87

TPDI 4.2 61

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

21.0℃, 82.7％

With dehumidifying tube

 (%, n=3)

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 96 2.1 100 2.1

Ethylbenzene 98 0.57 96 2.2

m- , p- Xylene 95 0.69 93 2.6

o- Xylene 93 1.0 90 2.9

Styrene 60 4.2 54 1.2

　Corrected styrene 83 15 84 1.1

p -Dichlorobenzene 90 0.70 86 4.6

Tetradecane 86 0.52 84 4.6

2-Ethyl-1-hexanol 67 2.7 66 4.5

TPMI-1 73 2.6 65 3.8

TPMI-2 75 2.2 69 5.9

TPDI 73 2.7 73 3.4

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

Granular activated carbon Coconut shell activated carbon

 (%, n=3)  (%, n=3)

21.6℃, 84.8％
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Table 15 高湿度条件下におけるSE法でのカーボンビーズアクティブおよびヤシガラ活性炭を 

用いた添加回収試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 16  SE法でのカーボンビーズアクティブを用いた捕集剤の湿潤による回収率の影響 

 

 

Humidification Recovery RSD Recovery RSD

Toluene 98 1.7 94 1.0

Ethylbenzene 97 0.75 94 0.80

m- , p- Xylene 95 0.82 92 0.97

o- Xylene 93 0.58 89 1.0

Styrene 67 3.6 56 7.9

　Corrected styrene 87 2.7 96 7.1

p -Dichlorobenzene 91 0.81 86 1.2

Tetradecane 87 0.55 83 1.2

2-Ethyl-1-hexanol 71 3.3 61 5.4

TPMI-1 77 2.1 70 2.7

TPMI-2 85 0.58 76 1.3

TPDI 99 23 78 0.77

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

Carbon beads active Coconut shell activated carbon

 (%, n=3)  (%, n=3)

20.7℃, 85.8％

Humidification Recovery RSD

Toluene 95 1.6

Ethylbenzene 96 1.2

m- , p- Xylene 93 1.3

o- Xylene 91 2.0

Styrene 53 19

　Corrected styrene 76 19

p -Dichlorobenzene 88 1.9

Tetradecane 82 1.6

2-Ethyl-1-hexanol 61 1.4

TPMI-1 69 6.9

TPMI-2 76 3.8

TPDI 70 4.7

Average temperature

and humidity

　RSD: Relative standard deviation

20.8℃, 87.9％

Without dehumidifying tube

 (%, n=3)
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Table 17 SVOC同時分析法におけるGC-MS条件 

 

 

 

 

 

GC-MS Condition

Instrument

Injection mode

Injection volume

Inlet temperature

Column temperature

Transfer line temperature

Ion source temperature

Ionization

Analysis mode

Scan range (m/z )

Quantitative ion / Qualifying ion (m/z )

Fenobucarb 121 / 151

Diazinon 179 / 137

Chlorpyrifos 314 / 197

Chlorpyrifos-d 10 324 / 200

Di-n -butyl phthalate (DBP) 149 / 205

Di-2-ethylhexyl phthalate (DEHP) 149 / 167

Diethyl phthalate (DEP) 149 / 177

Di-n -propyl phthalate (DnPrP) 149 / 191

Di-n -pentyl phthalate (DnPeP) 149 / 237

Di-n -hexyl phthalate (DnHP) 149 / 167

Butyl benzyl phthalate (BBP) 149 / 206

Dicyclohexyl phthalate (DCHP) 149 / 167

DBP-d 4 153 / 209

DEHP-d 4 153 / 171

Column
0.25 mm i.d.×30 m, 0.25 mm

 Scan / SIM

Agilent, 7890B GC+5977B MSD

Pulsed splitless

2 mL

280℃

Agilent, VF-5MS

80 ℃ (5 min)→20 ℃/min→120℃→6 ℃/min

→290℃→30 ℃/min→320℃ (2.7 min)

280℃

280℃

EI, 70 eV

100-450
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Table 18 SVOCのSE法における添加回収試験の濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 19  SVOCのSE法における通気の有無による添加回収試験結果 

 

 

 

 

 

Guideline values for indoor

air concentrations (µg/m3)

Test solution

concentration (ng/mL)*

Addition concentration

(ng/mL)

Fenobucarb 33 9500 10

Diazinon 0.29 84.0 7

Chlorpyrifos 0.1 29.0 2

DBP 17 4900 40

DEHP 100 29000 40

* Converted from the volume collected at 1 L/min for 24 hours

Recovery (%) RSD (%) Recovery (%) RSD (%)

Fenobucarb 100 1.6 110 3.0

Diazinon 99 1.5 98 2.3

Chlorpyrifos 85 3.3 88 3.4

DBP 150 * 29 100 1.8

DEHP 130 * 24 92 0.80

DEP 90 5.9 99 1.2

DnPrP 91 3.9 95 1.4

DnPeP 100 3.8 98 1.3

DnHP 95 4.5 96 1.2

BBP 89 4.5 98 0.30

DCHP 91 4.2 92 0.80

* Calculated by subtracting blank values of DBP and DEHP

With ventilation Without ventilation
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Table 20 室内濃度指針値とLOQの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Table 21 カラムの使用期間による回収率、RSD、LOQの変動 

 

 

Guideline values for indoor

air concentrations (µg/m3)

LOQ

(µg/m3)*

Fenobucarb 33 0.0056

Diazinon 0.29 0.0036

Chlorpyrifos 0.1 0.0019

DBP 17 0.025

DEHP 100 0.011

LOQ: Limit ot quantification

* Calculated assuming a volume of 1.44 m3

　of indoor air collected at 1 L/min for 24 hours

Recovery

(%)

RSD

(%)

LOQ

(µg/m3)

Recovery

(%)

RSD

(%)

LOQ

(µg/m3)

Fenobucarb 100 1.6 0.0056 130 27 0.12

Diazinon 99 1.5 0.0036 100 6.3 0.015

Chlorpyrifos 85 3.3 0.0019 94 2.4 0.0016

DBP* 100 1.8 0.025 100 1.9 0.027

DEHP* 92 0.80 0.011 100 3.0 0.072

DEP 90 5.9 - 98 7.5 -

DnPP 91 3.9 - 95 1.6 -

DnPeP 100 3.8 - 98 1.2 -

DnHP 95 4.5 - 94 1.6 -

BBP 89 4.5 - 94 3.0 -

DCHP 91 4.2 - 93 1.5 -

RSD: Relative standard deviation, LOQ: Limit ot quantification

* Calculated without venting adsorbent

new VF-5MS old VF-5MS
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Table 22 フタル酸エステル類の同時捕集における (a) SE法および (b) TD法の分析条件 

(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 TD Condition 

Instrument Perkin Elmer, TurboMatrix 650ATD

Purge rate

Purge time

Cold trap temperature

Trap desorption

Desorption time

Valve temperature

Transfer line temperature

Injection mode

GC-MS Condition*

Column temperature

* Others are the same as SE method

20 min

80 ℃ (2 min)→30 ℃/min→180℃ (5 min)

→10 ℃/min→250℃ (10 min)

290℃

280℃

Introduction 7.5%

10 min

30 mL/min

5℃

280℃

GC-MS Condition

Injection mode

Injection volume

Inlet temperature

Column temperature

Interface temperature

Ion source temperature

Ionization

Analysis mode

Quantitative ion / Qualifying ion (m/z )

Di-n -butyl phthalate (DBP) 149 / 223

Di-2-ethylhexyl phthalate (DEHP) 149 / 167

Diethyl phthalate (DEP) 149 / 177

Di-n -propyl phthalate (DnPrP) 149 / 191

Diisobutyl phthalate (DIBP) 149 / 223

Di-n -pentyl phthalate (DnPeP) 149 / 237

Di-n -hexyl phthalate (DnHP) 149 / 251

Butyl benzyl phthalate (BBP) 149 / 206

Dicyclohexyl phthalate (DCHP) 149 / 167

DBP-d 4 153

DEHP-d 4 153

Splitless

1 mL

280℃

Column
Agilent, DB-5MS

0.25 mm i.d.×30 m, 0.25 mm

70 ℃ (1.5 min)→30 ℃/min→140℃

→5 ℃/min→300℃ (5 min)

250℃

250℃

EI, 70 eV

SIM
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Table 23 フタル酸エステル類の同時捕集の各測定回における採取時間、平均温湿度、 

加湿器等使用の有無および試料数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

case
Collection

time (h)

Temperature

(℃)

Relative

humidity (%)
Humidification

Number

of sample

1 19 23.1 99 〇 7

2 24 25.2 55 × 6

3 24 24.3 51 × 5

4 24 24.4 48 × 4

5 24 24.4 48 × 3

6 24 22.2 27 × 4

7 24 22.8 52 〇 4

8 5 24.0 66 〇 7

9 5 24.2 76 〇 5

10 4 24.5 78 〇 4

11 5 24.0 71 〇 3
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Table 24 フタル酸エステル類のSE法およびTD法の同時捕集における濃度割合 

 

 

DBP DEHP DEP DBP DEHP DEP

1 106% 95% 108% 96% 96%

94% 97% 89% 96% 91%

100% 108% 103% 103% 101% 98%

106% 112% 102%

2 97% 90% 92% 81% 79%

103% 110% 108% 97% 78%

122% 131% 111%

100% 112% 89%

3 101% 101% 94% 88% 69%

99% 99% 106% 107% 122% 102%

104% 108% 98%

4 126% 104% 132%

72% 80% 72%

102% 116% 96%

5 88% 78%

112% 122%

6 100% 100% 98% 98%

104% 102% 102% 102%

7 91% 104%

101% 94% 96%

108% 102% 104%

8 105% 110% 103% 113%

93% 88% 96% 100%

102% 102% 90% 92%

111% 96%

9 103% 89% 82% 101% 103%

94% 107% 98% 99% 97%

104% 104% 120%

10 97% 93% 101% 98%

103% 107% 99% 102%

11 99% 100%

101% 100%

case
SE method TD method



74 

 

 

Table 25 フタル酸エステル類の同時捕集における濃度割合範囲および検出濃度 

 

 

 

 

Concentration 

min. max. max.-min. ng/m
3

DnBP 1 93% 110% 17% 560

2 77% 117% 40% 760

3 86% 106% 20% 150

4 66% 124% 58% 160

5 86% 110% 24% 170

6 95% 104% 9% 140

7 85% 113% 28% 280

8 91% 112% 21% 280

9 91% 105% 14% 360

10 93% 110% 17% 320

11 99% 101% 2% 250

DEHP 1 90% 110% 20% 220

2 66% 145% 79% 210

3 56% 130% 74% 140

4 67% 147% 79% 130

5 74% 114% 41% 140

6 89% 106% 17% 130

7 91% 107% 17% 460

8 83% 114% 31% 560

9 87% 106% 18% 610

10 85% 120% 36% 830

11 93% 114% 21% 2200

DEP 1 84% 110% 26% 67

2 70% 137% 67% 60

3 95% 107% 13% 130

4 67% 123% 57% 130

5 80% 120% 39% 200

6 95% 105% 9% 120

7 86% 111% 24% 40

8 － － － 75

9 － － － 47

10 － － － < LOQ

11 － － － 43

　－: Not detected, < LOQ: Below LOQ

case
Ratio
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Fig. 1 高湿度空間における温度と湿度の変化（黒線：高湿度空間内、赤線：高湿度空間外） 
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Fig. 2 通気後の北川式除湿管と捕集管との接続部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 3 TD法での通気後の水分除去フィルターの上部（赤丸内が潮解した部位） 
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Fig. 4 自作除湿管B 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 5 通気後の自作除湿管B（全体が潮解） 
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Fig. 6 自作除湿管C 

左：実験の様子、右：実験後の除湿管（赤丸内が潮解した部位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 7 自作除湿管E（赤丸内が潮解した部位） 
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Fig. 8 SE法での通気後の水分除去フィルターの上部写真（赤丸内が潮解した部位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 9 自作除湿管F（赤丸内が潮解した部位） 
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Fig. 10 殺虫剤とフタル酸エステル類のクロマトグラム 

(a) TIC, (b) フェノブカルブ, (c) ダイアジノン, (d) クロルピリホス, (e) フタル酸エステル8種混合 
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(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 11 フェノブカルブの分解物の同定 (a) 2-sec-ブチルフェノールのクロマトグラム,  

(b) 2-sec-ブチルフェノールのマススペクトル, (c) フェノブカルブの分解挙動 

ONH

O

CH3

CH3
CH3

OH

CH3
CH3

2-sec-Butylphenol 

熱、活性点 

等で分解 

Fenobucarb 
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Fig. 12 カラムの使用期間と分解物の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 13 カラムの使用期間と回収率 

＊赤破線は回収率の目標値の上限および下限 
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(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 14 SE法およびTD法のフタル酸エステル類の濃度割合（赤点線は85%および115%） 

(a) DBP, (b) DEHP, (c) DEP 

（2法によって得られた定量値全ての平均値を100%として各濃度割合を算出） 
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(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 15 フタル酸エステル類の同時捕集における測定回ごとの濃度割合 

（赤点線は85%および115%）(a) DEHP, (b) フタル酸エステル類 

（2法によって得られた定量値全ての平均値を100%として各濃度割合を算出） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 16 疑似マトリックス添加の有無におけるDEHP面積比 
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(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 17 TD法における操作ブランク値をゼロと仮定した場合の濃度割合 

（赤点線は85%および115%）(a) DEHP, (b) フタル酸エステル類 

（2法によって得られた定量値全ての平均値を100%として各濃度割合を算出） 
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     (a)                (b)               (c) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 18 TD法におけるフタル酸エステル類の捕集量と濃度割合 

(a) DBP, (b) DEHP, (c) DEP 

 

 

 

 

 

 

     (a)                (b)                 (c) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig. 19 フタル酸エステル類の粒径分布 

(a) DBP, (b) DEHP, (c) DEP 
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厚生労働行政推進調査事業費 補助金 (化学物質リスク研究事業) 

分担研究報告書 

 

室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国内規格化 

 

研究分担者   香川(田中) 聡子  横浜薬科大学薬学部 教授 

研究協力者   神野 透人     名城大学薬学部 教授 

 

研究協力者： 

酒井信夫(国立医薬品食品衛生研究所)，遠

藤治(麻布大学生命・環境科学部)，鳥羽陽

(長崎大学・医歯薬学総合研究科(薬学

系))，中島大介(国立環境研究所)，田原麻

衣子(国立医薬品食品衛生研究所)，大嶋直

浩(国立医薬品食品衛生研究所)，大貫文(東

京都健康安全研究センター)，斎藤育江(東

京都健康安全研究センター)，千葉真弘(北

海道衛生研究所)，大泉詩織(北海道衛生研

究所)，田中礼子(横浜市衛生研究所)，山之

内 孝 (横浜市衛生研究所)，河村伊久雄(横

浜薬科大学部)，小池加那子(横浜薬科大

学部)，高橋直也(横浜薬科大学部)，中嶋

康一郎(横浜薬科大学部) 

 

A. 研究目的 

ヒトが一日の大部分を過ごす「室内」の空

気は化学物質への曝露の観点から極めて重

要な曝露媒体である。室内空気中の化学物

質はシックハウス症候群や喘息などの疾病

の病因あるいは増悪因子となることから室

内空気質に強い関心が寄せられている。ま

た、室内環境における慢性的な化学物質曝

露という点からも、室内空気質に対する注

目が高まっている。1997 年より室内空気汚

染対策として、ホルムアルデヒドやトルエ

ン等 13 物質に室内濃度指針値が、総揮発性

有機化合物に暫定目標値が定められており、

2019年 1月にはXylene、 Di-n-butyl phthalate

およびDi-(2-ethylhexyl) phthalateの指針値が

改定された 1)。居住環境の室内空気がこれ

ら化学物質の指針値あるいは暫定目標値を

満たしているか否かを評価するためには、

標準化された室内空気の測定法、すなわち

採取方法ならびにその分析方法によって得

られた結果に基づいて判断することが必要

である。本研究では、指針値の策定されてい

る揮発性有機化合物 Toluene、o -，m -，p - 

Xylene 、 Ethylbenzene 、 Styrene 、 p-

DichlorobenzeneおよびTetradecaneを対象

として、最新の分析技術を基に汎用性の高

い標準試験法として策定された固相吸着

―加熱脱離―ガスクロマトグラフィー／質

要旨：シックハウス対策として 1997 年より Formaldehyde や Toluene など 13 物質に室

内濃度指針値が、総揮発性有機化合物に暫定目標値が定められ、2019 年 1 月には Xylene, 

Di-n-butyl phthalate および Di-(2-ethylhexyl) phthalate の指針値が改定された。本化学物質

リスク研究事業において、室内濃度指針値策定物質である Toluene、o -，m -，p - Xylene、

Ethylbenzene、Styrene、p-Dichlorobenzene および Tetradecane を対象として 2019 年 1

月に改定された新指針値に対応する加熱脱離法に基づく標準試験法が策定された。そこ

で、策定された標準試験法の国内規格化を目的として、標準試験法とその注解を日本薬

学会編 衛生試験法・注解 2020 追補 2022 に収載した。 
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量分析法の国内規格化を目的とする。 

 

B. 方法 

厚生労働省の室内空気中化学物質の測定

マニュアル 2)を基に取り纏めた標準試験法

を日本薬学会編 衛生試験法・注解 2020 

追補 2022 に収載すべく標準試験法とその

注解を編集した。 

 

C. 結論 

室内濃度指針値策定物質である揮発性有

機化合物 Toluene、o -，m -，p - Xylene、

Ethylbenzene、Styrene、p-Dichlorobenzene

および Tetradecane を対象として、汎用性

の高い標準試験法として策定された固相

吸着―加熱脱離―ガスクロマトグラフィー

／質量分析法の国内規格化を目的として、

日本薬学会編 衛生試験法・注解 2020 追補

2022 に標準試験法とその注解を収載した。

なお、その内容を別添に示す。 

 

D. 参考文献 

1. シックハウス（室内空気汚染）問題に関

する検討会中間報告書－第 23 回まで

のまとめ，平成  31 年１月  17 日

https://www.mhlw.go.jp/content/00047018

8.pdf 

2. ｢シックハウス（室内空気汚染）問題に

関する検討会中間報告書―第 6回～第 7

回 の ま と め に つ い て ｣

http://www.mhlw.go.jp/houdou/0107/h072

4-1.html 

 

E. 健康危険情報 

なし 

 

F. 研究発表 

1．論文発表 

1) Fujinami K, Dan K, Tanaka-Kagawa T, 

Kawamura I. Anti-aging effects of 

polyoxometalates on skin. Applied 

Sciences, 

https://doi.org/10.3390/app112411948 

(2021). 

2) Hanioka N, Saito K, Isobe T, Ohkawara S, 

Jinno H, Tanaka-Kagawa T.  Favipiravir 

biotransformation in liver cytosol: Species 

and sex differences in humans, monkeys, 

rats, and mice. BiopharmDrug Dispos, 

42(5), 218-225 (2021). 

 

2．学会発表 

1) 髙橋直也，中嶋康一郎，大河原晋，河

村伊久雄，三浦伸彦，森葉子，磯部隆

史，埴岡伸光，神野透人，香川(田中)

聡子：Matrix metalloproteinases のヒト

気管および肺組織における発現個体

差第 48 回日本毒性学会学術年会，神

戸，2021 年 7 月 

2) 中嶋康一郎，髙橋直也，河村伊久雄，三

浦伸彦，森葉子，楠木麻菜美，加藤水基，

礒部隆史，大河原晋，埴岡伸光，神野透

人，香川(田中)聡子：ヒト気管および肺

組織における Glucagon-like peptide-1 

受容体の発現とその個体差，フォーラ

ム 2021 衛生薬学・環境トキシコロ

ジー，船橋，2021 年 9 月 

3) 髙橋直也，中嶋康一郎，河村伊久雄，

三浦伸彦，森葉子，礒部隆史，大河原

晋，埴岡伸光，神野透人，香川(田中)

聡子：気道リモデリングに関与する

生体内因子の遺伝子発現レベルとそ

の個体差，フォーラム 2021 衛生薬

学・環境トキシコロジー，船橋，2021

年 9 月 

4) 藤波克之，団克昭，香川(田中)聡子，

河村 伊久雄：真菌・抗ウイルス活性

を発揮するポリ酸化合物（PM）の実

用化に向けた機能性評価，フォーラ

ム 2021 衛生薬学・環境トキシコロ

ジー，船橋，2021 年 9 月 

5) 酒井信夫，田辺新一，金炫兌，伊藤一秀，
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田原麻衣子，大嶋直浩，斎藤育江，香川

(田中)聡子，神野透人，五十嵐良明：ISO 

16000-33: GC/MSを用いたフタル酸エ

ステル類の定量の改訂について，2021

年室内環境学会学術大会，京都，2021

年 12 月 

6) 小池加那子，河村伊久雄，三浦伸彦，森

葉子，礒部隆史，大河原晋，埴岡伸光，

神野 透人，香川(田中)聡子：ヒト組織

における Vitamin D 受容体の発現とそ

の個体差，日本薬学会第 142 年会，名

古屋，2022 年 3 月 

7) 中嶋康一郎，髙橋直，河村 伊久雄，三

浦伸彦，森葉子，礒部隆史，大河原晋，

埴岡伸光，神野透人，香川(田中)聡子：

ヒト組織 における Glucagon-like 

peptide-1 受容体の発現とその個体差，

日本薬学会第 142 年会，名古屋，2022

年 3 月 

8) 森葉子，青木明, 岡本誉士典, 礒部隆史, 

大河原晋, 埴岡伸光, 香川(田中)聡子, 

神野透人：フタル酸エステル類による

TRPA1 活性化の種差，日本薬学会第

142 年会，名古屋，2022 年 3 月 

9) 酒井信夫，田原麻衣子，大嶋直浩，大貫

文，斎藤育江，千葉真弘，大泉詩織，田

中礼子，山之内孝，遠藤治，鳥羽陽，中

島大介，藤森英治，神野透人，香川(田

中)聡子，空気試験法：揮発性有機化合

物・捕集剤による乾式採取（アクティブ

法）-加熱脱離-ガスクロマトグラフィー

/質量分析法による定量（新規），日本

薬学会第 142 年会，名古屋，2022 年

3 月 

10) 古田貴大，上野朱璃，金井智久，川端雄

資 ，宇津木貴子，白畑辰弥，中森俊輔，

小西成樹，香川(田中)聡子，神野透人，

小林義典：TRPV1 構造活性相関解明に

向けた 7位‐Evodiamine誘導体の不斉合

成研究とその水溶性，日本薬学会第

142 年会，名古屋，2022 年 3 月 

11) 金井智久，中森俊輔，平岡恵美，白畑辰

弥，小西成樹，香川(田中)聡子，神野透

人，小林義典：二量体 Nuphar alkaloids

（16 種類）の TRPV1 活性化能に関す

る構造活性相関の解明，日本薬学会第

142 年会，名古屋，2022 年 3 月 

 

著書 

1) 香川(田中)聡子，遠藤治，酒井信夫，神

野透人，鳥羽 陽, 中島大介, 藤森英治：

空気試験法 有機物質 揮発性有機化

合物 捕集剤による乾式採取法（アク

ティブ法）－ガスクロマトグラフィー/

質量分析法による定量，固相吸着-加熱

脱離－ガスクロマトグラフィー/質量

分析法による定量，日本薬学会編 衛生

試験法・注解 2020 追補 2022（2022） 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 (予定を含

む) 

特許取得 

なし 

実用新案登録 

なし 
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（別添） 

 

 

4.4.5 有機物質 

13）揮発性有機化合物 

（3）捕集剤による乾式採取法（アクティブ法）－ガス

クロマトグラフィー/質量分析法による定量 

（3）-2 固相吸着-加熱脱離－ガスクロマトグラフィー

/質量分析法による定量 1）（新規） 

 トルエン，o -，m -，p -キシレン，エチルベンゼン，ス

チレン，パラジクロロベンゼンおよびテトラデカンによ

る室内空気の汚染を把握するための測定に適した方法で

ある．吸着剤を充てんした捕集管に室内空気または外気

を一定流量で吸引し，測定対象物質を捕集する．捕集管

を試料導入装置（加熱脱離装置）に装着し，加熱により気

化した測定対象物質をキャピラリーカラムに導入して

GC-MS により分離，定量する 2)3）． 

〔試 薬〕 ① メタノール：測定対象物質および内標準

物質のクロマトグラムに妨害を生じないもの 

② 標準物質：トルエン，o -，m -，p -キシレン，エチル

ベンゼン，スチレン，パラジクロロベンゼンおよびテト

ラデカンは純度 98%以上の JIS 規格試薬特級，またはこ

れと同等以上のもの 

③ 混合標準溶液：揮発性の低い物質から順に 100 mg

を精秤し 100 mL のメスフラスコに入れ，メタノールで

100 mL とし混合標準原液とする（1000 µg/mL）4）．この

混合標準原液をさらにメタノールで希釈し，100 および

10 µg/mL 溶液を調製する． 

④ 内標準物質（トルエン-d8）: 純度 98%以上の JIS 規

格試薬特級，またはこれと同等以上のもの 

⑤ 内標準溶液：内標準物質 100 mg を精秤し，メタノ

ールを加えて 100 mL とし内標準原液とする（1000 µg/mL）
4)5）．この内標準原液をさらにメタノールで希釈し，100 

µg/mL 溶液を調製する． 

⑥ 高純度 N2 ガス：測定対象物質および内標準物質ク

ロマトグラムに妨害を生じないもの 6） 

〔装置および器具〕 ① マイクロシリンジ：容量 1～10 

µL または 10～100 µL が量りとれるもの 

② 試料採取装置：試料採取装置は，捕集管，流量調節

装置，ポンプおよびガスメーターを連結したものからな

る．なお，試料採取環境の湿度が高い場合，捕集管の前段

に除湿管を使用してもよい．試料採取装置に使用する器

具類は十分に洗浄して汚染に注意する．また，試料採取

にあたって装置を組み立てたのち，漏れのないことを確

認する． 

i）捕集管：内径 3～5 mm 程度のガラス製またはステン

レス鋼製の管に測定対象物質を吸着・保持し，かつ加熱

による脱離を十分に行うことができる粒径 60～80 メッ

シュ（0.2～0.3 mm）の吸着剤を充てんし，両端を石英ウ

ールまたはステンレス鋼製金網で押さえたもの，または

測定対象物質に対して十分な捕集能力を有するもの 7）．

捕集管を清浄にするための前処理として，加熱炉に捕集 

 

 

 

 

 

 

 

管を装着し，高純度 N2ガスなどを毎分 50 mL 程度で流

して捕集管内の空気を十分置換したのち，高純度 N2ガス

などを流したまま 300℃程度で 2 時間以上加熱洗浄し，

冷 

却後，両端を密栓する．前処理後の捕集管は活性炭入り

の密閉できるガラス製または金属製の容器などに保存す

る．なるべく使用直前に前処理を行う．両端を溶封した

ものは，長期間の保存が可能である 8）． 

ⅱ）除湿管：捕集管と接続できるようなガラス管に過

塩素酸マグネシウム約 15 g を充てんし，両端を石英ウー

ルなどで押さえたもの．両端を密栓し，使用時まで活性

炭入りの密閉容器に保存する 9）． 

ⅲ）流量調節装置：流量を 2～200 mL/min の範囲で制

御でき，設定流量に対して±10%以内の制御精度を有す

るもの．または，これと同等以上の性能を有するもの 10） 

ⅳ）ポンプ：ダイヤフラム型などの密閉式のポンプで，

捕集管を付けた状態で 2～200 mL/min の捕集流量が確保

できるもの．または，これと同等以上の性能を有するも

の 10） 

ⅴ）ガスメーター：湿式型またはこれと同等以上の性

能を有するもので，積算測定が可能であり，流量調節装

置の流量制御範囲で精度よく作動する性能を有するもの
10） 

③ 試料導入装置：試料導入装置の例を図 4.4.5-7 に示

す．捕集管の加熱部と，再捕集部（トラップ部およびクラ

イオフォーカス部，またはそのいずれか）が組み込まれ

たもの 11） 

試料導入装置の加熱部に装着した捕集管を加熱し，脱

離した測定対象物質を再捕集部で濃縮したのち，再捕集

部を急速に加熱して気化した測定対象物質を GC-MS に

直結して導入できる装置であり，キャピラリーカラムの

前段に内径 0.5 mm 程度の中空細管，または適当な吸着剤

などを充てんした内径 2 mm 以下の細管を取り付け，こ

れらの再捕集部をペルチェ式冷却装置または液体窒素な

どで−10℃以下に温度制御でき，かつ 80℃/min 程度の昇

温速度で急速加熱できるもの，または，これと同等以上

の性能を有するもの．さらに，捕集管の加熱部および，ま

たは再捕集部の後段でスプリットができる装置を備えた

もの 12） 

i）トラップ部：トラップ管とその加熱部からなるもの 

a) トラップ管：加熱した捕集管から脱離してきた測定

対象物質を再捕集するもので，常温あたりから−10～

−50℃程度に冷却できるもの 13），かつ 30～50 mL/min の

流量の脱離ガスが確保できるもの 

b) 加熱部：80℃/min 程度の昇温速度で加熱できるもの 
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ⅱ）クライオフォーカス部：クライオフォーカス装置と

その加熱部からなるもの 

a) クライオフォーカス装置：キャピラリーカラムの前

段で中空細管を液体窒素などで冷却して，測定対象物質

をクライオフォーカスできるもの 

b) 加熱部：250℃/min 程度の昇温速度で急速に加熱で

きるもの 

ⅲ）試料導入装置の分析条件の設定 

試料導入装置の分析条件の一例を以下に示す 

脱離温度 ：280℃ 

脱離時間 ：8 min 

脱離ガス ：He 

脱離ガス流量 ：50 mL/min 

トラップ冷却温度 ：−20℃ 

トラップ加熱温度 ：280℃ 

トラップ加熱時間 ：5 min 

ライン温度    ：250℃ 

バルブ温度    ：250℃ 

④ ガスクロマトグラフ/質量分析計 14)：☞ 4.4.5 13) (1) 

〔装置および器具〕③ に同じ 

〔試料の採取〕空気試料の採取は，室内では居間および

寝室 2 カ所ならびに室外 1 カ所の計 3 カ所について，そ

れぞれ 2 回ずつ採取する．試料採取後，捕集管はアルミ

箔などで遮光したのち，両端を密栓し，活性炭入り保存

容器に入れて分析時まで保存する 15)16)． 

① 室内空気の採取 i）新築住宅における試料の採取

（おおむね 30 分間採取）：試料採取装置を用い，おおむ

ね 30 分間の採取量が 1～5 L になるように流量を設定し

て採取する 15) 16)．ⅱ）居住住宅における試料の採取（24

時間採取）：試料採取装置を用い，24 時間の採取量が 5～

20 L になるように流量を設定して採取する 15) 16)． 

② トラベルブランク：トラベルブランク試験用として，

加熱洗浄し密栓した捕集管を用い，試料採取操作を除い

て，室内空気試料採取用の捕集管と同様に持ち運び，取

り扱う．この操作は，1 住宅の室内試料採取において 1 試

料以上または一連の試料採取において試料数の 10%程度

の頻度で実施する 17）． 

③ 2 重測定用捕集管：試料は，室内の 2 カ所および室外

1 カ所でそれぞれ 2 回ずつ（2 併行で）採取し，2 重測定

（n=2）の意味を持たせる．2重測定のための試料採取は，

1 住宅の室内試料採取において 1 試料または一連の試料

採取において試料数の 10%程度の頻度で行う． 

〔検量線用混合標準濃度系列捕集管の調製〕 ① 混合標

準原液（1000 µg/mL）または混合標準溶液（100 µg/mL ま

たは 10 µg/mL）の適量を 20 mL のメスフラスコに段階的

にとり，それぞれに内標準原液（1000 µg/mL）2 mL を添

加したのちにメタノールを加えて定容とし，検量線用混

合標準濃度系列を調製する．  

②検量線用混合標準濃度系列の添加による検量線用捕

集管の調製：捕集管を検量線作成用 T 字管に連結し，高

純度 N2 ガスを通気しながら，① で調製した混合標準濃

度系列 1～2 µL をマイクロシリンジを用いて注入，また

は，捕集管に充てんした吸着剤に直接添加したのちに通

気する 18）．通気は高純度 N2ガスを毎分 30～100 mL の流

速で 3～5 分間行う．5 段階程度の検量線用混合標準濃度

系列捕集管を調製する． 

〔試験用捕集管の調製〕①空気試料試験用捕集管の調

製：空気試料を採取した捕集管を検量線作成用 T 字管に

連結し，毎分 10～30 mL 程度の高純度 N2ガスを流しなが

ら，内標準溶液（100 µg/mL）1 µL をマイクロシリンジで

注入して捕集管に吸着させる． 

② 操作ブランク試験用捕集管の調製：空気試料用の捕

図 4.4.5-7  試料導入装置の例 
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集管と同一の未使用の捕集管について①と同様の操作を

一連の操作の中で 1 回以上行い，操作ブランク試験用捕

集管を調製する 19）． 

③ トラベルブランク試験用および 2 重測定用捕集管

の調製：トラベルブランク試験用および 2 重測定用の捕

集管について①と同様の操作を行い，それぞれトラベル

ブランク試験用捕集管 20）および 2 重測定用捕集管を調製

する． 

〔試験操作〕 

ガスクロマトグラフィー/質量分析の条件 

カ ラ ム： キャ ピラ リー カラ ム ，液 相 100% 

dimethylpolysiloxane または，5% phenyl- 

dimethylpolysiloxane（0.2～0.32 mm i.d. × 

25～60 m，膜厚 0.25～1.5 µm） 

カラム温度：40～280℃（5℃/min，昇温），280℃（4 min） 

キャリヤーガス 21）および流量：He，全流量 1 mL/min 

インターフェース温度：250℃ 

イオン源温度：200℃ 

イオン化電圧：70 eV 

検出器：SIM またはマスクロマトグラフィーができる

もの 

モニターイオン： 

測定対象物質 定量イオン

（m/z） 

確認イオン

（m/z） 

トルエン 91 65, 92 

o -，m -，p -キシレン 91 105, 106 

エチルベンゼン 91 65, 106 

スチレン 104 51, 78 

パラジクロロベンゼン 146 111, 148 

テトラデカン 57 43, 71 

トルエン-d8 98 70, 100 

 

定 量：試験用捕集管を試料導入装置に装着して前処

理を行い，再捕集部の加熱により気化した測定対象物質

を GC-MS に導入する．Scan 法または SIM 法で各測定対

象物質のモニターイオンを測定し，それぞれのイオンの

クロマトグラムを記録する．得られたピークの保持時間

と各測定対象標準物質の保持時間を比較し，保持時間が

一致するピークの面積またはピーク高さを求め，内標準

物質のピーク面積またはピーク高さとの比から，あらか

じめ作成した検量線より各測定対象物質の重量（ng）を

求める 22）． 

検量線の作成：各測定対象物質の定量イオンと内標準

物質の定量イオンのピーク面積またはピーク高さの強度

比を求め，そのピーク面積またはピーク高さの比と各測

定対象物質の重量とにより検量線を作成する 23)24）． 

計 算：25℃における空気中の各物質の濃度

（µg/m3）は，次式から求められる 25）． 

 

 

 

 

 

 

C ：25℃における空気中の各測定対象物質の濃度

（µg/m3） 

As ：試料中の各測定対象物質の重量（ng）26） 

At ：各測定対象物質のトラベルブランク値（ng）操

作ブランク値と同等と見なせる場合は操作ブ

ランク値を用いる 27)28）． 

V ：空気捕集量（L） 

t  ：試料採取時の平均の気温（℃）．湿式型ガスメー

ターを使用しているときには，ガスメーターの

平均水温（℃） 

P ：試料採取時の平均大気圧（kPa）．湿式型ガスメ

ーターの場合には（P-Pw）を用いる．ここで，

Pw は試料採取時の平均気温 t（℃）での飽和水

蒸気圧（kPa） 

 

 

【注解】 

1) 本法は ISO16017 に対応する（文献 1）． 

2) 居住住宅では，本法と同様の信頼性が確保できる場

合，拡散吸着法によって空気試料を採取してもよい．た

だし，新築住宅では，試料採取時間が短いため，拡散吸着

法を用いた試料採取による測定は困難である． 

3) 捕集された揮発性有機化合物のほとんどが測定可

能である．室内空気中の揮発性有機化合物は濃度範囲が

広いので，濃度が高い物質では測定に際して内径の小さ

いカラムでは過負荷になり，検量線の範囲をはずれるお

それもあるので注意する． 

4) 試料採取量，濃縮操作および GC-MS の条件などに

よって測定感度は異なるので，ここに示した濃度を目安

に適宜変えてもよい．また，市販の標準原液（混合標準原

液）を用いてもよい．ただし，精度が保証されているもの

が望ましい． 

5) 市販の標準ガスを用いてもよい．ただし精度が保証

されているものが望ましい． 

6) 精製空気を使用してもよい．有機化合物を含有しな

いことが重要であり，測定対象以外の物質については全

炭化水素で 0.01 ppm 以下，一酸化炭素 0.05 ppm 以下，二

酸化炭素 0.3 ppm 以下，水分濃度 2 ppm 以下（露点−70℃

以下）で純度 99.999%以上のものが望ましい． 

7) 市販品には以下のような吸着剤の組み合わせで充

てんされているものがある． 

    Tenax GR + Carbopack B                                   

    Carbopack B + Carbosive SⅢ or Carboxen 1000                               

      Carbopack C + Carbopack B or Carboxen 1000   

      Tenax TA 

8) 新しく調製または購入した捕集管は充てんされた

吸着剤の耐用温度にて十分前処理したのち，同一の洗浄

ロットから少なくとも 10%以上の割合でブランク値の測

定を行い，目的定量下限値よりも十分低い値であること

を確認する．なお，300℃を超える温度で長時間前処理す

ると炭素の酸化が進み，カーボンモレキュラシーブの性

能が変化することがあるので注意する． 

9) 過塩素酸マグネシウムは元素分析用（粒径 300～700 

µm）を用いる．市販の水分除去フィルター（ジーエルサ

As－At 
C (g/m3)   =      

× 
P 

V                                                                                ×                            
273 ＋ 25 

273 ＋ t 101.3 
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イエンス）などを用いてもよい．ただし，測定対象物質の

除湿管や石英ウールへの吸着の有無をあらかじめ確認す

ること 

10) 質量流量センサーを内蔵したポンプが市販されて

いる．  

11) 試料導入装置には複数のタイプがあり，それぞれ

に最適条件を設定する．第一は，捕集管が試料導入装置

に装着されると流路が確保され，加熱脱離することによ

りトラップ管にいったん再捕集後，さらにトラップ管を

加熱してクライオフォーカスに捕集し，さらに加熱して

キャピラリーカラムに導入する方式である．第二には，

捕集管が試料導入装置に装着されると流路が確保され，

加熱脱離することによりトラップ管またはクライオフォ

ーカスに再捕集したのち，いずれかを加熱してキャピラ

リーカラムに導入する方式である． 

12) ガラス製または溶融シリカ製の中空管または吸着

剤を充てんしたトラップ管では冷却を要しない装置もあ

る．また，トラップ管の冷却，加熱条件などは導入装置毎

に決定する必要がある．市販の装置ではこれらの条件は

提示されている場合が多い． 

13) トラップ管には石英などの不活性物質を詰めるこ

ともあるが，吸着剤を充てんする場合もある．充てん剤

によっては−20℃程度の低温でも測定対象物質が破過を

起こすことがあるので注意する必要がある． 

14) 測定対象物質が十分に分離出来れば，カラムの種

類および温度条件などは任意に設定してよい．ただし，

設定した条件において，測定対象物質のピークが分離し，

定量が可能であることをあらかじめ確認する．なお，キ

シレンは合算値として定量するためm-および p-キシレン

のピークが分離しなくてもよい． 

15) ポンプ側および空気取り入れ側を明確にしておく． 

16) 試料採取時に湿度が高い場合，〔装置および器具〕

② で示した除湿管を使用してもよい．  

17) 室外で塗装工事などが行われており，室内より室

外での化学物質濃度が高いと考えられる場合は，室内の

他に室外におけるトラベルブランクも併せて採取するこ

とが望ましい． 

18) 試料を添加する場合は，シリンジの針先を捕集管

内の吸着剤付近まで差し込むことが望ましい．市販の検

量線作成ツール用装置を用いてもよい． 

19) 分析環境から試験操作過程で汚染されることがあ

るので，操作ブランクを一連の測定操作の中で少なくと

も１回以上実施する． 

20) 空気試料の測定における一連の過程（準備－装置

および器具の運搬－試料採取－持ち帰り－試験用捕集管

の調製－測定）において，捕集管が化学物質で汚染され

た空気に曝露される可能性があるので，試料採取時の記

録を参考にして試験の頻度を考慮する． 

21) H2 や N2 を用いてもよい．また，純度については

99.999%以上のものが望ましいが 99.999%未満のものを

使用する場合は妨害がないことをあらかじめ確認するこ

と 

22) 測定した空気試料における定量イオンと確認イオ

ンの強度比が検量線作成時と大きくかけはなれている場

合は，再度標準試料を測定して定量イオンと確認イオン

の強度比を算出する．再度測定した標準試料の強度比が

検量線作成時の 90～110%の範囲内だった場合，空気試料

における測定対象物質のピークが何らかの影響を受けて

いる可能性があることから，クロマトグラムのベースラ

イン分離条件などの再検討や，他の分析カラムによる定

量を検討する． 

23) 図Ⅱに TIC クロマトグラムの例を示す．m-および p-

キシレンのピークが分離しない場合，１つのピークとみ

なして定量してもよいが，検量線における設定濃度（添

加量）に留意すること 

図Ⅱ 揮発性有機化合物の TIC クロマトグラムの例 

1：トルエン-d8，2：トルエン，3：エチルベンゼン，

4,5：m, p-キシレン，6：スチレン，7：o-キシレン， 

8：パラジクロロベンゼン，9：テトラデカン  

 

24) 室内空気中の測定対象物質の濃度は，その範囲が

広いことが予想されるため，定量上限を明確に把握して

おくことが必要である．空気試料の測定値が作成した検

量線の範囲を超える場合は，諸条件を検討した上で検量

線を再度作成し，定量する． 

25) 質量流量センサーを内蔵し，25℃の温度換算機能

を有するポンプで空気を捕集する場合は，平均温度で補

正する必要はない． 

26) 2 重測定試験の結果，定量下限値以上の濃度の測

定対象物質に対して，測定値平均とそれぞれの測定値の

間に±15%以上の開きがある場合は，原則欠測扱いとし

て，その原因をチェックし再度試料採取を行う． 

27) 操作ブランク測定は試料測定に先立って行い，操

作ブランク値を気中濃度に換算した値が目標定量下限値

を超える場合には，再洗浄や機器の調整を行ったのち，

再度測定し，操作ブランク値を十分低減してから試料を

測定する． 

28) 測定対象物質のトラベルブランク値が操作ブラン

ク値と同等（等しいか小さい）とみなせる場合には，移送

中の汚染は無視できるものとして試料の測定値から操作

ブランク値を差し引いて濃度を計算する．移送中の汚染

がある場合には，3 試料以上のトラベルブランク値を測定

16 
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した時の標準偏差（s）から求めた定量下限値（10 s：気中

濃度への換算値）が目標定量下限値以下の場合，および

トラベルブランク値による定量下限値が目標定量下限値

より大きくても，試料の測定値がトラベルブランク値に

よる定量下限値以上の場合には，試料の測定値からトラ

ベルブランク値を差し引いて濃度を計算する． 

移送中の汚染が疑われ，トラベルブランク値による定

量下限値が目標定量下限値より大きく，さらに試料の測

定値がトラベルブランク値による定量下限値より小さい

場合は，原則として欠測扱いとする．この場合，汚染の原

因を取り除いたのち，再度試料採取から行う． 

 

文 献 

1） 厚生労働行政推進調査事業費補助金令和元年度

総括・分担研究報告書「室内空気環境汚染化学物

質の標準試験法の策定およびリスク低減化に関

する研究（研究代表者：酒井信夫）」（2020） 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質ﾘｽｸ研究事業） 

令和 3年度 分担研究報告書 

 

室内空気環境汚染化学物質の標準試験法の国際規格化 

 

研究分担者  田辺 新一  早稲田大学創造理工学部建築学科 教授 

 

厚生労働省のシックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会により、指針値の見

直しや、新たな規制汚染物質の検討が継続的に行われている。本研究では、国内にお

いて提案された精度の高いフタル酸エステル類の測定・分析方法の国際規格化の活

動や、木材をアルコールで清拭した場合の室内の知覚空気質への影響を明らかにす

る実験を実施した。日本が提案した方法に関しての審議は ISO-16000-33・WG20 にお

いて 2021 年 9 月 20 日（月）、18 時 00 分から 21 時（日本時間）に行われた。審議結

果、ISO 16000-33 の Annex B に測定・分析方法の技術的な情報等を追記することで

合意した。WG 20 は 2022 年上旬（春）に中間会議を開催して委員会原案を登録し、

委員会原案投票をスキップして，2022 年 9 月にフランスで行われる国際会議で国際

規格原案を確認することになった。また、木材へのアルコールの噴霧が知覚空気質お

よび化学物質の放散に与える影響に関する研究を行った結果、アルコール塗布から

長期間時間が過ぎてもスギ材から Acetaldehyde の放散が持続することが分かった。

α-pinene と Ethanol の酸化生成物としての Acetaldehyde は非常に少ないことから、本

実験で確認された Acetaldehyde は ADH（アルデヒド脱水酵素）の酸化分解作用であ

ることが分かった。Acetaldehyde の室内濃度が室内濃度指針値を大幅に超過する場合

でも木材の中和効果が作用した場合には、空気質の悪化を人間が知覚出来ない状況

があることが示された。 

A．研究目的 

厚生労働省のシックハウス（室内空気

汚染）問題に関する検討会が継続的に開

催され、指針値の見直しや新たな規制汚

染物質が検討されている。また、フタル酸

エステル類について改正指針値に対応し

て精度の高い標準試験法が開発された。

これは、日本薬学会編 衛生試験法・注解

2015：追補 2019 にて公表され、国内の規

準となっている。この精度の高い国内規

格を国際規格化とするために ISO 会議に

新規案を提案した。本分担研究では、この

国内のフタル酸エステル類の測定・分析

方法を ISO/TC146(大気の質)/SC6(室内空

気)、ISO 16000-33：2017「Determination of 

phthalates with gas chromatography/mass 

spectrometry (GC/MS)」に新規提案を行

っているため、その進捗情報を報告する。 
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また、新型コロナウイルス感染症対策

として広く用いられているアルコール塗

布が室内の知覚空気質およびスギ材自体

の化学物質の構成変化に与える影響（以

下、アルコール塗布実験）を把握すること

や、木材からのテルペン類酸化過程で生

成されるアルデヒド類の放散メカニズム

の検証を目的に溶剤を気中で化学反応を

させる実験（以下、溶剤実験）を実施した。 

 

B. 研究方法 

B-1 ISO-16000-33（新規格案） 

研究グループによってシックハウス検

討会の改正指針値に対応可能な精度の高

いフタル酸エステル類の標準試験法が開

発された。この試験法は日本薬学会編 

衛生試験法・注解 2015：追補 2019 にて公

表された。この規格を国際標準化するた

めに、フタル酸エステル類の測定・分析方

法を ISO/TC146(大気の質)/SC6(室内空気)、

ISO 16000-33 ： 2017  Determination of 

phthalates with gas chromatography/mass 

spectrometry (GC/MS)」に新規提案した。

そのため、2021 年度の ISO/TC146/SC6 の

国際会議に参加し、国際規格化に関する

審議及びその結果を確認した。 

 

B-2 知覚空気質の測定方法  

1)実験概要 

図 1 にチャンバー平面図を示す。実験

は計測実施している。チャンバー内物理

環境は両実験ともに空気温度は 26oC、相

対湿度は 60%、換気回数は 0.35 回/h を設

定値とした。換気回数は JIS A19011)の小

型チャンバー法を参照した。 

 

2)アルコール噴霧実験 

①実験条件 

表 1 に供試材データリストを示す。本実

験では、国内の製材生産量として最も多

いスギ材の移行材を供試材として選定し

た。供試材の試料負荷率は JIS A1901 の

小型チャンバー法で定められる、壁面想

定の 0.5 回/h、1.4 m2/m3と等しい試料負

荷率の換気回数に対する比（n/L 値）にす

る為、1.0 m2/m3と設定した。 

実験は全 3 条件で実施した。Case A を

アルコール接触歴のないスギ材を使用し

たノーマル条件、Case B をアルコール接

触歴のないスギ材にアルコール噴霧する

条件、Case C をアルコール接触歴のある

スギ材にアルコール噴霧する条件とした。

Case Cのアルコール接触歴のあるスギ材

は、チャンバー実験の 82 日前に 130 

mL/m2 のアルコールを塗布し乾燥させた

供試材である。なお、アルコール接触歴の

有無による木材自体の臭気および化学物

質構成変化の違いを把握することを目的

にアルコール接触歴が無い供試材とアル

コール接触歴がある供試材を準備した。

全供試材は製材されてから実験開始まで

の間は不織布で包み保管した。なお、温湿

度などの物理環境はなりゆきである。 

Case B,C は、無水 Ethanol を精製水で濃

度 70%に希釈したアルコールを使用した。

厚生労働省らがモノに付着したウイルス対

策手法として推奨する濃度 70％以上 95％

以下の Ethanol による消毒液の最小濃度を

参照した。また、アルコール噴霧量は塔村ら

の実験を参考に 15 mL/m2 に設定した。ア

ルコール噴霧には一定の速度で液体が散布

されるスプレーボトルを使用した。 
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②実験手順 

図 2 に実験手順を示す。チャンバー実

験は全 7 日間で構成され、実験初日の初

めの 3 時間でそれぞれの木材初期化学物

質放散量の測定を行った。その後 29 時間

チャンバー内にて供試材を設置し表面条

件の違いによる知覚空気質の測定および

におい袋法を用いた知覚空気質評価を行

った。設置から 32 時間後に供試材をチャ

ンバーから取り出し、試料保管室にて5日

間供試材を静置した後 5 日目に再度供試

材の化学物質放散量の測定を行った。 

③測定項目 

表 2 に化学物質測定項目を示すチャン

バー内空気は Tenax-TA 管、DNPH 管、

チャコール管にサンプリングし分析を依

頼した。チャンバー内空気捕集時刻はア

ルコール塗布条件を基準に設定し、ノー

マル条件においても同様の時刻に捕集を

行った。アルコール塗布直後の知覚空気

質評価を目的にアルコール塗布後 15 分

後に 1 回、アルコール塗布後の定常に近

くなった状態の知覚空気質評価を目的に

アルコール塗布後 3 時間後に 1 回捕集を

行い、本動作を 1 つの供試材につき計 3

回繰り返した。また、最初のアルコール塗

布から約 21 間 30 分後にも 1 回測定を行

い、各条件計 7 点の化学物質分析用の空

気捕集を行った。 

 

2)チャンバー内臭気評価 

表 3 に臭気評価項目を示す。チャンバ

ー内空気の知覚空気質評価を目的に、臭

気評価被験者によるにおい袋法を用いた

臭気評価を実施した。臭気評価被験者は、

20 代の学生 9 名とし、化学物質分析用空

気捕集終了時刻にチャンバー内空気を、

10 L のにおい袋に捕集した。本実験は、

早稲田大学「人を対象とする研究に関す

る倫理審査委員会」の承認（承認番

号:2021-201）を得たものである。 

 

3)溶剤実験 

①溶剤条件 

本実験ではテルペン類の酸化過程で放

散されるアルデヒド類の放散速度を調査

するために、木材の代表的なテルペン類 α

ピネンの原液を選定した。予備実験にお

いてアルコール塗布条件時にノーマル条

件時と比較し α ピネンの気中濃度が大き

く減少した。アルコールの存在が、テルペ

ン類の酸化速度を促進、または分解に作

用している可能性が考えられる。 

②実験手順 

 図 3 に溶剤実験手順を示す。直径 100 

mm のシャーレに溶剤を 10μL ずつ垂ら

しチャンバー内に静置することで溶剤か

ら揮発した成分を撹拌させ気中での分解

や化学反応を観察する。70%濃度アルコ

ールと α ピネン原液のそれぞれの分解反

応に加えて、両溶剤を混合させた際の気

中化学物質濃度を測定した。 

③測定項目 

 物理環境測定および化学物質の測定手

法、化学物質測定項目はアルコール塗布

実験と同様の項目を実施した。測定時間

は設置から 3 時間後に各 1 回ずつ化学物

質濃度分析用の空気捕集を行った。 

 

C. 研究結果 

C-1 ISO-16000-33（新規格案） 

ISO/TC146/SC6 WG 20 オンライン会議で
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開催された。ISO-16000-33 に対するオン

ライン会議は 2021 年 9 月 20 日、18：00

から 21：00 に行われた。参加者は 7 カ国

から 14 名が参加した。日本の代表団は田

辺新一（早稲田大学）、酒井信夫（国立医

薬品食品衛生研究所）、伊藤一秀（九州大

学）、金炫兌（山口大学）以上 4 名が参加

した。WG 20 では、ISO16000-33 の改正案

について議論が行われた。 

2020 年度は、本研究のグループから

「ODS 固相ディスクまたは SDB 共重合

体カートリッジによるサンプリング方法

と溶媒抽出・分析方法」を ISO-16000-33 の

本文の 4 章に含めることを提案したが、

日本から提案したフタル酸エステル類の

測定・分析方法は付属書として含めるこ

ととなった。付録への参照は第 4 章の概

要に記載した。新規提案は 2020 年 12 月

末までNWIP投票が行われ、賛成を得た。 

また、2021 年度も前年度と同様にオン

ライン会議が行われた。日本から提案さ

れた作業原案（WD）について審議され、

ISO-16000-33 の Annex B に技術的な情報

などを追記することで合意した。また、

WG20は来年の春に会議を開催し、委員会

原案（CD）を登録することとした。委員

会原案投票はスキップして、2022 年 9 月

にフランスサンドニで行われる国際会議

で照会原案（ISO/DIS）を審議することに

なった。 

 

C-2 測定結果 

①化学物質分析結果 

表 4 にアルコール噴霧実験での化学物質

濃度分析の結果、図 3 にアルコール噴霧実

験時の化学物質濃度の経時変化を示す。赤

色の数値は嗅覚閾値を超過した物質である。

モノテルペン類総量およびセスキテルペン

類、TVOC 濃度は定量上限値を超過した物

質があることから参考値とする。 

アルコール噴霧実験前後の化学物質濃

度は全条件で概ね実験前の方が多かった。

一方で Case B,C では Acetaldehyde におい

て実験後の方が気中濃度は大幅に上昇し

た。Case C のアルコール噴霧実験前の測

定では 130ml/m2のアルコール塗布から 82

日が経過していたが Acetaldehyde 気中濃

度は 1680μg/㎥と高く、室内濃度指針値

を大幅に超過した。Case B,C においては

アルコール噴霧から 5 日後においても

Acetaldehyde 気中濃度は実験前と比較し

て実験後の方が高かった。 

アルコール噴霧に伴う α-Pinene 気中濃

度増減の要因は自然放散によるものか、ア

ルコールの噴霧により放散が促進されてい

るためかは、本実験では明らかになってい

ない。 

② 臭気評価結果 

 図 4 に臭気評価経時変化を示す。空気

許容度はアルコール噴霧の有無に関わらず

全臭気評価時刻で受け入れられる側の申告

であったが、Case A の方が Case B,C より

も全評価時刻で空気許容度の平均値は高か

った。快不快申告の平均値は Case C の 31

時間時を除いて全評価時刻で、アルコール

噴霧の有無に関わらず快適側の申告となっ

た。一方で、Case A の方がアルコールを噴

霧した Case B,C よりも、より臭気を快適

に感じていた。 

③溶剤実験結果 

表 5 に溶剤実験化学物質分析結果を示す。

α-Pinene および Ethanol の酸化過程では
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Formaldehyde、Acetaldehyde、Acetone が

生成することが明らかになった。木材から

主に放散される α-PineneとAlcoholの気中

化学反応は生じないことか明らかになった。 

 

D. 考察 

D-1  ISO-16000-33（新規格案） 

WG20 での国際会議後、ISO/TC 146/SC 

6/WG 20 N 53「Draft Minutes」が作成され

た。日本の新規提案と関連する内容は

Draft Minutes 5、6、9、10 であり、内容

は以下に示す。 

・WG 20 discusses Annex B, proposed by the 

Japanese delegation. WG 20 states that the 

following information should be added to the 

text in Annex B: 

①recovery rates persented are calculated 

from measurements of spiked clean air 

samples;   

②information on blank values, pre-cleaning 

and control of standards used. 

・The Japanese delegation is asked to include 

the discussed changes until the end of the year. 

The changes should be sent to Nicole 

Perschau (perschau@vdi.de). 

・WG 20 decides to have an intermediate 

virtual meeting in spring 2022. Date and time 

have to be determined. 

・WG 20 will meet again in conjunction with 

the meeting of ISO/TC 146/SC 6 in 2022. 

また、2021 年 9 月 29 日に行われた総会で

は、ISO/TC 146/SC 6 decides to skip the CD 

Ballot for ISO/WD 16000-33 (Resolution 

501)、SC 6 accepts the report of WG 20 and 

agrees to skip the CD Ballot for 16000-

33(N857).以上の内容が決定された。付録

に Resolutions (N856), Recommendations 

(N52)を示す。また、ISO-16000-33 の CD

として作成された Annex B を示す。 

 

D-2 考察 

・化学物質分析 

木材に130 mL/m2のアルコールを塗布し

た場合は、アルコール塗布から 82 日が経過

しても Acetaldehyde 気中濃度が 1680 

μg/m3と高かった。また、Case B,C はアル

コール噴霧から実験後化学物質測定の

Acetaldehyde 気中濃度は、実験前化学物質

測定と比較して非常に高かった。自然乾燥

処理が施された無塗装のスギ材にアルコー

ル が 接 触 し た 場 合 に は 長 期 間

Acetaldehyde が室内濃度指針値を上回る

濃度で放散し続けることが明らかになった。 

・臭気評価 

木材へアルコールを噴霧した場合にはア

ルコールを噴霧しない場合と比較して臭気

評価はわずかに低下するが、許容できる側

の快適側内の変動であった。一方で、木材へ

アルコールを噴霧した場合にはチャンバー

内の Acetaldehyde 気中濃度は室内濃度指

針値を大幅に超過していることから、室内

空気質の悪化を人間が知覚していないこと

が示された。要因として、木材から揮発する

テルペン類の作用が考えられる。α-Pinene

はフィトンチッドの主成分とされ、悪臭を

中和する作用がある。木材から放散するテ

ルペン類が Acetaldehyde と混合すること

で生じた複合臭気のレベルが元の悪臭臭気

よりも低下した可能性がある。 

 

E. 結論 

E-1 ISO-16000-33（新規格案） 
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研究グループが提案した精度の高いフタ

ル酸エステル類の測定・分析方法を国際

規格化するために ISO のオンライン国際

会議に参加した。フタル酸エステル類の

測定・分析方法を ISO 16000-33：2017

「 Determination of phthalates with gas 

chromatography/mass spectrometry 

(GC/MS)」に新規提案し、現在、Annex B

として委員会原案（CD）に提案すること

になった。その後、委員会投票はスキップ

して、2022 年 9 月に開催される WG 20 で

照会原案（ISO/DIS）として審議する予定

である。 

 

E-2 結論 

スギ素地材へのアルコール噴霧が室内の

知覚空気質および化学物質放散に与える影

響を把握することを目的に溶剤実験および

アルコール噴霧実験を実施した。その結果、

以下のことが明らかになった。 

①アルコール塗布から 82 日が経過したス

ギ材からは Acetaldehyde が室内濃度指針

値を上回る濃度での放散が持続する。木材

表面にアルコールが接触した場合は表面が

乾燥していても長期間 Acetaldehyde が生

成され続ける。 

②同量のアルコールを繰り返し木材に噴霧

し た 場 合 に は 繰 り 返 し 同 程 度 の

Acetaldehyde が生成され続ける。 

③α-pinene と Ethanol の酸化生成物とし

ての Acetaldehyde は非常に少ないことか

ら、本実験で確認された Acetaldehyde は

ADH（アルデヒド脱水酵素）の酸化分解作

用であると考えられる。 

④Acetaldehyde の室内濃度が室内濃度指

針値を大幅に超過する場合でも木材の中和

効果が作用した場合には、空気質の悪化を

人間が知覚出来ない状況があることが示さ

れた。 

 

F. 研究発表 

1.論文発表 

 なし 

2.学会発表 

1) 益崎慶人 ,金炫兌 ,小金井真 ,田辺新

一,TXIB 及び TEXANOL の放散挙動に

関する研究,日本建築学会大会学術講演

梗概集(東海), pp.1533-1534, 2021.9 

2) 益崎慶人,金炫兌,小金井真,田辺新一,仕

上げ材からの SVOC 放散速度測定,空気

調和・衛生工学会大会学術講演論文集, 

pp.85-88, 2021.9 

3) Yoshihito Masuzaki, Hyuntae Kim, Makoto 

Koganei,  Shin-ichi Tanabe,  A Study on 

Emission Behavior of SVOC Material in 

Real Space Model, Healthy Buildings 2021 , 

Honolulu HI, USA, 2022.1 

 

G. 知的所有権の取得状況 

1.特許取得 

 なし 

2.実用新案登録 

 なし 

3.その他 

 なし 
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表一覧 

表 1 供試材データ 

 

 

 

 

 

表 2 化学物質測定項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Equipment HPLC Agilent 1260

Inertsiｌ ODS-HL（GLscience）

Silica gel with octadecyl group chemically bonded

Inside diameter 3.0mm、length 150mm、（3μ

m）

A:Water、B:Acetonitrile

A:50→25％　B:50→75％

Extracted amount：5mL / Material injection

volume：4μL / Column temperature：40oC /

Detector wavelength：360nm

1.0 L/min

Formaldehyde(50-00-0),Acetaldehyde(75-07-

0),Acrolein(107-02-8),Aceton(67-64-

1),Propionaldehyde for synthesis(123-38-

6),Crotonaldehyde(123-73-9),iso-

Butyraldehyde(78-84-2),Benzaldehyde(100-52-

7),iso-Valeraldehyde(590-86-3),n-

Valeraldehyde(110-62-3),o-Tolualdehyde(529-20-

4),Hexaldehyde(66-25-1),2,5-

Dimethylbenzaldehyde(5779-94-2)

Thermal desorption

unit
TD-100（Markes）

GC Agilent　６８９０N（Agilent Technologies）

GC/MSD system Hydrogen flame ionization detector (FID)

QUADREX　007-CW

Tempareture：50℃（3min）→(5℃/min)→70℃

（4min）→(15℃/min)→100℃（1min）

0.5 L/min

Ethanol(64-17-5)

Thermal desorption

unit
TD-100（Markes）

GC 7890B（Agilent Technologies）

GC/MSD system 5977（Agilent Technologies）

270℃（10min）

5℃ →　280℃（20min）

Trap temperature：-150oC / Desorption

temperature：280oC /

Desorption time：2 min

Column conditions Inert Cap-1　0.25φ × 60m　f.t 1.5μm

Temperature conditionsInitial temperature： 35℃  Holding time： 2min

0.5 L/min

α-Pinen（80-56-8）

Equipment

Column

Capture Flow

DNPH

Charcoal

Column

 Mobile phase

Other conditions

Capture Flow

Quantitative substance

Quantitative substance

Diesob temperature (time)

Capture Flow

Tenax

-TA

Equipment

Secondary desorption

temperature (time)

Trap conditions

GC

Quantitative substance

Case Tree Species Locality Felling season Drying method
Production

year

Alcohol

contact
Condition

A Natural

B Alcohol

C ✓ Alcohol

Japanese

cedar

Tochigi

Nikko

December

2017

Natural seasoning

treatment

(3years and

10mounths)

January

2018
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表 3 臭気評価項目  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表4 アルコール噴霧実験化学物質濃度分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Clearly acceptable

Clearly not acceptable

Just acceptable
Just not acceptable

No odor 

Slight odor 

Moderate odor 

Strong odor 

Very strong odor 

Overpowering odor 

Extremely pleasant

Extremely unpleasant

Neutral
Rather pleasant

Rather unpleasant

Pleasant

Unpleasant
Very unpleasant

Very pleasant

1. Acceptability 2. Odor intensity 3. Odor hedonics

4. Odor stimulation 5. Odor Relaxing effects

No stimulation

Slight stimulation

Moderate stimulation 

Strong stimulation 

Very strong stimulation

Overpowering stimulation 

Extremely relaxable

Extremely unrelaxable

Neutral
Rather relaxable

Rather unrelaxable

Relaxable

Unrelaxable
Very unrelaxable

Very relaxable

Elapsed time
time from alcohol

application
Condition normal normal normal normal normal normal normal

Case A-1 B-1 C-1 A-2 B-2 C-2 A-3 B-3 C-3 A-4 B-4 C-4 A-5 B-5 C-5 A-6 B-6 C-6 A-7 B-7 C-7 A-8 B-8 C-8

Toluene 4.4 6.6 3.7 2.9 12.2 3.0 2.4 9.5 2.2 0.9 3.3 1.1 0.9 15.0 2.2 <0.8 9.1 1.7 0.8 7.8 1.6 0.8 5.7 1.2 1.5

Ethylbenzene 2.5 <0.8 <0.8 1.8 2.1 0.9 1.4 1.2 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 3.9 0.8 <0.8 2.0 <0.8 <0.8 1.6 <0.8 <0.8 0.9 <0.8 0.8

Xylene 2.6 1.0 1.5 1.9 2.9 1.2 1.5 1.7 0.9 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 4.7 1.2 <0.8 2.5 0.8 <0.8 1.8 0.9 <0.8 1.2 <0.8 1.7

Styrene <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.9 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.9 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.2

α-Pinene 1.1 15.2 7.8 1.0 3.6 2.5 1.3 10.8 5.9 0.9 14.8 7.7 1.0 3.7 1.5 0.9 8.2 4.3 0.9 2.2 1.4 1.0 6.3 3.8 0.1

β-Pinene <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.2

3-Carene <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 -

Nonanal 1.8 0.9 3.5 0.9 <0.8 4.0 1.3 1.2 2.5 1.6 <0.8 1.4 0.9 <0.8 2.7 0.8 <0.8 1.8 <0.8 <0.8 2.5 1.0 1.2 1.6 2.0

Tetradecane 0.9 1.4 1.9 <0.8 4.7 4.7 0.8 3.4 3.1 <0.8 1.1 1.4 <0.8 3.3 2.6 <0.8 2.4 1.8 <0.8 2.7 2.2 <0.8 2.2 1.7 -

Hxanal <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.8 <0.8 0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 8.0

Heptanal <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 <0.8 0.0

Total content of

monoterpens
10.7 24.0 14.1 7.0 10.4 9.3 8.2 19.7 9.7 9.8 19.5 11.0 8.9 13.7 2.8 6.6 13.2 8.6 4.7 6.6 6.5 7.2 12.1 8.4 -

Total content of

sesquiterpens
18400 31600 15500 17100 15000 7730 16000 22800 11900 12000 20900 10400 11300 10200 4920 10700 15800 8200 10100 7470 4010 10600 13500 6610 -

T-VOC 16900 29100 14000 14300 12600 6460 14000 20300 10100 10400 18600 8790 9550 8730 3970 8640 13600 6840 8270 5730 3110 9120 10800 5160 -

Formaldehyde 18.2 7.7 14.1 17.6 6.8 10.6 16.5 8.3 13.3 13.1 6.1 10.6 12.8 5.6 8.1 12.7 6.4 10.7 12.1 5.7 7.5 12.0 6.3 9.9 6.1×10
2

Acetaldehyde 317.9 313.7 1680.0 330.1 2830.0 1870.0 338.1 9080.0 7900.0 178.2 8960.0 7230.0 174.0 4770.0 3020.0 160.2 9200.0 9200.0 150.9 7830.0 4270.0 140.3 9370.0 8990.0 2.7

Ethanol <320 2430 4000 <320 541000 400000 <320 308000 236000 <320 10800 14400 <320 782000 397000 <320 480000 282000 <320 810000 586000 <320 488000 397000 -

31h 34h
Olfactory

threshold

[μg/㎥]

3h 40min 3h 22h 40min 3h 40min

3h 3h40min 6h40min 26h40min 27h20min 30h20min

3h

normal 1st spraying 1st spraying 1st spraying 2nd spraying 2nd spraying 3rd spraying 3rd spraying
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表5 溶剤実験化学物質分析結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Pattern1 Pattern2 Pattern3

α-Pinene Ethanol α-Pinene and Ethanol

Formaldehyde 2.7 2.3 2.5

Acetaldehyde 1.4 1.7 2.0

Acrolein <1.0 <1.0 <1.0

Aceton 3.4 2.8 3.8

Propionaldehyde for synthesis <1.0 <1.0 <1.0

Crotonaldehyde <1.0 <1.0 <1.0

iso-Butyraldehyde <2.0 <2.0 <2.0

Benzaldehyde <1.0 <1.0 1.7

iso-Valeraldehyde <1.0 <1.0 <1.0

n-Valeraldehyde <1.0 <1.0 <1.0

o-Tolualdehyde <3.0 <3.0 <3.0

Hexaldehyde <1.0 <1.0 <1.0

2,5-Dimethylbenzaldehyde <1.0 <1.0 <1.0

α-Pinene 8900 <20.0 9150

Ethanol <320 3430 3380

μg/㎥

Substances
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図一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 チャンバー平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 アルコール塗布実験手順          図 3 溶剤実験手順  

 

 

シャーレ

樹種：スギ材（同じ樹から製材された自然乾燥木材、移行材）

表面条件：a.ノーマル条件（そのまま） b.アルコール塗布条件

 B C

a.ノーマル条件 b.アルコール塗布条件 130ml/㎡

アルコール接触経歴

表面条件

部材 ID

    アルコール塗布から2か月後

A）アルコール塗布実験 B）溶剤実験

② ①アルコール塗布実験 2日間 インターバル5日間

アルコール塗布                

アルコール塗布 繰り返しとテルペン類・アルデヒド類気中濃度  

③αピネンとエタノール 原液を使用した
気中反応実験 ＠1㎥チャンバー

αピネン Ethanol

パターンa パターンb パターンc

      

×A,B,C②

day1 day2-3 Day4-8 Day8

      ・臭気評価

    ャン ー

シャーレ

樹種：スギ材（同じ樹から製材された自然乾燥木材、移行材）

表面条件：a.ノーマル条件（そのまま） b.アルコール塗布条件

 B C

a.ノーマル条件 b.アルコール塗布条件 130ml/㎡

アルコール接触経歴

表面条件

部材 ID

    アルコール塗布から2か月後

A）アルコール塗布実験 B）溶剤実験

② ①アルコール塗布実験 2日間 インターバル5日間

アルコール塗布                

アルコール塗布 繰り返しとテルペン類・アルデヒド類気中濃度  

③αピネンとエタノール 原液を使用した
気中反応実験 ＠1㎥チャンバー

αピネン Ethanol

パターンa パターンb パターンc

      

×A,B,C②

day1 day2-3 Day4-8 Day8

      ・臭気評価

    ャン ー

1000

1
0

0
0

Clean air

Exhaust

-TENAX-TA

-DNPH

Sampling bag

Air Temperature

Relative humidity

CO2 Concentraton

Fan

-Charcoal

■INSTALLATION

①Solvent experiment

=solvent(α-Pinene, Ethanol)

②Alcohol spraying experiment

＝Wood
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図3 アルコール噴霧実験化学物質濃度の経時変化 
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図4 臭気評価経時変化 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質リスク研究事業） 

令和 3年度 分担研究報告書 

 

室内空気環境汚染化学物質のオンサイト試験法の評価 

 

研究分担者  金 炫兌  山口大学大学院創成科学研究科 助教 

 

マイクロチャンバー法(JIS A 1904)は建材からの SVOC放散速度の測定が出来る。

しかし、実空間における仕上げ材からの SVOC 放散速度測定法はまだ定められてい

ない。そのため、現場における仕上げ材からの SVOC 放散速度試験法を開発し、床

材及び壁材からの SVOC 放散速度の測定を行った。今年度は、マイクロチャンバー

を壁面に固定する装置を開発し、壁材からの SVOC放散速度の測定も可能になった。

また、オンサイト試験装置は可塑剤として多く使用されている DEHP、DBP のみで

はなく、代替物質として使用が増加している TEXANOL、TXIB、DNOP、DIDP、DINP

などの SVOC 物質も測定可能であることが確認され、精度高いオンサイト試験法が

開発されたと評価できる。今後は、オンサイト試験法を用いて室内の仕上げ材だけで

なく、家具や、家電製品の表面から発生する SVOC 放散量も測定し、試験法の使用

範囲を拡張したい。 

A．研究目的 

室内の有害化学物質としては、高揮発

性 有 機 化 合 物 (Very Volatile Organic 

Compounds: VVOC)や揮発性有機化合物

(Volatile Organic Compounds: VOC)といっ

た比較的揮発しやすい物質がある。しか

し、準揮発性有機化合物 (Semi- Volatile 

Organic Compounds: SVOC)は揮発性が低

いため、気中よりハウスダストや室内の

表面に付着する性質を持ち、呼吸・経口摂

取・経皮吸収等三つの経路によって体内

に吸収されることが報告されている。 

マイクロチャンバー法（JIS A 1904）は

建材からのSVOC放散速度の測定が可能

であるが、実空間における仕上げ材から

の放散速度測定が困難である。そのため、

マイクロチャンバーを用いてオンサイト

試験法を開発している。2018～2019年度

の研究では、バックグラウンド実験など

の基礎実験や、マイクロチャンバー法と

オンサイト試験法との整合性実験を行い、

2020年度には開発されたオンサイト試験

法を用いて実空間における床材からの

SVOC放散速度実験を行った。一方で、床

面からのSVOC放散速度の測定は出来る

ものの、壁面からのSVOC放散速度測定は

混乱であった。そこで、今年度は壁面から

のSVOC放散速度を測定するため、壁面に

マイクロチャンバーを固定する装置を開

発し、実空間における床材・壁材からの

SVOC放散速度を測定した。 
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B. 研究方法 

1)マイクロチャンバー法(JIS A 1904)  

図1にマイクロチャンバーのイメージ

図を、表1に放散捕集試験の測定条件、表

2に加熱脱着試験の測定条件を示す。マイ

クロチャンバーの容積は630mL（±5％）で

あり、入口直前にベントラインを設ける

ことにより蓋と建材の隙間から外気がチ

ャンバーの中に入らないようにコンタミ

対策が設けられている。 

マイクロチャンバーの測定手順及び試

験片について以下に述べる。測定開始前

にマイクロチャンバーを解体し、水で洗

浄した。その後、マイクロチャンバー内に

残存している測定対象化学物質を揮発さ

せるために加熱装置を用いて、1 時間

220℃で加熱処理を行った。加熱処理後、

マイクロチャンバーを常温まで冷却させ

る。試験片は端部及び裏面をアルミ箔で

シールをし、蓋と試験片が直接に接触し

ないようにした。図 2 に試験片の写真を

示す。試験片をチャンバーの蓋と容器の

間に挟んで、建材表面からの SVOC 物質

放散の測定を行った。マイクロチャンバ

ー内に試験片を設置した時点で放散試験

を開始する。放散試験は 28℃の恒温槽で

24 時間行った。 

放散試験後には加熱脱着試験を行った。

放散試験に使用した試験片をチャンバー

から取り外した後、加熱脱着装置にマイ

クロチャンバーを設置し、チャンバー内

表面に付着している SVOC を加熱脱着し

た。加熱脱着は 220℃で、1 時間行った。

加熱脱着された SVOC物質は Tenax TA捕

集管を用いて回収した。 

 

2) オンサイト試験法 

 図 3 にオンサイト試験法の装置構成図

を示す。測定条件はマイクロチャンバー

測定方法と同様であるが、室内の温度と

相対湿度は測定場所によって異なる。現

場測定機には 2 つのポンプが設置されて

おり、1つは 30(mL/min)の空気を供給、も

う１つのポンプは 15(mL/min)を吸引する

ように調整している。また、供給側の前に

はベントライン(15mL/min)を設けること

で、マイクロチャンバー法と同様にマイ

クロチャンバーと仕上げ材の隙間からコ

ンタミが生じない様にしている。図 4 に

オンサイト試験法の測定手順（床面）を示

す。測定開始前に、マイクロチャンバー内

に付着している SVOC 物質脱着するため、

加熱装置を用いて 1 時間 220℃で加熱処

理を行った。加熱処理後、ステンレス材で

制作した運搬専用箱にマイクロチャンバ

ーを入れ、測定現場まで運搬した。測定場

所に到着後には測定場所を選択し、汚染

されている床面をエタノールで拭き取っ

た後、測定表面を乾燥させる。その後、直

径 82mm の正円形を切り取ったアルミホ

イルを敷き、その上にマイクロチャンバ

ーを設置した。マイクロチャンバーを設

置してから 24時間床面からの放散実験を

行う。その後、マイクロチャンバーを床面

から取り外し、ステンレス製ボックスに

入れて実験室に持ち帰る。放散実験が終

了したマイクロチャンバーは加熱脱着装

置にて加熱脱着試験を行い、チャンバー

内表面に付着している SVOC 物質を回収

する。図 5 にオンサイト試験法による測

定の様子（床面）を示す。 
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3)壁面へのマイクロチャンバー固定装置 

壁材からの SVOC 放散速度測定にあた

り、マイクロチャンバーを壁面に固定す

るための装置を新たに開発した。図 6 に

マイクロチャンバー固定装置のイメージ

図を示す。12kg 程度のステンレス板のベ

ースに、長さ 30cm のアルミ丸棒をナット

で取り付け、アルミ丸棒とマイクロチャ

ンバーの間にばねを用いてマイクロチャ

ンバーを壁面に固定する。マイクロチャ

ンバーを固定する高さは 5cm～30cmの間

で自由に変えられる。マイクロチャンバ

ーを壁面に固定する際には 2kg 以上の荷

重をかけ、マイクロチャンバー内に室内

空気が流れないように密閉する必要があ

る。基礎実験によると、マイクロチャンバ

ーを固定するために使用したばねを

106mmから 95mmまで 11mm 以上縮める

ことで、2kg 以上の荷重がかけられること

が確認できた。図 7 に壁面におけるオン

サイト試験法の装置構成図を示す。図 8 

壁面におけるオンサイト試験法の測定手

順、図 9 壁面におけるオンサイト試験法

の測定様子を示す。マイクロチャンバー

の前処理、現場までの運搬などは床材か

らの SVOC放散速度と同様である。 

 

4)分析対象物質及び分析条件 

分析対象物質は、2E1H(2-エチル-1-ヘキ

サノール)、2EHA(2-エチルヘキシルアクリ

レート)、TEXANOL(テキサノール)、BHT(ジ

ブチルヒドロキシトルエン)、DEP(フタル酸

ジエチル)、TXIB(2,2,4-トリメチル-1,3-ペン

タンジオールジイソブチラート)、TBP(リン

酸トリプチル )、TCEP(リン酸トリス )、

DBA(アジピン酸ジブチル)、DBP(フタル酸

ジ-n-ブチル)、TPP(リン酸トリフェニル)、

DOA(アジピン酸ジオクチル)、DEHP(フタ

ル酸ジ-2-エチルヘキシル)、DNOP(フタル酸

ジ-n-オクチル)、DINP(フタル酸ジイソノニ

ル )、DIDP(フタル酸ジイソデシル ) 、

DEHT(ジオクチルテレフタレート)、D6(シ

ロキサン 6 量体)、C16(パルチミン酸)、

C20(アラキジン酸)である。表 3 に Tenax 

TA捕集管の加熱脱着条件、表 4に GC/MS

の分析条件を示す。 

 

5)測定対象住宅 

表 5 に測定対象住宅の概要を示す。オ

ンサイト試験法により住宅の床面と壁面

に使用されている建材からの SVOC 放散

速度を測定した。2020 年度は 9 軒の住宅

で床面 9 個の建材の測定を行い、2021 年

度は 6 軒の住宅で床面 6 個、壁面 6 個、

総計 12個の建材の測定を行った。 

 

C. 結果 

1）化学物質の検出頻度 

 表 6 に床材・壁材からの化学物質の検

出頻度を示す。床材からの検出頻度が 50%

以 上 で あ っ た 物 質 は 2E1H(66.7%) 、

DEP(80.0%)、TXIB(66.7%)、DBP(86.7%)、

DEHP(60.0%)、D6(100%)であり、DBP、DEP、

TXIB が DEHP より高い検出頻度を示した。

また、TBP、TCEP、DBA、DEHT、DOA は

検出しなかった。壁材からの検出頻度が

50%以上であった物質は 2E1H(100%)、

TEXANOL(83.3%) 、 DEP(83.3%) 、

TXIB(100%)、DBP(100%)、DEHP(100%)、

DNOP(100%)であり、BHT、TBP、TCEP、DBA、

TPP、DOAなどは検出限界以下であった。 
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2）床材からの SVOC放散速度 

 図 10 に床材からの SVOC 放散速度のグ

ラフを示す。2E1H の放散速度の範囲は 0.19

～ 6.16(µg/m2 ・ h) 、 平 均 放 散 速 度 は

1.17(µg/m2・h)であった。DEP の検出頻度は

80.0%で、放散速度は 0.05～0.09(µg/m2・h)

の範囲で測定された。平均放散速度は

0.07(µg/m2・h)であった。TXIBは 15個の建

材中 10 個の建材から検出され、検出頻度は

66.7%であり、放散速度は 0.05～0.58(µg/m2・

h)、平均放散速度は 0.23(µg/m2・h)であった。

DBP の検出頻度は 86.7%で、15個の建材中

13 個の建材から検出された。放散速度は

0.07～1.10(µg/m2・h)で、平均放散速度は

0.39(µg/m2・h)であった。DEHP の放散速度

は 0.59～11.05(µg/m2・h)、平均放散速度は

3.50(µg/m2・h)であった。DEHP は他の物質

より建材の面積当たり放散量が多く測定さ

れている。D6 の検出頻度は 100%で、放散

速度は 0.04～0.20(µg/m2・h)であり、平均放

散速度は 0.10(µg/m2・h)であった。 

 

3）壁材からの SVOC放散速度 

 図 11 に壁材からの SVOC 放散速度を示

す。2E1H は 6 個の建材全てから検出され、

放散速度は 0.37～2.45(µg/m2・h)、平均放散

速度は 1.28(µg/m2・h)であった。TEXANOL

の検出頻度は 83.3%であり、放散速度は 0.09

～ 0.95(µg/m2・ h)で、平均放散速度は

1.28(µg/m2・h)であった。DEP は 6 個の建材

中 5 個の建材から検出され、放散速度の範

囲は 0.06～0.26(µg/m2・h)で、平均放散速度

は 0.13(µg/m2・h)であった。TXIB の放散速

度の範囲は 0.12～0.32(µg/m2・h)であり、平

均放散速度は 0.20(µg/m2・h)であった。DBP

の検出頻度は 100%であり、放散速度は 0.25

～1.14(µg/m2・h)であった。平均放散速度は

0.52(µg/m2・h)であった。DEHP の放散速度

は 0.04～5.76(µg/m2・h)で、平均放散速度は

1.39(µg/m2・h)であった。建材の種類によっ

て DEHP の放散速度が大きく異なることが

分かった。DNOP の放散速度は 0.04～

0.35(µg/m2・h)、平均放散速度は 0.10(µg/m2・

h)であった。 

4）気中 SVOC濃度 

 図 12 に気中 SVOC 濃度を示す。2E1H

気中濃度は 0.13～2.78(µg/m3)、平均気中濃

度は 1.46(µg/m3)であった。DEP の気中濃度

は 0.14～0.19(µg/m3)であった。TXIB の検出

頻度は 53.3％で、気中濃度の範囲は 0.16～

1.88(µg/m3) であり、平均 気中濃度 は

0.45(µg/m3)であった。DBP の検出頻度は

60.0%で、気中濃度は 0.12～1.30(µg/m3)であ

った。DBP の平均気中濃度は 0.48(µg/m3)で

あった。DEHPの検出頻度が 33.3％で、検出

頻度が低く示された。気中濃度は 0.14～

12.73(µg/m3)、平均気中濃度は 3.06(µg/m3)で

あった。D6の検出頻度は 77.8 %で、気中濃

度が 0.14～0.52(µg/m3)であり、平均気中濃

度は 0.33(µg/m3)であった。その他の化学物

質 に つ い て は 、 C16 の 気 中 濃 度 が

0.14(µg/m3)、DNOP の気中濃度範囲が 0.14

～0.88(µg/m3)であった。TEXANOL 気中濃

度が 0.51～1.41(µg/m3)で、住宅によって濃

度差が見られた。BHT 気中濃度は 0.16～

0.21(µg/m3)と測定された。また、DOA気中

濃度は 0.20～0.53(µg/m3)、TPP 気中濃度は

0.15(µg/m3)、DINP気中濃度は 0.53(µg/m3)と

測定された。 

 

D. 考察 

 床材からの SVOC 放散速度に関しては、
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塩化ビニルシートだけでなく、フローリ

ング材からも SVOC 物質の検出が確認さ

れた。また、80％以上の高い頻度で検出さ

れた DEPや D6 に比べて、2E1Hや DEHP

は約 60%の検出頻度であった。この理由

としては、床材の種類が異なるためであ

ると考えられる。国内の住宅で幅広く使

用されている床材は PVC系建材、フロー

リング、畳などがあげられる。2020～2021

年度に測定した 15 軒の住宅で、PVC系が

7 軒であり、フローリングが 8軒であるた

め、フタル酸エステル類の検出頻度が低

く示されたと考えられる。また、PCV 系

の建材にはフタル酸エステル類の可塑剤

が含有されており、代表的な可塑剤が

DEHP、DBPであることが確認された。ま

た、最近では DEHP、DBP の代替物質と

して、TEXANOL、TXIB、DNOP、DIDP、

DINP などが使用されていることが報告

されてる。今回の測定でも代替物質とし

て利用されている新たな可塑剤が建材か

ら放散されることを確認した。 

壁材からに関しても、PVC クロスの壁

紙だけでなく、紙クロスの壁紙やタイル

を使用した壁材からも SVOC 物質が検出

された。この原因は、仕上げ材表面に処理

されたコーティング剤に SVOC 物質が含

まれていた可能性があると考えられる。

また、2E1H、TXIB、DBP、DEHP、DNOP

の検出頻度は 100%であり、TEXANOLと

DEPの検出頻度は 83.3%であった。 

 

E. 結論 

現場における仕上げ材からの SVOC 放

散速度試験法を開発し、床材及び壁材か

らの SVOC 放散速度の測定を行った。今

年度は、マイクロチャンバーを壁面に固

定する装置を開発し、壁材からの SVOC

放散速度の測定も可能になった。また、オ

ンサイト試験装置は可塑剤として多く使

用されているDEHP、DBPのみではなく、

代替物質として使用が増加している

TEXANOL、TXIB、DNOP、DIDP、DINP

などの SVOC 物質も測定可能であること

が確認された。この結果は、沸点の低い

TEXANOL (254℃) から沸点の高い DEHP 

(385℃)まで測定が可能であり、精度高い

オンサイト試験法が開発されたと評価で

きる。 

今後は、現場測定方法を用いて家具や、

家電製品の表面から発生する SVOC 放散

量も測定し、試験法の使用範囲を拡張し

たい。 
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表一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 放散捕集試験の測定条件 

チャンバー容積 630mL 

サンプリング時間 24h 

吸引流量 30mL/s×24h=43.2L 

ベント流量 15mL/min 

MC供給流量 15mL/min 

捕集管 Tenax TA（60/80mesh）充填 

表 2 加熱脱着試験の測定条件(MSTD-258M) 

加熱脱着温度 
30℃ (5min)-(20℃/min) 

-220℃ (40min) 

供給ガス流量(He) 90 mL/min 

吸引流量 60 mL/min 

サンプリング時間 60 min 

捕集管 Tanex TA(60/80 mesh) 

表 3 加熱脱着の条件(GERSTEL TDS A) 

加熱脱着条件 280 ˚C (10 min) 

トラップ温度 -60 ˚C 

注入温度 325 ˚C (5 min) 

表 4 GC/MS の分析条件 

使用機器(GC/MS) Agilent 6890N / 5973 inert 

カラム Inert Cap 1MS  30m×0.25mm×0.25μmdf 

GC オーブン温度 50˚C(2min)→10˚C/min→320˚C(5min) 

スプリット比 低濃度：splitless、高濃度：50：1 

測定モード SCAN 

SCANパラメータ m/z 29(Low)~550(High) 

検出器温度 230˚C  
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表 5 測定対象住宅の概要 

年度 対象住宅 床材 壁材 天井材 延床面積 

2020 

A フローリング 壁紙 石膏ボード 14.6㎡ 

B 塩化ビニルシート 塗料 石膏ボード 10.9㎡ 

C フローリング 壁紙 壁紙 18.2㎡ 

D フローリング 壁紙 壁紙 27.5㎡ 

E フローリング 壁紙 壁紙 23.0㎡ 

F 塩化ビニルシート 壁紙 壁紙 27.5㎡ 

G 塩化ビニルシート 壁紙 壁紙 26.5㎡ 

H 塩化ビニルシート 吹付塗料 石膏ボード 66.9㎡ 

I 塩化ビニルシート 壁紙 壁紙 38.0㎡ 

2021 

A フローリング 壁紙(PVC クロス) 壁紙(PVC クロス) 22.6㎡ 

B フローリング 壁紙(紙クロス) 壁紙(紙クロス) 143.7㎡ 

C 塩化ビニルシート タイル 石膏ボード 23.1㎡ 

D 塩化ビニルシート 壁紙(PVC クロス) 壁紙(PVC クロス) 29.1㎡ 

E フローリング 壁紙(PVC クロス) 壁紙(PVC クロス) 24.3㎡ 

F フローリング 壁紙(PVC クロス) 壁紙(紙クロス) 24.3㎡ 
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表 6 床材・壁材からの化学物質の検出頻度 

物質名 床材(％) 壁材(％) 

2E1H 66.7 100 

2EHA 6.7 33.3 

TEXANOL 20.0 83.3 

BHT 20.0 － 

DEP 80.0 83.3 

TXIB 66.7 100 

TBP － － 

TCEP － － 

DBA － － 

DBP 86.7 100 

TPP 6.7 － 

DOA － － 

DEHP 60.0 100 

DNOP 6.7 100 

DINP 6.7 33.3 

DIDP 13.3 33.3 

DEHT － 16.7 

D6 100 － 

C16 22.2 － 

C20 22.2 － 
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図一覧 
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ル

 

 

試験片表面 試験片裏面 

空気 

（相対湿度 50±

クランプ 

試験片 

マイクロチャンバー 

捕集ポンプ 

捕集管 

捕集管 

捕集ポンプ 

マイクロチャンバー 

不活性ガス 

クランプ 

チャンバー加熱装置（200～

図 1 マイクロチャンバー法のイメージ図 

図 3 オンサイト試験法の装置構成図 

図 2 試験片の写真 
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図 5 オンサイト試験法の測定様子 

図 4 オンサイト試験法の測定手順 
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 図 7 壁面におけるオンサイト試験法の装置構成図 

図 6 マイクロチャンバー固定装置のイメージ図 
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図 8 壁面におけるオンサイト試験法の測定手順 

図 9 壁面におけるオンサイト試験法の測定様子 
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厚生労働行政推進調査事業費補助金（化学物質リスク研究事業） 

課題番号 21KD2002 （分担）研究報告書 

 

室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究 

 

室内空気環境汚染化学物質の曝露濃度予測 

 

研究分担者 伊藤一秀 九州大学総合理工学研究院 教授 

 

研究要旨： 

本申請課題(分担)では，分担課題③として，室内環境汚染化学物質の曝露濃度評価の為の in silico 予測モ

デルを開発した上で，標準試験法に基づいた化学物質濃度測定結果と in silico 予測モデルを併用して経

気道曝露濃度ならびに経皮曝露濃度を定量的に予測する技術を確立する．特に室内環境中に形成される

室内環境汚染化学物質の不均一濃度場形成を定量的に評価する計算流体力学 CFD 技術と，呼吸空気質・

経気道曝露濃度さらには気道粘膜上皮を介した体内薬物(環境汚染化学物質)動態メカニズムを精緻に予

測評価する数値人体モデルの技術を統合した，新しい in silico 予測モデルを提案する．最終的に，SVOC

の室内濃度指針値既設化学物質測定方法のリバイス版を適用した室内濃度測定結果から，居住者の経気

道曝露濃度を予測する一連の数値解析技術を確立する． 

 

 

A. 研究目的 

室内環境汚染化学物質の曝露濃度評価の為の in 

silico 予測モデルを開発した上で，標準試験法に基

づいた化学物質濃度測定結果と in silico 予測モデ

ルを併用して経気道曝露濃度ならびに経皮曝露濃

度を定量的に予測する技術を確立する． 

研究初年度である令和 3 年度は，計算流体力学に

よる室内濃度分布解析に統合可能な in silico 人体

モデルのプロトタイプモデルを作成し，特に代表

的な SVOC である DEHP を対象とした室内濃度

分布解析手法ならびに人体モデルとの連成解析手

法を確立する． 

 

B. 研究方法 

化学物質による室内環境空気汚染は深刻な健康影

響の懸念される社会問題であり，その対策・技術

開発のためには，居住者の個人曝露量予測・評価

が基本になる．一般的には，室内空気中の化学物

質濃度を現場で測定する実測調査を行い，間接的

に個人曝露量評価を行う．しかし，実測調査には

限界があるため，実測調査のみに基づかない個人

曝露量評価手法の構築の必要性がある．そこで，

広域スケールで汚染の実態把握を行うために有効

なマクロな統計データを使用するマテリアルフロ

ー分析に着目し，社会的なストックデータから室

内での空気汚染レベルと個人曝露量予測を予測す

る手法の構築を行う．特に，室内環境中で可塑剤

として使用されるフタル酸ジ（2-エチルヘキシル）

（DEHP）を評価対象物質として，マテリアルフロ

ー分析と CFD（計算流体力学）と CSP（ここでは

in silico 人体モデルを Computer Simulate Person

の略として CSP と略して記す）を統合させること

で，マクロなデータから個人曝露量予測までを一

連のフレームワークとしてシームレスに解析する

新たな数値解析手法を提案する． 

研究の第一歩として，経気道曝露濃度を正しく予

測評価するための CSP 開発を行い，室内濃度場解
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析技術との統合を行う．研究分担者である伊藤は

この CSP 開発に継続して取り組んでおり，本研究

課題を推進するために，DEHP 曝露に対応した新

たな CSP を開発する． 

DEHP 含有製品の動的なマテリアルフロー分析は，

産総研 DEHP 詳細リスク評価書に準拠し 11 製品

を対象とする．システム全体の流入量の DEHP デ

ータは，可塑剤工業統計データや可塑剤へのヒア

リング結果から取得する．マテリアルフロー分析

の使用過程における DEHP ストック量 S(t)推計

は，システム全体の流入量を DEHP 出荷量とし，

耐久消費財の寿命関数 F(x)として用いられるワイ

ブル分布を用いて，各製品の寿命を考慮し，以下

の式で推計を行う． 

S(t) = ∫ {(𝐼(𝑡′)・(1 − 𝐹 (𝑡 − 𝑡′))}𝑑𝑡′
𝑡

𝑡′
 ……(1) 

F(x) = (
𝑢

𝑣𝑢
)𝑥𝑢−1exp⁡[−(

𝑢

𝑣
)
𝑢
] ……(2) 

ここで，t’は t 年を基準とした出荷年である．つま

り，F(t-t’)は，t’年に出荷された製品の t 年での廃

棄率を示す．ワイブル分布の各パラメータは，産

総研 DEHP 詳細リスク評価書で用いているパラ

メータに準拠する． 

また，DEHP 含有製品毎の DEHP 放散量データ

を取得するためにマイクロチャンバー法（ JIS 

A1904）で測定も実施する．一般的に流通している

DEHP 含有製品を 7 サンプル購入し，DEHP 放散

速度を測定した． 

マテリアルフロー分析とマイクロチャンバー放散

実験結果を用い，日本建築学会が示す標準住宅モ

デルを参考に，一般住宅内における DEHP 個人曝

露量予測のケーススタディを行う．個人曝露量予

測では．数値人体・気道モデルを用いて，経気道・

経皮曝露予測を定量的に行う． 

 

図 2 DEHP 含有製品ライフサイクルフロー 

図 1 MFA―CFD―CSP 統合解析のフローチャート 
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C. 研究成果 

本研究で新たに開発した経気道曝露評価のための

in silico 人体モデル(CSP)の概要を図 3 に示す．ボ

ランティア被験者の上半身 CT データを利用して

鼻腔・口腔から気管支第 4 分岐までを含む気道幾

何形状を抽出した上で，計算流体力学 CFD 解析に

適用するための表面メッシュ作成ならびに空間メ

ッシュ作成を行い，数値気道モデルを作成した．

気道内の粘膜上皮層には粘液輸送を再現するため

に 50μm 厚の液相解析用レイヤーを確保した．こ

の数値気道モデルを環境解析用の数値人体モデル

に統合することで，経気道曝露解析用の in silico人

体モデル(CSP)を作成した． 

 

(1) CSP 上半身と気道モデルの統合 

 

(2) 鼻孔ならびに気道モデルの詳細 

図 3 in silico 人体モデル(CSP)の概要 

 

この CSP を日本建築学会標準住宅モデルの個室

空間中心位置に設置した条件で，室内環境解析用

の数値解析モデルを作成した(図 4)． 

 

図 4 解析対象室モデルと CSP の概要 

 

続いて，図２に示した DEHP 含有製品ライフサイ

クルフローに従って，質量ベースの DEHP 蓄積量

の推計結果を基に換算係数を適用して面積ベース

に換算し，室内用途比率を考慮することで，室内

における DEHP 蓄積量を推計した．結果を図 5 に

示す．2019 年に着目すると，一般フィルム用途が

全体の 46%，壁紙用途が 39%，床材用途が 6%を

占める結果となった．これら 3 製品が主に，室内

環境中で使用されると仮定し，1 住宅あたりの蓄

積量を推計したところ，2018 年において，一般フ

ィルムが 32.14m2，壁紙が 48.27m2，床材が 9.44m2

という推計結果となった． 
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図 5 DEHP 室内蓄積量（面積ベース） 

 

本年度は，建築資材ならびに室内仕上げとして使

用頻度の高い汎用的な DEHP 含有製品を 7 種類

選定し，ISO ならびに JIS で基準化されている

SVOC 放散測定法に従って DEHP 放散量の測定

も実施した． 

マイクロチャンバー放散実験により得られた汎用

的な DEHP 含有製品による放散速度を図 6 に示

す．壁紙 B が最大の 19.85μg/m2h となった．壁

紙 A では 6.75μg /m2h となり，ほとんど同様の塩

ビ系壁紙製品でも，DEHP 放散速度の違いが確認

された．また，一般フィルムを想定した遮光シー

トと，電線被覆材からは，DEHP 放散は確認でき

なかった． 

 

図 6  DEHP 放散速度測定結果 

 

続いて，図４に示した室内モデルを対象として，

MFA の分析結果を境界条件としてダウンスケー

リングした連続解析を実施した．ここでは，現実

的な DEHP 含有建材の使用面積(壁面 4 面を放散

面と想定)を想定して，室内流れ場，室内 DEHP 濃

度分布を解析した上で，CSP の経皮曝露濃度分布，

経気道曝露濃度分布を定常状態を想定して解析し

た． 

 

図 7 DEHP 濃度場解析結果[㎍/m3] 

 

室内 DEHP 濃度分布解析結果の一例を図 7 に示

す．本解析条件では，室内平均濃度は 0.982μg /m3，

吸入平均濃度は 0.791μg / m3となった． 

また，裸体を仮定した場合の人体皮膚表面におけ

る DEHP 吸着フラックス分布ならびに気道内で

のDEHP吸着フラックス分布の解析結果を図8に

示す．数値人体表面吸着フラックスは 0.00143μg 

/m2s，経気道内吸着フラックスは 0.00207μg /m2s

となった．経気道曝露に着目すると，鼻呼吸を想

定した場合には，鼻腔内での DEHP 吸着が支配的

であり，吸入 DEHP 総量に対して下気道まで輸送

される成分量は非常に少ないことが明らかとなっ

た． 
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図 8  人体皮膚表面･気道粘膜上皮に対する

DEHP 吸着フラックス分布解析結果 [μg /m2s] 

 

D. 考察 

MFA より室内での DEHP 含有建材の使用量を推

定した上で，小形チャンバー法を併用して DEHP

放散速度の境界条件を設定し，室内 CFD を連続し

て実施する数値解析手法を検討した．壁面 4 面に

DEHP 放散面を設置した解析では，既往研究にお

ける実測値(最大値 2.38μg /m3 程度)と同等レベ

ルの室内濃度予測結果となった．また，CFD-CSP

の統合解析を行うことで，経気道曝露ならびに経

皮曝露の予測が可能となることも確認した．社会

的なストックデータから MFA を行うことで，合

理的な CFD 解析の壁面境界条件を設定できる可

能性を示した．また，室内濃度分布解析と CSP を

用いた経気道曝露予測結果は，in vivo もしくは in 

vitro試験結果による精度検証が実施できていない．

他の研究分担者と協力することで，予測精度検証

を丁寧に実施していくことが重要な課題である． 

 

E. 結論 

本年度は，DEHP 個人曝露量予測のために人体幾

何形状と気道形状を再現した in silico 人体モデル

のプロトタイプモデルを作成し，マテリアルフロ

ー分析による DEHP の社会ストックデータから

室内での空気汚染レベルと個人曝露量予測を連続

してシームレスに解析する新たな数値解析手法を

確立した． 
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研究要旨 

2000 年前後に 13 の室内空気汚染物質に対して室内濃度指針値が策定されて以降、新たな室

内空気汚染の問題が懸念されてきたことなどから、室内濃度指針値の見直し等の検討が進めら

れている。本研究では、第一に、諸外国における室内空気質の規制動向等の情報を収集し、日

本における取り組みの参考情報とすることを目的とした。第二に、厚生労働省シックハウス検

討会で初期曝露評価を実施した揮発性有機化合物について、健康リスク評価値および有害性等

の情報を網羅的に収集し、今後のリスク評価や既存の指針値の見直し等において鍵となる重要

なハザード情報をとりまとめた。ハザード情報としては、短時間曝露による急性影響と長期間

曝露による慢性影響（非発がん影響、発がん影響）の 2 項目を調査した。 

諸外国における取り組みは、室内濃度指針値の作成に重点が置かれている。目標となる気中

濃度を設定し、それを目指した発生源対策等を行うアプローチである。とりわけドイツ連邦環

境庁は、継続的に室内濃度指針値を設定しており、今年度はメタクリル酸メチル、ベンゾ-a-ピ

レン、アセトン、2-プロパノール、一酸化炭素、塩化ビニルの指針値を新たに設定した。カナ

ダ保健省では、アクロレインと二酸化炭素の室内空気質ガイドラインを公表した。フランスで

は今年度新たに設定された指針値はなかった。なお、令和 3 年度以降に公表された室内空気質

ガイドラインでは、世界保健機関（WHO）が空気質ガイドラインをアップデートしたことが大

きな動きであった。粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素

の空気質ガイドラインが最新の科学的知見に基づき改正された。 

ハザード情報に関しては、厚生労働省シックハウス検討会で初期曝露評価を実施した揮発性

有機化合物のうち、今年度はオクタメチルシクロテトラシロキサン、デカメチルシクロペンタ

シロキサン、プロピレングリコール、1,3-ブタンジオール、炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素

類（オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、トリデカン、ヘキサデカン）、トリメチルベンゼン

（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異性体）、ベンゼン、ナフタレン、エチルトルエンに関する急性影響

と慢性影響のキー研究を調査した。オクタメチルシクロテトラシロキサン、デカメチルシクロ

ペンタシロキサン、プロピレングリコール、1,3-ブタンジオール、炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭

化水素類、エチルトルエンについては、急性影響を評価可能なキー研究が見つからなかったが、

その他の物質については、急性影響と慢性影響のキー研究をとりまとめることができた。ベン

ゼンについては、発がん影響のユニットリスクについて、最新の評価結果をまとめた。 

 

A. 研究目的 

1997 年から 2002 年にかけて、13 の室内空

気汚染物質に対して室内濃度指針値が策定さ

れた。その後、建材等に使用される化学物質

の代替や準揮発性有機化合物（SVOC）と呼ば

れる揮発性の低い物質による室内空気汚染が

懸念されてきたことなどから、2012 年にシッ

クハウス（室内空気汚染）問題に関する検討

会（シックハウス検討会）が再開され、室内

濃度指針値の見直しあるいは対象物質の追加
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に関する審議が進められている。このような

状況を踏まえ、シックハウス検討会における

審議に必要な情報を収集することにより、厚

生労働行政施策の円滑な進行に貢献すること

を主たる目的として、本研究課題が進められ

ている。 

本研究においては、第一に、室内空気汚染

問題に対する国際機関や諸外国における室内

濃度指針値作成や規制動向等の情報を収集し、

日本における取り組みの参考情報とする。ま

た第二に、厚生労働省シックハウス検討会で初

期曝露評価を実施した揮発性有機化合物につい

て、健康リスク評価値および有害性等の情報を

収集し、今後のリスク評価や指針値の設定等

において鍵となる重要なハザード情報をとり

まとめることを目的としている。ハザード情

報の収集においては、短時間曝露による急性

影響と長期間曝露による慢性影響の 2 項目を

調査する。 

 

B. 研究方法 

B.1 国際的な規制動向の調査 

国際機関や国内外の室内空気質規制に関す

る報告書、関連学会の資料、関連論文をイン

ターネットおよび文献データベースで調査し

た。近年、主だった活動が見受けられた世界

保健機関本部（WHO 本部）、世界保健機関欧

州地域事務局（WHO 欧州）、ドイツ、フラン

ス、カナダを主な調査対象国とした。また、

諸外国の研究者と関連情報の情報交換を行っ

た。 

 

B.2 ハザード情報 

室内空気汚染化学物質に関して、刺激性や

感作性、一般毒性、神経毒性、免疫毒性、生

殖発生毒性、発がん性等に関する有害性情報

およびこれらの有害性に関する量反応関係に

関する科学的知見が記載された国際機関や諸

外国の評価文書等を網羅的に収集するととも

に、Pubmed や TOXLINE 等のデータベース検

索を行い、各物質の有害性情報をとりまとめ

た。特に、各物質の評価値の導出に必要なエ

ンドポイント及び NOEAL や LOAEL 等の情

報収集を行った。 

本分担研究では、厚生労働省シックハウス

検討会で初期曝露評価を実施した揮発性有機

化合物について、健康リスク評価値および有

害性等の情報を収集してとりまとめる。 

2021 度の調査対象物質は、オクタメチルシ

ク ロ テ ト ラ シ ロ キ サ ン Octamethyl 

cyclotetrasiloxan (D4)、デカメチルシクロペン

タシロキサン Decamethyl Cyclopentasiloxan 

(D5)、プロピレングリコール、1,3-ブタンジオ

ール、炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類

（オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、ト

リデカン、ヘキサデカン）、トリメチルベンゼ

ン（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異性体）、ベンゼ

ン、ナフタレン、エチルトルエンを調査対象

とした。 

得られた有害性情報から有害性評価を行い、

急性影響の健康リスク評価値（AcRfC: Acute 

Reference Concenration）と慢性影響の健康リ

ス ク 評 価 値 （ ChRfC: Chronic Reference 

Concenration）を導出した。これらの RfC は、

Critical effect level の影響濃度（NOEAL や

LOAEL）に対して、不確実係数の適用（種差

や個体差）や、慢性影響では反復曝露から連

続曝露への補正係数の適用を行って導出した。

不確実係数としては、初期リスク評価で用い

ることを想定し、LOAEL を用いた場合は 10、

曝露期間については動物種と平均寿命から算

出した値 1),2)、種差については 10、個体差 10

とした。これらの数値は、初期リスク評価と

して、リスクの取りこぼしがないように安全

側の不確実係数を用いている。また、閾値の

ない発がん物質については、各評価機関が導

出したユニットリスクをレビューし、10 万分

の１の過剰発がんリスクの気中濃度を発がん

の健康リスク評価値（CarRfC: Carcinogenic 

Reference Concenration）とした。 

なお今後、詳細リスク評価や指針値の検討

を行う際には、LOAEL に対する不確実係数、

種差、個体差に対する不確実係数について、

感受性、作用機序、体内動態等を詳細に評価

し、必要に応じて改めて検討を行い、室内濃

度指針値を設定することができる。本研究で

導出した AcRfC 及び ChRfC は、曝露評価で

得られた室内濃度の知見に対して、迅速に健
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康リスクの初期評価を実施するために用いる

ことができる。 

 

（倫理面での配慮） 

本研究は、公表されている既存資料を中心

とした情報収集を行った後、それらの整理を

客観的におこなうものであり、特定の個人の

プライバシーに係わるような情報を取り扱う

ものではない。資料の収集・整理にあたって

は、公平な立場をとり、事実のみにもとづい

て行う。本研究は、動物実験および個人情報

を扱うものではなく、研究倫理委員会などに

諮る必要のある案件ではないと判断している。 

 

C. 研究結果及び考察 

C.1 諸外国の室内空気質規制 

世界保健機関（WHO）の空気質ガイドライン、

ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン、

フランス環境労働衛生安全庁（ANSES）の室内

空気指針値、カナダ保健省の室内空気指針値に

関する情報を収集した。 

令和 3年度以降に公表された室内空気質ガイ

ドラインでは、WHO が空気質ガイドラインを

アップデートしたことが大きな動きであった。

粒子状物質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒

素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラ

インが最新の科学的知見に基づき改正された。 

粒子状物質と二酸化窒素においては、長期間

曝露（年平均値等）では全死亡（不慮の事故を

除く）を指標とし、5 パーセンタイル値を導出

して空気質ガイドラインを設定していた。また、

短期間曝露（日平均等）では、1日の全死亡（不

慮の事故を除く）を指標とし、年平均値の空気

質ガイドラインに合致する日平均濃度の 99 パ

ーセンタイル値を推算し、その値をもとに空気

質ガイドラインを設定していた。 

オゾンでもピーク季節のガイドラインにつ

いては、全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、5 パーセンタイル値を導出して空気質ガイ

ドラインを設定していた。 

二酸化硫黄と一酸化炭素では、24時間平均の

ガイドラインに対して、それぞれ 1日の喘息に

よる入院や救急搬送・全死亡（不慮の事故除く）・

呼吸器疾患死亡、入院と心筋梗塞による死亡を

指標として空気質ガイドラインを設定していた。 

諸外国では、ドイツ連邦環境庁がメタクリル

酸メチル、ベンゾ-a-ピレン、アセトン、2-プロ

パノール、一酸化炭素、塩化ビニルの室内空気

質ガイドラインを公表した。一酸化炭素は、

WHO の空気質ガイドラインを踏まえて改正し

たものである。ベンゾ-a-ピレンと塩化ビニルは

閾値のない発がん物質と評価し、100 万分の 1

及び 10 万分の 1 の過剰発がんリスクに対応す

る濃度を設定している。 

カナダ保健省では、アクロレインと二酸化炭

素の室内空気質ガイドラインを公表した。

ANSES については、2021 年度に新たに公表さ

れた室内空気質ガイドラインはなかった。 

WHOの国際がん研究機関（IARC）による発

がん性分類のアップデートのうち、2021年度以

降における室内環境汚染関連物質のアップデー

トをレビューした。1,1,1-トリクロロエタンが

発がん性分類 3（ヒトに対する発がん性を分類

できない）から 2A（ヒトに対しておそらく発が

ん性がある）に格上げとなっている。また、今

年度以降のワーキンググループでは、室内ダス

トに含まれる可能性のある物質の検討が予定さ

れている。分担研究者の東は、そのワーキング

グループに専門委員として参加しており、現在、

発がん性評価文書作成の作業中である。 

 

C.2 室内環境化学物質のハザード情報 

網羅的に収集した有害性情報をもとに、オ

クタメチルシクロテトラシロキサン (環状シ

ロキサン D4) (CAS 556-67-2)、デカメチルシ

クロペンタシロキサン (環状シロキサン D5) 

(CAS 541-02-6)、プロピレングリコール（CAS 

57-55-6）、1,3-ブタンジオール（CAS 107-88-0）、

炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類（オク

タン、ノナン、デカン、ドデカン、トリデカ

ン、ヘキサデカン）、トリメチルベンゼン

（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異性体）（CAS 25551-

13-7）、ベンゼン（CAS 71-43-2）、ナフタレン

（CAS 91-20-3）、エチルトルエン（CAS 611-

14-3）に関する急性影響と慢性影響のキー研

究を選定した。但し、オクタメチルシクロテ

トラシロキサン（D4）、デカメチルシクロペン

タシロキサン（D5）、プロピレングリコール、
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1,3-ブタンジオール、炭素数 8～16 の脂肪族

飽和炭化水素類、エチルトルエンについては、

急性影響を評価可能なキー研究が見つからな

かった。それぞれのキー研究をもとに曝露時

間の補正（断続曝露から連続曝露）不確実係

数等の評価係数を適用して AcRfC および

ChRfC を導出した（表２６、表２７）。また、

各評価機関が導出したユニットリスクをレビ

ューし、ベンゼンについては 10 万分の１の過

剰発がんリスクにおける CarRfC を導出した

（表２８）。 

 

D. 総括 

諸外国における取り組みは、室内濃度指針

値の作成に重点が置かれている。目標となる

気中濃度を設定し、それを目指した発生源対

策等を行うアプローチである。とりわけドイ

ツ連邦環境庁は、継続的に室内濃度指針値を

設定しており、今年度はメタクリル酸メチル、

ベンゾ-a-ピレン、アセトン、2-プロパノール、

一酸化炭素、塩化ビニルの指針値を新たに設

定した。カナダ保健省では、アクロレインと

二酸化炭素の室内空気質ガイドラインを公表

した。フランスでは今年度新たに設定された

指針値はなかった。なお、令和 3 年度以降に

公表された室内空気質ガイドラインでは、

WHO が空気質ガイドラインをアップデート

したことが大きな動きであった。粒子状物質

（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化

硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラインが最

新の科学的知見に基づき改正された。 

ハザード情報に関しては、厚生労働省シッ

クハウス検討会で初期曝露評価を実施した揮

発性有機化合物のうち、今年度はオクタメチ

ルシクロテトラシロキサン、デカメチルシク

ロペンタシロキサン、プロピレングリコール、

1,3-ブタンジオール、炭素数 8～16 の脂肪族

飽和炭化水素類（オクタン、ノナン、デカン、

ドデカン、トリデカン、ヘキサデカン）、トリ

メチルベンゼン（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異

性体）、ベンゼン、ナフタレン、エチルトルエ

ンに関する急性影響と慢性影響のキー研究を

調査した。オクタメチルシクロテトラシロキ

サン、デカメチルシクロペンタシロキサン、

プロピレングリコール、1,3-ブタンジオール、

炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類、エチ

ルトルエンについては、急性影響を評価可能

なキー研究が見つからなかったが、その他の

物質については、急性影響と慢性影響のキー

研究をとりまとめることができた。ベンゼン

については、発がん影響のユニットリスクに

ついて、最新の評価結果をまとめた。 
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調査結果（１） 国際的な規制動向の調査 

 

１．世界保健機関のガイドライン 

WHO は、2021 年 9 月 22 日に空気質ガイドラインの改正を公表した（WHO, 2021）。粒子状物

質（PM2.5、PM10）、オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄、一酸化炭素の空気質ガイドラインが最新

の科学的知見に基づき改正された。表１－１に改正された空気質ガイドラインとその設定根拠を

示す。 

 

表１－１ WHO の新しい空気質ガイドライン 

物質 アセスメントの概要 空気質ガイドライン キー研究 

PM2.5 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5つの

研究の 5パーセンタイル値が 3.0 μg/m³ 

(Pinault et al., 2016), 3.2 μg/m³ (Cakmak 

et al., 2018), 3.5 μg/m³ (Pinault et al., 

2017), 4.8 μg/m³ (Villeneuve et al., 2015) 

and 6.7 μg/m³ (Weichenthal et al., 2014)

であり、これらの平均値が 4.2 μg/m³と

なった。PM2.5 の影響がみられなかっ

た Villeneuve et al., 2015 と Weichenthal 

et al., 2014 を除くと平均値が 4.9 μg/m³

となった。これらの結果から出発点を

4.2–4.9 μg/m³ PM2.5とし、年平均値を 5 

μg/m³としている。 

5 μg/m3（年平均値） Pinault et al., 2016、Cakmak 

et al., 2018、Pinault et al., 

2017、Villeneuve et al., 2015、

Weichenthal et al., 2014 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を

指標とし、年平均値のガイドライン 5 

μg/m3に合致する日平均濃度の99パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3倍の値を導

出した。 

15 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 

PM10 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5つの

研究の 5 パーセンタイル値が 13.7 

μg/m³ (Beelen et al., 2014), 15.0 μg/m³ 

(Bentayeb et al., 2015), 15.1 μg/m³ (Puett 

et al., 2008), 15.9 μg/m³ (Carey et al., 

2013) and 16.0 μg/m³ (Hart et al., 2011)で

あり、これらの平均値が 15.1 μg/m³と

なった。そこで年平均値を 15 μg/m³と

している。 

15 μg/m3（年平均値） Beelen et al., 2014、 

Bentayeb et al., 2015、 

Puett et al., 2008、 

Carey et al., 2013、 

Hart et al., 2011 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を

指標とし、年平均値のガイドライン 15 

45 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 
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μg/m3に合致する日平均濃度の99パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 3倍の値を導

出した。 

オゾン 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 3つの

研究のピーク季節の 5パーセンタイル

値が 55 μg/m³ (Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017), 56 μg/m³ (Cakmak et al., 

2018) and 68 μg/m³ (Di et al., 2017a)であ

り、これらの平均値が 60、または 64 

μg/m³となった。そこでピーク季節の 8

時間平均値を 60 μg/m³としている。 

60 μg/m3（8 時間平均

値、ピーク季節[平均

値が高濃度の 6 ヶ月

間]） 

Weichenthal, Pinault & 

Burnett, 2017、Cakmak et al., 

2018、Di et al., 2017 

全死亡（不慮の事故を除く）を指標と

し、6 ヶ月のピーク値ガイドライン 60 

μg/m³が年平均値 48.7 μg/m³に相当す

ると計算し、日平均値の 99 パーセン

タイルと 8時間日最大値への換算を行

い、8 時間日最大値を 100 μg/m³として

いる。 

100 μg/m3（8 時間の

日最大値） 

Vicedo-Cabrera et al. 2020、

Turner et al., 2016、de Hoogh 

et al., 2018 

二酸化窒素 全死亡（不慮の事故を除く）について、

最も低濃度で影響が観察された 5つの

研究の 5パーセンタイル値が 7.3 μg/m³ 

(Tonne & Wilkinson, 2013), 8.3 μg/m³ in 

two separate studies (Hart et al., 2011, 

2013), 9.6 μg/m³ (Turner et al., 2016) and 

10.3 μg/m³ (Carey et al., 2013 であり、こ

れらの平均値が 8.8 μg/m³となった。そ

こで年平均値を 10 μg/m³としている。 

10 μg/m3（年平均値） Tonne & Wilkinson, 2013、

Hart et al., 2011, 2013、Turner 

et al., 2016、Carey et al., 2013 

1 日の全死亡（不慮の事故を除く）を

指標とし、年平均値のガイドライン 10 

μg/m3に合致する日平均濃度の99パー

センタイル値を推算し、Liu et al., 2019

のデータから年平均値の 2.5 倍の値を

導出した。 

25 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019 

 200 μg/m3（1 時間平

均値）* 

改正なし 

二酸化硫黄 1 日の喘息による入院や救急搬送、全

死亡（不慮の事故除く）、呼吸器疾患死

亡を指標とし、30 μg/m³の日平均濃度

の増加分を算出し、10 μg/m³の年平均

濃度に加算して 24 時間平均値 40 

μg/m³、または 99 パーセンタイル値と

40 μg/m3（24 時間平

均値） 

Liu et al., 2019、Zheng et al. 

2021、Orellano, Reynoso & 

Quaranta 2021 
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年平均値との差を 4 倍と推算して 24

時間平均値 40 μg/m³としている。 

 500 μg/m3（10 分平均

値）* 

改正なし 

一酸化炭素 入院と心筋梗塞による死亡を指標と

し、中央値 1.15 mg/m³を観察された最

も低濃度とし、相対リスク 1.019 を用

いて心筋梗塞が 5.4%増となる日平均

濃度として 4 mg/m³を導出している。 

4 mg/m3（24時間平均

値） 

Lee et al. 2020 

 10 mg/m3（8時間平均

値）* 

35 mg/m3（1時間平均

値）* 

100 mg/m3（15分平均

値）* 

改正なし 

* 改正されず現状維持とされたガイドライン 

 

２．ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン 

今年度に新たに公表された室内空気質ガイドラインは、メタクリル酸メチル（IRK, 2021a）、ア

セトン（IRK, 2021b）、2-プロパノール（IRK, 2021c）、ベンゾ-a-ピレン（IRK, 2021d）、塩化ビニル

（IRK, 2021e）、一酸化炭素（IRK, 2021f）であった。各物質の室内空気質ガイドラインのキー研究

とガイドラインを表１－２に示す。 

 

表１－２ ドイツ連邦環境庁の室内空気質ガイドライン（2021 年度以降） 

物質 アセスメントの概要 指針値 キー研究 

メタクリル

酸 メ チ ル

(CAS no. 

80-62-6) 

ラットの吸入による

慢性毒性試験におけ

る嗅上皮の変性から

BMD10 として 232 

mg/m3とし、時間補正

係数 5.6、種差 1、個

体差 10、小児の係数 2

の合計 112 を適用し、

指針値 II を導出。指

針値 I は 120  mg/m3

のBMDL5に 112の係

数を適用して導出。 

・指針値 II（BMD10から導出） 

 2.1 mg/m3 

・指針値 I（BMDL5から導出） 

 1.1 mg/m3 

Hazleton (1979), 

Lomax et al. (1992, 

1997) from Ref. IRK 

2020a 

ア セ ト ン

(CAS no. 

67-64-1) 

マウスの吸入による

発達毒性試験におけ

る胎児の骨化の減少

から LOAEL として

15900 mg/m3 、

NOAEL として 5300 

・指針値 II（LOAEL から導出） 

 160 mg/m3 

・指針値 I（NOAEL から導出） 

 53 mg/m3 

Mast et al., 1988; 

NTP, 1988 from Ref. 

IRK 2020b 
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mg/m3とし、時間補正

係数 4、種差 2.5、個

体差 10 の合計 100 を

適用し、LOAEL から

指針値 II、NOAEL か

ら指針値 I を導出。 

2-プロパノ

ー ル (CAS 

no. 67-63-0) 

ラットの吸入による

慢性毒性試験におけ

る 腎 臓 傷 害 か ら

LOAELとして 12500 

mg/m3、NOAEL とし

て 6250 mg/m3とし、

時間補正係数 5.6、種

差 2.5、個体差 10、小

児 2 の合計 280 を適

用し、LOAEL から指

針値 II、NOAEL から

指針値 I を導出。 

・指針値 II（LOAEL から導出） 

 45 mg/m3 

・指針値 I（NOAEL から導出） 

 22 mg/m3 

Burleigh-Flayer et al. 

1997 from Ref. IRK 

2020c 

ベンゾ -a-

ピレン 

複数の職業性曝露の

疫学調査より、0.0076 

μg/m3・年の濃度で 1×

10-6の肺がんの過剰発

がんリスクであるこ

とから、職業性曝露を

一般環境曝露に換算

するため 5.7 の係数を

適用（20 m3d-1/10 m3d-

1 ×  7d/5d × 

52w/48w × 75a/40a） 

100 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度として約

0.033 ng/m3 

 

10 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度では約 0.33 

ng/m3 

 

指針値としては、ドイツの実態

調査（von Neumann et al., 2020  

from IRK 2021d）から、居間で

0.79 ng/m3が 95パーセンタイル

値であったことから、0.8 ng/m3

を暫定的に勧告 

Armstrong et al. (2003, 

2004) from IRK 2021d 

塩化ビニル 2 つの職業性曝露の疫

学調査より、ドイツの

MAK が肝臓の血管肉

腫を指標として 4×

10-3 /10-4 /10-5で 100、

10、1 mg/m3のリスク

値を導出しており、職

業性曝露を一般環境

曝露に換算するため

5.7 の係数を適用（20 

m3d-1/10 m3d-1 × 

100 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度として 2.3 

μg/m3 

 

10 万分の 1 の過剰発がんリス

クに対応する濃度では23 μg/m3 

DFG (2019) from Ref. 

IRK 2020e 
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7d/5d × 52w/48w × 

75a/40a） 

一酸化炭素 WHOの空位質ガイド

ラインに準じる 

4 mg/m3（24 時間平均値） 

10 mg/m3（8 時間平均値） 

35 mg/m3（1 時間平均値） 

100 mg/m3（15 分平均値） 

WHO (2021) 

※指針値 II（RW II）は、既知の毒性および疫学的な科学的知見に基づき定められた値であり、不確実性が考慮さ

れている。RW II を越えていたならば、特に、長時間在住する感受性の高い居住者の健康に有害となる濃度とし

て、即座に濃度低減のための行動を起こすべきと定義されている。指針値 I（RW I）は、長期間曝露したとして

も健康影響を引き起こす十分な科学的根拠がない値である。従って、RW I を越えていると、健康上望ましくな

い平均的な曝露濃度よりも高くなるため、予防のために、RW I と RW II の間の濃度である場合には行動する

必要があると定義されている。RW I は、RW II に不確実係数 10 を除した値、つまり RW II の 10 分の 1 の値が

定められている。不確実係数 10 は慣例値を使用している。RW I は、改善の必要性を示す値としての役割を果

たすことができる。可能であれば、RW I の達成を目指すのではなく、それ以下の濃度に維持することを目指す

べきであるとされている。 

 

３．フランス環境労働衛生安全庁（ANSES） 

フランスでは室内空気指針値（VGAI）が定められている（ANSES, 2021）。今年度に新たに公表

された室内空気質ガイドラインはなかった。 

 

４．カナダ保健省 

カナダ保健省は、居住環境用の室内空気質ガイドラインを公表している（Health Canada, 2021a）。

2021 年度、アクロレイン（Health Canada, 2021b）と二酸化炭素（Health Canada, 2021c）の室内空

気質ガイドラインを公表した。 

 

表１－３ カナダ保健省の室内空気質ガイドライン（2021 年度以降） 

物質 キー研究 ガイドライン Ref. 

アクロレイ

ン 

ヒトの眼の刺激 

NOAEL 115 μg/m3 

不確実係数 3（個体差 3） 

短時間（1 時間） 

38 μg/m3 

Dwivedi et al. (2015) 

ラットの鼻腔の嗅上皮の変性 

NOAEL 460 μg/m3 

→時間補正 460/5.6=82 μg/m3 

→ヒトとラットでの regional gas 

dose ratio (RGDR)(USEPA, 1994; 

2003)で 0.13 を乗じて 11 μg/m3

を導出 

不確実係数 25（種差 2.5、個体差

10）(Ritter et al. (2007))を適用 

長時間（24 時間） 

0.44 μg/m3 

Dorman et al. (2008) 

二酸化炭素 近年の疫学研究や実験研究によ

って、二酸化炭素濃度の増加と、

粘膜や呼吸器系（目の刺激、喉の

痛み、喉の渇き、鼻づまりや鼻

長時間（24 時間） 

1000 ppm (1800 mg/m3) 

 

Health Canada (2021c) 
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水、くしゃみ、咳、鼻炎など）へ

の影響や生産性（意思決定、課題

の成果、試験成績など）の低下、

神経生理学的症状（頭痛、疲労、

倦怠感、めまい、集中困難など）

に関するリスクの増加に関する

報告がある。これらの因果関係

に関する証拠は十分ではない

が、1000ppm以上でこれらの影響

の大半が報告されている。従っ

て、室内空気質に対する改善度

合いを認識する、あるいは健康

に対する有益性を鑑みると、

1000 ppm は曝露限界値として適

切であると判断した。 

 

５．WHO の国際がん研究機関（IARC）による発がん性分類のアップデート（2021 年度以降） 

室内空気汚染物質に関連する IARC による発がん性分類のアップデートを表１－４に示す。

1,1,1-トリクロロエタンが発がん性分類 3（ヒトに対する発がん性を分類できない）から 2A（ヒ

トに対しておそらく発がん性がある）に格上げとなっている。また、今年度以降のワーキンググ

ループでは、室内ダストに含まれる可能性のある物質の検討が予定されている。 

 

表１－４ 室内空気汚染物質に関連する発がん性分類のアップデート（2021 年度以降） 

物質 改正前 改正または新設 発表時期 Monographs 

1,1,1-トリクロロエタ

ン 

3（1999 年） 2A 2021 年 10 月 Vol. 130 

1,2-ジフェニルヒド

ラジン 

－ 2B 

 

2021 年 10 月 Vol. 130 

ジフェニルアミン － 2B 2021 年 10 月 Vol. 130 

N-メチロールアクリ

ルアミド 

－ 2B 2021 年 10 月 Vol. 130 

イソホロン － 2B 2021 年 10 月 Vol. 130 

コバルトとその二塩

化物（タングステンカ

ーバイドを含まない） 

2B（1991 年、

2006 年） 

検討中 2022 年 3 月 Vol. 131 

三価および五価アン

チモン 

三酸化アンチモ

ン 2B （ 1989

年）、三硫化アン

チモン 3（1989

年） 

検討中 2022 年 3 月 Vol. 131 

兵器級タングステン － 検討中 2022 年 3 月 Vol. 131 

 

グループ 1：ヒトに対して発がん性がある 
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グループ 2A：ヒトに対しておそらく発がん性がある 

グループ 2B：ヒトに対して発がん性があるかもしれない 

グループ 3：ヒトに対する発がん性を分類できない 

グループ 4：ヒトに対しておそらく発がん性がない 
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調査結果（２）室内環境化学物質の有害性評価 

 

下記に示した 9 物質について、有害性評価を行った国際機関や国内外の関連機関等の評価文

書や規制情報等を収集し、有害性評価に関する書誌情報等の整理を行った。 

＜調査対象物質＞ 

 オクタメチルシクロテトラシロキサン (環状シロキサン D4) (CAS 556-67-2) 

 デカメチルシクロペンタシロキサン (環状シロキサン D5) (CAS 541-02-6) 

 プロピレングリコール（CAS 57-55-6） 

 1,3-ブタンジオール（CAS 107-88-0） 

 炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類（オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、トリデカ

ン、ヘキサデカン） 

 トリメチルベンゼン（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異性体）（CAS 25551-13-7） 

 ベンゼン（CAS 71-43-2） 

 ナフタレン（CAS 91-20-3） 

 エチルトルエン（CAS 611-14-3） 

 

国内外の評価機関等による評価文書類の公表状況を次ページに示す。 
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表１ 対象 9 物質に関する既存評価文書類の有無（遡及期間限定せず） 
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１－１ オクタメチルシクロテトラシロキサン (環状シロキサン D4) (CAS 556-67-2) 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性について知見が得

られており、発がん性が問題となるような物質ではないと考えられる。 

 国内外の評価機関において設定された D4 の慢性曝露に対するリスク評価値の概要を表２

に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表３に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では Dow Corning 社の 1995 年、2004 年の企

業レポート、Siddiqui ら(20007)の報告を基にした評価が多かったが、ドイツ（室内空気）は D5

曝露の試験結果、デンマークは HMDS の試験結果を基にした評価値を D4 に適用していた。 

 急性のリスク評価値については、フランスの労働者を対象にした 15 分 STEL のみであった

が、急性毒性が低く、急性毒性のデータからは設定できないとして、8 時間 OEL 値の 5 倍の

濃度に設定されていた。 

 なお、Dow Corning 社等の企業レポートとして既存の評価書類に引用されていた試験結果の

多くが論文投稿されており、BMD や PBPK モデルを駆使したリスク評価の論文投稿（Gentry

ら(2017)）、メーカー団体 SEHSC（Silicones Environmental, Health, and Safety Center）が企業

（Exponent, Inc.）に依頼して作成し、US EPA へ提出したリスク評価書もあった。 
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表２ 有害性評価結果（慢性曝露） Octamethyl cyclotetrasiloxan（D4) その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 

評価機関等 EU LCI EU ECHA (DNEL) EC SCCS 独・室内空気 独・AGÖF デンマーク 仏・ANSES 

評価年 2013 － 2010 2011 2013 2014 2017 2018 

キー研究 － Jean ら(2017) Dow Corning (2004) 
Crofoot ら(2005) 

US EPA (2006) 
－ 

Dow Corning (1995) 

(HMDS の知見) 
Siddiqui ら(2007) Siddiqui ら(2007) 

動物種 － ラット ラット ラット － ラット ラット ラット 

曝露状況 － 
104 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

24 ヶ月 

(6 時間/日、5 日/週) 

D5 を 104 週間曝露 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

交尾前 90 日～離乳まで 

(70 日間超、6 時間/日) 

交尾前 90 日～離乳まで 

(70 日間超、6 時間/日) 

エンドポイント － 
repeated dose toxicity 

(具体的な記載なし) 

肝臓重量の増加、小葉

中心性の肝細胞の肥大 

鼻の呼吸上皮及び嗅上

皮の硝子様封入体 
－ 

肝臓・副腎重量の増加 

胸腺重量の減少など 
着床数の減少 着床数の減少 

N(L)OAEL － 
NOEL 150 ppm 

(1,820 mg/m3) 
NOAEL 150 ppm LOAEL 600 mg/m3 － LOAEL 140 mg/m3 BMCL05 72.9 ppm BMCL05 73 ppm 

連続曝露補正 － 
×6/24×5/7 

(1,820×6/24×5/7 = 325) 
－ 

×6/24×5/7 

(600×6/24×5/7 = 107) 
－ 

×6/24×5/7 

(140×6/24×5/7 = 25) 
－ － 

dosimetry 補正 － － － － － － PBPK モデル PBPK モデル 

POD － 325 mg/m3 － 107 mg/m3 － 25 mg/m3 
160 ppm 

(1,920 mg/m3)  
80 ppm 

不確実係数 － 25 (UFA 2.5, UFH 10) － 
25 (UFA 2.5, 

 UFH 5, UFC 2) 
－ 

250 (UFA 2.5, 

UFH 10, UFL 10) 

10.5 (UFA 2.5, 

UFH 4.2, UFS 1) 

7.5 

(UFA 2.5,  

UFH 3, UFS 1) 

リスク評価値 1.2 mg/m3 
13 mg/m3 

(325/25 = 13) 
－ 

4 mg/m3 

(107/25 = 4.28) 
0.007 mg/m3 0.1 mg/m3 

15.2 ppm 

(183 mg/m3) 

130 mg/m3 

(10.66 ppm) 

備考 

 

ANSES 及び AgBB の

リストにある類似物質

の値から設定されたと

あったが、具体的には

どの物質かの記載はな

かった。 

 

 

全身影響、局所影響に

ついて同じ試験結果か

ら同じ値を算出してい

る。 

 

5％の吸収率を仮定し

て体内負荷量に換算

し、MOS で評価。 

 

※ 化粧品からの曝露

を想定した評価である

ため、体内に取り込ま

れた量で評価している

ようでうす。 

ppm → mg/L への換

算係数を D4 と D5 の

平均値とすることで、

これらの混合物の評価

になるとしている。 

 

D5 の試験結果から、

RW II の値を設定。 

RW I は UFL 10 を考

慮し×1/10 して 0.4 

mg/m3を設定。 

 

※ D3 から D6 に共通

した値として設定され

ている。 

 

 

3,608 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

 

大気の寄与分を 10％

として 0.1 を乗じた

0.01 mg/m3を一般環境

大気の基準(quality 

criterion)、C-Values に

それぞれ設定すること

を提案している。 

 

※ D3～D6、HMDS

の有害性情報を比較し

た上で、HDMS の

LOAEL に基づいて設

定している。 

 

エンドポイントはごく

短期間に生じた影響で

あるため、連続曝露へ

の補正や曝露期間の補

正は不要としていた。 

 

8 時間曝露の OEL と

して設定。 

左記と POD が異なる

のは PBPK モデルによ

る労働者を対象とした

ヒト等価濃度(HEC)へ

の調整が異なるため。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Jean PA, Plotzke KP. (2017): Chronic toxicity and oncogenicity of octamethylcyclotetrasiloxane (D4) in the Fischer 344 rat. Toxicol Lett. 279 (Suppl 1): 75-97. 

Crofoot SD, Jovanovic ML, Crissmann JW et al. (2005): Chronic toxicity and oncogenicity study of decamethylcyclopentasiloxane (D5) in Fischer 344 rats. Toxicol Sci 84:S1:308. Abstr 1509. 

US-EPA (2006): Decamethylcyclopentasiloxane. A 24-month combined chronic toxicity and oncogenicity whole body vapor inhalation study in Fischer-344 rats. TSCA Section 8(e) notification of substantial risk: Submission Dow Corning 

Corporation. January 11, 2006. 独_室内空気の参考文献に記載のあったリンクは切れており、EPA のサイト、NTIS のサイトでも見つからなかった。 

Siddiqui WH, Stump DG, Plotzke KP, Holson JF, Meeks RG. (2007): A two-generation reproductive toxicity study of octamethylcyclotetrasiloxane (D4) in rats exposed by whole-body vapor inhalation. Reprod Toxicol. 23: 202-215. 

Dow Corning Corporation (2004): 24-month combined chronic toxicity and oncogenicity whole body vapor inhalation study of octamethylcyclotetrasiloxane (D4) in Fischer 344 rats. Report no. 2004-10000-54091.（Jean ら(2017)で公開された

試験結果） 

Dow Corning Corporation. (1995): 3-Month repeated dose inhalation toxicity study with octamethyl-cyclotetrasiloxane in rats with a 1-month recovery period. Report No. I995-I0000-40152. NTIS/OTS0557666. 
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表２ 有害性評価結果（慢性曝露） Octamethyl cyclotetrasiloxan（D4) その２ 

 

ファイル番号 08 09 10 11 12 

評価機関等 デンマーク カナダ保健省 OARS SEHSC 独・AgBB 

評価年 2010 2008 2017 2019 2012 

キー研究 － 
Burns-Naas ら(2002) 

Dow Corning (1995) 
Dow Corning (2004) 

Siddiqui ら(2007) 

Gentry ら(2017) 
－ 

動物種 － ラット ラット ラット － 

曝露状況 － 
3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

24 ヶ月 

(6 時間/日、5 日/週) 

交尾前 90 日～離乳まで 

(70 日間超、6 時間/日) 
－ 

エンドポイント － 

肝臓・副腎重量の増加 

胸腺重量の減少、軽微

で局所的な肺の間質性

炎症など 

慢性腎症 
F1世代の同腹仔数 

の減少 
－ 

N(L)OAEL － LOEC 420 mg/m3 NOAEL 150 ppm BMDL10 497 ppm － 

連続曝露補正 － － － ×6/24 － 

dosimetry 補正 － － － PBPK モデル － 

POD － － 150 ppm 
124.34 ppm 

30 mg-hrs/L/day 
－ 

不確実係数 － － 
15  

(内訳不明) 
－ － 

リスク評価値 0.01 mg/m3 － 10 ppm － 1.2 mg/m3 

備考 

 

シロキサン類の中で

NOAEL(LOAEL)が最

も低かった HMDS の

LOAEL を基に算出し

た値であり、D3、

D4、D5、D6、HMDS

に共通の値。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

曝露マージンで評価。 

（リスク評価値は設定

していない。） 

 

 

8 時間 TWA (WEEL)と

して設定している。 

 

※ 150 ppm 群の雌で

も鼻の上皮の好酸性小

球の発生率は有意であ

ったが、NOAEL 150 

ppm とした上で、こ

れに関する不確実性と

個体差を考慮して 10 

ppm としている。 

 

 

曝露も体内負荷量に換

算して MOE で評価し

ている。 

 

※ Gentry ら(2017) の

BMDL や PBPK モデ

ルの結果を用いてリス

ク評価を行っていた。 

 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Burns-Naas LA, Meeks RG, Kolesar GB, Mast RW, Elwell MR, Hardisty JF, Thevenaz P. (2002): Inhalation toxicology of octamethylcyclotetrasiloxane (D4) following a 3-month nose-only exposure in Fischer 344 rats. Int J Toxicol. 21: 39-53. 

Dow Corning Corporation. (1995): 3-Month repeated dose inhalation toxicity study with octamethyl-cyclotetrasiloxane in rats with a 1-month recovery period. Report No. I995-I0000-40152. NTIS/OTS0557666.（カナダの評価書では、Three 

month repeated toxicity study with D4 in rats というタイトルで記載されていたが、孫引きの引用であった。） 

Gentry R, Franzen A, Van Landingham C, Greene T, Plotzke K. (2017): A global human health risk assessment for octamethylcyclotetrasiloxane (D4). Toxicol Lett. 279 (Suppl 1): 23-41. 
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表３ 有害性評価結果（急性曝露） Octamethyl cyclotetrasiloxan 

 
 

ファイル番号 07 

評価機関等 仏・ANSES 

評価年 2018 

キー研究 － 

動物種 － 

曝露状況 － 

エンドポイント － 

N(L)OAEL － 

連続曝露補正 － 

dosimetry 補正 － 

POD － 

不確実係数 － 

リスク評価値 650 mg/m3 

備考 

 

15 分の STEL として

設定。 

ヒトの急性曝露毒では

影響がみられず、動物

実験でも急性毒性は低

かったため、急性毒性

のデータから設定でき

ないと判断し、8 時間

値(130 mg/m3)の 5 倍

の値が設定された。 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 EU LCI (2020) Octamethylcyclotetrasiloxane (D4), Agreed EU-LCI values. 

02 ECHA の 登 録 物 質 デ ー タ ベ ー ス : Octamethylcyclotetrasiloxane. 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances 

03 EU SCCS (2010) OPINION ON Cyclomethicone Octamethylcyclotetrasiloxane (Cyclotetrasiloxane, 

D4) and Decamethylcyclopentasiloxane (Cyclopentasiloxane, D5). Scientific Committee on Consumer 

Safety, SCCS/1241/10. doi:10.2772/24205 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
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04 Umweltbundesamtes (2013) Richtwerte für zyklische Dimethylsiloxane in der Innenraumluft. 

Bundesgesundheitsbl 54:388–400. 

05 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

06 DEPA (2014) Siloxanes (D3, D4, D5, D6, HMDS), Evaluation of health hazards and proposal of a 

health-based quality criterion for ambient air. Environmental Project No. 1531, 201. Danish 

Environmental Protection Agency, Copenhagen. 

07 ANSES (2017) OPINION of the French Agency for Food, Environmental and Occupational Health & 

Safety on the development of TRVs by the respiratory route for octamethylcyclotetrasiloxane (D4) 

(CAS No. 556-67-2. Request No 2015-SA-0205. 

08 DEPA (2010) Siloxaner (D3, D4, D5, D6, HMDS). Januar 2010 ELSN/Fødevareinstituttet/DTU 

09 Health Canada (2008) Screening Assessment for the Challenge Octamethylcyclotetrasiloxane (D4). 

10 OARS (2017) Octamethylcyclotetrasiloxane (D4). Toxicology and Industrial Health. 33(1):2–15. 

11 SEHSC (2019) Manufacturer Request for Risk Evaluation of Octamethylcyclotetrasiloxane (D4). 

Silicones Environmental, Health, and Safety Center. 

12 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－２  デカメチルシクロペンタシロキサン (環状シロキサン D5) (CAS 541-02-6) 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性について知見が得

られており、発がん性が問題となるような物質ではないと考えられる。 

 国内外の評価機関において設定された D5 の慢性曝露に対するリスク評価値の概要を表４

に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表５に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では Dow Corning 社の 1995 年、2004 年の企

業レポート、Burns-Naas ら(1998)（Dow Corning, 1995 と思われる）の報告を基にした評価が多

かったが、デンマークは HMDS の試験結果を基にした評価値を D５に適用していた。 

 急性のリスク評価値については、フランスの労働者を対象にした 15 分 STEL のみであった

が、急性毒性が低く、影響は主に蒸気/エアロゾルの限界濃度(160 ppm (2,420 mg/m3))を超えた

辺りから観察されるようになるため、液体粒子に関連した影響であったと考え、粒子が観察

された濃度に設定したとされていた。 

 なお、Dow Corning 社等の企業レポートとして既存の評価書類に引用されていた試験結果の

多くが論文投稿されていた。また、2015 年度調査時に「For personal use only, Do not distribute」

とされていた D4、D5 の OARS WEEL（米国産業衛生協会 AIHA）は脚注がとれ、正式版にな

っていた。アメリカでは、2012 年に D4 と D5 を環境評価の対象に取り上げることが決定され

たが、EPA と SEHSC が既存のデータをともに検討した結果、D4 のみをリスク評価の対象と

することに決定されている。 
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表４ 有害性評価結果（慢性曝露） Decamethyl cyclopentasiloxan（D5) その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 

評価機関等 EU ECHA (DNEL) EC SCCS 独・室内空気 独・AGÖF デンマーク 仏・ANSES デンマーク 

評価年 － 2010 2016 2011 2013 2014 2017 2010 

キー研究 Young ら(2016) Dow Corning (2004) 
Dow Corning (1995) 

Burns-Naas ら(1998) 

Crofoot ら(2005) 

US EPA (2006) 

Jean ら(2016) 

－ 
Dow Corning (1995) 

(HMDS の知見) 
Burns-Naas ら(1998) － 

動物種 ラット ラット ラット ラット － ラット ラット － 

曝露状況 
104 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

24 ヶ月 

(6 時間/日、5 日/週) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

104 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント 
repeated dose toxicity 

(具体的な記載なし) 

肝臓重量の増加、小葉

中心性の肝細胞の肥大 
肺胞炎 

鼻の呼吸上皮及び嗅上

皮の硝子様封入体 
－ 

肝臓・副腎重量の増加 

胸腺重量の減少など 
肺炎 － 

N(L)OAEL 
NOAEL 160 ppm 

(2,420 mg/m3) 
NOAEL 150 ppm 

NOAEL 49 ppm 

(740 mg/m3) 
LOAEL 600 mg/m3 － LOAEL 140 mgm3 BMCL10 59.1 ppm － 

連続曝露補正 
×6/24×5/7 

(2,420×6/24×5/7 = 432) 
－ － 

×6/24×5/7 

(600×6/24×5/7 = 107) 
－ 

×6/24×5/7 

(140×6/24×5/7 = 25) 

×6/24×5/7 

(59.1×6/24×5/7 =10.55) 
－ 

dosimetry 補正 － － － － － － 1 － 

POD 432 mg/m3 － － 107 mg/m3 － 25 mg/m3 10.55 ppm － 

不確実係数 25 (UFA 2.5, UFH 10) － － 
25 (UFA 2.5, 

 UFH 5, UFC 2) 
－ 

250 (UFA 2.5, 

UFH 10, UFL 10) 

25 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFS 1) 
－ 

リスク評価値 
17.3 mg/m3 

(432/25 = 17.28) 
－ － 

4 mg/m3 

(107/25 = 4.28) 
0.022 mg/m3 0.1 mg/m3 

0.422 ppm 

(6.4 mg/m3) 
0.01 mg/m3 

備考 

 

上記は全身影響の

DNEL 値。 

 

局所影響の DNEL 値 

・NOAEL 40 ppm 

 (602 mg/m3) 

・×6/24×5/7 で補正 

・25 (UFA 2.5, UFH 10) 

・602×6/24×5/7/25 

 = 4.3 mg/m3 

 

 

 

5％の吸収率を仮定し

て体内負荷量に換算

し、MOS で評価。 

 

※ 化粧品からの曝露

を想定した評価のた

め、体内に取り込まれ

た量で評価している。

ppm → mg/L への換

算係数を D4 と D5 の

平均値とすることで、

これらの混合物の評価

になるとしている。 

 

上記 NOAEL は局所影

響としての評価。連続

曝露への補正は行わ

ず、NOAEL をヘアス

プレー缶からの曝露濃

度 850 mg/m3で除して

MOS を算出。 

 

全身影響は 2 年間の結

果(Dow Corning 2004)

から子宮内膜腺癌をエ

ンドポイントに

NOAEL 40 ppm とし、

吸収率 2.3％を仮定し

て体内負荷量に換算し

て MOS を算出。 

 

 

上記は RW II の値。 

RW I は UFL 10 を考

慮し×1/10 して 0.4 

mg/m3を設定。 

 

※ D3 から D6 に共通

した値として設定され

ている。 

 

Dow Corning (2004)の

試験結果を基にした評

価と思われる。 

 

3,168 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

 

大気の寄与分を 10％

として 0.1 を乗じた

0.01 mg/m3を一般環境

大気の基準(quality 

criterion)、C-Values に

それぞれ設定すること

を提案している。 

 

※ D3～D6、HMDS

の有害性情報を比較し

た上で、HDMS の

LOAEL に基づいて設

定している。 

 

亜慢性試験の結果であ

るが、この種の影響に

対しては、慢性曝露へ

の補正は不要と考えら

れるとしている。 

 

 

※ 2018 年の労働者の

OEL の検討では、吸

入曝露に関連した全身

影響がなく、刺激作用

を基にした 15 分

STEL (2,500 mg/m3)を

考慮すると OEL の設

定は必要ないと考えら

れるとされていた。 

 

シロキサン類の中で

NOAEL(LOAEL)が最

も低かった HMDS の

LOAEL を基に算出し

た値であり、D3、

D4、D5、D6、HMDS

に共通の値。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Young LJ, Morfeld P. (2016): Statistical considerations for a chronic bioassay study: Exposure to Decamethylcyclopentasiloxane (D5) and incidence of uterine endometrial adenocarcinomas in a 2-year inhalation study with Fischer rats. Regul 

Toxicol Pharmacol.74 (Suppl): S14-S24. 

Dow Corning Corporation (2004): 24-month combined chronic toxicity and oncogenicity whole body vapor inhalation study of octamethylcyclotetrasiloxane (D4) in Fischer 344 rats. Report no. 2004-10000-54091.（Jean ら(2017)と同じ） 

Crofoot SD, Jovanovic ML, Crissmann JW et al. (2005): Chronic toxicity and oncogenicity study of decamethylcyclopentasiloxane (D5) in Fischer 344 rats. Toxicol Sci 84:S1:308. Abstr 1509. 

USEPA (2006): Decamethylcyclopentasiloxane. A 24-month combined chronic toxicity and oncogenicity whole body vapor inhalation study in Fischer-344 rats. TSCA Section 8(e) notification of substantial risk: Submission Dow Corning Corporation. 

January 11, 2006. 独_室内空気の参考文献に記載のあったリンクは切れており、EPA のサイト、NTIS のサイトでも見つからなかった。（Dow Corning Corporation (2004)を指すと思われる。） 

Jean PA, Plotzke KP, Scialli AR. (2016): Chronic toxicity and oncogenicity of decamethylcyclopentasiloxane in the Fischer 344 Rat. Regul Toxicol Pharmacol. 74 (Suppl): S57-S66.（USEPA 2006 を論文化） 
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Dow Corning Corporation. (1995): 3-Month repeated dose inhalation toxicity study with octamethyl-cyclotetrasiloxane in rats with a 1-month recovery period. Report No. I995-I0000-40152. NTIS/OTS0557666. 

Burns-Naas LA, Mast RW, Meeks RG, Mann PC, Thevenaz P. (1998): Inhalation toxicology of decamethylcyclopentasiloxane (D5) following a 3-month nose-only exposure in Fischer 344 rats. Toxicol Sci. 43: 230-240.
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表４ 有害性評価結果（慢性曝露） Decamethyl cyclopentasiloxan（D5) その２ 

 

ファイル番号 08 09 10 

評価機関等 カナダ OARS 独・AgBB 

評価年 2008 2017 2012 

キー研究 Siddiqui ら(2007) Jean ら(2016) － 

動物種 ラット ラット － 

曝露状況 
交尾前 90 日～離乳まで 

(70 日間超、6 時間/日) 

2 年間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント 肺血管の鉱質沈着 毒性所見なし － 

N(L)OAEL LOEC 450 mg/m3 NOAEL 160 ppm 以上 － 

連続曝露補正 － － － 

dosimetry 補正 － － － 

POD － 160 ppm － 

不確実係数 － 
16 

(内訳不明) 
－ 

リスク評価値 － 10 ppm 1.5 mg/m3 

備考 

 

曝露マージンで評価。 

（リスク評価値は設定し

ていない。） 

 

 

8 時間 TWA (WEEL)とし

て設定している。 

 

※ 160 ppm 群では肝臓重

量の増加や肝細胞肥大が

みられたが、適応反応と

判断。また、160 ppm 群

の鼻では慢性炎症を示す

上皮の変化もみられた

が、軽微から軽度の変化

として NOAEL 150 ppm

と判断。これらに関する

不確実性と個体差を考慮

して 10 ppm に設定したと

している。 

 

 

D4 の値を基に分子量で換

算した値。 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相当す

る。) 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外

挿の補正 

 

Siddiqui WH, Stump DG, Reynolds VL, Plotzke KP, Holson JF, Meeks RG. (2007): A two-generation 

reproductive toxicity study of decamethylcyclopentasiloxane (D5) in rats exposed by whole-body vapor 

inhalation. Reprod Toxicol. 23: 216-225. 

Jean PA, Plotzke KP, Scialli AR. (2016): Chronic toxicity and oncogenicity of decamethylcyclopentasiloxane 

in the Fischer 344 Rat. Regul Toxicol Pharmacol. 74 (Suppl): S57-S66. 
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表５ 有害性評価結果（急性曝露） Decamethyl cyclopentasiloxan（D5) 

 
 

ファイル番号 06 

評価機関等 仏・ANSES 

評価年 2018 

キー研究 － 

動物種 － 

曝露状況 － 

エンドポイント － 

N(L)OAEL － 

連続曝露補正 － 

dosimetry 補正 － 

POD － 

不確実係数 － 

リスク評価値 2,500 mg/m3 

備考 

 

15 分の STEL として

設定。 

影響は主に蒸気/エア

ロゾルの限界濃度(160 

ppm (2,420 mg/m3))を

超えた辺りから観察さ

れるようになるため、

液体粒子に関連した影

響と考え、粒子が観察

された濃度に設定した

旨の記載があった。 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 ECHA の 登 録 物 質 デ ー タ ベ ー ス : Decamethylcyclopentasiloxane. 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances 

02 EU SCCS (2016) OPINION ON decamethylcyclopentasiloxane (cyclopentasiloxane, D5) in cosmetic 

products. Scientific Committee on Consumer Safety, SCCS/1549/15. doi:10.2875/841314 

03 Umweltbundesamtes (2013) Richtwerte für zyklische Dimethylsiloxane in der Innenraumluft. 

Bundesgesundheitsbl 54:388–400. 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
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04 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

05 DEPA (2014) Siloxanes (D3, D4, D5, D6, HMDS), Evaluation of health hazards and proposal of a 

health-based quality criterion for ambient air. Environmental Project No. 1531, 201. Danish 

Environmental Protection Agency, Copenhagen. 

06 ANSES (2017) OPINION of the French Agency for Food, Environmental and Occupational Health & 

Safety on the development of TRVs by the respiratory route for decamethylcyclopentasiloxane (D5) 

(CAS No. 541-02-6). Request No 2015-SA-0204. 

07 DEPA (2010) Siloxaner (D3, D4, D5, D6, HMDS). Januar 2010 ELSN/Fødevareinstituttet/DTU 

08 Health Canada (2008) Screening Assessment for the Challenge Decamethylcyclopentasiloxane (D5). 

09 OARS (2017) Decamethylcyclopentasiloxane (D5). Toxicology and Industrial Health. 33(1):16–27. 

10 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－３ プロピレングリコール (CAS 57-55-6) 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性について知見が得

られており、発がん性が問題となるような物質ではないと考えられる。 

 国内外の評価機関において設定された Propylene Glycolの慢性曝露に対するリスク評価値の

概要を表６に示す。急性曝露に対するリスク評価値については、情報が得られなかった。 

 キー研究についてみると、Suber ら(1989)の１報のみであったが、エンドポイント（鼻から

の出血、眼・気道の局所刺激、杯細胞の増加）の取り方で 160 mg/m3を NOAEL とした評価、

LOAEL とした評価に分かれていた。また、体重増加の抑制を取って NOAEL を 1 濃度段階上

の 1,000 mg/m3とした評価もみられた。 

主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表７に示す。蒸気及び粒子、

粒子のみにわけて設定されていた。 
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表６ 有害性評価結果（慢性曝露） Propylene glycol その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 08 

評価機関等 ATSDR EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・室内空気 独・AGÖF オランダ 仏・ANSES (AFSSET) デンマーク 

評価年 2008 2016 － 2017 2013 2007 2006 1992 

キー研究 Suber ら(1989) Suber ら(1989) Suber ら(1989) Suber ら(1989) － Suber ら(1989) TWA WEEL (AIHA) － 

動物種 ラット ラット ラット ラット － ラット － － 

曝露状況 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

90 日間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － 

エンドポイント 鼻からの出血 
眼及び気道の 

局所刺激 
体重増加の抑制 鼻からの出血 － 

気道粘膜の杯細胞の増

加 
－ － 

N(L)OAEL LOAEL 51 ppm LOAEL 160 mg/m3 NOAEL 1,000 mg/m3 LOAEL 160 mg/m3 － NOAEL 160 mg/m3 － － 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 1 
×6/24 

(1,000×6/24 = 250) 
×6/24×5/7 － － － － 

dosimetry 補正 － 1 － － － － － － 

POD 
9 ppm 

(51×6/24×5/7 = 9.1) 
160 mg/m3 250 mg/m3 

28.6 mg/m3 

(160×6/24×5/7 = 28.57) 
－ 160 mg/m3 10 mg/m3 － 

不確実係数 
1,000 (UFA 10, 

UFH 10, UFL 10) 

75 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFS 1, UFL 3) 
5 (UFA 1, UFH 5) 

50 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFS 2) 
－ 3 (UFH 3) 

100 

(内訳不明) 
－ 

リスク評価値 
0.009 ppm 

(0.028 mg/m3) 

2.1 mg/m3 

(160/75 = 2.133) 
50 mg/m3 

0.60 mg/m3 

(28.6/50 = 0.57) 
0.014 mg/m3 50 mg/m3 0.1 mg/m3 1 mg/m3 

備考 

 

鼻からの出血は鼻孔の

脱水症状によるものと

推定されていた。 

※2008 年に見直しが

行われたが、MRL の

変更はなしとされた。 

 

 

24 時間の連続曝露へ

の補正は実施していな

いのは下記のため？ 

Adjustment for exposure 

duration: 1 (local effect, 

and completely 

reversible at weekends) 

 

 

全身影響の DNEL 値 

・週 7 日への補正なし 

・種差は吸入曝露だか

ら不要とされている。 

 

局所影響の DNEL 値 

・LOAEL 160 mg/m3 

・UF 15 (UFA 1, UFH5, 

UFL 3, UFS 1, UFDB 1) 

・160/15 = 10.7  

= 11 mg/m3で算出 

 

 

 

 

 

上記は RW II の値。 

RW I は UFL 10 を考

慮し×1/10 して 0.06 

mg/m3を設定。 

 

 

3,562 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90) 0.0144 mg/m3を

丸めた値が採用されて

いる。 

 

 

8 時間 TWA として設

定している。 

 

局所影響のため、UFA

は不要としている。 

 

米国産業衛生協会

(AIHA) の TWA WEEL 

10 mg/m3を安全率 100

で除して CLI 値に設

定したとされている。 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Suber RL, Deskin R, Nikiforov I, Fouillet X, Coggins CR. (1989): Subchronic nose-only inhalation study of propylene glycol in Sprague-Dawley rats. Food Chem Toxicol. 27: 573-583. 
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表６ 有害性評価結果（慢性曝露） Propylene glycol その２ 

 

ファイル番号 09 10 11 

評価機関等 オンタリオ州 
環境省・初期評価 

(暫定有害性評価) 
独・AgBB 

評価年 2020 2008 2012 

キー研究 － Suber ら(1989) － 

動物種 － ラット － 

曝露状況 － 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

エンドポイント － 鼻腔の出血 － 

N(L)OAEL － LOAEL160 m3 － 

連続曝露補正 － ×6/24×5/7 － 

dosimetry 補正 － － － 

POD － 
29 mg/m3 

(160×6/24×5/7 = 28.6) 
－ 

不確実係数 － － － 

リスク評価値 0.12 mg/m3 － 2.5 mg/m3 

備考 

 

粒子状物質として放出

される可能性が高いと

いう仮定に基づき、可

視性を考慮した SPM

の基準値を適用。 

 

UFS 10、UFL 10 で除し

た 0.29 mg/m3 を暫定

無毒性量等に設定。 

 

 

 

 

 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不

足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経

路間外挿の補正 
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表７ Propylene glycol の許容濃度 

 

蒸気及び粒子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

粒子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 ATSDR (2008) ADDENDUM TO THE TOXICOLOGICAL PROFILE FOR PROPYLENE 

GLYCOL. Agency for Toxic Substances and Disease Registry, Atlanta. 

02 EU LCI (2016) PROPYLENE GLYCOL, EU-LCI values. 

03 ECHA の登録物質データベース: Propane-1,2-diol. https://echa.europa.eu/fr/information-on-

chemicals/registered-substances 

04 Umweltbundesamtes (2017) Richtwert für Propan-1,2-diol (Propylenglykol) in der Innenraumluft. 

Bundesgesundheitsbl 60:1298–1304. 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
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05 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

06 Health Council of the Netherlands (2007) Propylene glycol (1,2-Propanediol); Healthbased 

recommended occupational exposure limit. The Hague: Health Council of the Netherlands; 

publication no. 2007/02OSH. 

07 ANSES (2006) Risques sanitaires liés aux composes organiques volatils dans l’air intérieur.  

08 DEPA (2016) Vejledning om B-værdier. Vejledning nr. 20. 

09 Human Toxicology and Air Standards Section, Technical Assessment and Standards Development 

Branch, Ontario Ministry of the Environment, Conservation and Parks (MECP) (2020) Ambient 

Air Quality Criteria. MECP, Toronto, ON, Canada. 

10 環境省 (2008) 化学物質の環境リスク評価: 1,2-プロパンジオール. 第 6 巻. 

11 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－４ 1,3-ブタンジオール (CAS 107-88-0) 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性について知見が得

られており、発がん性が問題となるような物質ではないと考えられる。 

 吸入曝露については、Smyth ら(1951)による 1,3-Butanediol 飽和蒸気をラットに 8 時間吸入

曝露した急性毒性試験の結果（死亡なし）しかなく、吸入曝露の毒性は問題とされていなかっ

たためか、情報は得られなかった。 

 経口曝露についても定量的なリスク評価事例は 2 件しかなく、その概要は表８に示した通

りであり、1 報はイヌの 2 年間混餌投与試験で NOAEL 750 mg/kg/day 以上（毒性所見なし）、

もう 1 報は混餌投与によるラットの 5 世代繁殖試験で NOAEL 2,500 mg/kg/day（仔の胸骨分節

の骨化遅延）という状況であった。 
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表８ 有害性評価結果（慢性曝露） 1,3-Butanediol 

 

 ファイル番号 参 01 参 03 

 
評価機関等 JECFA EU ECHA (DNEL) 

 
評価年 1979 － 

 
キー研究 Scala ら(1967) Hess ら(1981) 

 
動物種 ビーグル犬 ラット 

 
曝露状況 

2 年間 

(混餌投与) 

5 世代繁殖試験 

(混餌投与) 

 
エンドポイント 毒性所見なし 

仔の胸骨分節 

の骨化遅延 

 
N(L)OAEL 

NOAEL 3％以上 

(750 mg/kg/day) 

NOAEL 

2,500 mg/kg/day 

 
連続曝露補正 － － 

 
dosimetry 補正 － － 

 
POD 750 mg/kg/day 2,500 mg/kg/da 

 
不確実係数 － 100 (UFA 10, UFH 10) 

 
リスク評価値 0 - 4 mg/kg/day 25 mg/kg/day 

 

備考 

 

ADI として設定され

ている。 

 

※多世代の生殖/催奇

形性研究の実施が今後

望ましいとコメントさ

れていた。 

 

感受性が高い時期の曝

露であるため、曝露期

間の補正は不要とされ

ていた。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外

挿の補正 

 

Scala RA, Paynter OE. (1967): Chronic oral toxicity of 1,3-butanediol. Toxicol Appl Pharmacol. 10: 160-164. 

Hess FG Jr, Cox GE, Bailey DE, Parent RA, Becci PJ. (1981): Reproduction and teratology study of 1,3-

butanediol in rats. J Appl Toxicol. 1: 202-209. 

 

文献番号 

01 JECFA (1979) Butane-1,3-diol. WHO Food Additives Series 14. 

03 ECHA の登録物質データベース : Butane-1,3-diol. https://echa.europa.eu/fr/information-on-

chemicals/registered-substances 

 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances
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１－５ 炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類（オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、

トリデカン、ヘキサデカン） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性について知見が得

られている。 NTP (2004)の Stoddard Solvet IIC を用いた発がん性試験では、副腎の褐色細胞

腫、肝細胞腺腫の発生がみられ、これらから US EPA (PPRTVs)はユニットリスクを算出して

いたが、Mckee ら(2015)の総説では、褐色細胞腫はヒトでは起こりそうもなく、肝細胞腺腫も

高曝露群での体重増加に起因したものとされていた。 

 国内外の評価機関において設定された炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類の慢性曝露に対

するリスク評価値の概要を表９に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１０に示す。 

 キー研究についてみると、US EPA (PPRTVs)が採用した NTP (2004)の 104～105 週間曝露の

試験結果、独・室内空気が採用した Hass ら(2001)の妊娠期曝露の試験結果を基にした評価が

0.1～0.2 mg/m3の最も低いリスク評価値となっており、次いで THCWGTPの Phillipsら(1984)、

Mattie ら(1991) の試験結果を基にした評価が 1.0 mg/m3であった。産業現場では、オクタンや

ノナンの許容濃度設定がみられたが、US EPA (PPRTVs)や THCWGTP のリスク評価値に比べ

て 3 桁ほど高い値であった。 

 急性のリスク評価値については、オンタリオ州で設定がみられたが、オクタンは臭気、デカ

ンは健康影響と臭気を基にした値で約 60 mg/m3と高かった。 

 ユニットリスクについては、US EPA (PPRTVs)が雄ラットの副腎褐色細胞腫（悪性＋良性）

の発生状況に多段階モデルを適用して算出していたが、幾つかの不確実性があるため、スク

リーニングのための値とされていた。表２３参照。 

主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１１に示す。 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） C8～16 の脂肪族飽和炭化水素類 その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 

評価機関等 US EPA (PPRTVs) ACGIH EU LCI 独・室内空気 オランダ 

評価年 C9-C18: 2009 n-octane: 1974 nonane: 2011 2013 2005 2005 

キー研究 NTP (2004)  Carpentaer ら(1978) － Hass ら(2001) 
octane 

－ 

nonane 

Carpenter ら(1978) 

動物種 ラット ヒト・実験動物 ラット － ラット － ラット 

曝露状況 
104～105 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ 

妊娠 7～20 日 

(6 時間/日) 
－ 

13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

エンドポイント 鼻の杯細胞の肥大 副腎髄質の過形成 － 
中枢神経系障害 

(協調性喪失、振戦等) 
－ 仔の学習・記憶障害 － 体重増加の抑制 

N(L)OAEL BMCL10 410 mg/m3 BMCL10 144 mg/m3 － NOAEL 500 ppm － LOAEL 4,680 mg/m3 － 
NOAEL 590 ppm 

(3,150 mg/m3) 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 ×6/24×5/7 － － － ×6/24 － － 

dosimetry 補正 ×0.16 (RGDR) 
×0.57 

(血液ガス分配係数比) 
－ － － 

×1/3  (1 段階の濃度 

段階を考慮した係数) 
－ － 

POD 
12 mg/m3  (410×6/24 

×5/7×0.16 = 11.7) 

15 mg/m3  (144×6/24 

×5/7×0.57 = 14.7) 
－ － － 

400 mg/m3 

(4,680×6/24/3 = 390) 
－ 3,150 mg/m3 

不確実係数 
100 (UFA 3,  

UFH 10, UFDB 3) 

100 (UFA 3,  

UFH 10, UFDB 3) 
－ － － 

200 (UFA 10, 

UFH10, UFC 2) 
－ 9 

リスク評価値 0.1 mg/m3 0.1 mg/m3 
300 ppm 

(1,401 mg/m3) 

200 ppm 

(1,048 mg/m3) 
6.0 mg/m3 2 mg/m3  RWII 値 － 

500 mg/m3 

(100 ppm) 

備考 

 

亜慢性の RfC として

設定。 

 

 

 

 

慢性の RfC として設

定。 

 

他のパラフィン系炭化

水素の急性反応との比

較に基づいて設定。 

 

 

 

ANSES 及び AgBB の

リストにある類似物質

の値から設定されたと

あったが、具体的には

どの物質かの記載はな

かった。 

 

※C6-C8 として 1.4 

mg/m3の値が設定され

ていたが、C6 化合物

の類似物質とした値で

あった。 

 

 

RW I は UFL 10 を考

慮し×1/10 して 0.2 

mg/m3を設定。 

芳香族を除いた white 

spirit（CAS: 64742-48-

9）を曝露した実験結

果に基づく。 

 

※ Lund ら(1996)から

LOAEL を 4,680 mg/m3

とし、6/24×5/7 で連

続曝露へ補正して 836 

mg/m3とし、400 (HFA 

10, UFH 10, UHS 2, UFC 

2)で除すと 2 mg/m3と

なり、同じ値が得られ

るとしていた。 

 

 

1,450 mg/m3 (300 ppm)

という既存の許容濃度

（設定根拠不明）があ

るが、毒性情報が不十

分であるため、既存の

値に対してコメントで

きないとされている。 

 

許容濃度（8 時間加重

平均濃度） 

 

種差、個体差、曝露条

件の違いを考慮し、不

確実係数の積は 9 とあ

ったが、3,150 mg/m3を

9 で除すと 350 mg/m3

であるため、確実係数

の積は 6 の間違いであ

ると思われた。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

NTP (2004): Toxicology and carcinogenesis studies of Stoddard Solvent IIC (CAS No. 64742-88-7) in F344/N rats and B6C3F1 mice (inhalation studies). NTP TR 519. 

Carpenter CP, Geary DL Jr, Myers RC, Nachreiner DJ, Sullivan LJ, King JM. (1978): Petroleum hydrocarbon toxicity studies XVII. Animal response to n-nonane vapor. Toxicol Appl Pharmacol. 44: 53-61. 

Hass U, Ladefoged O, Lam HR, Ostergaard G, Lund SP, Sinonsen L. (2001): Behavioural effects in rats after prenatal exposure to dearomatized white spirit. Pharmacol Toxicol. 89: 201-207. 

Lund SP, Simonsen L, Hass U, Ladefoged O, Lam HR, Ostergaard G. (1996): Dearomatized white spirit inhalation exposure causes long-lasting neurophysiological changes in rats. Neurotoxicol Teratol. 18: 67-76. 

  

NTP (2004)の試験は Stoddard Solvent IIC 

(CAS No. 64742-88-7)を用いた試験である

が、US EPA (PPRTVs)は C9-C18 の中鎖脂肪

族炭化水素の分画としてる。 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） C8～16 の脂肪族飽和炭化水素類 その２ 

 

ファイル番号 06 08 09 10 

評価機関等 独・DFG (MAK) 日本産衛学会 厚労省・リスク評価 
THCWGTP  (Total Petroleum Hydrocarbon 

 Criteria Working Group ) 

評価年 octane: 1961 オクタン: 1989 ノナン: 1989 n-オクタン: 2019 参考 1 参考 2 1997 

キー研究 － － － 産衛・ACGIH Sung ら(2010) Glowa (1984) Phillips ら(1984) Mattie ら(1991) 

動物種 － ヒト・実験動物 － － ラット マウス ラット ラット・マウス 

曝露状況 － － － － 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
4 時間 

12 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

90 日間連続曝露 

(24 時間/日、7 日/週) 

エンドポイント － － － － 毒性所見なし 
光刺激課題に対する 

学習行動パターン 

重要な（significant）

有害所見なし 

重要な（significant）

有害所見なし 

N(L)OAEL － － － － NOAEL 1,600 ppm 以上 NOAEL 2,000 ppm 
NOAEL 900 ppm 以上 

(5,485 mg/m3) 
NOAEL 1,000 mg/m3以上 

連続曝露補正 － － － － ×6/8 ×4/8 ×6/24×5/7 － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD － － － － 
1,200 ppm 

(1,600×6/8 = 1,200) 

1,000 ppm 

(2,000×4/8 = 1,000) 

979 mg/m3 

(5,485×6/24×5/7 = 979) 
1,000 mg/m3 

不確実係数 － － － － 10 (UHA 10) 10 (UHA 10) 
1,000 (UHA 10,  

UFH 10, UFS 10) 

1,000 (UHA 10,  

UFH 10, UFS 10) 

リスク評価値 500 ppm 
300 ppm 

(1,400 mg/m3) 

200 ppm 

(1,050 mg/m3) 
300 ppm 120 ppm 100 ppm 1.0 mg/m3 1.0 mg/m3 

備考 

 

1961 年設定当時の根

拠は不明。 

n-ヘプタン、n-ノナン

の知見から設定したら

しき記載あり。その後

の n-オクタンの知見

を考慮しても MAK 値

を下げる必要はないと

されていた。 

 

急性毒性に関する同系

列の炭化水素類との毒

性比較やブタン(500 

pppm)、ヘプタン(300 

ppm)の許容濃度を考

慮して設定。 

 

 

 

 

ブタン(500 pppm)、ヘ

プタン(300 ppm)、オ

クタン(300 ppm)の許

容濃度を考慮して設

定。 

 

上記は二次評価値。 

動物試験により導き出

された評価レベルが二

次評価値の十分の一以

上のため、一次評価値

は設定していない。 

 

動物試験により導き出

された評価レベルは右

記の参考 1 から参考 3

に示したの値。 

 

 

反復毒性投与の結果か

ら求めた場合 

 

神経毒性をエンドポイ

ントとした場合 

 

芳香族を除いた white 

spirit (C7-C11) を曝露

した実験結果。 

 

JP-8 ジェット燃料(C9-

C16) を曝露した実験

結果。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Sung JH, Choi BG, Kim HY, Baek MW, Ryu HY, Kim YS, Choi YK, Yu IJ, Song KS. (2010): Acute and Subchronic Inhalation Toxicity of n-Octane in Rats. Saf Health Work.1: 192-200. 

Glowa JR. (1984): Effects of n-octane exposure on schedule-controlled responding in mice. Adv Mod Environ Toxicol 6: 245–253. 

Phillips RD, Egan GF. (1984): Subchronic inhalation exposure of dearomatized white spirit and C10-C11 isoparaffinic hydrocarbon in Sprague-Dawley rats. Fundam Appl Toxicol.4: 808-818. 

Mattie DR, Alden CL, Newell TK, Gaworski CL, Flemming CD. (1991): A 90-day continuous vapor inhalation toxicity study of JP-8 jet fuel followed by 20 or 21 months of recovery in Fischer 344 rats and C57BL/6 mice. Toxicol Pathol. 19: 77-

87. 

 

芳香族を除いた white spirit（C7-C11）をラ

ットに妊娠 6 日から妊娠 15 日まで吸入曝

露(6 時間/日)した実験 (Unpublished)では、

毒性所見がみられず、NOAEL は 900 ppm

以上であったが、RfC 設定に使用せず、上

記の設定を指示する知見として記載され

ていた。 
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表９ 有害性評価結果（慢性曝露） C8～16 の脂肪族飽和炭化水素類 その３ 

 

ファイル番号 11 

評価機関等 独・AgBB 

評価年 2012 

キー研究 － 

動物種 － 

曝露状況 － 

エンドポイント － 

N(L)OAEL － 

連続曝露補正 － 

dosimetry 補正 － 

POD － 

不確実係数 － 

リスク評価値 6 mg/m3 

備考 

 

C9～C16 を対象。 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

 

(C6～C8 については

15 mg/m3を設定。) 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外

挿の補正 
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表１０ 急性影響に関する有害性評価 C8～16 の脂肪族飽和炭化水素類 

 

ファイル番号 07 

評価機関等 オンタリオ州 

評価年 2020 

キー研究 
octane 

－ 

Decane 

－ 

動物種 － － 

曝露状況 － － 

エンドポイント － － 

N(L)OAEL － － 

連続曝露補正 － － 

dosimetry 補正 － － 

POD － － 

不確実係数 － － 

リスク評価値 61.8 mg/m3 60 mg/m3 

備考 

 

臭気を基にした 10 分

間平均値 

 

 

 

健康影響と臭気を基に

した 1 時間平均値。 

(設定根拠は不明) 

 

 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外

挿の補正 
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表１１ C8～16 の脂肪族飽和炭化水素類の許容濃度 

 
 n-Octane 
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Octane (トリメチルペンタンの異性体を除く全異性体) 
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n-Nonane 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Nonane 類 
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n-Decane 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n-Decan 以外の全異性体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Decane 及び C10 以上の脂肪族炭化水素類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 USEPA (2009) Provisional Peer-Reviewed Toxicity Values for Complex Mixtures of Aliphatic and 

Aromatic Hydrocarbons. U.S. Environmental Protection Agency, Washington, DC. 

02 ACGIH (1974) Guide to Occupational Exposure Values, OCTANE, ALL ISOMERS. American 
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Conference of Governmental Industrial Hygienists, Cincinnati; ACGIH (2011) Guide to Occupational 

Exposure Values, NONANE. American Conference of Governmental Industrial Hygienists, Cincinnati 

03 EU LCI (2005) Other saturated aliphatic hydrocarbons C6-C8, EU-LCI values. 

04 Sagunski and Mangelsdorf (2013) Richtwerte für die Innenraumluft: Aromatenarme 

Kohlenwasserstoffgemische (C9–C14). Bundesgesundheitsbl 48:803–812. 

05 Health Council of the Netherlands (2005) Committee on Updating of Occupational Exposure Limits. 

Nonane; Health-based Reassessment of Administrative Occupational Exposure Limits. The Hague: 

Health Council of the Netherlands, 2000/15OSH/155; Health Council of the Netherlands (2005) 

Committee on Updating of Occupational Exposure Limits. Octane; Health-based Reassessment of 

Administrative Occupational Exposure Limits. The Hague: Health Council of the Netherlands, 

2000/15OSH/156. 

06 DFG (2004) Octane and its Isomers (except trimethylpentane isomers). Lieferung: MAK. 

07 Human Toxicology and Air Standards Section, Technical Assessment and Standards Development 

Branch, Ontario Ministry of the Environment, Conservation and Parks (MECP) (2020) Ambient Air 

Quality Criteria. MECP, Toronto, ON, Canada. 

08 日本産業衛生学会許容濃度等委員会 (1989) オクタン. 産業医学 31: 278–279; 日本産業衛生

学会許容濃度等委員会 (1989) ノナン. 産業医学 31: 287–288; 

09 厚生労働省 (2019) ノルマル―オクタン. リスク評価書 No. 96 (初期), 厚生労働省化学物質

のリスク評価検討会, 東京. 

10 THCWGTP (Total Petroleum Hydrocarbon Criteria Working Group) (1997) Development of Fraction 

Specific Reference Doses (RfDs) and Reference Concentrations (RfCs) for Total Petroleum 

Hydrocarbons (TPH). Volume 4, Amherst Scientific Publishers, Amherst. 

11 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－６ トリメチルベンゼン（1,2,4-体（CAS 95-63-6）、1,3,5-体（CAS 108-67-8）、1,2,3-

体（CAS 526-73-8）の 3 異性体） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性について知見が得られてい

る。発がん性については、1,2,4-体を経口投与したラットの発がん性試験の結果が 1 報あり、

雄 1 匹及び雌 2 匹の鼻腔で神経上皮腫の発生がみられ、ラットで非常に稀な腫瘍であったこ

とから、発がん性を示す証拠とされていたが、定量的なリスク評価の指標（スロープファクタ

ーなど）を算出している評価機関はなかった。 

 国内外の評価機関において設定されたトリメチルベンゼンの慢性曝露に対するリスク評価

値の概要を表１２に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１３に示す。 

 キー研究についてみると、慢性のリスク評価値では Korsak ら(1996, 2000a,b)のラットの 3 ヶ

月吸入曝露の実験結果が比較的多くの評価機関で採用されており、エンドポイントは主に神

経系への影響であったが、凝血時間の短縮としているところ（ミシガン州）もあった。また、

ACGIH や EU ECHA (DNEL)はヒトの知見を基にしていたが、ACGIH の知見は古く、EU ECHA

の知見は出典等不明であった。US EPA (PPRTVs)が 2007～2010 年にかけて 3 異性体について

それぞれリスク評価値を算出していたが、2016 年に US EPA (IRIS)が 1,2,4-体を曝露したラッ

トの試験結果（Korsak ら 1996）から全異性体に対する RfC を設定したため、US EPA (PPRTVs)

のリスク評価値は取り下げられていた。 

 急性のリスク評価値については、US EPA (AEGLs)が Korsak ら(1996)の 4 時間曝露したラッ

トの試験結果（神経症状）から AEGL-1 (4 時間)を 90 ppm としていたが、テキサス州は 2 時

間曝露したヒトの試験結果（影響なし）から 3 ppm を設定しており、大きな差がみられた。 

 なお、EU SCOEL の設定根拠文書はリンク切れのため、入手できなかった。これは、2019

年に SCOEL の業務が ECHA の RAC（Committee for Risk Assessment）に引き継がれた際の混

乱によるものかも知れないと思われた（近年に評価された物質のリンクは切れていない）。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１４に示す。 
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表１２ 有害性評価結果（慢性曝露） トリメチルベンゼン（3 異性体） その１ 

 

ファイル番号 01 03 04 05 06 

評価機関等 US EPA (IRIS) US EPA (PPRTVs) テキサス州 ミシガン州 ACGIH 

評価年 2016 2007, 2009, 2010 2015 2015 2015 2015 1968 

キー研究 Korsak ら(1996) IRIS 参照 Korsak ら(1996) 1,2,4-: Korsak ら(2000a) 1,3,5-体: － 1,2,3-体: Korsak ら(1996) Bättig ら(1956) 

動物種 ラット － ラット ラット － ラット ヒト 

曝露状況 
3 ヶ月間 

（6 時間/日、5 日/週） 
－ 

3 ヶ月間 

（6 時間/日、5 日/週） 

3 ヶ月間 

（6 時間/日、5 日/週） 
－ 

3 ヶ月間 

（6 時間/日、5 日/週） 
8 時間/日×5 日/週 

エンドポイント 痛覚反応の減少 － 痛覚反応の低下 凝血時間の短縮 － 痛覚反応の低下 
CNS の変化、喘息性

気管支炎、血液疾患 

N(L)OAEL BMDL1SD 140.54 mg/m3 － 
 1,2,4-体 血液中濃度 

BMDL1SD 0.086 mg/L 

 1,2,3-体 曝露濃度 

 BMDL1SD 97.19 mg/m3 
－ － BMCL1SD 97 mg/m3 LOAEL 60 ppm 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 － ×6/24×5/7 
×6/24×5/7 

= 17.36 mg/m3 

×6/24×5/7 

= 0.25×0.71 
－ 

×6/24×5/7 

= 17 mg/m3 
－ 

dosimetry 補正 PBPK モデル － PBPK モデル 
×62.6/66.5 

(ラット/ヒト) 
－ － 

×62.6/66.5 = 0.94 

(ラット/ヒト) 
－ 

POD 18.15 mg/m3 －  15.8 mg/m3         16.3 mg/m3 
21.8 mg/m3 

(123×0.25×0.71=21.8) 
－ 

16 mg/m3 

(17×0.94 = 15.98) 
－ 

不確実係数 
300 (UFA 3, UFH 10,  

UFS 3, UFD 3) 
－ 90 (UFA 3, UFH 10, UFS 3, UFDB 1) 

UF 3,000 (UFA 3,  

UFH 10, UFS 10, UFDB 10) 
－ 

UF 3,000 (UFA 3,  

UFH 10, UFS 10, UFDB 10) 
－ 

リスク評価値 
0.06 mg/m3 

(18.15/300 = 0.061 mg/m3) 
－ 

0.18 mg/m3 

(16/90 = 0.178 mg/m3) 
0.007 mg/m3 0.05 mg/m3 0.005 mg/m3 

25 ppm 

(123 mg/m3) 

備考 

 

亜慢性 RfC として、

UF 100（UFS を 3 から

1 に変更）で除して丸

めた 2×10-1 mg/m3を

設定している。 

 

RfC 設定に採用した知

見は 1,2,4-体のものだ

が、RfC は全異性体に

対するものとされてい

る。 

 

1,2,4-体が 2007 年、

1,3,5-体が 2009 年、

1,2,3-体が 2010 年に評

価されていたが、2016

年の IRIS の評価によ

りすべて置き換えられ

ている（Please see 

IRIS.）。 

 

0.3 倍した値（0.054 mg/m3）をスクリーニング

レベルの値として設定している、 

 

US EPA PPRTVs (2007)

の慢性評価値を採用し

たとあった。 

Tier 1 Source として

IRIS の記載があった

が、2013 年のドラフ

トであったため、不採

用となったようです。 

 

 

US EPA PPRTVs (2009)

の評価値は亜慢性の値

であったため不採用。

IRIS は 2013 年のドラ

フトであり、1,2,4-体

の知見を基にした値で

あったが、IRIS ドラ

フトの RfC を採用し

たとあった。 

 

 

 

 

US EPA PPRTVs (2010)

の慢性評価値を採用し

たとあった。 

Tier 1 Source として

IRIS の記載があった

が、2013 年のドラフ

トであったため、不採

用となったようです。 

 

 

TLV-TWA として設定

している。 

なお、TLV‐STEL (短

時間暴露限界) 35 ppm

が 1976～1986 年に設

定されていた。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Korsak Z, Rydzyński K. (1996): Neurotoxic effects of acute and subchronic inhalation exposure to trimethylbenzene isomers (pseudocumene, mesitylene, hemimellitene) in rats. Int J Occup Med Environ Health. 9: 341-349. 

Korsak Z, Stetkiewicz J, Majcherek W, Stetkiewicz I, Jajte J, Rydzyński K. (2000a): Sub-chronic inhalation toxicity of 1,2,4-trimethylbenzene (pseudocumene) in rats. Int J Occup Med Environ Health. 13: 155-164. 

Battig K, Grandjean E, Turrian V. (1956): Health damage after continuous exposure to trimethylbenzene in a painting work shop. Z Prev Med. 1: 389-403. (in German). 

 

 

  

平均 16 mg/m3 

IRISのRfCを採用して室内空気のスクリーニング値を設定している。 
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表１２ 有害性評価結果（慢性曝露） トリメチルベンゼン（3 異性体） その２ 

 

ファイル番号 07 08 09 10 11 12 13 14 

評価機関等 EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・AGÖF 独・DFG (MAK) 独・TRGS (AGW) オランダ 仏・ANSES (AFSSET) デンマーク 

評価年 2013 － 2013 1998 2006 1995 2006 1996 

キー研究 
Korsak ら(1996, 2000a,b) 

Wiaderna ら(2002) 

indicative occupational 

exposure limit values 
－ API (1989) DFG, EU － VME France － 

動物種 ラット － － ラット － － － － 

曝露状況 
3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － 

3 世代 

(6 時間/日、5 日/週) 
－ － － － 

エンドポイント 
神経毒性と 

肺への局所影響 
－ － 体重増加の抑制 － － － － 

N(L)OAEL NOAEL 123 mg/m3 － － 
NOAEL 285 mg/m3 

(57 mL/m3) 
－ － － － 

連続曝露補正 
×1/5.6 

(×6/24×5/7) 
－ － － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － － － － 

POD 22 mg/m3 100 mg/m3 － － － － 100 mg/m3 － 

不確実係数 
50 (UFA 2.5, 

UFH 10, UFS 2) 

1.7 (労働者と一般人 

の呼吸量の比) 
－ － － － 

100 

(内訳不明) 
－ 

リスク評価値 
0.45 mg/m3 

(22/50 = 0.44) 
29.4 mg/m3 備考参照 

100 mg/m3 

(20 mL/m3) 
100 mg/m3 0.8 mg/m3 1 mg/m3 0.03 mg/m3 

備考 

 

連続曝露への補正係数

(×5.6)も不確実係数の

積の中に入っていた

が、他にあわせて別扱

いとした。 

 

 

 

Directive 2000/39/EC 

indicative occupational 

exposure limit values 

(IOELV) の 100 mg/m3

を基に UFHの比(労働

者 3、一般人 5、5/3 = 

1.7)で算出したとあっ

たが、100/29.4 = 3.4

だから詳細不明。 

 

全身影響、局所影響、

長期間曝露、急性/短

期間曝露の DNEL 値

はみな同じ。 

 

 

1,2,4-体: 0.011 mg/m3 

1,3,5-体: 0.0030 mg/m3 

1,2,3-体: 0.0026 mg/m3 

 

3,607～3,640 件の室内

空気測定値の 90 パー

センタイル値

(Attention value P 90)を

基に 1,2,4-体は P90 を

丸めて、それ以外は

P90 が採用されてい

る。 

 

 

トリメチルベンゼンの

3 異性体を合計で

55.05％含む C9 芳香族

混合物を曝露した試験

であり、C9 混合物と

しての NOAEL は 103 

mL/m3であった。 

1998 年に暫定的に設

定されていたが、値や

一覧表などに「暫定」

の注釈はなかった。 

 

労働者の許容濃度。 

 

トリメチルベンゼンを

50％超含む鉱油の知見

から設定したとあった

が、具体的な設定根拠

は不明（設定文書が入

手できなかった。） 

 

 

 

 

フランスの職業曝露限

界値 (VME France ) 

の 100 mg/m3を安全率

100 で除して CLI 値に

設定したとされてい

る。 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Korsak Z, Stetkiewicz J, Majcherek W, Stetkiewicz I, Jajte J, Rydzyński K. (2000b): Subchronic inhalation toxicity of 1,2,3-trimethylbenzene (hemimellitene) in rats. Int J Occup Med Environ Health.13: 223-232. 

Wiaderna D, Gralewicz S, Tomas T. (2002): Assessment of long-term neurotoxic effects of exposure to mesitylene (1,3,5-trimethylbenzene) based on the analysis of selected behavioral responses. Int J Occup Med Environ Health. 15: 385-392. 

API (1989): Three generation reproduction/fertility study in rats with C 9 aromatic hydrocarbons. IRDC 418-033, EPA/OTS Doc# 86-890000223, NTIS/OTS0516758. 
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表１２ 有害性評価結果（慢性曝露） トリメチルベンゼン（3 異性体） その３ 

 

ファイル番号 15 16 17 18   

評価機関等 オンタリオ州 日本産業衛生学会 環境省・初期評価 独・AgBB   

評価年 2020 1984 1,2,4-体: 2009 1,3,5-体: 2013 1,2,3-体: 2017 2012   

キー研究 － ACGIH の TLV 
Gralewicz ら(1997) 

Korsak ら(2000a) 
Wiaderna ら(2002) 

Korsak ら(1996) 

Korsak ら(2000b) 
－   

動物種 － － ラット ラット ラット －   

曝露状況 － － 
4 週間又は 3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 

3 ヶ月間 

(6 時間/日、5 日/週) 
－   

エンドポイント － － 
行動への影響 

気管支周囲の変性 
中枢神経系への影響 

回転棒試験成績低下、 

気管支杯細胞の増加 
－   

N(L)OAEL － － NOAEL 123 mg/m3 LOAEL 123 mg/m3 
NOAEL 25 ppm 

(123 mg/m3) 
－   

連続曝露補正 － － ×6/24×5/7 ×6/24×5/7 ×6/24×5/7 －   

dosimetry 補正 － － － － － －   

POD － － 
22 mg/m3 

(123×6/24×5/7 = 22.0) 

22 mg/m3 

(123×6/24×5/7 = 22.0) 

22 mg/m3 

(123×6/24×5/7 = 22.0) 
－   

不確実係数 － － － － － －   

リスク評価値 0.22 mg/m3 
25 ppm 

(120 mg/m3) 
－ － － 1 mg/m3   

備考 

 

健康影響を基に設定し

た値。 

 

 

 

 

 

 

UFs 10 で除した 2.2 

mg/m3を無毒性量等に

設定して MOE で評価

している。 

 

 

影響に濃度依存性がな

かったことから、正式

に LOAEL として採用

しなかった。 

なお、仮に LOAEL と

して採用した場合とし

て、UFs 10、UFL 10

で除した 0.22 mg/m3

を無毒性量等として用

いて MOE を試算して

いる。 

 

 

 

UFs 10 で除した 2.2 

mg/m3を無毒性量等に

設定して MOE で評価

している。 

 

 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

  

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Gralewicz S, Wiaderna D, Tomas T, Rydzyński K. (1997): Behavioral changes following 4-week inhalation exposure to pseudocumene (1,2,4-trimethylbenzene) in the rat. Neurotoxicol Teratol. 19: 327-333. 
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表１３ 急性影響に関する有害性評価 トリメチルベンゼン（3 異性体） 

 

ファイル番号 02 04 08 11   

評価機関等 US EPA (AEGLs) テキサス州 EU ECHA (DNEL) 独・TRGS (AGW)   

評価年 2008 2015 － 2006   

キー研究 Korsak ら(1995, 1996) Gage (1970) － Järnberg ら(1996) 
indicative occupational 

exposure limit values 
DFG, EU   

動物種 ラット ラット － ヒト － －   

曝露状況 4 時間 6 時間×12 回 － 2 時間 － －   

エンドポイント 

軽度の神経症状 

（回転棒試験の成績の

低下） 

鼻・眼の刺激、呼吸困

難、傾眠、振戦、体重

増加の抑制 

－ 影響なし － －   

N(L)OAEL EC50平均値 900 ppm LOAEL 2,000 ppm － NOAEL 24 ppm － －   

連続曝露補正 － － － － － －   

dosimetry 補正 － － － 1 時間曝露に補正 － －   

POD 900 ppm 2,000 ppm － 30.2 ppm 100 mg/m3 －   

不確実係数 10 (UFA 3, UFH 3) 10 (UFA 3, UFH 3) － 10 (UFH 10, UFD 1) 
1.7 (労働者と一般人 

の呼吸量の比) 
－   

リスク評価値 
AEGL-1: 90 ppm 

（4 時間） 

AEGL-2: 460 ppm 

（30 分） 
AEGL-3: － 

3 ppm 

(15 mg/m3) 
29.4 mg/m3 200 mg/m3   

備考 

 

10 分: 180 ppm 

30 分: 180 ppm 

1 時間: 140 ppm 

8 時間: 45 ppm 

 
C3×t = k の関係式から 4

時間の曝露時は 

(900 ppm/10)3×4 時間= 

2,916,000 ppm3･h 

2,916,000 ppm3･h を 1 時間

で除して 3 乗根をとる

と 142.9 ppm となり、

丸めて 140 ppm。同様

に 0.5 時間で除して 3

乗根をとると 180 ppm

となり、10 分値は 30

分値と同じ。8 時間値

は 3 乗を 1 乗に変更し

て算出。 

 

 

10 分: 460 ppm 

1 時間: 360 ppm 

4 時間: 230 ppm 

8 時間: 150 ppm 

 
C3×t = k の関係式から 6

時間の曝露時は 

(2,000 ppm/10)3×6 時間= 

4.8×107 ppm3･h 

4.8×107 ppm3･h を 0.5 時

間で除して 3 乗根をと

ると 457.9 ppm とな

り、丸めて 460 ppm。

同様に 1、4 時間で除し

て 3 乗根をとって 1、4

時間の値を算出。10 分

値は 30 分値と同じ。8

時間値は 3 乗を 1 乗に

変更して算出。 

 

 

AEGL-3 を設定するた

めの十分なデータはな

いとされてる。 

 

1 時間曝露に補正は下

記による。 

C1
n×T1 = C2

n×T2 

n = 3 より、 

((24 ppm)3×(2h/1h))1/3 

= 30.2 ppm 

 

0.3 倍した 0.9 ppm (4.4 

mg/m3)をスクリーニン

グレベルの値として設

定している。 

 

Directive 2000/39/EC 

indicative occupational 

exposure limit values 

(IOELV) の 100 mg/m3

を基に UFHの比(労働

者 3、一般人 5、5/3 = 

1.7)で算出したとあっ

たが、100/29.4 = 3.4

だから詳細不明。 

 

全身影響、局所影響、

長期間曝露、急性/短

期間曝露の DNEL 値

はみな同じ。 

 

 

長期の許容濃度 (100 

mg/m3) に超過係数の

2 を乗じた値。 

  

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Korsak Z, Swiercz R, Rydzynski K. (1995): Toxic effects of acute inhalation exposure to 1,2,4-trimethylbenzene (pseudocumene) in experimental animals. Int J Occup Med Environ Health. 8: 331-337. 

Korsak Z, Rydzyński K. (1996): Neurotoxic effects of acute and subchronic inhalation exposure to trimethylbenzene isomers (pseudocumene, mesitylene, hemimellitene) in rats. Int J Occup Med Environ Health. 9: 341-349. 

Gage JC. (1970): The subacute inhalation toxicity of 109 industrial chemicals. Br J Ind Med. 27: 1-18. 

Järnberg J, Johanson G, Löf A. (1996): Toxicokinetics of inhaled trimethylbenzenes in man. Toxicol Appl Pharmacol. 140: 281-288.   
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表１４ トリメチルベンゼン（3 異性体）の許容濃度 

 

全異性体混合物 
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1,2,4-体 
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1,3,5-体 
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1,2,3-体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 USEPA (2016) Toxicological Review of Trimethylbenzenes, EPA/635/R-16/161Fa, U.S. Environmental 

Protection Agency, Washington, DC. 

03 USEPA (2020) Provisional Peer-Reviewed Toxicity Values for 1,2,4-Trimethylbenzene. 

04 TCEQ (2015) Development Support Document, Trimethylbenzenes, Texas Commission on 

Environmental Quality, Austin. 

05 DEQ (2015) CHEMICAL UPDATE WORKSHEET, 1,2,3-Trimethylbenzene; 1,2,4-Trimethylbenzene; 

1,3,5-Trimethylbenzene. 

06 ACGIH (1968) Guide to Occupational Exposure Values, TRIMETHYLBENZENE, ISOMERS. 

American Conference of Governmental Industrial Hygienists, Cincinnati 

07 EU LCI (2013) Trimethylbenzenes, EU-LCI values. 

08 ECHA の 登 録 物 質 デ ー タ ベ ー ス : 1,2,4-trimethylbenzene; Mesitylene. 

https://echa.europa.eu/fr/information-on-chemicals/registered-substances 
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09 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

10 DFG (2001) Trimethylbenzene (all isomers). Lieferung: MAK. 

11 TRGS (2006) Arbeitsplatzgrenzwerte, TRGS 900. Ausschuss für Gefahrstoffe. 

12 RIVM (2007) Health-based guideline values for the indoor environment. RIVM report 609021044. 
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14 DEPA (2016) Vejledning om B-værdier. Vejledning nr. 20. 

15 Human Toxicology and Air Standards Section, Technical Assessment and Standards Development 
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Quality Criteria. MECP, Toronto, ON, Canada. 

16 日本産業衛生学会許容濃度等委員会 (1984) トリメチルベンゼン. 産業医学 26:359–361. 

17 環境省 (2009) 化学物質の環境リスク評価: 1,2,3-トリメチルベンゼン . 第 7 巻; 環境省 

(2013) 化学物質の環境リスク評価: 1,3,5-トリメチルベンゼン. 第 11 巻; 環境省 (2013) 化学

物質の環境リスク評価: 1,2,3-トリメチルベンゼン. 第 15 巻. 

18 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－７ ベンゼン（71-43-2） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する知見が得

られており、多くの疫学知見から IARC ではグループ１に分類されており、閾値のない発が

ん物質として広く認知されている。 

 国内外の評価機関において設定されたベンゼンの慢性曝露に対するリスク評価値の概要を

表１５に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１６に示す。 

 キー研究についてみると、非発がんの慢性リスク評価値では Rothman ら(1996a)の疫学知見

から末梢血のリンパ球の減少、Lan ら(2004)の疫学知見から末梢血の B 細胞数の減少をエンド

ポイントにとった評価事例が多くみられ、その他の報告を基にした評価でもほとんどが血液

毒性をエンドポイントに採用していた。また、BMD 法も多用されていた。 

 これらの評価事例の中で最も異質だったのが、EU SCOEL の業務を引き継いだ EU RAC

（Committee for Risk Assessment）の評価（2018 年）であった。EU RAC は、ベンゼンの血液毒

性を白血病の原因とするにはまだ十分な証拠はないが、血液系の遺伝子毒性が血液毒性や白

血病に先行する可能性があり、ベンゼンが造血細胞の染色体異常を誘発することについては

圧倒的な証拠があり、閾値ありとして取り扱えるとし、weight of evidence に基づいて末梢血の

染色体異常や異数性をエンドポイントにとって LOAEL を設定し、評価を行っていた。遺伝子

毒性データの利用は発がん性の有無やその閾値の有無を推察する際に限られると言うのがこ

れまでの認識であったが、エンドポイントになり得ることが斬新であった。 

 非がんの急性リスク評価値についても、血液毒性をエンドポイントとした評価が多くみら

れたが、曝露期間については数時間の試験結果と 6 時間/日の曝露を 5～10 日間反復した試験

結果に分かれた。 

 ユニットリスクについては、多くの機関が疫学知見から白血病の発生状況を基に BMD 法

や平均相対リスクモデルなどを用いてユニットリスクを算出していた。なお、ドイツの室内

空気のように、10-6のリスクレベルの濃度 0.1 µg/m3に対して、2015～2017 年におけるドイツ

国内の室内空気測定結果の 95 パーセンタイル値が 4.5 µg/m3 であったことから、暫定ガイド

値として 4.5 µg/m3を設定していた事例もあり、現実的な対応策の 1 つとして参考になるもの

と考えられた。表２４を参照。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表１７に示す。 
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表１５ 有害性評価結果（慢性曝露） ベンゼン その１ 

 

ファイル番号 05 07 08 09 10 11 12 

評価機関等 US EPA (IRIS) US EPA (PPRTVs) ATSDR CalEPA テキサス州 ミシガン州 ミネソタ州 

評価年 2003 2009 2007 2014 2007 2015 2020 

キー研究 Rothman ら(1996a) Rothman ら(1996a) Rosenthal ら(1987) Lan ら(2004) Lan ら(2004) Rothman ら(1996a) Lan ら(2004) Lan ら(2004) 

動物種 ヒト ヒト マウス ヒト ヒト ヒト ヒト ヒト 

曝露状況 8 時間/日×5 日/週 8 時間/日×5 日/週 
4 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 
8 時間/日×6 日/週 8 時間/日×6 日/週 8 時間/日×5 日/週 8 時間/日×6 日/週 8 時間/日×6 日/週 

エンドポイント 
リンパ球の減少 

(末梢血) 

リンパ球の減少 

(末梢血) 

脾臓リンパ球の MCL

活性の低下 

B 細胞数の減少 

(末梢血) 

末梢血細胞数の減少 

(末梢血) 

リンパ球の減少 

(末梢血) 

B 細胞数の減少 

(末梢血) 

B 細胞数の減少 

(末梢血) 

N(L)OAEL BMDL 23.0 mg/m3 BMDL 23.0 mg/m3 LOAEL 10 ppm BMDL0.25sd 0.10 ppm BMDL0.5sd 0.476 ppm BMDL1SD 7.2 ppm BMDL0.25sd 0.10 ppm LOAEL 0.57 ppm 

連続曝露補正 
×(10 m3/20 m3)×5/7 

= 8.2 mg/m3 

×(10 m3/20 m3)×5/7 

= 8.2 mg/m3 

×6/24×5/7 

= 1.8 ppm 

×8/24×6/7 

= 0.03 ppm 

×(10 m3/20 m3)×6/7 

＝0.204 ppm 

×(10 m3/20 m3)×5/7 

＝2.6 ppm 

×8/24×6/7 

= 0.03 ppm 

×(10 m3/20 m3)×6/7 

＝0.244 ppm 

dosimetry 補正 － － 1（デフォルト値） － － － － － 

POD 8.2 mg/m3 8.2 mg/m3 1.8 ppm 0.03 ppm 
0.204 ppm 

(0.665 mg/m3) 
2.6 ppm 0.03 ppm 

0.244 ppm 

(0.78 mg/m3) 

不確実係数 
300 (UFL 3,  

UFH 10, UFS 3, UFDB 3) 

100 (UFL 3,  

UFH 10, UFDB 3) 

300 (UFA 3, 

UFH 10, UFL 10) 
10 (UFH 10) 

200 (UFA 1, UFH 60,  

UFS √10, UFDB 1) 
30 (UFH 10, UFDB 3) 10 (UFH 10) 

300 (UFH 10,  

UHS 3, UFL 10) 

リスク評価値 
0.03 mg/m3 

(8.2/300 = 0.0273) 

0.08 mg/m3 

(8.2/100 = 0.082) 

0.006 ppm 

(0.019 mg/m3) 

0.003 ppm 

(0.0096 mg/m3) 

0.001 ppm 

(0.003 mg/m3) 

0.086 ppm 

(0.28 mgm3) 

0.003 ppm 

(0.01 mg/m3) 
0.003 mg/m3 

備考 

 

BMC は悪影響レベル

とみなされるため、

LOAEL → NOAEL に

相当する不確実係数が

必要と判断されたが、

10 を採用するほどの

深刻な影響でないと判

断され、UFL 3 が採用

された。 

 

 

亜慢性の RfC として

設定。（IRIS の評価結

果を基に、慢性曝露補

正の UFs 3 を 1 に変更

して設定） 

 

中期の MRL として設

定。 

 

長期の MRL として設

定。 

 

代謝酵素の遺伝子多型

を考慮し、UFH はデ

フォルト値の 10 の 6

倍の UFH 60 に設定さ

れた。 

 

※職業曝露を想定した

8 時間値は慢性曝露と

同じ値に設定。 

 

0.3 倍した 0.026 ppm 

(0.084 mg/m3)をスクリ

ーニングレベルの値と

して設定している。 

 

IRIS よりも ATSDR の

評価の方が新しいので

ATSDR の評価を採用

した。 

 

慢性（8 年超）の評価

値として設定。 

 

亜慢性（30 日～8 年）

の評価値は、慢性曝露

補正の UFS 3 を 1 に変

更した不確実係数の積

100 で POD を除した

0.008 mg/m3を設定し

ている。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Rothman N, Li GL, Dosemeci M, Bechtold WE, Marti GE, Wang YZ, Linet M, Xi LQ, Lu W, Smith MT, Titenko-Holland N, Zhang LP, Blot W, Yin SN, Hayes RB. (1996a): Hematotoxicity among Chinese workers heavily exposed to benzene. 

Am J Ind Med. 29: 236-246. 

Rosenthal GJ, Snyder CA. (1987): Inhaled benzene reduces aspects of cell-mediated tumor surveillance in mice. Toxicol Appl Pharmacol. 88: 35-43. 

Lan Q, Zhang L, Li G, Vermeulen R, Weinberg RS, Dosemeci M, Rappaport SM, Shen M, Alter BP, Wu Y, Kopp W, Waidyanatha S, Rabkin C, Guo W, Chanock S, Hayes RB, Linet M, Kim S, Yin S, Rothman N, Smith MT. (2004): Hematotoxicity 

in workers exposed to low levels of benzene. Science. 306: 1774-1776 
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表１５ 有害性評価結果（慢性曝露） ベンゼン その２ 

 

ファイル番号 13 14 15 16 17 19 20 23 

評価機関等 ACGIH EU リスク評価書 EU INDEX Project EU ECHA (DNEL) EU RAC 独・AGÖF オランダ 仏・ANSES 室内空気 

評価年 1996 2008 2005 － 2018 2013 2014 2008 

キー研究 Schnatter ら(1996) － － Schnatter ら(2020) 
weight of evidence 

(主に 10 報) 
－ 7 報の疫学知見 ATSDR 

動物種 ヒト ヒト － ヒト ヒト － ヒト － 

曝露状況 8 時間/日、5 日/週 8 時間/日、5 日/週 － 8 時間/日、5 日/週 8 時間/日、5 日/週 － 8 時間/日、5 日/週 － 

エンドポイント 白血病 赤血球数の減少 － 血液毒性 
末梢血の染色体異常、

異数性 
－ 血球数の減少 － 

N(L)OAEL － NOAEL 3.2 mg/m3 － NOAEL 0.5 ppm LOAEL 1 ppm － 
LOAEL 2 mg/m3 

(0.6 ppm) 
－ 

連続曝露補正 － － － 
1/2.814 

(=×8/24×5/7×10/6.7) 
－ － － － 

dosimetry 補正 － － － 
(10/6.7 は労働者と 

一般人の呼吸量比) 
－ － － － 

POD － － － 
0.1777 ppm 

(0.5/2.814 = 0.17768) 
1 ppm － 2 mg/m3 － 

不確実係数 － － － 
4 (UFH 2, UFBM 2) 

(UFBM :骨髄の感受性) 

20 (UFH 2,  

UFL×UFDB×UFt 10) 
－ 3 (UFL 3) － 

リスク評価値 
0.5 ppm 

(1.6 mg/m3) 
－ － 

0.0444 ppm 

(0.140 mg/m3) 

0.05 ppm 

(0.16 mg/m3) 
0.003 mg/m3 0.7 mg/m3 0.01 mg/m3 

備考 

 

Pliofilm コホートの白

血病の量反応関係を検

討した 3 報について、

累積曝露でなく、曝露

濃度で SMR を整理す

ると 15 ppm 以下の群

ではいずれも SMR は

1.0 を超えず、20 ppm

群でも 2 つが 1.0 を超

えなかった。計量系に

ppm･年を使用する

と、TWA 0.5 ppm では

ベンゼン曝露による白

血病のオッズ比増加を

識別できないため、

TLV-TWA を 0.5 ppm

とした。(20 ppm･年

/0.5 ppm = 40 年だか

ら、40 年の就業年数

を仮定と思われる。) 

 

 

MOS で評価し、リス

ク評価値は設定してい

ない。 

エキスパートジャッジ

で求めた LOAEL 32 

mg/m3から NOAEL  

3.2 mg/m3を設定して

使用していた。 

 

諸機関のリスク評価値

の設定状況を示してい

るが、発がん物質のた

め、独自の値は提示し

ていない。 

 

LOAEL 2.0 ppm とし、

×1/2.814 して 0.7107 

ppm とし、UF 16 (UFH 

4, UFDR 2, UFBM 2)で除

すと 0.0442 ppm (0.140 

mg/m3)となって、

NOAEL から求めた値

と同じになるとしてい

る。 

 

 

UFBM: 骨髄の感受性 

UFDB: 量反応関係 

     (LOAEL 使用？) 

 

職業曝露限界値(OEL)

として設定。 

ベンゼンの血液毒性を

白血病の原因とするに

はまだ十分な証拠はな

いが、血液系の遺伝子

毒性が血液毒性や白血

病に先行する可能性が

あり、ベンゼンが造血

細胞の染色体異常を誘

発することについては

圧倒的な証拠があると

し、weight of evidence

に基づき、末梢血の染

色体異常や異数性をエ

ンドポイントにとって

LOAEL を設定し、評

価に用いていた。 

 

 

 

3,647 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

 

許容濃度（8 時間加重

平均濃度） 

 

評価書の Table 5 に示

された 7 報の疫学知見

を基に NOAEL と

LOAEL の範囲は 0.5

～3.3 mg/m3とした上

で、影響レベルを 2 

mg/m3とするのが現実

的であるとしていた。 

 

ATSDR の MRL 0.0096 

mg/m3を丸めた値で採

用している。 

 

また、中期曝露の値と

して ATSDR の中期曝

露の MRL 0.019 mg/m3

を採用している。 

 

いずれも諸機関の評価

を検討し、best なもの

として ATSDR が採用

されていた。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Schnatter AR, Nicolich MJ, Bird MG. (1996): Determination of leukemogenic benzene exposure concentrations: refined analyses of the Pliofilm cohort. Risk Anal. 16: 833-840. 

Schnatter AR, Rooseboom M, Kocabas NA, North CM, Dalzell A, Twisk J, Faulhammer F, Rushton E, Boogaard PJ, Ostapenkaite V, Williams SD. (2020): Derivation of an occupational exposure limit for benzene using epidemiological study 

quality assessment tools. Toxicol Lett. 334: 117-144. 

EU RAC の 10 報、オランダの 7 報の一覧は次次ページに記載した。  
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表１５ 有害性評価結果（慢性曝露） ベンゼン その３ 

 

ファイル番号 24 25 27 28 31  

評価機関等 デンマーク オーストラリア オンタリオ州 アルバータ州 NITE・初期評価  

評価年 1992 2001 2020 2013 2007  

キー研究 － Rothman ら(1996a,b) － － Lan ら(2004) Ward ら(1985) Kuna ら(1981)  

動物種 － ヒト － － ヒト ラット ラット  

曝露状況 － 8 時間/日、5 日/週 － － 8 時間/日、5 日/週 
13 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

妊娠 6～15 日 

(7 時間/日) 
 

エンドポイント － 
リンパ球数の減少 

(末梢血) 
－ － 

血液毒性 (総白血球数、

顆粒球数等の減少) 

リンパ球数減少、 

骨髄細胞密度低下 

胎仔毒性 

(低体重、変異) 
 

N(L)OAEL － LOAEL 7.6 ppm － － 
LOAEL 1 ppm 

(3.25 mg/m3) 

NOAEL 30 ppm 

(98 mg/m3) 

NOAEL 10 ppm 

(32.5 mg/m3) 
 

連続曝露補正 － ×8/24×5/7 － － ×8/24×5/7 ×6/24×5/7 ×7/24  

dosimetry 補正 － － － － － － －  

POD － 1.8 ppm － － － － －  

不確実係数 － － － － － － －  

リスク評価値 0.005 mg/m3 － 0.00045 mg/m3 003 mg/m3 － － －  

備考 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

曝露マージンで評価し

ており、リスク評価値

は設定していない。 

 

 

 

 

健康影響を基に設定し

た年平均値だが、具体

的な健康影響の記載は

なかった。 

この値から、24 時間

平均値の評価ができる

ように 0.0023 mg/m3

が算出されている。 

 

 

 

 

上記は 1 時間値。 

発がん性を考慮した年

平均値 3 µg/m3も設定

されていた。 

有害性情報と国内外の

諸機関のリスク評価の

状況を調査した報告書

を基に、妥当なリスク

評価値を採用して設定

したと思われる。 

 

 

LOAEL を連続曝露に

補正し、人の呼吸量を

20 m3/day、体重を 50 

kg と仮定して経口換

算した 0.31 mg/kg/day

で MOE を計算。 

比較する不確実係数の

積は 100 (UFH 10、UFL 

10)。 

 

 

参考として計算。 

LOAEL を連続曝露に

補正し、ラットの呼吸

量を 0.26 m3/day、体

重を 0.35 kg と仮定し

て経口換算した 13 

mg/kg/day で MOE を

計算。 

比較する不確実係数の

積は 500 (UFA 10、

UFH 10、UFS 5)。 

 

 

 

 

参考として計算。 

NOAEL を連続曝露に

補正し、ラットの呼吸

量を 0.26 m3/day、体

重を 0.35 kg と仮定し

て経口換算した 7.0 

mg/kg/day で MOE を

計算。 

比較する不確実係数の

積は 100 (UFA 10、

UFH 10)。 

 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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EU RAC の文書で Weight of evidence の際に参照された文献（10 報） 

Ji Z, Weldon RH, Marchetti F, Chen H, Li G, Xing C, Kurtovich E, Young S, Schmid TE, Waidyanatha S, 

Rappaport S, Zhang L, Eskenazi B. (2012): Comparison of aneuploidies of chromosomes 21, X, and Y in 

the blood lymphocytes and sperm of workers exposed to benzene. Environ Mol Mutagen. 53: 218-226. 

Major J, Jakab M, Kiss G, Tompa A. (1994): Chromosome aberration, sister-chromatid exchange, proliferative 

rate index, and serum thiocyanate concentration in smokers exposed to low-dose benzene. Environ Mol 

Mutagen. 23: 137-142 

Marchetti F, Eskenazi B, Weldon RH, Li G, Zhang L, Rappaport SM, Schmid TE, Xing C, Kurtovich E, 

Wyrobek AJ. (2012): Occupational exposure to benzene and chromosomal structural aberrations in the 

sperm of Chinese men. Environ Health Perspect. 120: 229-234. 

Qu Q, Shore R, Li G, Jin X, Chen LC, Cohen B, Melikian AA, Eastmond D, Rappaport S, Li H, Rupa D, 

Waidyanatha S, Yin S, Yan H, Meng M, Winnik W, Kwok ES, Li Y, Mu R, Xu B, Zhang X, Li K. (2003): 

Validation and evaluation of biomarkers in workers exposed to benzene in China. Res Rep Health Eff Inst. 

115: 1-72; discussion 73-87. 

Testa A, Festa F, Ranaldi R, Giachelia M, Tirindelli D, De Marco A, Owczarek M, Guidotti M, Cozzi R. (2005): 

A multi-biomarker analysis of DNA damage in automobile painters. Environ Mol Mutagen. 46: 182-188. 

Xing C, Marchetti F, Li G, Weldon RH, Kurtovich E, Young S, Schmid TE, Zhang L, Rappaport S, Waidyanatha 

S, Wyrobek AJ, Eskenazi B. (2010): Benzene exposure near the U.S. permissible limit is associated with 

sperm aneuploidy. Environ Health Perspect. 118: 833-839. 

Zhang GH, Ji BQ, Li Y, Zheng GQ, Ye LL, Hao YH, Ren JC, Zhou LF, Xu XW, Zhu Y, Xia ZL. (2016): 

Benchmark Doses Based on Abnormality of WBC or Micronucleus Frequency in Benzene-Exposed 

Chinese Workers. J Occup Environ Med. 58: e39-e44. 

Zhang GH, Ye LL, Wang JW, Ren JC, Xu XW, Feng NN, Zhou LF, Ru JG, Hao YH, Tian W, Sun P, Au WW, 

Christiani DC, Xia ZL. (2014): Effect of polymorphic metabolizing genes on micronucleus frequencies 

among benzene-exposed shoe workers in China. Int J Hyg Environ Health. 217: 726-732. 

Zhang L, Lan Q, Guo W, Hubbard AE, Li G, Rappaport SM, McHale CM, Shen M, Ji Z, Vermeulen R, Yin S, 

Rothman N, Smith MT. (2011): Chromosome-wide aneuploidy study (CWAS) in workers exposed to an 

established leukemogen, benzene. Carcinogenesis. 32: 605-612. 

Zhang L, Lan Q, Ji Z, Li G, Shen M, Vermeulen R, Guo W, Hubbard AE, McHale CM, Rappaport SM, Hayes 

RB, Linet MS, Yin S, Smith MT, Rothman N. (2012): Leukemia-related chromosomal loss detected in 

hematopoietic progenitor cells of benzene-exposed workers. Leukemia. 26: 2494-2498. 

 

オランダの許容濃度設定文書で NOAEL/LOAEL の範囲を示すのに参考とされた文献（7 報） 

Lan ら(2004): 前出 

Qu Q, Shore R, Li G, Jin X, Chen LC, Cohen B, Melikian AA, Eastmond D, Rappaport SM, Yin S, Li H, 

Waidyanatha S, Li Y, Mu R, Zhang X, Li K. (2002): Hematological changes among Chinese workers with 

a broad range of benzene exposures. Am J Ind Med.42: 275-285. 

Robert Schnatter A, Kerzic PJ, Zhou Y, Chen M, Nicolich MJ, Lavelle K, Armstrong TW, Bird MG, Lin L, Fu 

H, Irons RD. (2010): Peripheral blood effects in benzene-exposed workers. Chem Biol Interact.184: 174-

181. 

Collins JJ, Conner P, Friedlander BR, Easterday PA, Nair RS, Braun J. (1991): A study of the hematologic 

effects of chronic low-level exposure to benzene. J Occup Med. 33: 619-626. 

Collins JJ, Ireland BK, Easterday PA, Nair RS, Braun J. (1997): Evaluation of lymphopenia among workers 

with low-level benzene exposure and the utility of routine data collection. J Occup Environ Med. 39: 232-

237. 

Swaen GM, van Amelsvoort L, Twisk JJ, Verstraeten E, Slootweg R, Collins JJ, Burns CJ. (2010): Low level 

occupational benzene exposure and hematological parameters. Chem Biol Interact. 184: 94-100. 

Tsai SP, Fox EE, Ransdell JD, Wendt JK, Waddell LC, Donnelly RP. (2004): A hematology surveillance study 

of petrochemical workers exposed to benzene. Regul Toxicol Pharmacol. 40: 67-73. 

Rothman ら(1996a): 前出 

Rothman N, Smith MT, Hayes RB, Li GL, Irons RD, Dosemeci M, Haas R, Stillman WS, Linet M, Xi LQ, 

Bechtold WE, Wiemels J, Campleman S, Zhang L, Quintana PJ, Titenko-Holland N, Wang YZ, Lu W, 

Kolachana P, Meyer KB, Yin S. (1996b): An epidemiologic study of early biologic effects of benzene in 

Chinese workers. Environ Health Perspect. 104 (Suppl 6): 1365-1370. 

Ward CO, Kuna RA, Snyder NK, Alsaker RD, Coate WB, Craig PH. (1985): Subchronic inhalation toxicity of 

benzene in rats and mice. Am J Ind Med. 7: 457-473. 

Kuna RA, Kapp RW Jr. (1981): The embryotoxic/teratogenic potential of benzene vapor in rats. Toxicol Appl 

Pharmacol. 57: 1-7.  
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表１６ 急性影響に関する有害性評価 ベンゼン その１ 

 

ファイル番号 06 08 09 10 12 

評価機関等 US EPA (AEGLs) ATSDR CalEPA テキサス州 ミネソタ州 

評価年 2008 2007 2014 2007 2020 

キー研究 Srbova ら(1950) Molnar ら(1986) Molnar ら(1986) Rozen ら(1984) Keller ら(1988) Rozen ら(1984) Dempster ら(1990) Keller ら(1990) 

動物種 ヒト ラット ラット マウス マウス マウス マウス マウス 

曝露状況 2 時間 4 時間 4 時間 
6 日間 

(6 時間/日) 

10 日間 (妊娠 6-15 日) 

(6 時間/日) 

6 日間 

(6 時間/日) 

5 日間 

(6 時間/日) 

10 日間 (妊娠 6-15 日) 

(6 時間/日) 

エンドポイント 影響なし 自発運動の低下 死亡 

リンパ球及びリポ多糖

（LPS）誘発性の大腿

骨 B リンパ球コロニ

ー形成能の減少 

初期の有核赤血球数 

の減少 

リンパ球及びリポ多糖

（LPS）誘発性の大腿

骨 B リンパ球コロニ

ー形成能の減少 

初期血液前駆細胞

(BFU-E、CFU-E) の骨

髄での減少と脾臓での

増加 

初期の有核赤血球数 

の減少 

N(L)OAEL 110 ppm NOAEL = 4,000 ppm NOAEL = 5,940 ppm LOAEL 10.2 ppm 
LOAEL 5 ppm 

(16 mg/m3) 
LOAEL 10.2 ppm LOAEL 10 ppm LOAEL 5 ppm 

連続曝露補正 － － － 
×6/24 

= 2.55 ppm 
－ － 

×6/24 

(10×6/24 = 2.5) 

×6/24 

(5×6/24 = 1.25) 

dosimetry 補正 － － － 1 (デフォルト値) 1 (全身影響) 1 時間曝露に補正 1 1 

POD 110 ppm 4,000 ppm 5,940 ppm 2.55 ppm 5 ppm 18.5 ppm 
2.5 ppm 

(8 mg/m3) 

1.25 ppm 

(4 mg/m3) 

不確実係数 3 (UFH 3) 10 (UFA 3, UFH 3) 3 (UFH 3) 
300 (UFA 3, 

UFH10, UFL 10) 

600  

(内訳は下記参照) 

100 (UFA 3, UFH 10,  

UFL 3, UFDB 1) 

300 (UFA 3,  

UFH 10, UFL 10) 

300 (UFA 3,  

UFH 10, UFL 10) 

リスク評価値 
AEGL-1: 130 ppm 

（10 分） 

AEGL-2: 2,000 ppm 

（10 分） 

AEGL-3: 9,700 ppm 

（10 分） 

0.009 ppm 

(0.029 mg/m3) 

0.008 ppm 

(0.027 mg/m3) 

0.18 ppm 

(0.58 mg/m3) 
0.026 mg/m3 

0.010 mg/m3 

(4/300 = 0.013) 

備考 

 

 30 分: 73 ppm 

1 時間: 52 ppm 

4 時間: 18 ppm 

8 時間: 9 ppm 

 
C2×t = k の関係式から 2

時間の曝露時は 

(110 ppm)2×120 分= 

1,452,000 ppm2･min 

10 分値は 1,452,000 ppm2･

min を 10 分で除して 2 乗

根をとり、さらに 3 で除

すと 127.0 ppm となり、

丸めて 130 ppm。同様

に 30 分、60 分で除し

て計算して 30 分、1 時

間の値を算出。4 時

間、8 時間の値は C×t = 

k の関係式から算出。 

 

 

30 分: 1,100 ppm 

1 時間: 800 ppm 

4 時間: 400 ppm 

8 時間: 200 ppm 

 
C2×t = k の関係式から 6

時間の曝露時は 

(4,000 ppm)2×240 分= 3.84

×109 ppm2･min 

10 分値は 3.84×109 ppm2･

min を 10 分で除して 2 乗

根をとり、さらに 10 で除

すと 1,960 ppm となり、

丸めて 2,000 ppm。同

様に 30 分、60 分、240

分で除して計算して 30

分、1 時間、4 時間の値

を算出。8 時間の値は
C×t = k の関係式から算

出。 

 

 

30 分: 5,600 ppm 

1 時間: 4,000 ppm 

4 時間: 2,000 ppm 

8 時間: 990 ppm 

 
C2×t = k の関係式から 6

時間の曝露時は 

(5,940 ppm)2×240 分= 8.47

×1010 ppm2･min 

10 分値は 8.47×1010ppm2･

min を 10 分で除して 2 乗

根をとり、さらに 3 で除

すと 9,700 ppm となる。

同様に 30 分、60 分、

240 分で除して計算し

て 30 分、1 時間、4 時

間の値を算出。8 時間

の値は C×t = k の関係式

から算出。 

 

 

 

 

UFA 2×√10 

 Toxicokinetic: 2 

  Toxicodynamic: √10 

UFH 10×√10 

  Toxicokinetic: 10 

  Toxicodynamic: √10 

UFL √10 

 

1 時間曝露に補正は下

記による。 

C1
n×T1 = C2

n×T2 

n = 3 より、 

(10.3 ppm)3×(6h/1h))1/3 

= 18.7 ppm 

 

0.3 倍した 0.054 ppm 

(0.17 mg/m3)をスクリ

ーニングレベルの値と

して設定している。 

 

急性（24 時間以内）

の評価値として設定 

 

短期間（24 時間～30

日間）の評価値として

設定 

 
UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
 
Srbova J, Teisinger J, Skramovsky S. (1950): Absorption and elimination of inhaled benzene in man. Arch Ind Hyg Occup Med. 2: 1-8. 吸収と排泄の試験で、試験時に影響はなかったという知見のため、未収集。 

Molnár J, Paksy KA, Náray M. (1986): Changes in the rat's motor behaviour during 4-hr inhalation exposure to prenarcotic concentrations of benzene and its derivatives. Acta Physiol Hung. 67: 349-354. 

Rozen MG, Snyder CA, Albert RE. (1984): Depressions in B- and T-lymphocyte mitogen-induced blastogenesis in mice exposed to low concentrations of benzene. Toxicol Lett. 20: 343-349. 

Keller KA, Snyder CA. (1988): Mice exposed in utero to 20 ppm benzene exhibit altered numbers of recognizable hematopoietic cells up to seven weeks after exposure. Fundam Appl Toxicol 10: 224-232. 

Dempster AM, Snyder CA. (1990): Short term benzene exposure provides a growth advantage for granulopoietic progenitor cells over erythroid progenitor cells. Arch Toxicol. 64: 539-544. 
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表１６ 急性影響に関する有害性評価 ベンゼン その２ 

 

ファイル番号 13 14 15 22 

評価機関等 ACGIH EU リスク評価書 EU INDEX Project 仏・ANSES 室内空気 

評価年 1996 2008 2005 2008 

キー研究 Schnatter ら(1996) － － ATSDR 

動物種 ヒト ヒト － － 

曝露状況 8 時間/日、5 日/週 6 時間 － － 

エンドポイント 白血病 急性の臨床所見 － － 

N(L)OAEL － NOAEL 80 mg/m3 － － 

連続曝露補正 － － － － 

dosimetry 補正 － － － － 

POD － － － － 

不確実係数 － － － － 

リスク評価値 
2.5 ppm 

(8 mg/m3) 
－ － 0.029 mg/m3 

備考 

 

TLV-STEL として設定

されているが、2.5 

ppm という値の具体

的な算出過程は記載さ

れていない。 

 

 

 

 

 

MOS で評価し、リス

ク評価値は設定してい

ない。 

25 ppm (80 mg/m3) で

急性の臨床所見を認め

たという報告はなかっ

たため、エキスパート

ジャッジで NOAEL 80 

mg/m3を設定して使用

していた。 

 

 

諸機関のリスク評価値

の設定状況を示してい

るが、発がん物質のた

め、独自の値は提示し

ていない。 

 

諸機関の評価を検討

し、best なものとして

ATSDR が採用されて

いた。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Schnatter AR, Nicolich MJ, Bird MG. (1996): Determination of leukemogenic benzene exposure concentrations: refined analyses of the Pliofilm cohort. Risk Anal. 16: 833-840. 
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表１７ ベンゼンの許容濃度 
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１－８ ナフタレン（91-20-3） 

 急性毒性、反復曝露の一般毒性、生殖発生毒性、遺伝子傷害性、発がん性に関する知見が得

られており、発がん性については実験動物で十分な証拠が得られているため、IARC ではグル

ープ 2B に分類されており、ユニットリスクを算出している評価機関もあった。 

 国内外の評価機関において設定されたナフタリンの慢性曝露に対するリスク評価値の概要

を表１８に、急性曝露に対するリスク評価値の概要を表１９に示す。 

 キー研究についてみると、非発がんの慢性リスク評価値では 2 年間吸入曝露したラットの

試験（NTP 2000)、マウスの試験（NTP 1992）が多くの機関で採用されており、ラット、マウ

スともに鼻の嗅上皮や呼吸上皮に対する影響をエンドポイントに LOAEL 10 ppm と判断し、

連続曝露に補正した 1.8 ppm(9.3 mg/m3)を POD として評価されていた。この他に、ラットを

90 日間曝露した Dodd ら(2012)や Bailey ら(2016)を採用した機関もあったが、いずれもエンド

ポイントは鼻の呼吸上皮への影響であった。なお、げっ歯類の鼻への影響をエンドポイント

にした評価に関する問題が指摘されており、US EPA (IRIS)は見直し作業に着手し、2004 年に

2004 年に External Review Draft を公開したが、まだ、step 1 の段階とされている。 

 非発がんの急性のリスク評価値については、種々の疫学知見を基に LOAEL を設定して定

量的に評価した機関が１つあったが、他の１機関は長期の許容濃度を 4 倍した値、別の 1 機

関は臭気を基に設定した値であった。 

 ユニットリスクについては、2 年間吸入曝露したラットの試験結果（NTP 2000)を基にカリ

フォルニア州 EPA（CalEPA）と仏・ANSES がユニットリスクを算出していたが、10-5のリス

クレベルの濃度には 1 桁の違いがみられた。表２５参照。 

 なお、EU SCOEL の設定根拠文書はリンク切れのため、入手できなかった。これは、2019

年に SCOEL の業務が ECHA の RAC（Committee for Risk Assessment）に引き継がれた際の混

乱によるものかも知れないと思われた（近年に評価された物質のリンクは切れていない）。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況を表２０に示す。 

 



205 

表１８ 有害性評価結果（慢性曝露） ナフタレン その１ 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 06 07 08 

評価機関等 WHO Indoor Air US EPA (IRIS) US EPA (RED) ATSDR CalEPA ミシガン州 ミネソタ州 ACGIH 

評価年 2010 1998 2008 2005 2000 2015 2004 2013 

キー研究 NTP (2000) NTP (1992) － 
NTP (2000) 

Abdo ら(2001) 
NTP (1992) NTP (1992) NTP (1992, 2000) － 

動物種 ラット マウス － ラット マウス マウス ラット、マウス － 

曝露状況 
105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

104 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ 

105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

104 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

104 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

105 週間・104 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ 

エンドポイント 
嗅上皮の過形成、萎

縮、慢性炎症など 

呼吸上皮及の過形成、

嗅上皮の化生 
－ 

嗅上皮・呼吸上皮の病

変（過形成、萎縮等） 

呼吸上皮及の過形成、

嗅上皮の化生、鼻炎症 

呼吸上皮及及び嗅上皮

の過形成、化生 
呼吸器及び鼻への影響 － 

N(L)OAEL LOAEL 53 mg/m3 
LOAEL 10 ppm 

(52 mg/m3) 
－ LOAEL 10 ppm LOAEL 10 ppm 

LOAEL 10 ppm 

(52 mg/m3) 

LOAEL 10 ppm 

(52 mg/m3) 
－ 

連続曝露補正 ×6/24×5/7 ×6/24×5/7 － 
×6/24×5/7 

= 1.8 ppm 

×6/24×5/7 

= 1.8 ppm 

×6/24×5/7 

= 9.3 mg/m3 

×6/24×5/7 

= 9.3 mg/m3 
－ 

dosimetry 補正 － 1（デフォルト値） － ×0.132 1（デフォルト値） － － － 

POD 
10 mg/m3 

（≒ 9.46 mg/m3） 

9.3 mg/m3 

(≒ 9.29 mg/m3) 
－ 

0.2 ppm 

(1.8×0.132 = 0.24) 
1.8 ppm 9.3 mg/m3 9.3 mg/m3 － 

不確実係数 
1,000 (UFL 10,  

UFA 10, UFH 10) 

3,000 (UFA 10, UFH 10, 

UFL 10, UFDB 3) 
－ 

300 (UFL 10,  

UFA 3, UFH 10) 

1,000 (UFA 10, 

UFH 10, UFL 10) 

3,000 (UFA 10, UFH 10, 

UFL 10, UFDB 3) 

1,000 (UFA 10,  

UFH 10, UFL 10) 
－ 

リスク評価値 0.01 mg/m3 0.003 mg/m3 － 
0.0007 ppm 

(0.0037 mg/m3) 

0.002 ppm 

(0.009 mg/m3) 
0.003 mg/m3 0.009 mg/m3 

10 ppm 

(52 mg/m3) 

備考 

 

曝露群のほとんどで鼻

の炎症と嗅上皮の化生

がみられたとあった

が、NTP のデータで

は metaplasia は半数程

度であったので、エン

ドポイントは NTP の

データを基に記載し

た。 

 

現在、見直し作業中。 

(2004 年に External 

Review Draft を公開し

たが、まだ、step 1 の

段階とされている。) 

 

吸入曝露については、

IRIS の見直しを受け

て検討する。 

（げっ歯類の鼻への影

響をエンドポイントに

した評価に関する問題

が指摘されている。） 

 

dosimetry 補正 

呼吸量 

 ヒト: 13.8 L/min 

 ラット: 0.137 L/min 

気管外(ET)表面積 

 ヒト: 200 cm2 

 ラット: 15 cm2 

換算係数(RGDRET) 

 (0.137/15)/(13.8/200) 

 = 0.132 

※NTP のマウスも

LOAEL 10 ppm だが、

RGDRETが 0.178 とラ

ットよりも大きいため

不採用となった。 

 

 

 

 

IRIS の評価結果を採

用した。 

 

 

 

TLV-TWA として設定

されている。 

マウスは 10 ppm の 4

時間曝露でクララ細胞

が影響を受けるが、ラ

ットは 110 ppm の 4 時

間曝露でもそのような

影響は生じない。ヒト

とげっ歯類の代謝の差

を考慮すると、ヒトは

TLV 10 ppm で十分保

護できる。血液影響及

び眼（白内障）も

TLV 10 ppm で十分な

マージンがあるため、

TLV-TWA として 10 

ppm を勧告した。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

NTP (2000): Toxicology and carcinogenesis studies of naphthalene (CAS No 91-20-3) in F 344/N rats (inhalation studies). Technical Report Series 500. 

NTP (1992): Toxicology and carcinogenesis studies of naphthalene (CAS No 91-20-3) in B6C3F1 mice (inhalation studies). Technical Report Series 410. 

Abdo KM, Grumbein S, Chou BJ, Herbert R. (2001): Toxicity and carcinogenicity study in F344 rats following 2 years of whole-body exposure to naphthalene vapors. Inhal Toxicol. 13: 931-950.（NTP 2000 の試験結果） 
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表１８ 有害性評価結果（慢性曝露） ナフタレン その２ 

 

ファイル番号 09 10 11 12 13 14 15 

評価機関等 EU リスク評価書 EU INDEX Project EU LCI EU ECHA (DNEL) 独・室内空気 独・AGÖF 独・TRGS (AGW) 

評価年 2003 2005 2015 － 2013 2013 2018 

キー研究 
Huntingdon Research 

Centre (1993) 
NTP (1992) Dodd ら(2012) EU、USA の許容濃度 Dodd ら(2012) － Bailey ら(2016) Sucker ら(2016) 

動物種 ラット マウス ラット － ラット － ラット ヒト 

曝露状況 
4 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

104 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

90 日間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ 

90 日間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ 

90 日間 

（6 時間/日×5 日/週） 
6 時間/日×5 日/週 

エンドポイント 
鼻の嗅上皮における増

殖性の修復性変化 

呼吸上皮及の過形成、

嗅上皮の化生 

鼻の呼吸上皮及び移行

上皮の過形成 
－ 鼻の呼吸上皮の病変 － 呼吸上皮の過形成 

自覚症状 (不快な臭

い、眼/鼻の不快感) 

N(L)OAEL LOAEL 5 mg/m3 
LOAEL 10 ppm 

(52 mg/m3) 

NOAEL 0.1 ppm 

(0.5 mg/m3) 
－ NOAEL 5 mg/m3 － BMDL10HEC 3.3 mg/m3 NOAEL 6.97 mg/m3 

連続曝露補正 － ×6/24×5/7 1 － 
×6/24×5/7 

(5×6/24×5/7 = 0.89) 
－ ×20 m3/10 m3×7/5 － 

dosimetry 補正 － － 1 － － － PBPK モデル － 

POD － 
10 mg/m3 

(52×6/24×5/7 = 9.3) 
0.5 mg/m3 － 0.89 mg/m3 － 

9.24 mg/m3 

(3.3×20/10×7/5 = 9.24) 

7 mg/m3 

( ≒ 6.97 mg/m3) 

不確実係数 － 
1,000 (UFA 10,  

UFH 10, UFL 10) 

50 (UFA 2.5, 

UFH 10, UFS 2) 
－ 

80 (UFA 1, UFH 10, 

UFS 2, UFC 2, UFDB 2) 
－ 

6 (UFH 3,  

UFS 2, UFDB 1) 
3 (UFH 3) 

リスク評価値 － 0.01 mg/m3 0.01 mg/m3 － 
0.01 mg/m3 

(0.89/80 = 0.011) 
0.0012 mg/m3 

1.54 mg/m3 

(9.24/6 = 1.54) 

2.3 mg/m3 

(7/3 = 2.33) 

備考 

 

MOS で評価し、リス

ク評価値は設定してい

ない。 

 

 

 

 

Campbell ら(2014)の

PBPK モデルで最も低

い連続曝露の HEC が

0.12 ppm と予測され

たことから、連続曝露

への補正は不要と判断

した様です。 

 

 

労働者については、

EU と USA の労働者

の許容濃度(OEL) 50 

mg/m3 を基に UF 2 で

除して 25 mg/m3を設

定している。 

 

一般集団に対しては、

直接的に、あるいは環

境を介して間接的に曝

露することはあり得な

いとして評価を実施し

ていない。 

 

 

上記は RW I の値。 

RW II は UFL 3 を考慮

し×3 して 0.03 mg/m3

を設定（NOAEL を基

に RW I が設定されて

いたため）。 

※種差については、ヒ

トがラットよりも高感

受性であると思われな

いとして 1 を設定して

いる。 

 

3,619 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

 

ラットとヒトの知見から求めた値は良く一致し

たことから、これらの値を丸めた「2 mg/m3」

が許容濃度に設定された。 

 

※ BMDL10HEC 3.3 mg/m3は、Bailey ら(2016)が

求めた連続曝露のヒト等価濃度(HEC)であるた

め、呼吸量と週当たりの曝露日数を用いて労働

者の曝露濃度に割り戻している。 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 

 

Huntingdon Research Centre (1993): Naphthalene 4-week inhalation study in rats. Report LDA 1/921559. (unpublished). 入手不可 

Dodd DE, Wong BA, Gross EA, Miller RA. (2012): Nasal epithelial lesions in F344 rats following a 90-day inhalation exposure to naphthalene. Inhal Toxicol. 24: 70-79. 

Bailey LA, Nascarella MA, Kerper LE, Rhomberg LR. (2016): Hypothesis-based weight-of-evidence evaluation and risk assessment for naphthalene carcinogenesis. Crit Rev Toxicol. 46: 1-42. 

Sucker K, Zschiesche W, Hummel T, Breuer D, Raulf M, Weiß T, Pallapies D, Bünger J, Brüning T. (2016): Exposure to Naphthalene in the Abrasives Industry. IPA, Institut für Prävention und Arbeitsmedizin der Deutschen Gesetzlihen 

Unfallversicherung.  (Unpublished report). 
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表１８ 有害性評価結果（慢性曝露） ナフタレン その３ 

 

ファイル番号 16 17 18 19 20 21 22 23 

評価機関等 オランダ 仏・ANSES 仏・ANSES 室内空気 デンマーク カナダ 室内空気 オンタリオ州 アルバータ州 環境省・初期評価 

評価年 2007 2013 2009 1992 2013 2020 2016 2010 

キー研究 
Huntingdon Research 

Centre (1993) 
NTP (2000) EU INDEX Project － NTP (2000) － － 

NTP (1992, 2000),  

Abdo ら(2001) 

動物種 ラット ラット － － ラット － － 
マウス 

ラット 

曝露状況 
28 日間 

6 時間/日、5 日/週) 

105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ － 

105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－ － 

104～105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

エンドポイント 鼻粘膜への影響 
嗅上皮・呼吸上皮 

の病変 
－ － 鼻の病変 － － 鼻粘膜の変性 

N(L)OAEL LOAEL 5 mg/m3 LOAEL 52 mg/m3 － － LOAEL 52 mg/m3 － － LOAEL 10 ppm 

連続曝露補正 － ×6/24×5/7 － － ×6/24×5/7 － － ×6/24×5/7 

dosimetry 補正 － 1 － － 1 － － － 

POD 5 mg/m3 
9.29 mg/m3 

（53×6/24×5/7 = 9.29） 
－ － 

9.29 mg/m3 

（53×6/24×5/7 = 9.29） 
－ － 

1.8 ppm (9.4 mg/m3) 

（10×6/24×5/7 = 1.79） 

不確実係数 
200 (UFA 10,  

UFH 10, UFL 2) 

250 (UFA 2.5,  

UFH 10, UFL 10) 
－ － 

1,000 (UFA 10,  

UFH 10, UFL 10) 
－ － － 

リスク評価値 0.025 mg/m3 
0.037 mg/m3 

(9.29/250 = 0.0372) 
0.01 mg/m3 0.04 mg/m3 

0.01 mg/m3 

(9.29/1,000 = 0.00929) 
0.0225 mg/m3 0.003 mg/m3 － 

備考 

 

鼻腔上皮への局所的影

響を考慮すると、連続

曝露への補正は不必要

であり、この種の影響

は濃度に依存し、時間

には依存しないから、

試験期間の補正 (UFS)

も必要ないとしてい

る。 

 

 

 

 

 

鼻の病変の発生率は低

濃度群から非常に高い

割合であったことから

BMD 法は適用できな

いとして LOAEL によ

る評価を行っている。 

 

ベンゼンでは、より新

しい左記の評価値に更

新するように勧告があ

った旨の記載が左記の

設定文書にあったが、

ナフタレンについては

そのような記載は見当

たらなかった。 

 

 

設定文書は入手できな

かった。 

寄与値であり、バック

グラウンレベルを考慮

していない。土壌汚染

による室内空気質基準

としても使用される。 

 

 

 

 

健康影響を基に設定し

た値。 

 

カナダ室内空気のリス

ク評価値 (0.01 mg/m3) 

を認識した上で、カナ

ダが使用した方法論に

は他機関との違いがあ

ること、低い値を採用

しても社会経済への影

響は予想されないとし

て、低い値を採用した

とされていた。 

 

UFL 10 で除した 0.94 

mg/m3を無毒性量等に

設定して MOE で評価

している。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表１８ 有害性評価結果（慢性曝露） ナフタレン その４ 

 

ファイル番号 24  25    

評価機関等 厚労省・リスク評価 参考 1 参考 2 参考 3 独・AgBB    

評価年 2014 2012    

キー研究 ACGIH NTP (1992) NTP (2000) 
CalEPA の 

ユニットリスク 
－    

動物種 － マウス ラット ラット －    

曝露状況 － 
104 週間 

(6 時間/日、5 日/週) 

105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 

105 週間 

（6 時間/日×5 日/週） 
－    

エンドポイント － 
鼻の慢性炎症、嗅上皮

の化生など 
鼻腔の呼吸上皮腺腫 

鼻腔の呼吸上皮腺腫、

嗅上皮の神経芽細胞腫 
－    

N(L)OAEL － LOAEL 10 ppm LOAEL 10 ppm 3.4×10-5/(µg/m3) －    

連続曝露補正 － 
×6/8×5/5 

(労働時間補正) 

×6/8×5/5 

(労働時間補正) 

×240/365×45/75 

(労働日数と労働年数) 
－    

dosimetry 補正 － － － 
×10/20 

(呼吸量) 
－    

POD － 7.5 ppm 7.5 ppm 
2.9×10-3 mg/m3 

(10-4レベルの濃度) 
－    

不確実係数 － 100 (UFA 10, UFL 10) 
1,000 (UFA 10,  

UFL 10, UFSE 10) 
 －    

リスク評価値 
10 ppm 

(52 mg/m3) 

0.075 ppm 

(0.39 mg/m3) 

0.0075 ppm 

(0.039 mg/m3) 

2.8×10-4 ppm 

(0.0015 mg/m3) 
0.005 mg/m3    

備考 

 

上記は二次評価値。 

一次評価値は、発がん

性の閾値の有無が判断

出来ないため、設定し

ていない。 

 

有害性総合評価表の中

で右記の参考 1 から参

考 3 に示した一次評価

値の候補を算出した上

で、設定できないと判

断していた。 

 

 

反復毒性投与の結果か

ら求めた場合 

 

発がん性に閾値がある

場合 

 

発がん性に閾値がない

場合 

※ 10-4 レベルの濃度

と労働補正した濃度の

計算に誤りがあった。 

 

 

NIK 値として設定。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

   

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表１９ 急性影響に関する有害性評価 ナフタレン 

 

ファイル番号 07 15 21  

評価機関等 ミネソタ州 独・TRGS (AGW) オンタリオ州  

評価年 2004 2018 2020  

キー研究 種々の疫学知見 AGW の許容濃度 －  

動物種 ヒト － －  

曝露状況 － － －  

エンドポイン

ト 

吐き気、嘔吐、腹

痛、溶血性貧血な

ど 

－ －  

N(L)OAEL 

LOAEL 0.2～
0.44mg/m3 

(臭気誘発濃度) 

－ －  

連続曝露補正 － － －  

dosimetry 補正 － － －  

POD 0.2 mg/m3 － －  

不確実係数 － － －  

リスク評価値 
0.2 mg/m3 

(1 時間値) 
8 mg/m3 0.050 mg/m3  

備考 

 

ラットに 4 時間曝

露した Buckpitt 

(1982)の試験結果

から、NOAEL 204 

mg/m3（気道の細

胞の腫脹と脱落）

を UF 1,000 (UFA 

10, UFH 10, UFDB 

10)で除すと 0.2 

mg/m3が得られる

ので、1 時間値と

しての 0.2 mg/m3の

設定を支持するも

のとしている。 

 

 

長期の許容濃度(2 

mg/m3) に超過係

数の 4 を乗じた

値。 

 

臭気を基に設定し

た 10 分間平均

値。 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、

UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外

挿の補正 

 

Buckpitt AR. (1982): Comparative biochemistry and metabolism. Part 2: Naphthalene lung toxicity. AFAMRL-

TR-82-52, pg. 25-30. Air Force Aerospace Medical Research Laboratory, Wright-Patterson Air Force 

Base, Ohio. 
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表２０ ナフタレンの許容濃度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 WHO (2010) WHO guidelines for indoor air quality: selected pollutants. World Health Organization 

Regional Office for Europe, Copenhagen. 
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02 USEPA (1998) Toxicological Review of Naphthalene. U.S. Environmental Protection Agency, 

Washington, DC. 

03 USEPA (2008) Reregistration Eligibility Decision for Naphthalene. EPA 738-R-07-010, U.S. 

Environmental Protection Agency, Washington, DC. 

04 ATSDR (2005) Toxicological Profile for Naphthalene, 1-Methylnaphthalene, and 2-Methylnaphthalene. 

Agency for Toxic Substances and Disease Registry, Atlanta. 

05 CalEPA (2000) Chronic RELs and toxicity summaries using the previous version of the Hot Spots Risk 

Assessment guidelines (OEHHA 1999). Calofornia Environmental Protection Agency. 

06 DEQ (2015) CHEMICAL UPDATE WORKSHEET, Naphthalene. 

07 Minnesota Department of Health (2004) Naphthalene - Guidance for Air 

08 ACGIH (2013) Guide to Occupational Exposure Values, NAPHTHALENE. American Conference of 

Governmental Industrial Hygienists, Cincinnati 

09 EU (2003) European Union Risk Assessment Report: Naphthalene. 1st Priority List, Volume 33, EUR 

20763 EN, EUROPEAN COMMISSION JOINT RESEARCH CENTRE. 

10 EC (2005) The INDEX project: Critical Appraisal of the Setting and Implementation of Indoor Exposure 

Limits in the EU. EUR 21590 EN. 

11 EU LCI (2015) Naphthalene, EU-LCI values. 

12 ECHA の登録物質データベース : Naphthalene. https://echa.europa.eu/fr/information-on-

chemicals/registered-substances 

13 Umweltbundesamtes (2013) Richtwerte für Naphthalin und Naphthalin-ähnliche Verbindungen in der 

Innenraumluft. Bundesgesundheitsbl 56:1448–1459. 

14 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

15 TRGS (2018) AGW-Begründung zu Naphthalin. Begründung zu Naphthalin in TRGS 900. 

16 RIVM (2007) Health-based guideline values for the indoor environment. RIVM report 609021044. 

17 ANSES (2013) OPINION of the French Agency for Food, Environmental and Occupational Health & 

Safety on the development of TRVs for naphthalene by inhalation. Request No. 2009-SA-0345. 

18 ANSES (2009) Valeurs guides de qualité d’air intérieur. Naphthalene. 

19 DEPA (2016) Vejledning om B-værdier. Vejledning nr. 20. 

20 Health Canada (2013) Residential Indoor Air Quality Guideline: Naphthalene. 

21 Human Toxicology and Air Standards Section, Technical Assessment and Standards Development 

Branch, Ontario Ministry of the Environment, Conservation and Parks (MECP) (2020) Ambient Air 

Quality Criteria. MECP, Toronto, ON, Canada. 

22 Alberta Government (2016) Alberta Ambient Air Quality Objectives - Naphthalene 

23 環境省 (2010) 化学物質の環境リスク評価: ナフタレン. 第 8 巻 

24 厚生労働省 (2014) リスク評価書: ナフタレン. No.51, 厚生労働省化学物質のリスク評価検

討会 

25 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－９ エチルトルエン（CAS 611-14-3） 

 CAS 番号 611-14-3 の 2-エチルトルエンについては、有害性情報が乏しく、利用可能であっ

た情報は RTECS の急性毒性だけであったと思われる。 

 なお、RTECS にはラットとウサギを用いて 100 日間反復吸入曝露（6 時間/日）した試験の

TCLo (Lowest published toxic concentration)として 5,000 mg/m3という記載があったが、参考文

献として記載のあった Chimia の該当ページにはそのような情報はなかった。このため、英語

表記で Chimia となる別文献と考えられたが、文献を特定できず、確認は出来なかった。 

 国内外の評価機関において設定されたエチルトルエンの慢性曝露に対するリスク評価値の

概要を表２１に示す。急性曝露に対するリスク評価値については、情報が得られなかった。 

 ５つの機関でリスク評価値が設定されていたが、そのうち２機関がキシレン、１機関が飽

和アルキルベンゼンの LCI 値（仏で CLI、独で NIK に相当）を基に設定しており、他の１機

関もトリメチルベンゼンの試験結果を基に設定したものと思われた。残りの１機関（独・AGÖF）

はドイツ国内の室内空気の測定値 3,608 件の 90 パーセンタイル値(Attention value P 90)がリス

ク評価値として採用されており、一般的な室内濃度を超えて検出された場合には、室内のど

こかに発生源があることを示しているということが根拠のようだった。 

 2-エチルトルエンについては、NTP でラット及びマウスを用いた吸入曝露の毒性試験が実

施されており、このうち 14 日間の試験結果が Roberts ら(2017)、2 週間の試験結果が Huang ら

(2021)として公開されている。また、3 ヶ月間の吸入曝露試験が実施中（on test）、3 ヶ月間曝

露後の小核試験が完了、マイクロアレイ分析が完了とあったことから、そのうち、これらの試

験結果も論文発表されるものと思われる。この他にも、ラットを用いた発がん性試験が計画

中とあったが、何故か、3 ヶ月の吸入曝露とされていた。これらについては、「NTP の試験結

果」のフォルダーに収録した。 

 主要な政府機関における労働現場での許容濃度の設定状況について、本物質については得

られなかったが、4-エチルトルエン（CAS 622-96-8）については情報が得られたので、参考と

して表２２に示す。 

 

Roberts et al (2017) Comparative inhalation toxicity of ethyltoluene isomers in rats and mice. Inhal 

Toxicol 29(12-14):577-585. 

Huang et al (2021) Whole-body inhalation exposure to 2-ethyltoluene for two weeks produced nasal 

lesions in rats and mice. Inhal Toxicol 33(9-14):334-346. 

 

 

 



213 

 

表２１ 有害性評価結果（慢性曝露） エチルトルエン 

 

ファイル番号 01 02 03 04 05 

評価機関等 EU LCI 独・AGÖF オランダ 仏・ANSES (AFSSET) 独・AgBB 

評価年 2014 2013 1995 2006 2012 

キー研究 キシレンの EU-LCI 値 － － － － 

動物種 － － － － － 

曝露状況 － － － － － 

エンドポイン

ト 
－ － － － － 

N(L)OAEL － － － － － 

連続曝露補正 － － － － － 

dosimetry 補正 － － － － － 

POD － － － － － 

不確実係数 － － － － － 

リスク評価値 0.55 mg/m3 0.003 mg/m3 0.8 mg/m3 0.2 mg/m3 1 mg/m3 

備考 

 

キシレンを類似物質と

してキシレンの EU-

LCI 値 0.5 mg/m3を分

子量の比 1.132 (= 

120.19/106.17)を乗じ

て 0.566 mg/m3とし、

丸めて 0.55 mg/m3と

している。 

※ エチルトルエンの

分子量が 120.19 

 

 

3,608 件の室内空気測

定値の 90 パーセンタ

イル値(Attention value 

P 90)が採用されてい

る。 

 

 

エチルトルエンを含む

鉱油の知見から設定と

あったが、トリメチル

ベンゼンの chronic air 

limit value (TCA) と一

緒に同じ値で記載され

ていたことから、トリ

メチルベンゼンと同じ

試験結果を基に設定さ

れたものと思われる。 

 

具体的な設定根拠は不

明（設定文書が入手で

きなかった。） 

 

 

キシレンの CLI 値と

同じであり、飽和アル

キルベンゼンの最低

CLI 値とされていた。 

 

※ 建設製品からの室

内空気の VOC 対策の

一環として定められた

ガイドライン値。 

AFSSET は 2010 年に

ANSES に統合。 

 

CLI はフランスの表記

で LCI と同じ。 

 

飽和アルキルベンゼン

の最低 NIK 値とされ

ていた。 

(ドイツの LCI 値に相

当する。) 

 

 

 

UFA: 種差、UFH: 個体差、UFS: 慢性曝露補正、UFL: LOAEL→NOAEL、UFDB: データベース不足、UFSE: 影響の重症度、UFC: 子供などの高感受性集団、UFt: 腫瘍発生（発がん性）、UFRR: 経路間外挿の補正 
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表２２ 4-エチルトルエンの許容濃度（参考） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文献番号 

01 EU LCI (2014) 2-Ethyltoluene, EU-LCI values. 

02 AGÖF (2013) AGÖF Guidance Values for Volatile Organic Compounds in Indoor Air. 

03 RIVM (2007) Health-based guideline values for the indoor environment. RIVM report 609021044. 

04 ANSES (2006) Risques sanitaires liés aux composes organiques volatils dans l’air intérieur. 

05 AgBB (2012) Vorgehensweise bei der gesundheitlichen Bewertung der Emissionen von flüchtigen 

organischen Verbindungen (VOC und SVOC) aus Bauprodukten. Ausschuss zur gesundheitlichen 

Bewertung von Bauprodukten. 
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１－１０ ユニットリスクの設定状況 

 調査対象物質のユニットリスクについては、炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類、ベン

ゼン、ナフタレンの 3 物質について設定されていたことから、その概要を取りまとめて、表

２３、表２４、表２５にそれぞれ示した。 

 炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類では、幾つかの不確実性があるため、スクリーニン

グのための値とされていた。 

 ベンゼンは、多くの疫学知見から IARC ではグループ１に分類された閾値のない発がん物

質であることから、多くの機関が労働者の白血病をエンドポイントにとってユニットリスク

を設定していた。 

 ナフタレンも発がん性については実験動物で十分な証拠が得られており、IARC ではグルー

プ 2B に分類された物質であることから、3 機関がユニットリスクを設定していたが、同じ試

験結果から求めた 10-5 リスクレベルの濃度には 1 桁の違いがみられた。他の 1 機関（ミネソ

タ州）は、ナフタレンに対するヒトの感受性はげっ歯類よりも有意に低いという Bailey ら

(2016)の指摘を考慮し、ユニットリスクを基にしたリスク評価値は設定していなかったが、現

在見直し中の IRIS の新たなユニットリスクが得られるまでは、慢性のリスク評価値で発がん

の懸念もカバーできるとしていた。 
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表２３ 炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類のユニットリスクの設定状況 
 

File 

No 
評価機関とユニットリスクの概要 

01 

US EPA (PPRTVs)  (2009) 

NTP (2004) の雄ラットの副腎褐色細胞腫（悪性＋良性）の発生状況に多段階モデルを適用

して BMCL10 216 mg/m3を算出し、曝露状況で補正 (×6/24×5/7) して 39 mg/m3とし、ヒ

トとラットの血液ガス分配係数の比 0.57 を乗じて得られた 22 mg/m3から、0.1/(22 mg/m3) 

= 4.5×10-3/(mg/m3) = 4.5×10-6/(µg/m3)とユニットリスクを算出した。10-6 のリスクレベル

の濃度は 0.22 µg/m3となる。 

※ 幾つかの不確実性があるため、スクリーニングのための値とされている。 

 

 

文献番号 

01 USEPA (2009) Provisional Peer-Reviewed Toxicity Values for Complex Mixtures of 

Aliphatic and Aromatic Hydrocarbons. U.S. Environmental Protection Agency, Washington, 

DC. 
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表２４ ベンゼンのユニットリスクの設定状況 
 

File 
No 

評価機関とユニットリスクの概要 

01 

WHO Air (Europe)  (2000) 

Pliofilm コホートの労働者における白血病の発生状況から、Crump (1994)が算出した過剰

生涯リスク（Multiplicative risk model, 累積曝露）の幾何平均をとって 6×10-6/(µg/m3)をユ

ニットリスクに設定した。（幾何平均値は 5.7×10-6だから、丸めた数値と思われる。） 

10-5のリスクレベルの濃度は 1.7 µg/m3となる。 

02 WHO air (Global)  (2000) 

WHO air (Europe) 2000 が採用した Crump (1994)の過剰生涯リスク（Multiplicative risk model, 

累積曝露）の値を幾何平均せず、範囲をもった値 (4.4-7.5)×10-6/(µg/m3)として引用。 

03 WHO Indoor Air  (2010) 

安全な曝露レベルを勧告できないとした上で、WHO Air (Europe) 2000 が設定した白血病

のユニットリスク 6×10-6/(µg/m3)を採用し、10-4、10-5、10-6に相当する濃度を提示してい

る。 

04 WHO Drinking Water  (1996) 

EHC 150 を出典として、白血病のユニットリスクを経口換算し、10 µg/L を 10-5レベルの

濃度としている。なお、NTP（1986）の雌マウス白血病及びリンパ腫、雄ラットの口腔の

扁平上皮癌の発生状況から求めた 10-5レベルの濃度を 10～80 µg/L と見積もり、類似した

値となったと評価している。（ユニットリスク、スロープファクターの値は明記されてい

ない。） 

※EHC 150 には 1984 年の WHO 飲料水基準で 10-5 レベルの濃度を 10 µg/L としていた旨

の記載があり、1984 年の WHO 飲料水基準では唐突に 10-5レベルの濃度を 10 µg/L とする

旨の記載となっており、根拠は明示されていない。 

05 US EPA IRIS  (2003) 

Pliofilm コホートの労働者における白血病の発生状況から、Crump (1992, 1994)が Crump and 

Allen (1984)の曝露評価を基に線型モデルで算出した 1.1×10-2～2.5×10-2/ppm、Paustenbach

ら(1992, 1993) の曝露評価を基に線型モデルで算出した 7.1×10-3～1.5×10-2/ppm を採用

（07_US EPA_IRIS 4.pdf の 33 ページ Table 4 参照）し、これらの値の下限と上限の値を

とった 7.1×10-3～2.5×10-2/ppm（2.2×10-6～7.8×10-6/(µg/m3)をユニットリスクに設定し

た。10-5のリスクレベルの濃度は 1.3～4.5 µg/m3となる。 

※Crump (1994)には Table 4 に記載されたユニットリスクの数値や標準偏差の値が見当た

らないため、Crump (1992)の Draft（非公開）に記載があったのかも知れない。 

09 CalEPA  (2011) 

Rinsky ら(1981)の労働者の白血病の知見からスロープファクターを 0.1/(mg/kg/day)と算出

し、これを体重 70 kg、呼吸量 20 m3/day を仮定して吸入換算した 2.9×10-5/(µg/m3)をユニ

ットリスクとして設定している。 

10 テキサス州  (2007) 

Crump (1994)の累積曝露による急性骨髄性及び単球性白血病（AMML）の量反応関係を基

に全米の生命表を使用した BEIR IV アプローチ（NRC 1988）で 10-5レベルの曝露濃度（95％

信頼下限値）を求めると 1.4 ppb となり、これは 2.2×10-6のユニットリスクに相当し、US 

EPA のユニットリスクの下限値に一致した。 

※連続曝露補正：(10 m3/day)/(20 m3/day)×(5 days)/(7 days)とあったが、具体的にどこで使

用したかの記載はなかった。 



- 218 - 

11 ミシガン州  (2015) 

IRIS のユニットリスク 2.2×10-6～7.8×10-6/(µg/m3)のうち、上限の値 7.8×10-6/(µg/m3)を採

用した。また、IRIS のユニットリスクを基に 3.3 µg/m3 (1.0 ppb)という室内空気のスクリー

ニング値が設定されているが、具体的な算出根拠は不明 (RIS の 10-5 のリスクレベルの濃

度は 1.3～4.5 µg/m3。算術平均は 2.9µg/m3、幾何平均は 2.4µg/m3)。 

12 ミネソタ州  (2020) 

IRIS のユニットリスクの上限値 7.8×10-6/(µg/m3)を採用し、early-life sensitivity を考慮して

下記の様にユニットリスクを補正して 10-5レベルの濃度を 0.8 µg/m3と算出していた。 

 IURadj = IUR x [(2 yrs x 10) + (14 yrs x 3) + (54 yrs x 1)] / 70 yrs 

 IURadj = 7.8 x 10-6 (μg/m3)-1 x 1.657 

 IURadj = 1.3 x 10-5 (μg/m3)-1     10-5/(1.3 x 10-5 (µg/m3)-1) = 0.77 µg/m3 = 0.8 µg/m3 

15 EU INDEX Project  (2005) 

ユニットリスクは設定していないが、WHO Air (Europe) 2000 のユニットリスク 6×10-6 

/(µg/m3)を用いて主要都市の室内空気のリスクを見積もっている。 

18 独・室内空気  (2020) 

AGS (2012)で示された労働者の白血病の 4×10-5 のリスクレベルの濃度は 0.02 mg/m3であ

り、 労働者と一般集団でそれぞれ呼吸量を 10 m3/day、20 m3/day、曝露日数を 7 日/週、5

日/週、年間の曝露を 52 週、48 週、生涯曝露期間を 75 年、40 年として 0.02 mg/m3を補正

すると、4×10-5 のリスクレベルの濃度は 0.0035 mg/m3となる。 

4×10-5 を 40 で除すと 1×10-6 となるから、0.0035/40 = 0.000088 = 0.0001 mg/m3（0.1 µg/m3) 

が得られる。しかし、2015～2017 年におけるドイツ国内の室内空気測定結果の 95 パーセ

ンタイル値は 4.5 µg/m3であるため、4.5 µg/m3を暫定ガイド値として設定している。 

21 オランダ  (2001) 

EU のワーキンググループ(1999)が算出した 10-4 レベルの白血病の過剰発生濃度 20～36 

µg/m3の下限（20µg/m3）をとって許容リスクレベルに設定しており、これからユニットリ

スクを算出すると、 5×10-6 /(µg/m3)となる。 

22 仏・ANSES  (2013) 

Richardson (2008)は、Rinsky ら(2002)の Pliofilm コホートのデータを再解析し、10 ppm-year

未満の群の白血病の相対リスク(RR)は 1.19 (95%CI: 1.10-1.29)であったと報告していた。そ

こで、RR の 95％信頼限界の上限 1.29 を採用し、次式に適用してユニットリスクを 2.6×

10-5/(µg/m3)と算出した。10-5のリスクレベルの濃度は 0.38 µg/m3となる。 

  ユニットリスク = (RR/ppm-year －1) / (曝露濃度 ppm-year×換算係数(ppm → µg/m3)) 

 =(1.29-1)/(10×1,000×1.096) = 2.646×10-5 = 2.6 ×10-5/(µg/m3)   (1 ppm = 1.096 

mg/m3) 

この評価を受け、下記の室内空気のガイドライン値 (10-5レベルの濃度が 2 µg/m3) は見直

しが勧告された。 

23 仏・ANSES 室内空気  (2008) 

WHO Air (Europe, 2000) のユニットリスク 6×10-6/(µg/m3)を採用し、10-5 のリスクレベル

の濃度は 2 µg/m3 (ワーキンググループの提案は 1.7 µg/m3だが、最終的には丸めた値を採

用)。 

前記の 2013 年の評価を受けて更新が勧告されている。 

25 オーストラリア  (2001) 

1 ppb (3.2 µg/m3)の生涯曝露で白血病による過剰死亡数は 10 万人当たり 2 人という評価結



- 219 - 

果(Crunp 1994, USEPA 1998) を基に過剰リスクを試算しており、これからユニットリスク

を算出すると(2/100,000)/(3.2 µg/m3) = 6.3×10-6/(µg/m3)となる。 

26 カナダ  (1993) 

急性骨髄性白血病の死亡率が 5％増加する濃度 (TD05) は、Rinsky ら(1987)による pliofilm

コホートでの死亡率、Crump ら(1984)による曝露の見積もりを基に線形二次モデルを用い

て 14.7×103 µg/m3 と算出された。カナダ市内の濃度は 4.4 µg/m3 であるから、

exposure/potency index (EPI) は 3.0×10-4となり、さらなる行動（曝露濃度の低減）の優先

順位は高いと考えらた。 

※ ユニットリスクで示すと 3.4×10-6/(µg/m3)となり、POD と原点を結んだ直線での評価

と同じことをしている。 

29 食品安全委員会  (2008) 

吸入職業曝露にける白血病データに基づいた線形外挿法を用いた用量－反応評価の結果、

発がんユニットリスクは 2.5×10-2/(mg/kg/day)となったと記載されている。具体的には、水

道水質基準 (2003) で示された 10-5のリスクレベルにおける濃度 0.01 mg/L を体重 50 kg、

飲水量 2 L/day と仮定して 0.0004 mg/kg/day の用量に換算し、10-5/(4×10-4) = 2.5×10-

2/(mg/kg/day)のスロープファクターを算出している。 

※水道水質基準 (2003) で示された 10-5 リスクレベルの濃度 0.01 mg/L は WHO 飲料水ガ

イドライン (GDWQ) により算出された値であるが、GDWQ の定量評価としてラット、マ

ウスの知見を用いた場合の検討結果しか紹介(引用)されていなかった。また、飲料水ユニ

ットリスク、経口傾斜係数という呼称がスロープファクターに用いられていた。 

30 環境省・環境基準  (1996) 

pliofilmコホートのデータを平均相対リスクモデルで検討するとともに、WHO Air (Europe､ 

1987)の検討結果も考慮し、総合的な判断としてユニットリスクを 3×10-6～7×10-6/(µg/m3)

とし、10-5レベルの濃度を求めると 1～3 µg/m3となることから、ベンゼンの大気濃度の現

状を踏まえ、年平均として 3 µg/m3 (3×10-6～7×10-6/(µg/m3)から求めた値)が設定された。 
 

Crump KS. (1994): Risk of benzene-induced leukemia: a sensitivity analysis of the pliofilm cohort with 

additional follow-up and new exposure estimates. J Toxicol Environ Health. 42: 219-242. 

Rinsky RA, Young RJ, Smith AB. (1981): Leukemia in benzene workers. Am J Ind Med. 2: 217-245. 

AGS (2012) Begründung zu Benzol in BekGS910. Stand: Mai 2012. Ausgabe: November 2012. Ausschuss 

für Gefahrstoffe. 

 

Richardson DB. (2008): Temporal variation in the association between benzene and leukemia mortality. 

Environ Health Perspect. 116: 370-374. 
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表２５ ナフタレンのユニットリスクの設定状況 
 

File 

No 
評価機関とユニットリスクの概要 

05 CalEPA 

NTP (2000)の雄ラットの試験結果から、鼻の呼吸上皮の腺腫、嗅上皮の神経芽細胞腫の発

生状況に線形多段階モデルを適用して 3.4×10-5/(µg/m3)のユニットリスクを算出した。10-

5のリスクレベルの濃度は 0.3 µg/m3となる。 

06 ミシガン州 

CalEPA のユニットリスク 3.4×10-5/(µg/m3)を採用した。 

07 ミネソタ州 

ナフタレンに対するヒトの感受性はげっ歯類よりも有意に低いという Bailey ら(2016)の指

摘を考慮し、ユニットリスクを基にしたリスク評価値は設定しないが、現在見直し中の

IRIS の新たなユニットリスクが得られるまでは、慢性のリスク評価値で発がんの懸念もカ

バーできるとしている。 

17 仏・ANSES  (2013) 

NTP (2000)の雌ラットの試験結果から、鼻の嗅上皮の神経芽細胞腫の発生状況に Weibul モ

デルを適用して BMDL10を 99.6 mg/m3と算出し、これを連続曝露に補正して 17.8 mg/m3と

し、ユニットリスクを 5.6×10-3/(µg/m3)を算出した。10-5のリスクレベルの濃度は 1.8 µg/m3

となる。 
 
NTP (2000): Toxicology and carcinogenesis studies of naphthalene (CAS No 91-20-3) in F 344/N rats 

(inhalation studies). Technical Report Series 500. 
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２．有害性評価結果のまとめ 

各物質における有害性評価については、急性影響および慢性影響について、一覧表として整理

した結果をまとめている。従って、ここでは RfC の導出に適していると考えられるキー研究の選

定について概説する。 

 

１）オクタメチルシクロテトラシロキサン (環状シロキサン D4) 

急性影響では、フランスの ANSES が 650 mg/m3の評価値を 15 分の STEL として設定してい

た。但し、ヒトの急性曝露毒では影響がみられず、動物実験でも急性毒性が低かったため、急性

毒性のデータから評価値を設定できないと判断し、8 時間値(130 mg/m3)の 5 倍の値が設定され

ている。従って、本報告においては、「評価可能な知見が得られなかった。」と評価した。 

慢性影響では、Jean ら(2017)（Dow Corning (2004)を論文化）、Siddiqui ら(2007)、Burns-

Naas ら(2002)がキー研究であった。Jean ら(2017)では、Fischer 344 ラットの 104 週間吸入曝

露の実験結果から、肝臓重量の増加、小葉中心性の肝細胞肥大をエンドポイントとして NOAEL 

1,820 mg/m3 (150 ppm)が得られている。 

Siddiqui ら(2007)では、ラットの吸入曝露による 2 世代生殖発生毒性試験において、受精率や

産子数への影響をエンドポイントとして、NOAEL 300 ppm が得られている。ANSES は着床数

の減少をエンドポイントとし、PBPK モデルを用いて BMCL05 として 73 ppm を導出している

が、統計学的な有意差では 500 ppm が NOAEL となっている。 

Burns-Naas ら(2002)では、ラットにおける 13 週間吸入曝露（6 時間／日、5 日／週）試験の

結果に対して、カナダ保健省は肺への影響から LOEC 420 mg/m3と判断している。肺への影響と

しては、肺の間質性炎症が雌ラットで 420 mg/m3から濃度に依存して軽度のグレードの発生率の

上昇が観察されており、1480 mg/m3からその発生率がさらに上昇し、5910 mg/m3からグレード

の悪化が観察されていた。また、肺胞マクロファージの蓄積も、420 mg/m3から濃度に依存して

増大し、1480 mg/m3からさらに増大し、5910 mg/m3からグレードの悪化が観察されていた。従

って、カナダ保健省同様に、420 mg/m3は LOEC と判断するのが妥当と考えられる。肝臓への影

響について、肝臓重量の増加（肝腫脹）にともなう血液パラメータの変化を考慮すると、肝臓へ

の影響に関する NOAEL は 420 mg/m3と考えられた。デンマーク環境省も、肝臓への影響（雌ラ

ットの肝臓重量の増加にもとなう血液パラメータの変化）では NOAEL を 420 mg/m3 と判断し

ている。以上より、肝臓への影響と肺の間質性炎症の悪化を考慮し、亜慢性毒性試験における

NOAEL を 420 mg/m3 と判断した。 

以上より、Burns-Naas ら(2002)の実験結果から得られた NOAEL の 420 mg/m3を ChRfC の

導出に採用した。 

 

２）デカメチルシクロペンタシロキサン (環状シロキサン D5) 

急性影響では、フランスの ANSES が 2500 mg/m3の評価値を 15 分の STEL として設定して

いた。但し、D5 は急性毒性が低く、影響は主に蒸気/エアロゾルの限界濃度(160 ppm (2,420 

mg/m3))を超えた辺りから観察されるようになるため、液体粒子に関連した影響であったと考え、

粒子が観察された濃度に設定したとされていた。従って、本報告においては、「評価可能な知見が

得られなかった。」と評価した。 

慢性影響では、Young ら(2016)と Jean ら(2016)がキー研究であった。Young ら(2016)では、

Fischer344 ラットによる 104 週間吸入曝露実験の結果、160 ppm 群では肝臓重量の増加や肝細

胞肥大がみられたが適応反応と考えられた。また、160 ppm 群の鼻では慢性炎症を示す鼻腔上皮

の変化がみられたが、軽微から軽度の変化であったことから、NOAEL 160 ppm（2,420 mg/m3）
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判断されている。 

Jean ら(2016)では、Fischer344 ラットの 2 年間吸入曝露試験結果における鼻腔上皮の炎症性

病変から LOAEL を 600 mg/m3（40 ppm）としている。この研究では、150 mg/m3（10 ppm）、

600 mg/m3（40 ppm）、2400 mg/m3（160 ppm）の曝露濃度で実験が行われており、150 mg/m3

が NOAEL と判断される 

以上より、Jean ら(2016)の実験結果から得られた NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 

 

３）プロピレングリコール 

急性影響では評価可能な知見が得られなかった。慢性影響では、Suber ら(1989)の研究がキー

研究であった。SD ラットによる 90 日間吸入曝露実験の結果、鼻腔からの出血をエンドポイント

として LOAEL 160 mg/m3 (51 ppm)が得られている。但し、鼻腔での出血はプロピレングリコー

ルの脱水作用による可能性が指摘されており、原著者は鼻の出血を重要視していない。なお、気

道粘膜の杯細胞増加をエンドポイントにして NOAEL を 160 mg/m3（51 ppm）が得られており、

この NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 

 

４）1,3-ブタンジオール 

急性影響では評価可能な知見が得られなかった。慢性影響では、吸入曝露の実験結果は得られ

なかった。古い知見ではあるが、Scala ら(1967)による経口曝露の実験があり、ビーグル犬の 2 年

間混餌投与試験で NOAEL 750 mg/kg/day 以上（毒性所見なし）が得られている。また、Hess ら

(1981)によるラットの経口曝露の実験では、混餌投与による 5 世代繁殖試験で NOAEL 2,500 

mg/kg/day（仔の胸骨分節の骨化遅延）が得られている。従って、これらの 2 報の NOAEL を

ChRfC の導出に採用した。 

 

５）炭素数 8～16 の脂肪族飽和炭化水素類（オクタン、ノナン、デカン、ドデカン、トリデカン、

ヘキサデカン） 

急性影響ではオンタリオ州でオクタンとデカンに評価値が設定されていたが、臭気をもとに設

定されており、本報告では「評価可能な知見が得られなかった。」と評価した。 

慢性影響では、US EPA (PPRTVs)が採用した NTP (2004)のラットとマウスの 104～105 週間

吸入曝露の試験結果、ドイツ連邦環境庁の室内空気ガイドラインで採用された Hass ら(2001)の 

妊娠期曝露と Lund ら(1996)の神経毒性の実験結果がキー研究であった。 

NTP (2004)では、ホワイトスピリッツとして Stoddard Solvet IIC（n-paraffins, isoparaffins 

and cycloparaffins; C10–C13; <1.0% aromatic）を雌雄の F334 ラットと B6C3F1 マウスに 0、

138、275、550、1100、2200 mg/m3 で 14 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入曝露したところ、雌

ラットで鼻部の杯細胞の過形成が 1100 mg/m3で以上の群でみられ、マウスでは肝臓の絶対重量

と相対重量の増加が 2200 mg/m3で以上の群でみられ、NOAEL は雌ラットで 550 mg/m3と判断

された。また、Stoddard Solvet IIC を F334 ラットに雄で 0、138、550、1100 mg/m3、雌で 0、

550、1100、2200 mg/m3で 2 年間（6 時間/日、5 日/週）、B6C3F1 マウスに 0、550、1100、2200 

mg/m3 で 2 年間（6 時間/日、5 日/週）吸入曝露したところ、雄ラットで副腎髄質過形成が 550 

mg/m3で以上の群でみられ、雌マウスでは好酸球性の病巣の増加が 2200 mg/m3でみられたこと

から、NOAEL は雄ラットで 138 mg/m3と判断された。 

Hass ら(2001)では、芳香族を除いた white spirit（CAS: 64742-48-9）を WIST ラットに 0、

800 ppm（0、4,680 mg/m3（原著は 4,679 mg/m3））の濃度で妊娠 7 日から妊娠 20 日まで吸入曝

露し、離乳後の仔（F1）の行動への影響を調べた試験では、5 ヶ月齢の 4,680 mg/m3群の F1 で

学習・記憶障害を認めたことから、LOAEL が 4,680 mg/m3であった。なお、Lund ら(1996)の研
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究では、同じ物質を 3 ヶ月齢の WIST ラットに 0、400、800 ppm（0、2,339、4,680 mg/m3（原

著は 4,679 mg/m3））の濃度で 6 ヶ月間吸入曝露し、その後の 2～6 ヶ月に神経行動学的検査を実

施した試験では、学習・記憶の機能に影響はなかったが、4,680 mg/m3群で曝露に関連した感覚

誘発電位の変化と運動活性の低下を認めたことから、4,680 mg/m3が LOAEL であった。 

以上より、NTP (2004)の実験結果から得られた NOAEL を ChRfC の導出に採用した。 

 

６）トリメチルベンゼン（1,2,4-、1,3,5-、1,2,3-の 3 異性体） 

急性影響では、4 時間曝露した動物実験結果を用いている評価機関があるが、テキサス州がヒ

トで 2 時間吸入曝露した試験結果（影響なし）から NOAEL を 24 ppm とし、1 時間値に補正し

て NOAEL を 148.6 mg/m3（30.2 ppm）としている。本報告ではこの値を NOAEL として AcRfC

の導出に採用した。 

慢性影響では、多くの評価機関で Korsak ら (1996)と Korsak ら (2000)をキー研究としてい

た。 

Korsak ら(1996)の実験では、Wistar ラット雄 10 匹を 1 群とし、1,2,4-トリメチルベンゼンと

1,2,3-トリメチルベンゼンを 0、25, 100, 250 ml/m3（0、123、492、1,230 mg/m3）で３ヶ月間 (6

時間/日、5 日/週) 吸入させホットプレート試験を行い、100 ml/m3以上の 1,2,4-トリメチルベン

ゼン、250 ml/m3以上の 1,2,3-トリメチルベンゼンで潜時の遅延がみられた。この結果より、1,2,4-

トリメチルベンゼンでは 25 ml/m3（123 mg/m3）、1,2,3-トリメチルベンゼンでは 100 ml/m3（492 

mg/m3）が NOAEC に相当するとしている。 

Korsak ら(2000)の実験では、Wistar ラット雌雄各 10 匹を 1 群とし、1,2,4-トリメチルベンゼ

ンを 0、123、492、1,230 mg/m3を 3 ヶ月間(6 時間/日、5 日/週)吸入させた結果、体重や摂餌量、

臓器重量に影響はなかったが、123mg/m3 以上の群の雄でソルビトール脱水素酵素活性がやや高

く、492 mg/m3以上の群の雌で血液凝固時間の有意な短縮、1,230 mg/m3群の雄で赤血球数の有

意な減少と白血球数の有意な増加、雌で網赤血球数の有意な減少を認め、492mg/m3 以上の群の

雌雄の肺で気管支周囲のリンパ組織の増殖、間質のリンパ球浸潤の発生率に有意な増加がみられ

た。この結果から、NOAEL を 123mg/m3とした。 

以上より、NOAEL 123 mg/m3を RfC の導出に採用する。なお、ヒトボランティア実験では吸

入後の各異性体の血中濃度はほぼ同じであることから、全ての TMB 異性体に対してこの評価値

を適用する。 

 

７）ベンゼン 

急性影響では、5 日以上の実験期間で評価した研究が複数あったが、本評価における急性影響

は短時間曝露を想定しているため、時間単位で実験を行っている研究に絞った。Srbova ら(1950)

のヒトでの研究と Molnar ら(1986)のラットでの研究がキー研究であった。 

Srbova ら(1950)では、ヒトに 2 時間吸入曝露した試験結果から、何ら影響がみられなかった濃

度として、NOAEL 357 mg/m3（110 ppm）が導出されている。Molnar ら(1986)では、ラットに

4 時間吸入曝露した試験結果から、自発運動の低下をエンドポイントとして、NOAEL 12992 

mg/m3（4,000 ppm）が導出されている。本報告では、ヒトでの知見を採用し、Srbova ら(1950)

の NOAEL を AcRfC の導出に採用した。 

慢性影響では、ベンゼンはヒトに対する発がん性に関する十分な証拠があり、国際がん研究機

関がグループ 1 に分類していることから、非発がん影響と発がん影響に分けて評価を行った。 

非発がん影響では、Lan ら(2004)と Schnatter ら(2020)がキー研究であった。Lan ら(2004)で

は、ヒトの吸入曝露による疫学研究の結果から、血液毒性（総白血球数、顆粒球数等の減少）を

エンドポイントとして、LOAEL 1.85 mg/m3（0.57 ppm）が導出されている。Schnatter ら(2020)
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では、ヒトの吸入曝露による疫学研究の結果から、血液毒性をエンドポイントとして、NOAEL 

1.62 mg/m3（0.5 ppm）が導出されている。Schnatter ら(2020)では、複数の疫学研究を評価した

結果、遺伝毒性をエンドポイントとしてNOAEL 2.24 mg/m3（0.69 ppm）及び LOAEL 7.57 mg/m3

（2.33 ppm）が導出されている。 

発がん影響に関する評価では、Crump ら(1994)のヒトでの職業性曝露の疫学研究から急性骨髄

性白血病をエンドポイントとして平均相対リスクモデルを適用し、WHO 欧州が 6×10-6／(µg/m3)

のユニットリスクを算出し、10-5のリスクレベルで 1.7 µg/m3としている。Crump ら(1994)の疫学

研究は、米国環境保護庁の IRIS でも使用されている。 

しかしながら、AGS (2012)では、Crump ら(1994)を含む 13 のヒトでの骨髄性白血病に関する

職業性曝露の疫学研究（Crump ら 1994, Rinsky ら 1987, Rinsky ら 2002 など）から、ED10（生

涯過剰発がんリスク 10%に相当する濃度）として平均値 47 mg/m3 を導出し、この値を低濃度に

線形外挿して労働者における 4×10-5 の過剰発がんリスクレベルの濃度を 0.02 mg/m3としている。 

2020 年のドイツ連邦環境庁の評価では、この値を用いて、労働者と一般集団でそれぞれ呼吸量

を 10 m3/day、20 m3/day、曝露日数を 7 日/週、5 日/週、年間の曝露を 52 週、48 週、生涯曝露

期間を 75年、40年として 0.02 mg/m3を補正して 4×10-5 のリスクレベルの濃度を 0.0035 mg/m3

としている。4×10-5 を 40 で除すと 1×10-6 となるから、0.0035/40 = 0.000088 = 0.0001 mg/m3

（0.1 µg/m3) が 100 万分の 1 の過剰発がんリスク、1 µg/m3 が 10 万分の 1 の過剰発がんリスク

となる。ユニットリスクに換算すると、1×10-5／(µg/m3)となる。本評価では、職業性曝露による

骨髄性白血病研究の系統的レビューを行った AGS (2012)をもとに導出したドイツ連邦環境庁の

ユニットリスクを CarRfC の評価に用いることが妥当と考えた。 

 

８）ナフタレン 

急性影響では、ラットに 4 時間吸入曝露した試験結果から、気道の細胞の腫脹と脱落をエンド

ポイントとして NOAEL 204 mg/m3 が導出されている（Buckpitt 1982）。本報告では、この

NOAEL を AcRfC の導出に採用した。 

慢性影響について、ナフタレンでは複数の評価機関で発がん影響をエンドポイントとしたユニ

ットリスクが算出されている。しかしながら、ナフタレンの発がん性分類は国際がん研究機関で

グループ 2B（ヒトで発がん性があるかもしれない）に分類されており、ヒトでの発がん性の証拠

は十分ではないことから、非発がん影響で評価することとした。非発がん影響では、NTP (2000)

と Dodd ら(2012)がキー研究であった。 

NTP (2000)では、Fischer 344 ラットの 105 週間吸入曝露の実験結果から、嗅上皮の過形成、

萎縮、慢性炎症などをエンドポイントとして LOAEL 53 mg/m3 (10 ppm)が得られている。Dodd

ら(2012)では、Fischer 344 ラットの 90 日間吸入曝露の実験結果から、鼻の呼吸上皮の病変をエ

ンドポイントとして NOAEL 5 mg/m3 (1 ppm)が得られている。本報告においては、NOAEL が

得られた Dodd ら(2012)の実験結果を ChRfC の導出に採用した。 

 

９）エチルトルエン 

急性影響では評価可能な知見が得られなかった。慢性影響について、2-エチルトルエンについ

ては、NTP でラット及びマウスを用いた吸入曝露の毒性試験が実施されており、このうち 14 日

間の試験結果が Roberts ら(2017)、2 週間の試験結果が Huang ら(2021)として公開されている。

また、3 ヶ月間の吸入曝露試験が実施中（on test）との NTP からの情報があり、いずれこの試験

結果も公表されるものと思われる。 

Roberts ら(2017)の実験では、2-または 3-または 4-エチルトルエンを 0、1000、2000 ppm で

3 時間／日、5 日間／週で 2 週間吸入曝露した結果、マウスの気管支で過形成、気道上皮の扁平



- 226 - 

上皮化生や好中球性炎症、嗅上皮の萎縮や変性、ラットの嗅上皮で萎縮、肝細胞の小葉中心性壊

死が観察されている。 

Huang ら(2021)の実験では、2-エチルトルエンを 0、150、300 ppm で 6 時間／日、7 日間／

週で 2 週間吸入曝露した結果、嗅上皮と嗅神経の萎縮がラット及びマウスで 150 ppmと 300 ppm

で観察され、マウスの方が影響が強かった。この結果から、150 ppm（750 mg/m3）を LOAEL

と判断し、ChRfC の導出に採用した。 
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３．健康リスク評価値（RfC）の導出 

個々の物質の有害性評価結果に基づいて、健康リスク評価値（Reference Concenration: RfC）

を導出した。有害性評価の方法は、拙著の方法を用いた（Azuma et al., 2007; Azuma et al., 2016）。

影響量に対して、反復曝露から連続曝露への補正、不確実係数の適用を行って RfC を導出した。

不確実係数としては、初期リスク評価であるため、近年欧州化学品庁（ECHA）が公表している

不確実係数を用いた（表２９）（ECHA, 2012）。なお、ヒトボランティアによる短時間の曝露デ

ータを用いた場合は、試験期間の調整係数を 10 とした。また、LOAEL を用いた場合は 10 とし、

初期評価として、リスクの取りこぼしがないように安全側の不確実係数を用いた。詳細リスク評

価や指針値の導出を行う際には、LOAEL に対する不確実係数、種差、個体差に対する不確実係

数等について、感受性、作用機序、体内動態、影響の重大性などに基づいて見直す必要がある。 

 

表２６ 室内環境汚染物質の AcRfC 一覧（急性影響） 

 指標 
曝露

経路 
影響量* 種 エンドポイント 

不確実係数(UF)** AcRfC 

(mg/m3) 

キー研究 

1 2 3 4 

オクタ

メチル

シクロ

テトラ

シロキ

サン

(D4) 

評価可能な知見が得られなかった 

デカメ

チルシ

クロペ

ンタシ

ロキサ

ン(D5) 

評価可能な知見が得られなかった 

プロピ

レング

リコー

ル 

評価可能な知見が得られなかった 

1,3-ブ

タンジ

オール 

評価可能な知見が得られなかった 

炭素数

8～16

の脂肪

族飽和

炭化水

素類 

評価可能な知見が得られなかった 
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トリメ

チルベ

ンゼン 

NOAEL 吸入 148.6 ヒト 影響なし 1 1 1 10 14.9 Järnberg ら

(1996) 

ベンゼ

ン 

NOAEL 吸入 357 ヒト 影響なし 1 1 1 10 35.7 Srbova et al 

(1950) 

NOAEL 吸入 12992 ラット 自発運動の低下 1 1 10 1 129.9 Molnar et al 

(1986) 

ナフタ

レン 

NOAEL 吸入 204 ラット 気道の細胞の腫脹と

脱落 

1 1 2.5 

 

10 8.2 Buckpitt (1982) 

エチル

トルエ

ン 

評価可能な知見が得られなかった 

* 吸入 (mg/m3). 経口 (mg/kg/day). 経口換算では体重 50kg 及び呼吸量 15 m3/day を用いた 

** UF1: LOAEL to NOAEL extrapolation. UF2: Extrapolation across durations. UF3: 

Interspecies extrapolation UF4: Intraspecies extrapolation. 

 

 

表２７ 室内環境汚染物質の ChRfC 一覧（非発がんの慢性影響） 

 指標 
曝露

経路 
影響量* 種 エンドポイント 

不確実係数(UF)** ChRfC 

(μg/m3) 

キー研究 

1 2 3 4 

オクタ

メチル

シクロ

テトラ

シロキ

サン

(D4) 

NOAEL 吸入 420 ラット 肝臓への影響と肺の

間質性炎症の悪化 

1 2 10 10 375 Burns-Naas et 

al (2002) 

NOAEL 吸入 1820 ラット 肝臓重量の増加、小

葉中心性の肝細胞の

肥大 

1 1 10 10 3250 Jean ら(2017) 

デカメ

チルシ

クロペ

ンタシ

ロキサ

ン(D5) 

NOAEL 吸入 150  ラット 鼻腔上皮の炎症性病

変 

1 1 2.5 10 1071  Jean et al (2016) 

NOAEL 吸入 2420 

 

ラット 肝臓重量の増加や肝

細胞肥大、鼻腔上皮

の炎症 

1 1 10 10 4321  Young et al 

(2016) 

プロピ

レング

リコー

ル 

NOAEL 吸入 160 ラット 気道粘膜の杯細胞の

増加 

1 2 2.5 10 571  Suber et al 

(1989) 

NOAEL 吸入 1000 ラット 体重増加の抑制 1 2 10 10 893 Suber et al 

(1989) 

1,3-ブ

タンジ

オール 

NOAEL 経口 750 イヌ 毒性所見なし 1 1 10 10 25000 Scala et al 

(1967) 

NOAEL 経口 2500 ラット 仔の胸骨分節の骨化

遅延 

1 1 10 10 83333 Hess et al (1981) 

炭素数

8～16

の脂肪

族飽和

NOAEL 吸入 138 ラット 副腎髄質過形成 1 1 10 10 246 NTP (2004) 

LOAEL 吸入 4680 ラット 仔の学習・記憶障害 10 1 10 10 1170 Hass et al 

(2001) 

LOAEL 吸入 4680 ラット 運動活性の低下 10 2 10 10 585 Hass et al 
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炭化水

素類 

(2001) 

トリメ

チルベ

ンゼン 

NOAEL 吸入 123 ヒト 神経行動学的影響、

気管支周囲の変性 

10 1 1 10 610 Korsak et al 

(1996, 2000) 

ベンゼ

ン 

LOAEL 吸入 1.85 ヒト 血液毒性 (総白血球

数、顆粒球数等の減

少) 

10 1 1 10 4 Lan et al (2004) 

NOAEL 吸入 2.24 ヒト 遺伝毒性 1 1 1 10 53 Schnatter et al 

(2020) 

LOAEL 吸入 7.57 ヒト 遺伝毒性 10 1 1 10 18 Schnatter et al 

(2020) 

ナフタ

レン 

LOAEL 吸入 53 ラット 嗅上皮の過形成、萎

縮、慢性炎症 

10 1 2.5 10 37.9  NTP (2000) 

NOAEL 吸入 5 ラット 鼻の呼吸上皮の病変 1 2 2.5 10 17.9 Dodd et al 

(2012) 

エチル

トルエ

ン 

LOAEL 吸入 750 ラッ

ト、マ

ウス 

嗅上皮と嗅神経の萎

縮 

1 6 2.5 10 1250 Huang et al 

(2021) 

* 吸入 (mg/m3). 経口 (mg/kg/day). 経口換算では体重 50kg 及び呼吸量 15 m3/day を用いた 

** UF1: LOAEL to NOAEL extrapolation. UF2: Extrapolation across durations. UF3: Interspecies 

extrapolation UF4: Intraspecies extrapolation.  

 

 

表２８ 室内環境汚染物質の CarRfC（発がんリスク評価値）一覧 

 ユニットリスク 種 エンドポイント CarRfC (μg/m3／10 万分

の 1 過剰発がんリスク 

キー研究 

ベ ン

ゼン 

6×10-6／(µg/m3) ヒト 骨髄性白血病 1.7 WHO Europe 

(2010) 

1×10-5／(µg/m3) ヒト 骨髄性白血病 1.0 AGS (2012) 

and 独・室内

空気 (2020) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 230 - 

表２９ 欧州化学品庁によるアセスメント係数のデフォルト値（ECHA 2012） 

  アセスメント係数 

種間差 体重あたりの代謝の差 全身影響 局所影響 

残りの種間差 AS a,b 

2.5 

 

1 f 

2.5 g 

種内差 労働者 5 5 

一般人 10 c 10 c 

曝露期間の差 亜急性から亜慢性への外挿 3 3 h 

亜慢性から慢性への外挿 2 2 h 

亜急性から慢性への外挿 6 6 h 

曝露経路の差    

量反応関係への懸念、

影響の重大性 

量反応関係データの信頼性（NOAEL

が得られていないなど）、重大な影響

への懸念（発がん影響など） 

1 d 1 d 

データベースの質 不完全なデータ 

選ぶべきデータの信頼性 

1 d 

1 e 

1 d 

1 e 

a: ラットでは 4 (表 2-25 参照)。 f,g: 局所影響（local effect）では AS による補正は不要であり、皮膚、眼、消化管に対する単

純な粘膜障害作用については種間差を認めず UF を 1 とする。但し曝露を受ける局所における代謝の結果として皮膚、眼、消

化管への影響が現れる場合および呼吸器（respiratory tract）に対する影響が現れる場合には 2.5 の UF を採用。d: NOAEL が

得られず LOAEL を用いる場合は、実験における曝露量の設定の公比（dose spacing）（最近の試験では通常 2～4 倍）の大き

さ、量反応関係の形や傾き、LOAEL で観察された毒性影響の程度などを勘案して UF を決定するが、ECHA は 3（通常）～10

（例外的）の UF を示唆。f: 皮膚、眼、消化管における膜組織だけの破壊による影響。g: 局所的な代謝を通じた皮膚、眼、消

化管への影響、気道への影響。h: 気道への影響 

 

表３０ ヒトへの外挿に用いる allometric scaling (AS) factor 

種 体重（kg） AS fator 

ラット 0.250 4 

マウス 0.03 7 

ハムスター 0.11 5 

モルモット 0.8 3 

ウサギ 2 2.4 

サル 4 2 

イヌ 18 1.4 
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当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和４年 3月 8日 

厚生労働大臣 殿                                       
                                                                                              
                    
                              機関名 山口大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学 長 
                                                                                      
                              氏 名  岡 正朗         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  化学物質リスク研究事業                             

２．研究課題名  室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究  

３．研究者名  （所属部局・職名）創成科学研究科・助教                       

    （氏名・フリガナ）金 炫兌・きむ ひょんて                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



 
令和４年 ３月１１日 

厚生労働大臣 殿                                       
                                                                                              
                    
                              機関名 国立大学法人九州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  総合理工学研究院長 
                                                                                      
                              氏 名  中島 英治         
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  化学物質リスク研究事業                             

２．研究課題名  室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発・規格化および国際規制状況に関する研究  

３．研究者名  （所属部局・職名）九州大学総合理工学研究院・教授                  

    （氏名・フリガナ）伊藤 一秀・イトウ カズヒデ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名称：                  ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 4 年 3 月 31 日 
                                            
厚生労働大臣 殿 

                                                                                             
                   
                              機関名  近畿大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  細井 美彦          
 

   次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働行政推進調査事業費補助金 化学物質リスク研究事業                                          

２．研究課題名 室内空気汚染化学物質の標準試験法の開発･規格化および国際規制状況に関する研究                                          

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 東 賢一（アズマ ケンイチ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


